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い
ま
日
本
で
、
一
般
の
人
が
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
つ

い
て
持
っ
て
い
る
イ
メ
ー
ジ
は
、
ど
の
よ
う
な
も
の
だ

ろ
う
か
。「
環
境
に
い
い
」「
二
酸
化
炭
素
を
出
さ
な
い
」

と
い
う
肯
定
的
な
評
価
と
と
も
に
、「
値
段
が
高
い
」「
お

天
気
ま
か
せ
で
不
安
定
」
と
い
う
印
象
を
多
く
の
人
が

持
っ
て
い
る
の
で
は
な
い
か
。
近
年
、
日
本
で
一
番
身

近
に
な
っ
た
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
は
、
住
宅
の
屋
根
に

乗
っ
た
太
陽
光
発
電
だ
ろ
う
。
家
庭
用
の
電
気
を
供
給

す
る
こ
と
は
で
き
て
も
、
工
場
や
超
高
層
ビ
ル
の
よ
う

な
大
規
模
需
要
を
ま
か
な
う
に
は
力
不
足
と
思
っ
て
い

る
方
も
い
る
の
で
は
な
い
か
。

し
か
し
、
値
段
が
高
い
、
不
安
定
、
力
不
足
と
い
う

自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
対
す
る
評
価
は
、
日
本
で
の
拡
大

の
遅
れ
を
反
映
し
た
も
の
で
あ
り
、
世
界
の
多
く
の
国

で
は
全
く
事
情
が
異
な
る
。
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
が
あ
ら

ゆ
る
電
源
の
中
で
最
も
安
い
も
の
に
な
り
、
電
力
供
給

の
中
心
を
占
め
る
国
が
増
え
て
き
て
い
る
。
そ
れ
ど
こ

ろ
か
、
２
０
５
０
年
ま
で
に
ほ
と
ん
ど
す
べ
て
の
エ
ネ

ル
ギ
ー
を
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
で
供
給
す
る
こ
と
が
、
世

界
の
目
標
と
な
っ
て
き
て
い
る
。順
番
に
見
て
い
こ
う
。

こ
こ
ま
で
増
え
た
世
界
の
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー

最
近
の
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
拡
大
を
け
ん
引
し
て
い

る
の
は
、
風
力
発
電
と
太
陽
光
発
電
だ
。
図
１
は
各
年

末
の
世
界
全
体
の
風
力
発
電
の
設
備
容
量
の
累
積
導
入

量
を
示
し
た
も
の
だ
。
２
０
１
８
年
末
で
５
９
１
㌐
㍗

と
な
っ
て
い
る
。
１
㌐
㍗
は
１
０
０
万
㌔
㍗
で
あ
り
、

大
規
模
な
原
子
力
発
電
１
基
分
に
相
当
す
る
設
備
容

量
だ
。
図
か
ら
わ
か
る
よ
う
に
、
こ
こ
数
年
で
は
毎
年

50
㌐
㍗
以
上
、
す
な
わ
ち
大
型
原
発
50
基
分
程
度
の
風

力
発
電
が
導
入
さ
れ
て
い
る
。
福
島
原
子
力
発
電
所
事

故
が
起
き
た
２
０
１
１
年
に
は
２
３
８
㌐
㍗
だ
っ
た
か

ら
、
そ
れ
か
ら
の

７
年
間
で
２
・
５
倍

に
な
っ
て
い
る
。

風
力
発
電
の

増
加
も
大
き
い

が
、
拡
大
ス
ピ
ー

ド
が
も
っ
と
速
い

の
は
図
２
に
示
す

太
陽
光
発
電
だ
。

２
０
１
１
年
に
は

71
㌐
㍗
だ
っ
た
が
、

２
０
１
８
年
に
は

５
０
５
㌐
㍗
へ
と

７
倍
以
上
に
も

な
っ
て
い
る
。
過

去
２
年
間
は
１
年

間
で
１
０
０
㌐
㍗
も
増
え
て
い
る
。

図
３
は
、
さ
ら
に
長
い
期
間
に
わ
た
っ
て
、
風
力
発

電
と
太
陽
光
発
電
の
設
備
容
量
を
原
子
力
発
電
と
比
べ

た
も
の
だ
。
２
０
１
５
年
に
は
風
力
発
電
が
原
子
力
発

電
を
上
回
り
、
２
０
１
７
年
に
は
太
陽
光
発
電
も
原
発

を
超
え
た
。
原
発
の
増
加
は
ゆ
る
や
か
で
あ
り
、
各
国

政
府
が
参
加
す
る
国
際
エ
ネ
ル
ギ
ー
機
関
（
Ｉ
Ｅ
Ａ
）

の
調
査
で
も
、
今
後
、
大
き
な
伸
び
は
予
測
さ
れ
て
い

世
界
は
「
自
然
エ
ネ
100
％
」
へ
動
き
出
し
た

その１

公
益
財
団
法
人 

自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
財
団 

常
務
理
事
　
大
野
輝
之

森林と
自然エネルギー
を再考する

森林と
自然エネルギー
を再考する

出典：REN21 "RENEWABLES 2019 GLOBAL STATUS REPORT"

(単位：GW＝100万kW)
図１　世界の風力発電設備容量の推移

591GW

出典：REN21 "RENEWABLES 2019 GLOBAL STATUS REPORT"

(単位：GW＝100万kW)
図２　世界の太陽光発電設備容量の推移

505GW
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な
い
。

以
上
に
見
た
の
は
設
備
容
量
の
比
較
だ
。
同
じ
設
備

容
量
で
も
実
際
に
発
電
す
る
電
気
の
量
は
、
電
源
ご
と

に
異
な
る
。福
島
原
発
事
故
後
の
日
本
が
典
型
例
だ
が
、

原
子
力
発
電
は
事
故
な
ど
に
よ
っ
て
長
期
間
に
運
転
を

停
止
す
る
場
合
が
あ
る
。
し
か
し
、
そ
う
し
た
こ
と
を

除
け
ば
定
期
点
検
期
間
中
を
除
き
、
昼
も
夜
も
発
電
す

る
。
一
方
、
太
陽
光
発
電
は
当
然
な
が
ら
夜
間
は
発
電

し
な
い
し
、
風
力
発
電
も
風
が
吹
か
な
い
と
き
は
発
電

し
な
い
。
実
際
の
発
電
量
で
比
較
す
れ
ば
、
太
陽
光
、

風
力
だ
け
で
は
、
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
発
電
量
は
現
時

点
で
は
原
子
力
に
は
及
ば
な
い
。

し
か
し
、
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
は
、
こ
れ
以
外
に
も

水
力
や
バ
イ
オ
マ
ス
、
地
熱
と
い
っ
た
他
の
電
源
が
あ

る
。
こ
れ
ら
す
べ
て
の
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
合
計
す
る

と
、既
に
世
界
の
電
力
の
26
％
程
度
を
供
給
し
て
い
る
。

こ
れ
に
対
し
原
子
力
は
10
％
程
度
だ
。
国
際
エ
ネ
ル

ギ
ー
機
関
は
、
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
電
力
と
原
子
力
の

シ
ェ
ア
の
予
測
を
毎
年
公
表
し
て
い
る
。
２
０
１
８

年
版
で
２
０
４
０
年
時
点
の
予
測
を
見
る
と
、
原
子

力
は
９
・
２
％
と
微
減
し
て
い
る
の
に
対
し
、
自
然
エ

ネ
ル
ギ
ー
は
41
・
４
％
と
大
幅
に
増
加
す
る
。
４
倍
以

上
の
差
が
つ
く
の
だ
。

新
興
国
へ
広
が
る
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー

で
は
、
太
陽
光
や
風
力
発
電
は
世
界
の
ど
こ
で
増

え
て
い
る
の
か
。
図
４
は
主
要
国
で
の
電
力
消
費
量

全
体
に
占
め
る
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
割
合
を
見
た
も
の

だ
。
一
番
、
シ
ェ
ア
の
高
い
の
は
カ
ナ
ダ
の
72
％
、

次
い
で
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
の
64
％
と
な
っ
て
い
る
。
し

か
し
、
こ
の
２
国
で
は
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
中
で
も

水
力
発
電
の
比
重
が
大
き
い
。
大
型
の
水
力
発
電
が
使

え
る
か
ど
う
か
は
、地
理
的
な
要
件
に
よ
り
規
定
さ
れ
、

ど
こ
の
国
で
も
利
用
可
能
な
わ
け
で
は
な
い
。そ
の
点
、

注
目
に
値
す
る
の
は
第
３
位
の
デ
ン
マ
ー
ク
や
第
６
位

の
ド
イ
ツ
で
あ
る
。
こ
の
両
国
は
水
力
発
電
が
全
く
、

あ
る
い
は
ほ
と
ん
ど
な
い
。
に
も
か
か
わ
ら
ず
風
力
、

太
陽
光
、
バ
イ
オ
マ
ス
と
い
っ
た
新
し
い
自
然
エ
ネ
ル

ギ
ー
を
積
極
的
に
導
入
し
、
国
全
体
の
電
力
の
６
割
、

４
割
を
供
給
す
る
に
い
た
っ
て
い
る
の
で
あ
る
。
ポ
ル

ト
ガ
ル
、
ス
ペ
イ
ン
、
イ
ギ
リ
ス
な
ど
の
国
々
も
、
太

陽
光
、
風
力
の
拡
大
に
よ
っ
て
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
割

合
を
高
め
て
き
て
い
る
。

こ
こ
ま
で
触
れ
た
の
が
み
な
欧
州
の
国
で
あ
る
こ
と

か
ら
も
わ
か
る
よ
う
に
、
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
拡
大
を
先

行
し
て
き
た
の
は
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
で
あ
る
。

し
か
し
、
最
近
で
は
様
相
が
変
わ
っ
て
い
る
。
中
国

や
イ
ン
ド
の
よ
う
な
新
興
国
が
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
拡
大

の
け
ん
引
力
に
な
っ
て
き
た
。
図
５
は
、
２
０
１
８
年

末
の
国
別
太
陽
光
発
電
導
入
量
を
示
す
も
の
だ
。
一
見

し
て
明
ら
か
な
よ
う
に
、
ダ
ン
ト
ツ
の
第
１
位
は
中
国

で
あ
る
。
図
に
は
２
０
１
８
年
１
年
間
の
導
入
量
も
表

示
し
て
あ
る
が
、
中
国
の
年
間
導
入
量
は
45
㌐
㍗
で

あ
る
。
こ
れ
は
他
の
殆
ど
の
国
の
累
積
量
を
上
回
る

凄
ま
じ
い
導
入
量
で
あ
る
。
累
積
第
２
位
の
米
国
の

２
０
１
８
年
導
入
量
は
10
・
６
㌐
㍗
だ
か
ら
、
中
国
の

４
分
の
１
以
下
で
あ
る
。

一
方
、
イ
ン
ド
は
累
積
で
は
ま
だ
５
位
だ
が
、

２
０
１
８
年
単
年
の
導
入
で
は
僅
差
で
米
国
を
上
回
り

第
２
位
で
あ
る
。
こ
の
グ
ラ
フ
に
は
ま
だ
出
て
こ
な
い

が
、
サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
な
ど
中
東
の
国
々
、
チ
リ
や
ブ

ラ
ジ
ル
な
ど
の
中
南
米
の
国
々
で
も
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー

拡
大
が
加
速
し
て
き
て
い
る
。
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
推

出典：IAEA「Power Reactor Information System」（原子力、2018 年 12 月３日時点）、
GWEC「Global Wind Report Annual Market Update」（風力）、IEA-PVPS「Trends in 
Photovoltaic Applications 2018」（太陽光、2018 年 12 月）、Bloomberg NEF「World 
Reaches 1,000GW of Wind and Solar, Keeps Going」（風力・太陽光 2018 年予測値、
2018 年８月２日時点）

図３　全世界の原子力・風力・太陽光発電の設備容量（1954 ～ 2018 年）

出典：国際エネルギー機関（International Energy Agency）、中国電力企業連合会（China 
Electricity Council）、インド中央電力庁（Central Electricity Authority）より自然エ
ネルギー財団作成

図４　2018 年の電力消費量に占める自然エネルギーの割合
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進
力
は
、い
ま
や
先
進
国
か
ら
新
興
国
・
途
上
国
に
移
っ

て
き
て
い
る
。

劇
的
に
安
く
な
っ
た
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー

世
界
全
体
で
の
、
そ
し
て
最
近
で
は
新
興
国
・
途
上

国
で
の
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
拡
大
の
要
因
は
二
つ
あ
る
。

一
つ
は
、
そ
の
価
格
が
急
激
に
低
下
し
て
き
た
こ
と
で

あ
る
。
も
う
一
つ
は
、
気
候
変
動
の
影
響
が
深
刻
さ
を

増
す
中
で
、
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
が
温
室
効
果
ガ
ス
削
減

の
中
心
的
な
手
段
と
し
て
位
置
づ
け
ら
れ
て
き
た
こ
と

だ
。
ま
ず
価
格
低
下
か
ら
見
よ
う
。

図
６
に
示
す
の
は
、
世
界
有
数
の
独
立
系
投
資
銀
行

で
あ
る
ラ
ザ
ー
ド
が
２
０
１
８
年
11
月
に
公
表
し
た
電

源
別
の
発
電
コ
ス
ト
の
推
移
で
あ
る
。
太
陽
光
発
電
１

㌔
㍗
時
あ
た
り
の
発
電
コ
ス
ト
は
、
２
０
１
０
年
に
は

約
25
セ
ン
ト
だ
っ
た
が
、
２
０
１
８
年
に
は
４
・
３
セ

ン
ト
ま
で
低
下
し
て
い
る
。
わ
ず
か
８
年
間
で
６
分
の

１
程
度
に
な
っ
た
の
だ
。
風
力
発
電
も
同
じ
期
間
に

12
・４
セ
ン
ト
か
ら
４
・
２
セ
ン
ト
に
な
っ
て
い
る
。
こ

の
結
果
、
今
日
で
は
太
陽
光
発
電
と
風
力
発
電
が
他
の

ど
の
電
源
よ
り
も
安
い
電
源
に
な
っ
て
い
る
の
だ
。

他
方
、
原
子
力
発
電
は
福
島
原
発
事
故
後
、
安
全
対

策
の
強
化
が
求
め
ら
れ
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
発
電
コ
ス

ト
が
上
昇
し
、
２
０
１
８
年
で
は
15
・
１
セ
ン
ト
、
最

も
高
い
電
源
に
な
っ
て
い
る
。先
に
、国
際
エ
ネ
ル
ギ
ー

機
関
の
予
測
で
は
原
子
力
発
電
の
割
合
が
低
下
し
て
い

く
こ
と
を
紹
介
し
た
が
、
そ
の
要
因
は
、
安
全
性
へ
の

懸
念
、
放
射
性
廃
棄
物
処
理
の
困
難
に
加
え
、
コ
ス
ト

が
高
く
な
っ
て
い
る
点
に
あ
る
。

自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
は
、
も
は
や
豊
か
な
先
進
国
し
か

手
に
入
れ
ら
れ
な
い
贅
沢
品
で
は
な
い
。
今
後
、
大
き

な
電
力
需
要
の
拡
大
が
見
込
ま
れ
る
イ
ン
ド
で
も
太
陽

光
や
風
力
は
石
炭
火
力
よ
り
安
く
な
っ
て
い
る
。

気
候
変
動
対
策
の
主
役
に
な
っ
た
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー

自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
拡
大
の
テ
ン
ポ
が
速
ま
っ
て
い
る

理
由
の
も
う
一
つ
は
、
気
候
変
動
対
策
だ
。

２
０
１
８
年
10
月
に
国
連
の
科
学
者
組
織
「
気
候
変

動
に
関
す
る
政
府
間
パ
ネ
ル
（
Ｉ
Ｐ
Ｃ
Ｃ
）」
が
公
表

し
た
特
別
報
告
書
は
、
熱
波
の
被
害
、
生
態
系
の
破
壊

な
ど
の
深
刻
な
影
響
を
回
避
す
る
た
め
に
は
、
世
界
の

平
均
気
温
上
昇
を
産
業
革
命
前
と
比
べ
て
２
℃
未
満
に

と
ど
め
る
現
在
の
パ
リ
協
定
の
目
標
で
は
不
十
分
で

あ
り
、
１
・
５
℃
以
下
に
抑
え
る
必
要
が
あ
る
こ
と
を

明
ら
か
に
し
た
。
こ
の
報
告
書
は
、
そ
の
た
め
に
は

２
０
５
０
年
前
後
に
は
二
酸
化
炭
素
排
出
を
実
質
ゼ
ロ

に
す
る
必
要
が
あ
る
こ
と
、
ま
た
２
０
３
０
年
ま
で
に

２
０
１
０
年
比
で
約
45
％
削
減
を
実
現
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
と
指
摘
し
た
。

脱
炭
素
社
会
を
実
現
す
る
た
め
に
は
、
エ
ネ
ル
ギ
ー

効
率
化
を
徹
底
す
る
と
同
時
に
、
二
酸
化
炭
素
を
排
出

し
な
い
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
転
換
し
て
い
か
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

前
述
の
よ
う
に
高
コ
ス
ト
化
し
、
廃
棄
物
処
理
の
方

法
も
確
立
で
き
て
な
い
原
子
力
発
電
に
は
将
来
性
は
な

い
し
、
実
際
に
も
利
用
拡
大
が
進
ん
で
い
な
い
。
火
力

発
電
か
ら
排
出
さ
れ
る
二
酸
化
炭
素
を
回
収
し
て
地
中

に
貯
蔵
す
る
Ｃ
Ｃ
Ｓ
と
い
う
方
法
が
１
９
７
０
年
代
か

ら
提
唱
さ
れ
実
用
化
が
目
指
さ
れ
て
き
た
が
、
少
な
く

と
も
発
電
用
に
は
全
く
現
実
性
が
な
い
こ
と
が
明
ら
か

に
な
っ
て
い
る
。
世
界
的
に
は
、
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
へ

図６　全世界の電源別の発電コスト
　　　（新設案件、助成なしの均等化発電原価による）

出典：Lazard「Levelized Cost of Energy Analysis - Version 12.0」（2018 年 11 月）

米セント/kWh

(単位：GW＝100万kW)

出典：RENEWABLES 2019 GLOBAL STATUS REPORT

図５　国別の太陽光発電設備容量

中国 米国 日本 ドイツ インド イタリア フランス英国 韓国オーストラリア

(単位：GW)
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の
転
換
が
最
も
現
実
的
な
選
択
肢
だ
と
い
う
理
解
が
広

が
っ
て
い
る
。

エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
に
は
電
気
だ
け
で
な
く
、
自
動
車

燃
料
や
産
業
用
の
高
温
熱
利
用
、
暖
房
需
要
な
ど
様
々

な
形
が
あ
り
、
こ
れ
ら
の
全
て
を
脱
炭
素
化
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。
電
気
自
動
車
や
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
の
よ
う

に
、
電
化
で
き
る
も
の
は
電
化
し
、
そ
れ
を
自
然
エ
ネ

ル
ギ
ー
電
力
で
供
給
す
る
こ
と
で
脱
炭
素
化
が
進
む
。

航
空
機
の
燃
料
な
ど
電
化
が
難
し
い
も
の
は
、
バ
イ
オ

エ
ネ
ル
ギ
ー
や
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
電
力
で
作
っ
た
水
素

を
燃
料
と
す
る
な
ど
、
検
討
が
進
ん
で
い
る
。
い
ず
れ

に
し
ろ
明
確
な
の
は
、
少
な
く
と
も
電
気
は
自
然
エ
ネ

ル
ギ
ー
で
百
％
を
供
給
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
い
う

こ
と
だ
。

Ｉ
Ｐ
Ｃ
Ｃ
の
１
・
５
℃
特
別
報
告
書
は
、
２
０
５
０

年
ま
で
に
大
幅
な
排
出
削
減
を
実
現
す
る
三
つ
の
シ
ナ

リ
オ
を
示
し
て
い
る
が
、
こ
れ
ら
は
２
０
３
０
年
の
時

点
で
世
界
の
電
力
の
48
％
か
ら
60
％
を
自
然
エ
ネ
ル

ギ
ー
で
供
給
す
る
こ
と
を
想
定
し
て
い
る
。
前
述
の
よ

う
に
、
現
在
の
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
電
力
供
給
割
合
は

26
％
程
度
で
あ
る
か
ら
、
１
・
５
℃
目
標
が
求
め
る
水

準
は
極
め
て
高
い
。
し
か
し
、
世
界
で
は
既
に
こ
の
レ

ベ
ル
に
挑
む
野
心
的
な
目
標
を
、
自
ら
の
も
の
と
し
て

定
め
る
先
進
的
な
国
や
地
域
も
登
場
し
て
き
て
い
る
。

も
と
も
と
水
力
発
電
資
源
に
恵
ま
れ
て
い
る
ス

ウ
ェ
ー
デ
ン
は
、
２
０
４
０
年
に
は
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー

で
１
０
０
％
を
供
給
す
る
目
標
を
定
め
て
い
る
。
水

力
発
電
の
な
い
デ
ン
マ
ー
ク
も
風
力
発
電
を
中
心
に

２
０
３
０
年
ま
で
に
１
０
０
％
の
達
成
を
目
標
と
し
て

い
る 

。
ド
イ
ツ
の
２
０
３
０
年
目
標
は
65
％
で
あ
り

欧
州
連
合
全
体
で
も
、
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
電
力
で
少
な

く
と
も
50
％
を
超
え
る
目
標
を
掲
げ
て
い
る
。

米
国
で
は
、
ト
ラ
ン
プ
政
権
が
気
候
変
動
対
策
に
背

を
向
け
る
中
、
多
く
の
州
政
府
が
積
極
的
な
自
然
エ

ネ
ル
ギ
ー
政
策
を
展
開
し
て
い
る
。
人
口
規
模
が
約

４
０
０
０
万
人
、
全
米
最
大
の
カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
州

は
、
電
力
供
給
に
占
め
る
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
シ
ェ
ア

を
２
０
３
０
年
ま
で
に
60
％
、
２
０
４
５
年
ま
で
に
実

質
的
に
１
０
０
％
に
す
る
目
標
を
定
め
て
い
る 

。

中
国
が
国
の
目
標
と
し
て
公
式
に
定
め
て
い
る
の

は
、
２
０
２
０
年
ま
で
で
あ
り
、
２
０
３
０
年
も

２
０
５
０
年
も
公
式
な
目
標
は
定
め
て
い
な
い
が
、
重

要
な
政
策
を
決
め
る
国
家
発
展
改
革
委
員
会
を
補
佐

す
る
「
国
家
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
セ
ン
タ
ー
」
が

作
っ
て
い
る
「
中
国
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
展
望

２
０
１
８
」
で
は
、
２
０
３
５
年
に
お
け
る
自
然
エ
ネ

ル
ギ
ー
電
力
の
割
合
は
、
既
定
政
策
シ
ナ
リ
オ
で
も

60
％
、
２
℃
未
満
シ
ナ
リ
オ
で
は
72
％
と
し
て
い
て
い

る
。欧

州
で
は
熱
波
が
１
０
０
０
人
以
上
の
死
者
を
生

み
、
ア
マ
ゾ
ン
で
の
森
林
火
災
の
拡
大
、
オ
ー
ス
ト
ラ

リ
ア
の
干
ば
つ
と
洪
水
な
ど
、
気
候
変
動
の
危
機
は
す

で
に
現
実
の
も
の
に
な
っ
て
い
る
。
脱
炭
素
社
会
へ
の

転
換
を
急
ぐ
た
め
、
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
拡
大
が
急
務
と

し
て
と
ら
え
ら
れ
て
き
て
い
る
の
だ
。

日
本
の
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
拡
大

最
後
に
日
本
に
ふ
れ
る
。
国
が
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計

画
で
定
め
た
２
０
３
０
年
の
電
源
構
成
は
、
自
然
エ
ネ

ル
ギ
ー
が
22
～
24
％
、
原
子
力
が
20
～
22
％
、
火
力
発

電
が
44
％
と
い
う
も
の
で
あ
る
。他
国
の
目
標
に
比
べ
、

自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
目
標
は
半
分
程
度
で
し
か
な
い
。
一

方
、
原
子
力
発
電
は
国
と
電
力
会
社
を
あ
げ
た
努
力
に

も
拘
わ
ら
ず
、
再
稼
働
は
進
ん
で
い
な
い
。
20
～
22
％

と
い
う
目
標
が
到
底
実
現
で
き
な
い
こ
と
は
、
も
は
や

常
識
に
な
っ
て
い
る
。

一
方
、
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
電
力
は
す
で
に
18
％
程
度

ま
で
拡
大
し
て
い
る
。
世
界
に
比
べ
高
コ
ス
ト
だ
っ
た

日
本
の
太
陽
光
発
電
や
風
力
発
電
も
、
２
０
２
０
年
代

後
半
か
ら
は
現
在
の
世
界
レ
ベ
ル
ま
で
低
下
す
る
展
望

が
見
え
て
き
て
い
る
（
詳
し
く
は
、
脚
注
に
あ
る
自
然

エ
ネ
ル
ギ
ー
財
団
の
報
告
書
を
ご
覧
い
た
だ
き
た
い
）。

現
在
、
日
本
は
火
力
発
電
用
の
燃
料
と
し
て
石
炭
、

天
然
ガ
ス
、
石
油
の
ほ
ぼ
全
量
を
海
外
か
ら
輸
入
し
て

お
り
、
そ
の
他
の
用
途
も
含
め
た
総
額
は
約
16
兆
円
に

の
ぼ
る 

。
国
内
に
化
石
燃
料
資
源
、
ま
た
核
燃
料
も

ほ
と
ん
ど
な
い
日
本
は
、欧
米
各
国
な
ど
と
比
べ
て
も
、

脱
化
石
燃
料
、
脱
原
子
力
発
電
を
進
め
る
こ
と
に
合
理

性
が
高
い
。

四
季
折
々
の
多
彩
な
自
然
を
享
受
す
る
日
本
は
、
太

陽
光
、
風
力
、
水
力
、
地
熱
、
バ
イ
オ
マ
ス
と
い
う
自

然
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
視
野
に
入
れ
れ
ば
、
決
し
て
資
源
小

国
で
は
な
く
、
持
続
可
能
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
資
源
に
恵
ま

れ
た
豊
か
な
国
で
あ
る
。
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
ポ
テ
ン

シ
ャ
ル
を
活
用
す
る
こ
と
が
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
資
源
の
輸

入
依
存
を
脱
し
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障
を
確
立
す
る

最
善
の
道
で
あ
り
、
最
も
確
実
に
脱
炭
素
化
を
成
し
遂

げ
る
道
で
あ
る
。

参
考
資
料

自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
財
団

「
脱
炭
素
社
会
へ
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
戦
略
の
提
案
―
２
０
５
０
年
Ｃ
Ｏ
２
排
出
ゼ
ロ

の
日
本
へ
」　

２
０
１
９
年
４
月

「
日
本
の
太
陽
光
発
電
の
発
電
コ
ス
ト
―
現
状
と
将
来
推
計
」　

２
０
１
９
年
７
月

「
世
界
中
の
企
業
が
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
へ
」　

２
０
１
９
年
８
月
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農
地
に
お
け
る
太
陽
光
発
電
と
い
え
ば
、
休
耕
地
や

放
棄
地
を
農
地
転
用
に
よ
り
太
陽
光
パ
ネ
ル
を
設
置
す

る
ケ
ー
ス
が
思
い
浮
か
ぶ
が
、
近
年
に
な
り
営
農
型
太

陽
光
発
電
に
注
目
が
集
ま
っ
て
い
る
。
営
農
型
太
陽
光

発
電
と
は
、
圃ほ

場じ
ょ
う

で
作
物
を
栽
培
し
な
が
ら
、
同
じ

圃
場
に
太
陽
光
パ
ネ
ル
を
設
置
し
て
栽
培
と
と
も
に
発

電
を
行
う
仕
組
み
で
、
ソ
ー
ラ
ー
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
と
も

よ
ば
れ
て
い
る
。
先
進
的
な
農
家
に
よ
る
導
入
事
例
が

増
加
し
つ
つ
あ
る
一
方
で
、
農
地
に
構
造
物
を
導
入
す

る
こ
と
へ
の
抵
抗
を
感
じ
る
農
家
も
あ
る
。
ま
た
農
地

法
に
よ
る
国
の
規
制
も
あ
る
。
本
稿
で
は
、
営
農
型
太

陽
光
発
電
の
こ
れ
ま
で
の
導
入
実
績
、
ま
た
エ
ネ
ル

ギ
ー
の
観
点
か
ら
の
太
陽
光
発
電
の
今
後
の
可
能
性
を

述
べ
、
営
農
型
太
陽
光
発
電
が
農
業
振
興
と
再
生
可
能

エ
ネ
ル
ギ
ー
（
再
エ
ネ
）
拡
大
の
同
時
達
成
の
た
め
の

大
き
な
潜
在
力
が
あ
る
こ
と
を
お
伝
え
し
た
い
。

営
農
型
太
陽
光
発
電
の
現
状

農
地
法
に
よ
る
規
制
に
よ
り
、
本
来
の
農
業
以
外
の

用
途
で
の
農
地
の
使
用
は
禁
止
さ
れ
て
き
た
。
し
か
し

２
０
１
３
年
に
農
地
法
の
改
正
が
行
わ
れ
、
農
業
用
途

以
外
で
の
農
地
の
使
用
が
可
能
と
な
り
（
１
）、
営
農

型
太
陽
光
発
電
が
認
め
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。
た
だ

し
無
制
限
に
認
め
ら
れ
た
わ
け
で
は
な
く
、
営
農
型
太

陽
光
発
電
を
し
な
い
場
合
と
比
べ
て
８
割
以
上
の
収

量
を
確
保
し
、
著
し
い
品
質
劣
化
が
生
じ
て
い
な
い
と

い
う
設
置
継
続
条
件
が
課
せ
ら
れ
て
い
る
。
ま
た
設
置

に
は
併
せ
て
地
域
の
農
業
委
員
会
の
承
認
も
必
要
で
あ

る
。こ

の
よ
う
な
状
況
下
で
、
営
農
型
太
陽
光
発
電
の

２
０
１
８
年
度
ま
で
の
累
計
認
可
件
数
は
１
３
１
４
件

に
達
し
て
い
る
（
全
国
営
農
型
発
電
協
会
調
べ
）。
地

域
別
に
は
か
な
り
偏
り
が
あ
り
、千
葉
県
で
２
０
０
件
、

静
岡
県
、
群
馬
県
、
徳
島
県
で
１
０
０
件
を
超
え
る
認

可
事
例
が
あ
る
一
方
で
、
認
可
件
数
が
ゼ
ロ
の
都
道
府

県
も
あ
る
。
と
い
う
の
は
、
地
域
に
よ
っ
て
は
農
業
委

員
会
が
保
守
的
で
営
農
型
太
陽
光
発
電
に
消
極
的
な
た

め
、
設
置
が
進
ま
な
い
地
域
が
か
な
り
あ
る
か
ら
で
あ

る
。導

入
さ
れ
た
発
電
規
模
の
分
布
を
図
1
に
示
す
。
50

㌔
㍗
未
満
の
小
規
模
な
も
の
が
過
半
を
占
め
る
が
、
中

に
は
１
０
０
０
㌔
㍗
を
超
え
る
太
陽
光
パ
ネ
ル
の
発
電

導
入
事
例
も
数
％
あ
る
。
こ
れ
ら
の
規
模
の
分
布
か
ら

概
算
す
る
と
、
２
０
１
８
年
度
で
の
累
積
設
備
導
入
量

は
数
十
万
㌔
㍗
に
及
ぶ
と
推
計
さ
れ
る
。
栽
培
さ
れ
て

い
る
主
な
作
物
の
内
訳
は
、
み
ょ
う
が
（
１
４
５
件
）、

榊さ
か
き（

１
１
１
件
）、
き
の
こ
類
（
61
件
）、
茶
（
59
件
）

の
よ
う
に
耐
陰
性
の
強
い
作
物
が
多
く
栽
培
さ
れ
て
い

営
農
型
太
陽
光
発
電
で
農
業
・
再
エ
ネ
を
同
時
振
興

その２

東
京
大
学
大
学
院
工
学
系
研
究
科
教
授
　
吉
田
好
邦

森林と
自然エネルギー
を再考する

森林と
自然エネルギー
を再考する

図１　営農型太陽光発電規模と累計認可件数(2018年現在)

50ｋW未満, 
710件(54%)

50～499kW, 
473件(36%)

500～999kW, 
39件(3%)

1000～1999kW, 
66件(5%)

, 2000ｋW以上

26件(2%)
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る
一
方
で
、
必
ず
し
も
耐
陰
性
が
強
い
と
は
い
え
な
い

水
稲
（
63
件
）
も
か
な
り
多
く
栽
培
さ
れ
て
い
る
。

植
物
の
耐
陰
性
は
営
農
型
太
陽
光
発
電
の
作
物
選
択

の
際
の
重
要
な
指
標
で
あ
る
。
植
物
は
日
射
量
が
多
け

れ
ば
多
い
ほ
ど
生
育
す
る
わ
け
で
は
な
く
、
あ
る
一
定

以
上
の
光
量
で
は
植
物
の
光
合
成
速
度
が
飽
和
す
る
こ

と
が
知
ら
れ
て
い
る
。
長
島
（
２
）
に
よ
る
と
光
量
増

加
に
伴
い
、光
合
成
速
度
の
飽
和
が
早
期
に
生
じ
る「
強

耐
陰
性
」
の
植
物
や
、
逆
に
飽
和
し
に
く
い
「
弱
耐
陰

性
」
の
植
物
が
あ
る
。
強
耐
陰
性
の
作
物
は
弱
光
で
も

十
分
に
生
育
量
が
保
た
れ
、
弱
耐
陰
性
の
作
物
は
光
を

与
え
る
ほ
ど
生
育
量
が
増
加
す
る
。
そ
の
た
め
営
農
型

太
陽
光
発
電
の
多
く
は
強
耐
陰
性
の
農
作
物
を
採
用
す

る
傾
向
に
あ
る
。

ま
た
、
実
用
上
の
問
題
と
し
て
、
圃
場
へ
の
太
陽
光

パ
ネ
ル
の
設
置
に
よ
っ
て
農
機
の
使
用
な
ど
の
作
業
に

支
障
が
あ
る
の
で
は
な
い
か
と
い
う
懸
念
が
あ
る
が
、

パ
ネ
ル
を
高
さ
３
㍍
程
度
に
十
分
高
く
設
置
す
る
こ
と

で
農
機
の
稼
働
の
空
間
を
確
保
で
き
る
た
め
、
実
使
用

面
で
の
問
題
は
な
い
。
一
方
で
、
営
農
型
太
陽
光
発
電

に
つ
い
て
の
学
術
的
研
究
は
不
足
し
て
お
り
、
事
業
者

が
遮
光
条
件
下
の
生
育
状
況
に
つ
い
て
の
見
通
し
を
立

て
る
こ
と
が
困
難
で
あ
り
、
農
作
物
収
量
の
不
確
実
性

が
潜
在
的
な
リ
ス
ク
と
な
っ
て
い
る
。

太
陽
光
発
電
の
経
済
性

２
０
１
２
年
に
導
入
さ
れ
た
再
エ
ネ
の
固
定
価
格
買

取
制
度
（
Ｆ
Ｉ
Ｔ
）
は
太
陽
光
発
電
の
普
及
を
後
押
し

し
、
累
積
の
設
備
規
模
を
倍
増
さ
せ
た
。
Ｆ
Ｉ
Ｔ
の
も

と
で
導
入
さ
れ
た
営
農
型
太
陽
光
発
電
の
発
電
電
力
は

20
年
間
に
わ
た
り
固
定
価
格
で
買
い
取
ら
れ
て
い
る
。

こ
の
た
め
売
電
収
入
の
変
動
リ
ス
ク
が
限
定
さ
れ
て
、

投
資
判
断
が
し
や
す
い
メ
リ
ッ
ト
に
な
る
。
一
方
で
、

太
陽
光
パ
ネ
ル
の
量
産
効
果
に
よ
る
価
格
低
下
は
期
待

で
き
る
も
の
の
、
Ｆ
Ｉ
Ｔ
の
終
了
を
想
定
し
た
将
来
に

お
け
る
経
済
性
は
、
他
の
太
陽
光
発
電
と
同
様
の
不
確

実
性
を
持
つ
。

た
だ
再
エ
ネ
賦
課
金
と
し
て
電
気
料
金
に
上
乗
せ
さ

れ
る
消
費
者
の
負
担
は
、
標
準
世
帯
で
年
間
９
０
０
０

円
ま
で
増
加
し
て
お
り
、
制
度
を
終
了
し
て
自
立
的
に

再
エ
ネ
が
増
加
す
る
た
め
の
手
段
が
模
索
さ
れ
て
い

る
。
今
後
は
規
模
の
大
き
い
発
電
の
買
い
取
り
か
ら
順

に
入
札
制
と
な
り
、
営
農
型
太
陽
光
発
電
の
大
部
分
を

占
め
る
低
圧
の
50
㌔
㍗
未
満
の
規
模
で
は
当
面
固
定
価

格
で
の
買
い
取
り
が
続
く
も
の
の
、
将
来
的
に
は
入
札

制
に
移
行
す
る
こ
と
に
な
る
だ
ろ
う
。
た
だ
入
札
に
は

基
準
価
格
が
設
定
さ
れ
、
落
札
価
格
が
そ
れ
を
下
回
る

場
合
に
は
国
に
よ
る
補ほ

填て
ん

が
受
け
ら
れ
る
と
さ
れ
、
制

度
と
し
て
は
し
ば
ら
く
事
実
上
の
買
い
取
り
補
償
が
続

く
と
捉
え
る
こ
と
も
で
き
る
。

再
エ
ネ
の
社
会
的
価
値

Ｆ
Ｉ
Ｔ
は
太
陽
光
発
電
を
中
心
と
す
る
再
エ
ネ
の
普

及
に
繋
が
っ
た
。
個
別
に
み
る
と
住
宅
用
の
太
陽
光
発

電
は
、
設
置
者
の
電
気
代
を
下
げ
る
効
果
と
と
も
に
、

環
境
貢
献
の
意
識
向
上
に
も
寄
与
し
て
い
る
だ
ろ
う
。

一
方
で
、
メ
ガ
ソ
ー
ラ
ー
の
一
部
に
は
山
を
切
り
開
い

て
土
地
を
確
保
す
る
な
ど
、
自
然
環
境
を
犠
牲
に
し
た

り
景
観
を
損
ね
た
り
す
る
負
の
効
果
を
生
じ
る
も
の

も
あ
る
。
こ
の
よ
う
に
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
生
む
装
置
と
し

て
の
太
陽
光
発
電
と
し
て
は
同
じ
で
も
、
設
置
条
件
な

ど
の
違
い
に
よ
り
社
会
的
な
価
値
が
異
な
る
場
合
が
あ

る
。
営
農
型
太
陽
光
発
電
に
つ
い
て
は
ど
う
だ
ろ
う
。

農
業
は
特
に
食
料
自
給
の
観
点
か
ら
長
年
特
別
な
産
業

に
位
置
づ
け
ら
れ
、
土
地
利
用
や
貿
易
な
ど
の
様
々
な

点
で
政
府
に
よ
っ
て
管
理
さ
れ
て
き
た
。
な
か
で
も
米

は
基
幹
作
物
と
し
て
国
の
手
厚
い
保
護
を
受
け
て
い

る
。
一
方
で
、
農
業
従
事
者
の
高
齢
化
と
後
継
者
の
不

足
、
中
小
規
模
の
農
家
の
経
営
の
困
難
さ
と
い
っ
た
現

実
の
課
題
が
山
積
し
て
い
る
。
も
し
営
農
型
太
陽
光
発

電
に
よ
っ
て
、
農
業
を
持
続
し
な
が
ら
発
電
収
入
で
農

家
の
経
営
を
支
援
す
る
こ
と
が
で
き
れ
ば
、
農
業
の
み

な
ら
ず
国
益
に
繋
が
る
メ
リ
ッ
ト
と
い
え
る
の
で
は
な

い
だ
ろ
う
か
。
こ
れ
ま
で
太
陽
光
発
電
に
は
設
置
条
件

に
よ
ら
ず
一
律
の
買
い
取
り
価
格
が
Ｆ
Ｉ
Ｔ
で
設
定
さ

れ
て
い
た
が
、
再
エ
ネ
設
備
の
社
会
的
な
価
値
の
違
い

を
考
え
る
と
こ
れ
は
合
理
的
で
は
な
い
と
も
い
え
る
。

Ｆ
Ｉ
Ｔ
制
度
は
終
了
に
向
か
う
が
、
そ
の
社
会
的
な
価

値
を
考
慮
し
営
農
型
太
陽
光
発
電
に
よ
る
電
力
を
、
他

の
太
陽
光
発
電
よ
り
も
高
く
買
い
取
る
、
あ
る
い
は
出

力
抑
制
の
対
象
か
ら
外
す
な
ど
の
優
遇
措
置
が
あ
っ
て

も
よ
い
で
あ
ろ
う
。
ま
た
将
来
的
に
は
、
エ
ネ
ル
ギ
ー

利
用
で
化
石
燃
料
を
使
用
し
な
い
「
非
化
石
価
値
」
を

取
引
す
る
市
場
・
制
度
が
で
き
る
可
能
性
が
あ
る
。
再

エ
ネ
の
「
非
化
石
価
値
」
は
、
上
述
の
よ
う
に
同
じ
太

陽
光
発
電
で
あ
っ
て
も
一
様
で
は
な
い
。
そ
の
よ
う
な

取
引
に
お
い
て
は
、
営
農
型
太
陽
光
発
電
の
も
つ
、
エ

ネ
ル
ギ
ー
以
外
の
便
益
を
含
む
非
化
石
価
値
（
再
エ
ネ

属
性
）
が
市
場
で
高
く
評
価
さ
れ
る
こ
と
を
期
待
し
た

い
。

農
業
振
興
と
再
エ
ネ
拡
大
の
同
時
達
成

一
方
で
、
社
会
全
体
を
俯ふ

瞰か
ん

的
に
み
て
お
金
の
流
れ
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を
考
え
る
と
違
っ
た
姿
が
み
え
て
く
る
。
図
２
は
日
本

に
お
け
る
Ｆ
Ｉ
Ｔ
開
始
以
降
の
再
エ
ネ
買
い
取
り
額
の

推
移
、
な
ら
び
に
農
業
生
産
者
へ
の
補
助
金
等
の
政
府

支
援
額
の
推
移
を
示
し
た
も
の
で
あ
る
。
農
業
へ
の
政

府
支
援
額
は
２
０
１
７
年
に
４
・
４
兆
円
で
あ
り
、
農

業
従
事
者
の
収
入
に
占
め
る
割
合
で
み
る
と
49
％
に
相

当
す
る
（
３
）。
一
方
で
Ｆ
Ｉ
Ｔ
に
よ
る
２
０
１
７
年

度
の
再
エ
ネ
電
力
の
買
い
取
り
費
用
は
２
・
７
兆
円
で

あ
り
、
２
０
１
９
年
度
に
は
３
・
６
兆
円
に
達
す
る
と

見
込
ま
れ
て
い
る
。
Ｆ
Ｉ
Ｔ
に
よ
る
再
エ
ネ
の
国
民
負

担
が
農
業
へ
の
政
府
支
援
額
に
相
当
す
る
ほ
ど
に
大
き

く
な
っ
て
き
た
こ
と
が
分
か
る
。

こ
れ
を
踏
ま
え
、
も
し
仮
に
農
業
へ
の
政
府
支
援
額

の
一
部
を
減
ら
し
、
同
額
を
農
家
へ
の
営
農
型
太
陽
光

発
電
の
電
力
の
買
い
取
り
に
充
て
る
と
理
屈
上
、
農
業

従
事
者
の
収
入
を
減
ら
す
こ
と
な
く
、
再
エ
ネ
を
導
入

で
き
る
こ
と
が
分
か
る
。
全
国
の
水
田
面
積
の
１
％
程

度
に
太
陽
光
パ
ネ
ル
を
設
置
す
る
と
仮
定
し
よ
う
。
こ

の
と
き
水
田
で
の
発
電
規
模
は
お
よ
そ
１
０
０
０
万

㌔
㍗
と
な
る
（
２
０
１
５
年
の
太
陽
光
発
電
の
国
内
累

積
導
入
量
は
約
４
０
０
０
万
㌔
㍗
）。
営
農
型
太
陽
光

発
電
の
社
会
的
価
値
を
考
慮
し
て
買
い
取
り
価
格
に
多

少
割
高
な
20
円
／
㌔
㍗
時
を
仮
定
す
る
と
き
の
買
い
取

り
費
用
の
総
額
は
、
１
年
あ
た
り
約
０
・
２
兆
円
と
試

算
さ
れ
る
。
農
業
へ
の
政
府
支
援
０
・
22
兆
円
を
営
農

型
太
陽
光
発
電
１
０
０
０
㌔
㍗
の
発
電
電
力
の
買
い
取

り
に
振
り
替
え
れ
ば
、
農
家
は
政
府
支
援
の
代
わ
り
に

発
電
に
よ
る
収
入
を
手
に
入
れ
る
こ
と
が
で
き
、
政
府

は
も
と
も
と
あ
っ
た
農
業
へ
の
政
府
支
援
の
予
算
で

１
０
０
０
㌔
㍗
分
の
太
陽
光
発
電
を
普
及
さ
せ
る
こ
と

が
で
き
る
。０
・
２
兆
円
の
費
用
も
図
２
の
費
用
ス
ケ
ー

ル
か
ら
み
れ
ば
十
分
に
可
能
な
水
準
に
あ
る
。

営
農
型
太
陽
光
発
電
の
導
入
で
農
業
へ
の
政
府
支
援

が
減
額
す
る
と
、
そ
の
影
響
と
し
て
国
産
農
産
物
の
価

格
下
落
と
輸
入
農
産
物
の
流
通
増
加
が
懸
念
さ
れ
る

が
、
無
用
な
心
配
で
あ
ろ
う
。
結
果
的
に
農
業
従
事
者

の
収
入
を
減
ら
さ
ず
、
か
つ
消
費
者
は
安
価
な
食
品
を

享
受
で
き
る
。
国
産
の
農
産
品
の
輸
出
競
争
力
の
強
化

に
も
繋
が
る
だ
ろ
う
。
さ
ら
に
輸
入
関
税
の
引
き
下
げ

の
オ
プ
シ
ョ
ン
は
多
国
間
貿
易
交
渉
の
カ
ー
ド
の
一
つ

と
し
て
も
使
え
る
可
能
性
が
あ
る
。

た
だ
以
上
は
経
済
全
体
を
俯
瞰
し
た
マ
ク
ロ
な
議
論

で
あ
る
か
ら
、
社
会
全
体
で
プ
ラ
ス
サ
ム
の
帰
結
で

あ
っ
て
も
、
実
際
に
は
す
べ
て
の
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー

が
便
益
を
得
ら
れ
る
と
は
限
ら
な
い
。
す
な
わ
ち
、
現

状
で
採
算
が
と
れ
て
い
な
い
中
小
規
模
の
農
業
従
事
者

で
は
、
発
電
収
入
が
代
替
す
る
だ
け
で
は
採
算
が
改
善

せ
ず
、
そ
の
場
合
に
は
全
体
と
し
て
再
配
分
の
仕
組
み

を
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。
ま
た
営
農
型
太
陽
光
発
電

の
導
入
に
よ
る
作
物
の
大
き
な
減
収
が
な
い
こ
と
も
必

要
と
な
る
。

し
か
し
、
以
上
の
よ
う
に
農
業
従
事
者
は
売
電
収
益

が
得
ら
れ
る
こ
と
に
よ
り
現
在
よ
り
も
安
い
原
価
の
農

産
物
を
生
産
で
き
、
補
助
金
や
輸
入
品
へ
の
関
税
に
頼

ら
ず
と
も
、国
際
競
争
力
を
持
つ
こ
と
が
可
能
に
な
る
。

同
時
に
農
地
の
再
エ
ネ
の
拡
大
は
、
温
室
効
果
ガ
ス
の

削
減
対
策
と
し
て
貢
献
し
、
農
業
の
振
興
と
地
球
温
暖

化
対
策
を
両
立
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。
国
策
と
し
て

の
農
業
を
保
護
す
べ
き
立
場
が
あ
る
一
方
で
、
農
業
の

こ
れ
ま
で
の
保
護
は
経
済
的
な
効
率
性
を
欠
く
も
の
で

あ
り
、
保
護
政
策
の
転
換
を
求
め
る
声
も
存
在
す
る
。

営
農
型
太
陽
光
発
電
は
こ
れ
ら
の
ど
ち
ら
の
立
場
か
ら

み
て
も
、
優
れ
た
戦
略
と
な
り
得
る
の
で
あ
る
。

水
稲
栽
培
に
お
け
る
実
証
実
験

最
後
に
著
者
が
静
岡
県
立
大
学
、
ス
マ
ー
ト
ブ
ル
ー

株
式
会
社
と
の
共
同
研
究
と
し
て
、
東
京
大
学
生
態
調

和
農
学
機
構
（
東
京
都
西
東
京
市
）
の
圃
場
で
行
っ
て

い
る
水
稲
栽
培
の
遮
光
実
験
を
紹
介
し
た
い
。
こ
れ
は

２
０
１
６
～
２
０
１
８
年
の
３
年
間
に
わ
た
り
、
営
農

図２　農業生産者への政府支援額と再エネ買い取り額の推移 出典：文献（３）等に基づき著者作成
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型
太
陽
光
発
電
を
模
擬
し
た
木
製
の
パ
ネ
ル
に
よ
る
、

遮
光
下
で
の
水
稲
栽
培
の
実
証
実
験
を
行
っ
た
も
の
で

あ
る
。14
㍍
×
24
㍍
の
圃
場
を
東
西
方
向
に
強
遮
光
区
、

弱
遮
光
区
、
無
遮
光
区
の
３
区
分
、
南
北
方
向
に
多
施

肥
、
中
施
肥
、
少
施
肥
の
３
区
分
の
計
９
処
理
区
を
２

反
復
す
る
計
18
処
理
区
を
設
定
し
た
。

営
農
型
太
陽
光
発
電
で
水
稲
の
採
用
件
数
は

２
０
１
８
年
時
点
で
作
物
の
中
で
は
３
番
目
に
多
い
。

し
か
し
な
が
ら
水
稲
は
日
射
の
耐
陰
性
は
強
く
な
く
、

太
陽
光
パ
ネ
ル
の
遮
光
に
よ
っ
て
、
残
念
な
が
ら
収
量

が
減
少
す
る
傾
向
が
あ
る
。
一
方
で
、
近
年
そ
の
消

費
量
が
減
少
し
て
い
る
も
の
の
、
米
は
作
付
面
積
が

１
５
０
万
㌶
に
及
ぶ
わ
が
国
の
農
業
の
基
幹
作
物
で
あ

る
。
仮
に
国
内
の
水
稲
作
付
面
積
の
数
％
に
Ｐ
Ｖ
パ
ネ

ル
を
設
置
す
る
だ
け
で
、
日
本
の
Ｐ
Ｖ
の
累
積
導
入
量

に
匹
敵
す
る
規
模
に
な
り
、
再
エ
ネ
普
及
の
観
点
か
ら

の
潜
在
量
が
極
め
て
大
き
い
。こ
の
よ
う
な
背
景
よ
り
、

水
稲
の
生
育
が
遮
光
に
よ
っ
て
ど
の
程
度
の
影
響
を
受

け
る
の
か
、
ま
た
遮
光
の
影
響
を
ど
の
よ
う
に
緩
和
す

る
こ
と
が
で
き
る
の
か
を
テ
ー
マ
に
、
水
稲
の
遮
光
試

験
を
行
っ
て
い
る
。

こ
れ
ま
で
の
結
果
で
あ
る
が
、
遮
光
に
よ
る
収
量
の

減
少
は
い
ず
れ
の
年
で
も
観
察
さ
れ
た
。
遮
光
に
よ
っ

て
収
量
の
減
っ
た
主
な
要
因
は
穂
数
の
減
少
で
あ
り
、

穂
数
の
減
少
を
防
ぐ
こ
と
が
鍵
と
な
る
こ
と
が
示
唆
さ

れ
た
。
ま
た
施
肥
を
増
や
す
こ
と
に
よ
る
収
量
の
増
加

は
観
察
さ
れ
ず
、
窒
素
の
施
肥
量
の
追
加
に
よ
っ
て
遮

光
影
響
を
緩
和
す
る
結
果
は
得
ら
れ
な
か
っ
た
。
農
林

水
産
省
の
基
準
で
あ
る
、
無
遮
光
時
と
比
べ
て
８
割
の

収
量
を
確
保
で
き
る
上
限
パ
ネ
ル
面
積
は
、
パ
ネ
ル
面

積
の
作
付
面
積
に
対
す
る
割
合
に
し
て
25
％
前
後
が
上

限
と
見
積
も
ら
れ
た
。
以
上
の
結
果
を
受
け
、
水
稲
の

場
合
に
は
遮
光
の
影
響
を
緩
和
す
る
技
術
・
方
策
を
検

討
す
る
こ
と
が
こ
れ
か
ら
の
課
題
と
な
っ
て
い
る
。

さ
ら
な
る
普
及
拡
大
に
向
け
て

現
状
で
営
農
型
太
陽
光
発
電
は
、
再
エ
ネ
に
お
け
る

マ
イ
ナ
ー
な
存
在
に
過
ぎ
な
い
。
営
農
型
太
陽
光
発
電

へ
の
人
々
の
理
解
が
深
ま
り
、
社
会
が
受
け
入
れ
て
く

れ
る
こ
と
が
必
須
で
あ
る
。
代
々
受
け
継
い
だ
農
地
に

太
陽
光
発
電
の
よ
う
な
人
工
物
を
設
置
す
る
こ
と
に
農

家
が
抵
抗
を
持
つ
こ
と
は
や
む
を
得
な
く
も
あ
り
、
営

農
型
太
陽
光
発
電
が
農
業
を
な
お
ざ
り
に
す
る
の
で
は

な
く
、
農
業
と
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
両
立
を
実
現

す
る
仕
組
み
で
あ
る
こ
と
を
粘
り
強
く
説
明
し
て
い
く

必
要
が
あ
る
。
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
立
場
で
み
る
と
営
農
型

太
陽
光
発
電
の
潜
在
量
は
確
か
に
魅
力
的
で
あ
る
。
加

え
て
農
業
の
立
場
か
ら
も
営
農
型
太
陽
光
発
電
が
農
業

に
活
力
を
与
え
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
を
し
っ
か
り
と

ア
ピ
ー
ル
し
、
学
術
研
究
の
蓄
積

を
政
策
へ
還
元
す
る
こ
と
に
よ
っ

て
、
そ
の
普
及
拡
大
を
実
現
し
た

い
。

（
謝
辞
）
本
稿
は
、
Ｊ
Ｓ
Ｐ
Ｓ
科
本
稿
の

執
筆
に
あ
た
り
全
国
営
農
型
発
電
協
会

よ
り
統
計
情
報
を
頂
き
ま
し
た
。
実
証

実
験
で
は
、
静
岡
県
立
大
学
の
谷
晃
教

授
、
ス
マ
ー
ト
ブ
ル
ー
株
式
会
社
、
東

京
大
学
の
土
肥
哲
哉
客
員
連
携
研
究
員

と
の
協
同
の
下
、
圃
場
の
管
理
に
お
い

て
東
京
大
学
生
態
調
和
農
学
機
構
技
術

部
の
サ
ポ
ー
ト
を
得
ま
し
た
。
ま
た
三

井
物
産
環
境
基
金
、
な
ら
び
に
ヤ
ン
マ
ー

資
源
循
環
支
援
機
構
の
助
成
を
頂
き
ま

し
た
。
こ
こ
に
記
し
て
謝
意
を
表
し
ま

す
。

2017 年の実証実験（左側が強遮光区、右側が弱遮光区、中央が無遮光区）
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日
本
国
内
で
は
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
の
９
割
以
上
を
海

外
に
依
存
し
、
海
外
か
ら
輸
入
し
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
（
主

に
石
炭
、
石
油
、
天
然
ガ
ス
な
ど
の
化
石
燃
料
）
を

効
率
的
に
供
給
す
る
た
め
に
、
一
極
集
中
型
の
エ
ネ

ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
が
構
築
さ
れ
て
き
た
。
そ
の
た
め
、

国
産
エ
ネ
ル
ギ
ー
と
し
て
国
内
の
各
地
域
に
資
源
が

分
散
し
て
い
る
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
（
太
陽
光
、
風
力
、

地
熱
、
水
力
、
バ
イ
オ
マ
ス
な
ど
）
の
技
術
開
発
が
、

１
９
７
０
年
代
の
石
油
シ
ョ
ッ
ク
以
降
進
め
ら
れ
た

が
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
自
給
率
（
原
子
力
は
含
め
な
い
）
は

い
ま
だ
１
割
以
下
で
あ
る
。
日
本
国
内
で
の
自
然
エ
ネ

ル
ギ
ー
（
大
規
模
水
力
を
含
む
）
の
割
合
は
１
９
９
０

年
代
以
降
、
２
０
１
０
年
ご
ろ
ま
で
は
全
発
電
量
（
自

家
発
電
を
含
む
）
の
約
10
％
の
レ
ベ
ル
で
推
移
し
て
き

た
が
、
２
０
１
１
年
３
月
の
東
京
電
力
福
島
第
一
原
発

事
故
を
踏
ま
え
て
２
０
１
２
年
か
ら
ス
タ
ー
ト
し
た
固

定
価
格
買
取
（
Ｆ
Ｉ
Ｔ
）
制
度
に
よ
り
太
陽
光
発
電
を

中
心
に
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
よ
る
発
電
設
備
の
導
入
が

進
ん
だ
結
果
、
２
０
１
８
年
度
の
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
の

割
合
は
約
17
％
ま
で
増
加
し
た
（
図
1
）。
一
方
、
原

子
力
発
電
の
割
合
は
２
０
１
４
年
度
に
は
ゼ
ロ
と
な

り
、
再
稼
働
が
西
日
本
で
あ
る
程
度
進
ん
だ
も
の
の

２
０
１
８
年
度
も
６
％
程
度
に
留
ま
る
。
化
石
燃
料
を

使
う
火
力
発
電
に
よ
る
発
電
量
の
割
合
は
、い
っ
た
ん
、

２
０
１
２
年
度
以
降
に
90
％
を
超
え
た
が
、
２
０
１
３

年
度
以
降
、
日
本
全
体
の
発
電
量
の
減
少
と
自
然
エ
ネ

ル
ギ
ー
の
増
加
に
よ
り
、
火
力
発
電
の
発
電
量
は
減
少

傾
向
に
あ
り
、
Ｃ
Ｏ

２
の
排
出
量
も
２
０
１
４
年
度
以

降
は
減
少
し
て
い
る
。
２
０
１
３
年
度
以
降
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ

は
あ
る
程
度
上
昇
し
て
お
り
、
経
済
成
長
に
対
し
て
日

本
全
体
の
Ｃ
Ｏ

２
排
出
量
や
発
電
量
な
ど
が
減
少
す
る

デ
カ
ッ
プ
リ
ン
グ
が
日
本
で
も
少
し
ず
つ
進
み
始
め
て

い
る
と
考
え
ら
れ
る
。

日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
の
課
題

エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
基
本
法
（
２
０
０
２
年
公
布
）
に

基
づ
き
政
府
が
ほ
ぼ
３
年
ご
と
に
策
定
す
る
第
５
次
エ

ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
が
２
０
１
８
年
７
月
に
閣
議
決
定

さ
れ
た
。
３
・
11
後
に
政
権
交
代
な
ど
の
紆う

余よ

曲
折
を

経
て
策
定
さ
れ
た
前
の
第
４
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画

（
２
０
１
４
年
）
か
ら
見
直
し
の
時
期
を
迎
え
、
経
済

産
業
省
の
審
議
会
に
お
い
て
審
議
が
行
わ
れ
た
。
そ
の

結
果
を
踏
ま
え
て
中
長
期
的
な
日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政

策
の
方
向
性
を
定
め
た
基
本
計
画
で
あ
り
、
気
候
変
動

問
題
に
関
す
る
「
パ
リ
協
定
」
を
踏
ま
え
て
２
０
５
０

年
ま
で
の
長
期
の
計
画
を
視
野
に
入
れ
た
こ
と
が
特
徴

と
な
っ
て
い
る
。
こ
の
中
で
、
２
０
３
０
年
ま
で
の
エ

ネ
ル
ギ
ー
政
策
に
つ
い
て
は
、
２
０
１
５
年
に
決
定
さ

れ
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
ミ
ッ
ク
ス
（
電
源
構
成
の
目
標
）
を

そ
の
ま
ま
変
え
ず
に
踏
襲
し
、そ
の
実
現
の
た
め
に「
可

能
な
限
り
原
発
依
存
度
の
低
減
」
と
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー

日
本
国
内
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
転
換
へ
の
展
望

その３

認
定
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
環
境
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
研
究
所　

松
原
弘
直

森林と
自然エネルギー
を再考する

森林と
自然エネルギー
を再考する

図１　日本の電源構成（発電量）の推移（出所：資源エネルギー庁データより作成）
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の
「
主
力
電
源
化
へ
の
取
組
」
を
早
期
に
進
め
る
と
し

て
い
る
。
し
か
し
、
そ
の
計
画
の
内
容
を
見
る
と
、
世

界
で
進
む
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
大
躍
進
や
パ
リ
協
定
に

よ
り
進
む
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
１
０
０
％
へ
の
大
き
な
う

ね
り
を
反
映
し
て
お
ら
ず
、
３
・
11
後
に
日
本
国
内
で

も
進
み
始
め
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
転
換
へ
の
様
々
な
取
り
組

み
を
後
押
し
し
て
い
る
と
は
思
え
な
い
。
２
０
５
０
年

に
向
け
て
は
脱
炭
素
化
技
術
の
全
て
の
選
択
肢
を
維
持

す
る
と
し
て
い
る
が
、
脱
炭
素
化
で
出
遅
れ
た
産
業
界

の
意
向
を
重
視
す
る
あ
ま
り
日
本
企
業
に
よ
る
今
後
の

技
術
開
発
ば
か
り
を
期
待
し
て
、
す
で
に
実
績
の
あ
る

制
度
や
技
術
で
の
地
球
温
暖
化
対
策
を
せ
ず
に
問
題
を

先
送
り
し
て
い
る
よ
う
に
も
見
え
る
。

そ
の
た
め
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
で
前
提
と
し
て

い
る
温
室
効
果
ガ
ス
の
２
０
３
０
年
の
削
減
目
標
や
省

エ
ネ
の
目
標
は
と
て
も
国
際
的
に
十
分
な
水
準
と
は
言

え
な
い
。
日
本
国
内
で
も
省
エ
ネ
余
地
の
大
き
い
多
く

の
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
消
費
し
て
い
る
産
業
部
門
や
業
務
部

門
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
化
や
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
を
根

本
的
に
見
直
す
必
要
が
あ
る
。
そ
れ
に
よ
り
２
０
３
０

年
ま
で
に
は
電
力
だ
け
で
は
な
く
、
熱
利
用
や
交
通
部

門
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
に
つ
い
て
も
根
本
的
な
削
減
を

目
指
す
必
要
が
あ
る
。
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
高
度
化
法
の

下
で
は
、
２
０
３
０
年
度
の
国
内
で
の
販
売
電
力
量
の

44
％
を
非
化
石
電
源
（
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
＋
原
子
力
）

と
す
る
こ
と
が
目
標
と
さ
れ
て
い
る
が
、
実
現
不
可
能

な
原
発
比
率
20
％
が
含
ま
れ
て
い
る
問
題
が
あ
る
。
原

発
ゼ
ロ
を
前
提
と
し
た
う
え
で
、
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
を

電
力
需
要
の
50
％
以
上
と
す
る
こ
と
で
、
２
０
３
０
年

に
お
け
る
温
室
効
果
ガ
ス
削
減
目
標
と
し
て
、
欧
州
各

国
と
同
じ
水
準
の
40
％
以
上
（
１
９
９
０
年
比
）
を
目

指
す
こ
と
が
で
き
る
は
ず
で
あ
る
。
さ
ら
に
世
界
全
体

で
１
・
５
℃
未
満
を
目
指
す
と
い
う
気
候
変
動
対
策
の

努
力
を
無
視
し
た
、
無
責
任
な
石
炭
火
力
建
設
ラ
ッ

シ
ュ
を
緊
急
に
差
し
止
め
る
必
要
も
あ
る
。
長
期
的
な

温
室
効
果
ガ
ス
の
削
減
目
標
と
し
て
こ
れ
ま
で
定
め
た

２
０
５
０
年
に
80
％
削
減
を
達
成
す
る
に
と
ど
ま
ら

ず
、
長
期
的
に
は
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
ゼ
ロ
、
自
然

エ
ネ
ル
ギ
ー
１
０
０
％
を
目
指
す
目
標
を
国
、
地
方
自

治
体
、
企
業
が
定
め
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
導
入
状
況

日
本
国
内
で
の
２
０
１
８
年
度
の
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー

に
よ
る
発
電
量
の
割
合
は
２
０
１
０
年
度
と
比
較
す
る

と
約
10
％
か
ら
増
加
し
て
17
・
５
％
と
な
っ
た
（
図
２
、

注
１
）。
最
も
増
加
し
た
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
は
太
陽
光

発
電
で
６
・
７
％
に
達
し
て
２
０
１
０
年
度
の
１
％
未

満
か
ら
10
倍
以
上
も
増
え
て
い
る
。
一
方
で
太
陽
光
以

外
の
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
（
小
水
力
、
風
力
、
地
熱
、
バ

イ
オ
マ
ス
）
は
ほ
と
ん
ど
増
え
て
い
な
い
状
況
で
、
太

陽
光
が
い
ま
や
水
力
（
大
規
模
水
力
を
含
む
）
の
７
・

５
％
に
匹
敵
す
る
発
電
量
に
な
っ
て
い
る
。
世
界
的
に

は
太
陽
光
よ
り
も
普
及
が
進
ん
で
い
る
風
力
発
電
の
割

合
は
、
日
本
で
は
よ
う
や
く
０
・
７
％
で
太
陽
光
発
電

の
約
10
分
の
１
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
。

２
０
１
２
年
７
月
に
ス
タ
ー
ト
し
た
Ｆ
Ｉ
Ｔ
制
度
に

よ
り
事
業
認
定
さ
れ
た
設
備
容
量
は
２
０
１
８
年
度
末

ま
で
に
１
億
㌔
㍗
以
上
に
達
し
て
い
る
が
、
そ
の
内

79
％
の
８
４
０
０
万
㌔
㍗
が
太
陽
光
で
あ
る
。
実
際
に

Ｆ
Ｉ
Ｔ
制
度
に
よ
り
約
４
５
０
０
万
㌔
㍗
が
新
た
に
導

入
さ
れ
運
転
を
開
始
し
て
い
る
（
図
３
）。
風
力
発
電

は
１
０
０
０
万
㌔
㍗
以
上
が
事
業
認
定
さ
れ
て
い
る

が
、
環
境
ア
セ
ス
メ
ン
ト
の
手
続
き
や
電
力
系
統
へ
の

接
続
の
問
題
で
34
％
に
あ
た
る
３
６
０
万
㌔
㍗
し
か
運

転
を
開
始
し
て
い
な
い
。
中
小
水
力
に
つ
い
て
は
、
事

業
認
定
が
１
４
０
万
㌔
㍗
程
度
で
、
そ
の
う
ち
57
万
㌔

㍗
が
運
転
を
開
始
し
て
い
る
。
地
熱
発
電
は
事
業
認
定

が
９
万
㌔
㍗
と
少
な
い
状
況
で
、
運
転
開
始
も
ま
だ

３
万
㌔
㍗
程
度
で
あ
る
。
一
方
、
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
は

１
０
０
０
万
㌔
㍗
以
上
が
事
業
認
定
さ
れ
て
い
る
が
、

そ
の
７
割
以
上
が
海
外
か
ら
の
木
材
や
農
業
残
さ
（
Ｐ

Ｋ
Ｓ
や
パ
ー
ム
油
）
を
燃
料
と
す
る
設
備
で
あ
る
。
国

内
の
森
林
か
ら
の
バ
イ
オ
マ
ス
（
間
伐
材
な
ど
の
未
利

用
材
）
は
林
業
の
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の
整
備
の
遅
れ

か
ら
調
達
量
や
コ
ス
ト
に
課
題
が
あ
り
、
コ
ス
ト
等
の

図２　日本国内の総発電量に対する自然エネルギーおよび原子力発電の割合
　　　（出所 : 資源エネルギー庁データなどより作成）
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低
さ
か
ら
増
大
が
見
込
ま
れ
る
輸
入
燃
料
の
持
続
可
能

性
が
問
題
と
な
っ
て
い
る
。
日
本
国
内
で
の
未
利
用
材

の
調
達
に
お
い
て
は
、
伐
採
時
お
よ
び
加
工
時
に
証
明 

が
必
要
に
な
っ
て
お
り
（
注
２
）、
そ
の
適
切
な
運
用

が
求
め
ら
れ
て
い
る
が
、
海
外
か
ら
輸
入
さ
れ
る
バ
イ

オ
マ
ス
（
木
質
ペ
レ
ッ
ト
、
Ｐ
Ｋ
Ｓ
、
パ
ー
ム
油
な
ど
）

に
つ
い
て
も
持
続
可
能
性
基
準
に
関
す
る
検
討
が
進
め

ら
れ
て
い
る
。
ま
た
バ
イ
オ
マ
ス
を
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用

す
る
際
に
は
、
発
電
よ
り
エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
の
高
い
熱

利
用
が
求
め
ら
れ
る
は
ず
だ
が
、
日
本
国
内
で
は
欧
州

の
よ
う
に
熱
供
給
の
イ
ン
フ
ラ
整
備
が
進
ん
で
お
ら
ず

電
気
と
合
わ
せ
て
熱
も
供
給
す
る
熱
電
併
給
の
導
入
も

遅
れ
て
い
る
。

持
続
可
能
な
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー

自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
地
域
で
利
用
す
る
際
に
は
、
そ

の
地
域
で
の
社
会
的
な
合
意
形
成
が
欠
か
せ
な
い
。
そ

の
た
め
、
地
域
の
資
源
を
利
用
す
る
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー

事
業
に
お
い
て
は
、
そ
の
事
業
の
計
画
の
段
階
か
ら

し
っ
か
り
と
合
意
形
成
に
取
り
組
む
必
要
が
あ
る
。
Ｆ

Ｉ
Ｔ
制
度
の
下
で
も
２
０
１
７
年
度
か
ら
導
入
さ
れ
た

事
業
認
定
の
制
度
に
よ
り
、
事
業
計
画
策
定
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
に
沿
っ
た
事
業
計
画
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
そ
の

際
、
環
境
影
響
評
価
（
環
境
ア
セ
ス
メ
ン
ト
）
な
ど
の

手
続
き
や
、
騒
音
や
景
観
な
ど
法
律
と
し
て
規
制
は
最

低
限
、
確
実
に
行
う
必
要
が
あ
る
が
、
地
域
で
の
合
意

形
成
や
土
地
利
用
の
観
点
か
ら
そ
れ
だ
け
で
は
十
分
で

は
な
い
。
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業
に
対
す
る
自
治
体
に

よ
る
条
例
や
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
な
ど
で
の
規
制
も
必
要
に

な
っ
て
き
て
い
る
が
、
そ
れ
ら
に
加
え
て
事
業
者
自
ら

が
社
会
的
な
合
意
形
成
に
向
け
た
取
り
組
み
を
積
極
的

に
行
う
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
そ
の
た
め
、
事
業

開
発
の
初
期
段
階
か
ら
協
議
会
や
自
治
体
や
地
域
と
の

協
議
の
場
を
設
け
、地
域
が
主
体
と
な
る
事
業
形
態（
コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
パ
ワ
ー
）
を
推
進
す
る
動
き
も
各
地
で
生

ま
れ
て
い
る
。

そ
の
地
域
の
住
民
や
自
治
体
と
の
社
会
的
な
合
意
形

成
を
ス
ム
ー
ズ
に
進
め
る
た
め
に
、
長
期
的
な
視
点
で

そ
の
地
域
の
産
業
・
経
済
の
発
展
や
土
地
利
用
の
あ
り

方
に
つ
い
て
も
考
え
る
必
要
が
あ
る
。
そ
の
た
め
、
自

治
体
、
地
域
住
民
お
よ
び
地
域
関
係
者
が
合
意
形
成
を

行
う
「
場
」
の
制
定
や
、
発
電
事
業
の
開
発
に
関
す
る

自
治
体
条
例
や
合
意
形
成
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
な
ど
を
策
定

し
、
地
域
の
住
民
や
企
業
が
主
導
す
る
事
業
（
ご
当
地

エ
ネ
ル
ギ
ー
ま
た
は
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
パ
ワ
ー
）の
推
進
、

地
域
企
業
、
地
域
金
融
機
関
（
信
金
、
地
銀
な
ど
）
お

よ
び
地
域
住
民
が
参
画
す
る
「
場
」
に
お
い
て
、
十
分

に
時
間
を
か
け
て
説
明
・
議
論
を
行
う
こ
と
が
重
要
で

あ
る
。

電
力
シ
ス
テ
ム
の
課
題

３
・
11
以
降
、
日
本
国
内
で
も
電
力
自
由
化
や
発

送
電
分
離
に
向
け
た
電
力
シ
ス
テ
ム
改
革
が
進
み
、

２
０
１
６
年
度
か
ら
電
力
小
売
の
全
面
自
由
化
が
始

ま
っ
た
。
し
か
し
、自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
「
優
先
義
務
」

が
実
現
さ
れ
て
い
な
い
た
め
、
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
対

し
て
根
拠
が
不
透
明
な「
接
続
可
能
量
」や
過
大
な「
工

事
負
担
金
」、
既
存
電
源
や
電
力
会
社
の
計
画
を
優
先

し
た
「
空
き
容
量
ゼ
ロ
回
答
」
な
ど
に
よ
っ
て
実
質
的

に
系
統
へ
の
接
続
が
拒
否
さ
れ
て
い
る
問
題
が
あ
る
。

２
０
１
６
年
度
か
ら
全
国
の
電
力
会
社
エ
リ
ア
毎
に

公
開
さ
れ
て
い
る
電
力
需
給
デ
ー
タ
（
１
時
間
値
）
に

基
づ
き
、
日
本
国
内
で
の
系
統
電
力
需
要
に
対
す
る
自

然
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
割
合
が
時
間
毎
・
エ
リ
ア
毎
・
電
源

種
別
毎
に
細
か
く
集
計
・
分
析
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
。

日
本
全
国
の
２
０
１
８
年
度
の
年
間
の
平
均
値
で
は
電

力
需
要
に
対
す
る
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
比
率
は
16
・
４
％

に
ま
で
増
加
し
、
変
動
す
る
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
（
Ｖ
Ｒ

Ｅ
：
太
陽
光
お
よ
び
風
力
発
電
）
の
比
率
も
７
・
４
％

に
達
し
て
い
る
（
図
４
）。
Ｉ
Ｓ
Ｅ
Ｐ
が
公
開
し
て
い

る 
〝Energy Chart

” 

で
は
こ
れ
ら
の
公
表
さ
れ
た

デ
ー
タ
か
ら
様
々
な
グ
ラ
フ
を
イ
ン
タ
ラ
ク
テ
ィ
ブ
に

生
成
し
て
分
か
り
や
す
く
分
析
で
き
る
（
注
３
）。

そ
の
中
で
、
四
国
電
力
エ
リ
ア
の
２
０
１
８
年
５
月

20
日
（
日
）
の
ピ
ー
ク
時
の
1
時
間
値
が
日
本
国
内
で

図３　日本国内の自然エネルギー発電設備の累積導入量（出所：ISEP 作成）
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初
め
て
１
０
０
％
を
超
え
た
。
ド
イ
ツ
や
デ
ン
マ
ー
ク

に
比
べ
る
と
日
本
国
内
の
各
エ
リ
ア
で
は
太
陽
光
発
電

の
割
合
が
高
く
、変
動
す
る
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー（
Ｖ
Ｒ
Ｅ
）

の
変
動
の
影
響
が
よ
り
強
く
出
る
と
考
え
ら
れ
て
い
た

が
、
日
本
国
内
の
電
力
系
統
シ
ス
テ
ム
に
お
い
て
も
十

分
に
調
整
が
可
能
で
あ
る
こ
と
が
証
明
さ
れ
て
い
る
。

自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
１
０
０
％
へ
の
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ

自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
１
０
０
％
を
目
指
す
動
き
は

２
０
１
５
年
の
Ｃ
Ｏ
Ｐ
21
で
採
択
さ
れ
た
パ
リ
協
定
に

よ
り
、
世
界
中
の
地
域
や
企
業
へ
と
広
が
り
、
さ
ら
に

大
き
な
う
ね
り
を
見
せ
て
い
る
。
２
０
１
４
年
に
ス

タ
ー
ト
し
た
「
Ｒ
Ｅ
１
０
０
」
は
、
企
業
の
自
然
エ
ネ

ル
ギ
ー
１
０
０
％
を
推
進
す
る
国
際
ビ
ジ
ネ
ス
イ
ニ
シ

ア
テ
ィ
ブ
で
あ
り
、
世
界
の
影
響
力
の
あ
る
大
企
業
が

日
本
国
内
を
含
め
多
数
参
加
し
て
い
る
（
注
４
）。
都

市
の
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
と
し
て
は
、
２
０
１
９
年
５
月

に
世
界
の
大
都
市
の
リ
ー
ダ
ー
で
つ
く
る
Ｕ
20
（
Ｕ
ｒ

ｂ
ａ
ｎ 

20
）
が
、「
２
０
３
０
年
ま
で
に
電
力
の
割
合

を
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
１
０
０
％
、
２
０
５
０
年
ま

で
に
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
１
０
０
％
を
実
現
す
る
こ

と
で
、エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
網
の
脱
炭
素
化
を
約
束
す
る
」

と
宣
言
し
、
東
京
都
と
大
阪
市
と
共
に
、
世
界
の
名
だ

た
る
大
都
市
の
リ
ー
ダ
ー
が
署
名
し
て
い
る
。

日
本
国
内
で
は
２
０
０
７
年
か
ら
毎
年
、
千
葉
大
学

倉
阪
研
究
室
と
環
境
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
研
究
所
（
Ｉ
Ｓ

Ｅ
Ｐ
）
の
共
同
で
永
続
地
帯
研
究
会
に
お
い
て
、「
エ

ネ
ル
ギ
ー
永
続
地
帯
」
と
し
て
日
本
国
内
の
地
域
別
の

自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
（
電
気
と
熱
）
と
エ
ネ
ル
ギ
ー

需
要
（
家
庭
と
業
務
）
か
ら
地
域
的
エ
ネ
ル
ギ
ー
自

給
率
を
推
計
し
て
い
る
（
注
５
）。
２
０
１
７
年
度
の

推
計
で
は
、
日
本
全
国
で
地
域
的
エ
ネ
ル
ギ
ー
自
給
率

が
１
０
０
％
を
超
え
た
市
町
村
の
数
が
１
０
０
を
超
え

た
。さ

ら
に
世
界
の
様
々
な
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
関
連
団

体
の
協
働
に
よ
る
「
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
１
０
０
％
世

界
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
」
で
は
、
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー

１
０
０
％
に
関
す
る
イ
ベ
ン
ト
や
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
な

ど
多
く
の
対
話
の
場
が
設
け
ら
れ
、
各
国
の
政
策
立
案

者
へ
の
働
き
か
け
が
行
わ
れ
た
（
注
６
）。
日
本
国
内

で
も
「
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
１
０
０
％
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー

ム
」
が
設
立
さ
れ
、
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
１
０
０
％
に
関

す
る
国
内
外
の
取
り
組
み
や
情
報
を
発
信
し
て
い
る

（
注
７
）。
そ
の
た
め
の
イ
ベ
ン
ト
を
全
国
各
地
で
開
催

す
る
と
共
に
、
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
１
０
０
％
プ
ラ
ッ
ト

フ
ォ
ー
ム
に
賛
同
す
る
団
体
を
広
く
募
集
し
、
自
然
エ

ネ
ル
ギ
ー
１
０
０
％
を
宣
言
す
る
団
体
（
自
治
体
、
中

小
企
業
、
教
育
機
関
な
ど
）
を
募
っ
て
い
る
。
そ
の
中

で
、
千
葉
商
科
大
学
は
、
２
０
１
７
年
11
月
に
自
然
エ

ネ
ル
ギ
ー
１
０
０
％
大
学
を
目
指
す
と
い
う
宣
言
を
行

い
、
Ｌ
Ｅ
Ｄ
照
明
に
よ
る
省
エ
ネ
や
太
陽
光
発
電
の
導

入
な
ど
を
進
め
、
２
０
１
９
年
２
月
ま
で
に
は
年
間
電

力
需
要
に
相
当
す
る
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
（
太
陽
光
）
の

発
電
事
業
を
自
ら
行
う
こ
と
等
に
よ
り
自
然
エ
ネ
ル

ギ
ー
１
０
０
％
を
達
成
し
た
（
注
８
）。

日
本
国
内
で
の
持
続
可
能
な
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
へ
の

転
換
は
、
３
・
11
を
契
機
に
そ
の
途
上
に
あ
り
、
様
々

な
課
題
を
克
服
し
つ
つ
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
主
力
電
源

化
を
目
指
し
て
い
る
も
の
の
、
長
期
的
な
目
標
や
ビ

ジ
ョ
ン
は
国
や
地
域
レ
ベ
ル
で
は
い
ま
だ
定
ま
っ
て
い

な
い
。
し
か
し
、
各
地
域
で
の
課
題
解
決
の
た
め
に

は
地
域
の
様
々
な
資
源
を
活
用
し
た
分
散
型
エ
ネ
ル

ギ
ー
シ
ス
テ
ム
へ
の
転
換
は
避
け
て
は
通
れ
な
い
。
い

ま
こ
そ
、
国
レ
ベ
ル
の
長
期
的
な
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー

１
０
０
％
に
向
け
た
仕
組
み
づ
く
り
や
、
そ
の
た
め
の

各
種
エ
ネ
ル
ギ
ー
イ
ン
フ
ラ
の
整
備
、
各
地
域
の
特
性

に
応
じ
た
地
域
主
体
の
取
り
組
み
が
求
め
ら
れ
て
い

る
。

図４　電力会社エリア別の電力需給における自然エネルギー割合（2018 年度）
　　　（出所：電力会社の需給データより作成）
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１　

Ｉ
Ｓ
Ｅ
Ｐ
「
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
白
書
」   https://w

w
w

.isep.or.jp/jsr/

２　

林
野
庁
「
発
電
利
用
に
供
す
る
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
の
証
明
の
た
め
の
ガ
イ

ド
ラ
イ
ン
」

３　

ISEP Energy Chart　

https://isep-energychart.com
/ 

４　

Ｒ
Ｅ
１
０
０　

http://there100.org/
５　

エ
ネ
ル
ギ
ー
永
続
地
帯　

https://w
w

w
.isep.or.jp/archives/library/

category/energy-sustainable-zone

６　

自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
１
０
０
％
世
界
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

　

http://w
w

w
.go100re.net/

７　

自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
１
０
０
％
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム　

http://go100re.jp/

８　

千
葉
商
科
大
学
が
日
本
初
の
「
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
１
０
０
％
大
学
」
を
達
成

　

https://go100re.jp/1437
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農
山
漁
村
に
賦
存
す
る

自
然
資
源
へ
の
関
心
の
高
ま
り

２
０
１
０
年
代
は
、
こ
れ
ま
で
に
な
く
我
が
国
で
農

山
漁
村
に
お
け
る
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
資
源
に
人
々
の
関

心
が
向
い
た
時
代
で
あ
り
、
そ
の
開
発
意
欲
も
急
激
に

高
ま
っ
た
時
期
だ
っ
た
と
振
り
返
る
こ
と
が
で
き
る
。

そ
の
背
景
に
あ
る
の
は
、
２
０
１
１
年
に
閣
議
決
定
さ

れ
、
２
０
１
２
年
７
月
に
導
入
さ
れ
た
「
再
生
可
能
エ

ネ
ル
ギ
ー
電
気
の
固
定
価
格
買
取
制
度
」（
Ｆ
Ｉ
Ｔ
制

度
）
で
あ
る
。
自
然
資
源
か
ら
得
ら
れ
る
電
気
を
、
政

府
が
定
め
た
一
定
の
価
格
で
15
～
20
年
の
長
期
間
に
わ

た
っ
て
買
い
取
る
と
い
う
、
劇
的
な
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー

発
電
を
後
押
し
す
る
た
め
の
制
度
が
始
ま
っ
た
こ
と

で
、
民
間
レ
ベ
ル
で
の
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
開
発
意
欲
が

一
気
に
高
ま
る
こ
と
と
な
っ
た
。
２
０
０
０
年
代
中
頃

ま
で
は
、
太
陽
光
発
電
に
お
い
て
日
本
企
業
が
世
界
最

先
端
を
行
き
、
ま
た
地
熱
発
電
プ
ラ
ン
ト
の
技
術
で
も

ト
ッ
プ
レ
ベ
ル
の
企
業
を
有
し
て
い
る
な
ど
、
世
界
の

自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
の
開
発
を
先
導
し
て
き
た
我
が

国
で
あ
る
が
、
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
普
及
拡
大
に
つ
い

て
は
政
策
が
追
い
付
か
ず
、
Ｆ
Ｉ
Ｔ
制
度
の
導
入
も
先

行
す
る
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
諸
国
に
遅
れ
る
こ
と
10
年
以
上
と

い
う
有
り
様
で
あ
っ
た
。
そ
ん
な
冬
の
時
代
を
経
て
、

東
日
本
大
震
災
と
東
京
電
力
福
島
第
一
原
子
力

発
電
所
の
メ
ル
ト
ダ
ウ
ン
事
故
と
い
う
人
類
史

に
お
け
る
未
曽
有
の
大
災
害
を
経
験
し
、
や
っ

と
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
本
格
導
入
に
踏
み
出
す

政
策
が
実
施
さ
れ
た
こ
と
は
、
我
が
国
の
エ
ネ

ル
ギ
ー
政
策
に
お
け
る
大
き
な
転
換
点
だ
っ
た

と
評
価
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
だ
ろ
う
。

自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
電
源
に
は
、
太
陽
光
・
風

力
・
水
力
・
地
熱
・
バ
イ
オ
マ
ス
な
ど
の
種
別

が
あ
る
が
、
そ
れ
ら
の
自
然
資
源
の
多
く
は
農

山
漁
村
に
賦
存
し
て
い
る
。
日
当
た
り
の
良
い

土
地
、
風
の
強
い
地
形
、
豊
富
な
流
水
、
温
泉

を
含
む
地
熱
、
木
材
や
畜
産
物
な
ど
、
農
山
漁

村
が
豊
富
な
資
源
を
有
す
る
場
所
と
し
て
評
価

さ
れ
た
。
し
か
し
、
２
０
１
２
年
の
Ｆ
Ｉ
Ｔ
制

度
開
始
か
ら
７
年
以
上
が
経
っ
て
振
り
返
っ
て

み
る
と
、「
豊
富
な
自
然
資
源
を
有
す
る
」
と

い
う
観
点
で
確
か
に
農
山
漁
村
は
注
目
さ
れ
た

が
、
そ
の
資
源
開
発
は
東
京
を
始
め
と
す
る
都

市
資
本
に
よ
っ
て
行
わ
れ
、
地
域
に
落
ち
る
経

済
的
な
恩
恵
は
事
業
収
益
か
ら
見
れ
ば
数
％
以

下
に
と
ど
ま
る
。
結
局
は
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
自
給

率
の
向
上
や
気
候
変
動
対
策
、
地
域
分
散
型
電

源
と
し
て
拡
大
を
図
ら
れ
た
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー

自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
と
農
山
漁
村
の
調
和

その４

千
葉
エ
コ
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
株
式
会
社 

代
表
取
締
役

一
般
社
団
法
人 

ソ
ー
ラ
ー
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
推
進
連
盟 

代
表
理
事
　
馬
上
丈
司

森林と
自然エネルギー
を再考する

森林と
自然エネルギー
を再考する

山林を切り開く太陽光発電所は全国に乱立している
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発
電
で
も
、
都
市
資
本
に
よ
る
農
山
漁
村
の
資
源
収

奪
と
い
う
歴
史
的
な
構
図
が
繰
り
返
さ
れ
た
よ
う
に

思
え
て
な
ら
な
い
。
特
に
目
立
つ
の
は
、
山
林
を
大

規
模
に
造
成
し
て
の
メ
ガ
ソ
ー
ラ
ー
（
大
規
模
太
陽

光
発
電
所
）
の
開
発
が
相
次
い
だ
り
、
自
然
エ
ネ
ル

ギ
ー
発
電
事
業
の
た
め
の
農
地
転
用
も
行
わ
れ
て
い

た
り
、
と
い
う
農
山
漁
村
の
自
然
資
源
の
基
盤
自
体
を

損
な
う
開
発
行
為
で
あ
る
。
定
量
的
な
デ
ー
タ
が
公
開

さ
れ
て
い
る
農
地
転
用
の
面
積
を
見
て
み
る
と
、
農
林

水
産
省
の
統
計
で
は
２
０
１
７
年
度
末
時
点
で
国
内
合

計
が
８
３
０
３
・
７
㌶
に
及
び
、
転
用
件
数
と
し
て
は

４
万
６
１
９
４
件
に
達
し
て
い
る
。
Ｆ
Ｉ
Ｔ
制
度
が
始

ま
る
前
の
時
点
で
は
52
件
で
５
・
０
㌶
し
か
な
か
っ
た

こ
と
か
ら
、
Ｆ
Ｉ
Ｔ
制
度
導
入
の
影
響
に
よ
っ
て
農
地

を
転
用
す
る
動
き
が
急
速
に
拡
大
し
た
と
言
え
よ
う
。

自
然
資
源
の
管
理
者
は
農
林
漁
業
者
で
あ
る

自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
が
拡
大
す
る
に
つ
れ
、「
燃

料
」
と
な
る
自
然
資
源
を
誰
が
ど
の
よ
う
に
管
理
し
て

い
く
か
を
考
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
く
な
る
。
資
源
需
要

が
少
な
い
時
期
に
は
、
ま
だ
時
間
経
過
に
よ
る
再
生
産

に
よ
っ
て
需
要
を
賄
い
資
源
量
の
回
復
が
図
ら
れ
た

が
、
太
陽
光
発
電
の
日
照
や
風
力
発
電
の
風
況
も
、
地

形
な
ど
の
要
素
に
影
響
さ
れ
る
た
め
厳
密
に
は
長
期
的

な
管
理
が
必
要
で
あ
り
、
例
え
ば
後
述
す
る
営
農
型
太

陽
光
発
電
（
ソ
ー
ラ
ー
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
）
の
よ
う
に
、

農
業
と
共
生
す
る
場
合
に
は
当
然
、
地
域
農
業
の
継
続

と
繁
栄
が
必
須
で
あ
る
。
太
陽
光
発
電
の
エ
ネ
ル
ギ
ー

源
は
太
陽
光
で
あ
り
、
こ
れ
は
人
の
営
み
に
よ
っ
て
増

減
す
る
も
の
で
は
な
い
。
し
か
し
、
農
地
を
転
用
し
た

り
山
林
を
伐
採
し
た
り
と
い
う
開
発
行
為
に
よ
っ
て
太

陽
光
発
電
所
が
設
置
さ
れ
れ
ば
、そ
の
地
域
は
「
土
地
」

と
い
う
資
源
を
占
有
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。
Ｆ
Ｉ
Ｔ
制

度
導
入
後
の
我
が
国
に
お
い
て
は
、
こ
の
地
域
の
「
土

地
」
を
資
源
と
し
て
管
理
す
る
と
い
う
視
点
が
欠
落
し

て
い
た
が
故
に
、
野
放
図
な
地
域
外
資
本
に
よ
る
太
陽

光
発
電
所
の
設
置
を
許
し
て
し
ま
っ
た
。

ま
た
、
農
村
・
山
村
・
漁
村
と
考
え
た
時
に
、
自
然
エ

ネ
ル
ギ
ー
発
電
の
拡
大
か
ら
取
り
残
さ
れ
て
い
る
よ
う

に
思
え
る
の
が
漁
村
で
あ
る
。
昨
今
は
洋
上
風
力
発
電

の
導
入
促
進
に
関
す
る
法
整
備
が
進
み
、
漁
港
の
持
つ

ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
に
も
目
が
向
け
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
て

き
た
。
魚
礁
や
養
殖
池
と
し
て
活
用
で
き
な
い
か
と
い

う
実
験
や
、
漁
港
に
あ
る
漁
業
関
連
施
設
へ
の
給
電
な

ど
が
検
討
さ
れ
て
い
る
。
一
方
で
、
現
在
国
内
で
計
画

さ
れ
て
い
る
洋
上
風
力
発
電
は
数
百
億
円
以
上
を
要
す

る
規
模
が
多
く
、
漁
業
者
が
事
業
に
参
画
す
る
こ
と
は

容
易
で
は
な
い
。そ
の
点
に
お
い
て
、自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー

事
業
の
オ
ー
ナ
ー
は
漁
村
外
の
大
規
模
資
本
に
な
ら
ざ

る
を
得
ず
、
そ
こ
に
地
元
の
意
向
を
ど
う
や
っ
て
反
映

し
て
い
く
の
か
は
従
来
と
変
わ
ら
ず
課
題
と
し
て
存
在

し
続
け
る
が
、
海
域
を
占
用
す
る
洋
上
風
力
発
電
の
特

性
を
鑑
み
れ
ば
、
そ
の
長
期
持
続
的
な
事
業
実
施
の
た

め
に
は
近
隣
の
漁
業
者
の
関
与
は
不
可
欠
で
あ
る
。

自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
の
経
済
貢
献
性

一
口
に
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
と
言
っ
て
も
、
利
用

す
る
資
源
の
特
性
が
大
き
く
異
な
る
。
太
陽
光
発
電
や

風
力
発
電
の
よ
う
に
全
く
燃
料
費
を
必
要
と
し
な
い
も

の
、
小
水
力
発
電
や
地
熱
発
電
の
よ
う
に
一
定
の
資
源

管
理
が
必
要
と
な
る
も
の
、
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
や

畜
産
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
の
よ
う
に
人
が
介
在
し
て
資
源

生
産
・
収
集
・
輸
送
・
投
入
を
行
う
必
要
が
あ
る
も
の

に
大
き
く
分
け
ら
れ
る
が
、
後
者
に
な
っ
て
い
く
ほ
ど

資
源
消
費
に
伴
う
環
境
負
荷
が
大
き
く
な
っ
て
く
る
と

共
に
、
地
域
に
貢
献
す
る
と
い
う
視
点
で
の
経
済
性
も

異
な
っ
て
く
る
。
例
え
ば
、
林
業
で
は
木
質
バ
イ
オ
マ

ス
発
電
の
燃
料
と
し
て
、
未
利
用
材
を
含
む
木
材
を
供

給
す
る
。
森
林
資
源
の
管
理
、
切
り
出
し
、
加
工
、
保

管
、
輸
送
、
消
費
の
各
段
階
で
人
の
手
が
介
在
し
、
資

源
も
消
費
さ
れ
て
い
く
。
一
方
で
、
太
陽
光
発
電
は
開

発
段
階
を
終
え
て
運
転
を
開
始
し
て
し
ま
え
ば
、
高
圧

以
上
の
設
備
に
お
け
る
電
気
主
任
技
術
者
の
他
は
、
敷

地
の
除
草
管
理
や
定
期
的
な
電
気
設
備
の
メ
ン
テ
ナ
ン

ス
な
ど
を
除
い
て
、
ほ
ぼ
人
の
手
が
か
か
ら
な
い
。
こ

の
運
転
期
間
中
に
お
け
る
ラ
ン
ニ
ン
グ
コ
ス
ト
の
低
さ

が
電
源
と
し
て
の
魅
力
で
あ
る
一
方
、
地
域
に
オ
ー

ナ
ー
シ
ッ
プ
が
な
け
れ
ば
発
電
事
業
に
よ
る
収
益
は
ほ

と
ん
ど
が
域
外
に
持
ち
出
さ
れ
て
し
ま
い
、
設
備
の
償

却
資
産
税
や
土
地
代
が
落
ち
る
程
度
に
と
ど
ま
っ
て
し

ま
う
。
こ
の
視
点
で
考
え
る
と
、
自
然
資
源
が
豊
富
な

農
山
漁
村
に
お
い
て
は
農
林
漁
業
者
自
身
が
自
然
エ
ネ

ル
ギ
ー
事
業
を
行
い
、
収
益
を
地
元
活
用
し
て
資
源
管

理
に
も
投
じ
ら
れ
る
よ
う
な
仕
組
み
作
り
が
欠
か
せ
な

い
。
太
陽
光
発
電
を
設
置
で
き
る
土
地
、
小
水
力
発
電

に
必
要
な
水
路
、
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
の
た
め
の
燃
料
の

い
ず
れ
も
が
、
農
林
漁
業
者
が
持
ち
得
る
資
源
で
あ

る
。
そ
し
て
、
そ
の
よ
う
な
農
林
漁
業
者
主
体
の
エ
ネ

ル
ギ
ー
事
業
と
し
て
注
目
さ
れ
る
の
が
、
営
農
型
太
陽

光
発
電
で
あ
る
。

営
農
型
太
陽
光
発
電
が
開
く

自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
と
農
業
の
共
生
関
係

0 1 2 3 4 5 6
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2017

費用[兆円]

農業への政府支援額FIT再エネ買い取り額
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水
田
や
畑
な
ど
の
農
地
に
支
柱
を
立
て
て
、
農
業
を

続
け
な
が
ら
太
陽
光
発
電
に
よ
る
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
生

産
も
同
時
に
行
お
う
と
い
う
取
り
組
み
が
、
営
農
型
太

陽
光
発
電
で
あ
る
。
２
０
１
３
年
３
月
に
、
農
林
水
産

省
が
農
地
の
一
時
転
用
許
可
に
よ
っ
て
正
式
に
設
置
を

認
め
る
通
知
を
発
出
し
た
こ
と
で
、
国
内
で
の
導
入
が

始
ま
っ
た
。
営
農
型
太
陽
光
発
電
の
大
き
な
特
徴
は
、

一
時
転
用
許
可
と
い
う
仕
組
み
を
取
る
こ
と
で
、
農
振

農
用
地
や
第
１
種
農
地
に
も
太
陽
光
発
電
設
備
を
設
置

で
き
る
こ
と
に
あ
り
、
そ
の
許
可
条
件
と
し

て
設
備
の
下
の
農
地
で
は
営
農
の
安
定
的
な

継
続
が
求
め
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
農
業
者
の

関
わ
り
な
く
し
て
成
り
立
た
な
い
発
電
事
業

と
い
う
点
で
あ
る
。
２
０
１
９
年
現
在
、
全

国
で
２
５
０
０
～
３
０
０
０
件
程
度
の
導
入

実
績
が
あ
る
と
見
ら
れ
、
千
葉
県
・
静
岡
県
・

群
馬
県
な
ど
に
事
例
が
集
中
し
て
い
る
も
の

の
、
ほ
ぼ
全
国
の
都
道
府
県
で
取
り
組
み
が

始
ま
っ
て
い
る
。
太
陽
光
パ
ネ
ル
に
よ
る
影

が
農
作
物
の
生
育
に
ど
う
影
響
す
る
か
が
最

も
関
心
を
寄
せ
ら
れ
る
点
だ
が
、
こ
れ
ま
で
千

葉
大
学
や
三
重
大
学
と
の
共
同
研
究
に
よ
っ

て
デ
ー
タ
を
積
み
重
ね
て
き
た
結
果
、
太
陽

光
パ
ネ
ル
に
よ
る
遮
光
率
が
30
～
40
％
の
レ

ン
ジ
で
は
、
水
稲
や
大
豆
と
い
っ
た
穀
物
類
、

サ
ツ
マ
イ
モ
や
サ
ト
イ
モ
な
ど
根
菜
類
、
そ
し

て
葉
菜
類
や
果
菜
類
で
も
顕
著
な
減
収
・
品

質
の
悪
化
は
見
ら
れ
て
い
な
い
。

経
済
性
の
面
で
は
、
１
反
当
た
り
年
間
80
万

～
１
０
０
万
円
の
売
電
収
入
が
得
ら
れ
、
本

体
設
置
費
用
は
１
０
０
０
万
～
１
２
０
０
万

円
程
度
で
あ
る
。
昨
今
の
営
農
型
太
陽
光
発
電
設
備
は

30
年
以
上
の
稼
働
を
想
定
し
て
設
計
さ
れ
る
こ
と
か

ら
、
長
期
に
わ
た
っ
て
農
業
を
支
え
る
安
定
し
た
収
入

源
と
な
る
。こ
れ
を
1
町
歩
単
位
で
設
置
し
て
い
け
ば
、

最
新
の
太
陽
光
パ
ネ
ル
の
導
入
で
年
間
８
０
０
万
円
以

上
の
売
電
収
入
を
上
げ
る
こ
と
が
可
能
と
な
る
こ
と
か

ら
、農
業
経
営
の
基
盤
を
支
え
る
存
在
に
も
な
り
得
る
。

売
電
収
入
は
電
気
の
価
格
が
１
㌔
㍗
時
当
た
り
11
～
12

円
程
度
で
あ
れ
ば
こ
の
水
準
を
確
保
で
き
、
本
体
設
置

費
用
は
今
後
も
低
減
が
見
込
ま
れ
る
こ
と
か
ら
、
Ｆ
Ｉ

Ｔ
制
度
が
終
了
し
て
も
将
来
に
わ
た
っ
て
営
農
型
太
陽

光
発
電
は
安
定
し
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業
た
り
得
る
。
事

業
そ
の
も
の
は
農
業
者
の
関
わ
り
な
く
し
て
成
立
し
な

い
こ
と
か
ら
、
大
量
の
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
電
源
を
必
要

と
す
る
都
市
資
本
を
呼
び
込
み
、
共
同
事
業
と
い
う
形

で
運
営
す
る
こ
と
で
地
域
に
還
元
さ
れ
る
収
益
の
総
量

を
更
に
増
加
さ
せ
る
こ
と
も
可
能
で
あ
る
。

今
後
は
、
営
農
型
太
陽
光
発
電
設
備
の
農
村
部
に
お

営農型太陽光発電設備の下で生育するサトイモ

畑における営農型太陽光発電の事例
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け
る
脱
化
石
燃
料
を
進
め
る
電
源
と
し
て
の
活
用
や
、

都
市
近
郊
農
地
へ
の
大
量
導
入
に
よ
る
都
市
部
の
自
然

エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
率
向
上
に
向
け
た
活
用
も
考
え
て
い

る
。
例
え
ば
、
東
京
都
東
部
の
江
戸
川
か
ら
先
、
千
葉

県
側
の
半
径
20
㌔
㍍
圏
だ
け
で
も
約
１
万
㌶
の
農
地
が

存
在
し
て
お
り
、
そ
の
う
ち
25
％
に
営
農
型
太
陽
光
発

電
を
導
入
す
る
こ
と
が
で
き
れ
ば
、
約
60
万
世
帯
分
の

電
源
の
創
出
が
可
能
と
な
る
。
都
市
近
郊
農
地
を
保
全

し
な
が
ら
、
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
電
源
を
確
保
し
て
い
く

と
い
う
営
農
型
太
陽
光
発
電
の
活
用
モ
デ
ル
は
、
自
然

資
源
に
乏
し
い
大
都
市
圏
に
お
い
て
今
後
の
普
及
の
中

核
に
な
る
と
考
え
て
い
る
。
結
果
と
し
て
農
村
は
、
営

農
型
太
陽
光
発
電
に
よ
っ
て
豊
富
な
自
然
資
源
の
存
在

が
評
価
さ
れ
、
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
時
代
に
お
け
る
豊
か

さ
を
体
現
す
る
も
の
と
な
れ
ば
、
少
資
源
地
域
と
な
る

都
市
部
に
対
し
て
こ
れ
ま
で
と
は
異
な
っ
た
立
ち
位
置

を
得
る
こ
と
が
出
来
よ
う
。
私
自
身
が
千
葉
市
に
お
い

て
取
り
組
ん
で
い
る
、
農
村
地
域
で
の
営
農
型
太
陽
光

発
電
事
業
で
は
、
作
付
け
や
収
穫
と
い
っ
た
農
業
イ
ベ

ン
ト
に
東
京
都
内
か
ら
多
く
の
家
族
連
れ
が
参
加
し
て

お
り
、
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
切
っ
掛
け
に
こ
の
よ
う
な

地
域
へ
の
関
係
人
口
を
増
や
し
て
い
く
こ
と
は
、
農

村
の
振
興
に
も
資
す
る
こ
と
に
な
る
だ
ろ

う
。
加
え
て
、
農
業
を
軸
に
考
え
る
と
小

水
力
発
電
や
バ
イ
オ
マ
ス
・
バ
イ
オ
ガ
ス

利
用
が
視
野
に
入
り
、
農
地
が
あ
れ
ば
実

践
出
来
る
営
農
型
太
陽
光
発
電
を
皮
切
り

に
農
業
者
が
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業
に
踏

み
出
し
、
そ
の
発
展
形
と
し
て
他
の
自
然

エ
ネ
ル
ギ
ー
電
源
種
に
手
を
つ
け
て
い
く

こ
と
で
、
地
域
の
自
然
資
源
の
複
合
的
な

活
用
と
経
済
的
な
収
益
向
上
が
図
れ
る
。

農
山
漁
村
で
の
更
な
る
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー

発
電
拡
大
に
向
け
た
行
動
を

気
候
変
動
が
気
候
危
機
と
呼
称
さ
れ
る

よ
う
に
な
り
、
発
電
電
力
量
の
80
％
以
上

を
石
油
・
石
炭
・
天
然
ガ
ス
に
よ
る
火
力

発
電
が
占
め
る
我
が
国
で
は
、
自
然
エ
ネ

ル
ギ
ー
発
電
を
主
力
電
源
化
し
て
い
く
方

向
性
が
、
第
5
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画

で
示
さ
れ
た
。
し
か
し
、
現
行
計
画
で
は

２
０
３
０
年
時
点
で
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
比
率
は
22
～

24
％
に
と
ど
ま
り
、国
際
エ
ネ
ル
ギ
ー
機
関
（
Ｉ
Ｅ
Ａ
）

が
取
り
ま
と
め
た
世
界
水
準
の
２
０
３
０
年
導
入
目
標

で
あ
る
37
％
に
は
遠
く
及
ば
な
い
。
引
き
続
き
自
然
エ

ネ
ル
ギ
ー
発
電
へ
の
転
換
を
図
る
中
で
、
改
め
て
農
山

漁
村
に
お
け
る
自
然
資
源
の
賦
存
と
そ
の
活
用
に
目
を

向
け
、
資
源
管
理
の
視
点
も
踏
ま
え
た
行
動
こ
そ
が
求

め
ら
れ
る
。
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
が
主
力
電
源
と
な

る
時
代
に
は
、
少
資
源
地
域
で
あ
る
都
市
部
よ
り
も
、

豊
富
な
自
然
資
源
を
有
す
る
農
山
漁
村
の
持
続
可
能
性

を
含
め
た
価
値
の
再
評
価
が
行
わ
れ
る
だ
ろ
う
。
気
候

変
動
抑
制
に
向
け
た
パ
リ
協
定
の
目
標
を
達
成
す
る
た

め
に
は
、
先
に
述
べ
た
国
際
エ
ネ
ル
ギ
ー
機
関
の
37
％

と
い
う
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
の
導
入
目
標
を
更
に
上

回
り
、
49
％
程
度
ま
で
引
き
上
げ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

と
い
う
シ
ナ
リ
オ
が
公
表
さ
れ
て
い
る
。
我
が
国
で
こ

の
シ
ナ
リ
オ
を
達
成
す
る
と
す
れ
ば
、
今
後
10
年
間
で

自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
の
総
量
を
３
倍
に
し
て
い
か
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
の
た
め
に
は
、
こ
れ
ま
で
以
上

に
農
山
漁
村
に
お
け
る
自
然
資
源
の
存
在
を
評
価
し
、

そ
の
活
用
と
持
続
可
能
性
を
保
つ
取
り
組
み
を
進
め
て

い
く
こ
と
に
な
る
。
人
口
減
少
に
よ
る
衰
退
の
闇
を
は

ね
の
け
、
今
後
の
社
会
を
支
え
る
先
進
地
と
し
て
農
山

漁
村
は
大
き
な
可
能
性
を
有
し
て
い
る
。
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欧
州
で
昨
秋
、W

indEurope
と
い
う
世
界
最
大
の

風
力
発
電
の
産
業
界
お
よ
び
学
術
団
体
か
ら
、
洋
上

風
力
発
電
の
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
が
発
表
さ
れ
た
（
文
献

１
）。
２
０
５
０
年
に
電
力
の
30
％
を
洋
上
風
力
発
電

で
賄
い
、
そ
の
設
備
容
量
は
４
５
０
Ｇ
Ｗ
（
ギ
ガ
㍗
＝

１
０
０
万
㌔
㍗
）
に
達
す
る
と
い
う
も
の
で
あ
る
。
陸

上
風
力
発
電
は
既
に
15
％
の
電
力
を
賄
っ
て
い
る
の

で
、
風
力
発
電
全
体
で
お
よ
そ
50
％
を
カ
バ
ー
し
よ
う

と
の
挑
戦
的
な
目
標
で
あ
る
。
地
球
温
暖
化
の
抑
制
を

目
指
し
た
パ
リ
協
定
を
実
現
す
る
た
め
に
、
欧
州
委
員

会
は
こ
の
30
％
の
目
標
を
歓
迎
し
、
最
終
的
に
は
再
生

可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
（
以
下
、
再
エ
ネ
）
１
０
０
％
を
目

指
し
て
、
各
国
政
府
の
具
体
的
な
対
応
や
計
画
を
待
つ

段
階
と
な
っ
て
い
る
。

日
本
で
は
、
２
０
１
８
年
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画

に
基
づ
く
政
府
の
目
標
は
、
２
０
３
０
年
に
風
力
発
電

は
わ
ず
か
１
・
７
％
を
担
当
す
る
と
い
う
目
標
で
あ
り
、

欧
州
を
は
じ
め
と
す
る
世
界
に
比
べ
て
、
あ
ま
り
に
小

さ
な
目
標
と
な
っ
て
い
る
。こ
れ
は
、他
の
エ
ネ
ル
ギ
ー

源
に
配
慮
し
て
い
て
、
再
エ
ネ
は
22
％
の
目
標
で
あ
る

が
、
そ
の
中
に
は
伝
統
的
な
大
型
水
力
発
電
が
10
％
程

度
を
占
め
て
い
て
、
さ
ら
に
残
り
の
ほ
と
ん
ど
を
太
陽

光
発
電
が
占
め
る
形
に
な
る
た
め
で
あ
る
。世
界
で
は
、

経
済
性
を
有
す
る
風
力
発
電
が
太
陽
光
発
電
を
凌
い
で

い
る
も
の
の
、
国
内
で
は
そ
の
普
及
が
大
幅
に
遅
れ
て

い
る
現
状
が
あ
る
。
本
稿
で
は
、
風
力
発
電
の
内
外
の

最
新
情
報
を
紹
介
し
、
日
本
に
お
い
て
い
か
に
普
及
さ

せ
て
い
く
か
を
述
べ
て
い
く
こ
と
に
す
る
。

風
力
発
電
の
概
要

現
在
、
風
力
発
電
に
お
い
て
商
業
的
に
利
用
さ
れ
る

風
車
は
、
水
平
軸
プ
ロ
ペ
ラ
3
枚
翼
風
車
と
呼
ば
れ
る

も
の
が
ほ
と
ん
ど
で
あ
る
。
歴
史
的
に
は
、
世
界
遺
産

と
な
っ
て
い
る
オ
ラ
ン
ダ
風
車
な
ど
の
流
れ
を
く
み
つ

つ
、
流
体
力
学
的
に
完
成
度
を
高
め
て
3
枚
翼
の
プ
ロ

ペ
ラ
型
と
な
っ
た
。
回
転
翼
の
断
面
は
、
航
空
機
の
翼

と
同
様
な
流
線
形
を
し
て
い
て
、
流
入
す
る
風
に
対
し

て
垂
直
に
発
生
す
る
大
き
な
揚
力
を
利
用
し
、
風
車
と

し
て
回
転
力
を
得
て
い
る
。
流
入
す
る
風
の
方
向
に
働

く
抗
力
を
利
用
し
た
特
殊
な
風
車
も
存
在
す
る
が
、
大

型
で
あ
る
こ
と
や
経
済
性
を
考
慮
す
る
と
、
当
分
の
間

は
、
水
平
軸
プ
ロ
ペ
ラ
風
車
が
普
及
し
続
け
る
も
の
と

判
断
し
て
い
る
。
な
お
、
回
転
す
る
翼
の
枚
数
が
な
ぜ

３
枚
か
と
い
う
質
問
が
出
る
が
、
流
体
力
学
的
に
は
数

は
何
枚
で
も
良
い
も
の
の
、
経
済
性
を
考
え
る
と
枚
数

の
少
な
い
方
が
良
く
、
さ
ら
に
視
覚
的
に
受
け
入
れ
や

す
い
３
枚
翼
と
い
う
判
断
と
な
っ
て
い
る
。

現
在
、
最
も
大
き
い
風
車
は
、
発
電
容
量
が
12
Ｍ
Ｗ

（
メ
ガ
㍗
＝
１
０
０
０
㌔
㍗
）
機
で
、
回
転
翼
の
直
径

は
２
２
０
㍍
、
ト
ッ
プ
の
高
さ
は
２
６
０
㍍
に
達
し
、

さ
ら
に
大
型
化
を
目
指
し
て
い
る
。
つ
ま
り
、
高
さ
は

東
京
タ
ワ
ー
の
３
３
３
㍍
に
近
く
、
毎
分
10
回
転
程
度

の
ゆ
っ
く
り
と
し
た
回
転
速
度
と
な
っ
て
い
る
。
風
速

な
ど
に
よ
っ
て
も
異
な
る
が
、
１
機
当
た
り
お
よ
そ

1
万
世
帯
の
電
力
を
賄
え
る
発
電
量
と
な
っ
て
い
る
。

欧
州
の
最
近
計
画
さ
れ
て
い
る
洋
上
風
力
発
電
所
の
単

位
は
１
０
０
機
単
位
で
あ
り
、出
力
は
１
Ｇ
Ｗ
を
超
え
、

原
子
力
発
電
や
大
型
火
力
発
電
の
１
機
に
相
当
す
る
大

き
さ
と
な
っ
て
い
る
。
ち
な
み
に
、
現
在
の
風
力
発
電

の
世
界
の
設
備
容
量
は
６
０
０
Ｇ
Ｗ
を
上
回
り
、
原
子

力
発
電
所
の
４
０
０
Ｇ
Ｗ
を
超
え
て
い
る
こ
と
は
あ
ま

り
知
ら
れ
て
い
な
い
。
太
陽
光
発
電
も
成
長
が
続
き
、

そ
の
設
備
容
量
は
お
よ
そ
５
０
０
Ｇ
Ｗ
に
達
し
、
良
い

競
争
相
手
と
な
っ
て
い
る
。

風
力
発
電
の
長
所
と
短
所

語
る
ま
で
も
な
く
、
風
力
発
電
は
風
を
「
燃
料
」
と

し
た
再
エ
ネ
で
あ
り
、１
㌔
㍗
当
た
り
の
発
電
価
格
は
、

欧
米
で
は
陸
上
風
力
で
５
円
、
洋
上
で
も
10
円
を
切
っ

て
い
る
。
つ
ま
り
、
最
も
経
済
性
の
優
れ
た
再
エ
ネ
と

し
て
、
世
界
で
普
及
を
続
け
て
い
る
。
現
在
、
一
般
的

に
は
10
円
を
切
る
と
、補
助
金
な
ど
の
援
助
を
受
け
ず
、

洋
上
風
力
発
電
は
再
エ
ネ
の
ト
ッ
プ
ラ
ン
ナ
ー

その５

京
都
大
学
大
学
院
経
済
学
研
究
科
特
任
教
授
・
東
京
大
学
名
誉
教
授
　
荒
川
忠
一

森林と
自然エネルギー
を再考する

森林と
自然エネルギー
を再考する
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商
業
電
源
と
し
て
広
く
受
け
入
れ
ら
れ
る
と
理
解
さ
れ

て
い
る
。

短
所
と
し
て
は
、「
風
任
せ
」
と
も
揶や

揄ゆ

さ
れ
る
よ

う
に
、変
動
す
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
だ
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。

特
に
、
狭
い
地
域
で
の
電
力
系
統
に
限
っ
た
と
き
、
そ

の
影
響
は
強
く
現
れ
る
。
欧
州
は
、
国
境
を
越
え
て
大

き
な
地
域
と
し
て
系
統
を
運
用
す
る
こ
と
に
よ
り
、
規

模
効
果
を
利
用
し
て
出
力
変
動
を
小
さ
く
し
て
い
る
。

あ
る
い
は
、
北
欧
の
大
規
模
な
水
力
発
電
な
ど
と
の
組

み
合
わ
せ
で
、
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
を
行
っ
て
い
る
。
も
ち

ろ
ん
、
最
新
技
術
や
代
替
技
術
と
し
て
、
蓄
電
池
、
揚

水
発
電
所
の
活
用
な
ど
が
あ
り
、
変
動
を
実
質
的
に
補

う
こ
と
が
で
き
つ
つ
あ
る
。
さ
ら
に
、
風
力
発
電
の
発

電
量
の
予
測
技
術
も
性
能
が
高
ま
っ
て
き
て
お
り
、
出

力
変
動
の
予
測
の
も
と
に
他
電
源
の
活
用
を
容
易
に
す

る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
。
こ
れ
ら
の
方
法
を

総
合
的
に
活
用
す
る
こ
と
に
よ
り
、
風
力
発
電
の
大
幅

な
導
入
が
欧
州
な
ど
で
は
可
能
に
な
っ
て
き
て
い
る
。

ま
た
、
電
力
系
統
の
問
題
で
、
風
力
発
電
を
期
待
で

き
る
地
域
の
系
統
の
細
さ
が
あ
り
、
新
し
い
発
電
所
を

受
け
入
れ
る
空
き
容
量
は
な
い
と
の
問
題
が
過
去
に
は

指
摘
さ
れ
て
い
た
。
政
府
も「
コ
ネ
ク
ト
＆
マ
ネ
ー
ジ
」

と
い
う
新
し
い
方
針
を
打
ち
出
し
、
系
統
の
初
期
設
計

で
の
積
み
上
げ
に
よ
る
既
存
発
電
所
へ
の
割
り
当
て
の

み
で
は
な
く
、
そ
の
運
用
に
よ
っ
て
乗
り
越
え
る
こ
と

が
で
き
る
問
題
と
の
認
識
が
広
が
っ
て
き
た
。
洋
上
風

力
発
電
を
想
定
し
た
東
北
電
力
に
よ
る
新
た
な
系
統
利

用
者
の
募
集
プ
ロ
グ
ラ
ム
、
あ
る
い
は
東
京
電
力
の
銚

子
沖
洋
上
風
力
発
電
を
想
定
し
た
部
分
的
な
解
列
を
含

む
運
用
に
よ
り
、
従
来
は
空
き
容
量
は
な
い
と
し
て
い

た
系
統
も
、
大
規
模
な
再
エ
ネ
を
受
け
入
れ
ら
れ
る
方

向
に
進
ん
で
い
る
。

陸
上
風
力
発
電
で
は
、
低
周
波
に
よ
る
騒
音
を
含
む

騒
音
問
題
が
話
題
と
な
り
、
そ
の
導
入
が
遅
れ
て
き
た

こ
と
も
あ
る
。
最
近
の
風
車
は
、
回
転
翼
の
先
端
お
よ

び
後
縁
形
状
の
工
夫
、
ま
た
大
型
化
に
伴
う
回
転
数
の

減
少
に
よ
り
、
騒
音
は
減
少
し
て
い
る
。
さ
ら
に
、
低

回
転
の
プ
ロ
ペ
ラ
翼
と
高
回
転
の
発
電
機
を
結
ぶ
増
速

機
と
呼
ば
れ
る
歯
車
を
廃
止
し
、
直
結
式
と
呼
ば
れ
る

低
回
転
の
発
電
機
に
よ
る
新
し
い
方
式
で
の
発
電
が
可

能
と
な
り
、
著
し
く
騒
音
は
減
少
し
て
い
る
。

こ
れ
ら
の
技
術
の
進
歩
と
工
夫
に
よ
り
、
風
力
発
電

導
入
の
障
害
は
一
段
と
小
さ
く
な
っ
て
き
た
。

欧
州
の
具
体
的
な

洋
上
風
力
発
電
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ

風
力
発
電
で
世
界
の
先
頭
を
走
っ
て
い
る
欧
州
は
、

ほ
ぼ
陸
上
風
力
発
電
の
適
地
は
開
発
し
尽
く
し
た
こ
と

も
あ
り
、
洋
上
風
力
発
電
の
大
規
模
な
普
及
を
狙
っ
て

い
る
。
２
０
０
０
年
頃
の
普
及
当
初
は
海
岸
近
く
で
10

機
程
度
の
規
模
で
あ
っ
た
も
の
が
、
現
在
の
開
発
規
模

は
１
０
０
機
単
位
と
拡
大
を
続
け
て
い
る
。
欧
州
の
北

海
は
幸
い
に
も
遠
浅
で
あ
り
、
水
深
50
㍍
以
内
の
浅
い

海
域
が
広
が
っ
て
い
る
。
前
述
の
よ
う
に
、
２
０
５
０

年
に
30
％
の
電
力
を
洋
上
風
力
発
電
で
賄
う
ロ
ー
ド

マ
ッ
プ
で
は
、
北
海
の
面
積
の
わ
ず
か
３
％
を
利
用
す

る
こ
と
で
４
５
０
Ｇ
Ｗ
の
設
置
が
可
能
と
な
り
、
現
実

的
な
選
択
肢
で
あ
る
こ
と
を
訴
え
て
い
る
。

一
般
的
に
は
風
力
発
電
の
コ
ス
ト
は
高
い
、
さ
ら
に

海
上
に
建
設
す
る
洋
上
風
力
発
電
は
も
っ
と
高
く
な

り
、
経
済
性
が
成
立
し
な
い
だ
ろ
う
と
の
憶
測
が
は
び

こ
っ
て
い
る
。
し
か
し
、
欧
州
で
は
既
に
入
札
制
度
が

導
入
さ
れ
、
お
よ
そ
６
円
／
㌔
㍗
時
と
い
う
低
価
格
で

落
札
さ
れ
た
実
績
を
持
つ
。
今
回
の
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
で

も
、
４
５
０
Ｇ
Ｗ
を
目
指
し
つ
つ
も
、
価
格
は
お
よ
そ

10
円
／
㌔
㍗
時
ま
で
に
抑
え
ら
れ
る
と
予
測
し
て
い

る
。
陸
上
の
風
力
発
電
の
欧
州
の
価
格
も
お
よ
そ
５
円

／
㌔
㍗
時
と
見
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
風
力
発
電
は
最
も

廉
価
な
大
規
模
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
の
一
つ
で
あ
る
と
評
価

で
き
る
。

ま
た
、
こ
の
よ
う
な
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
を
作
成
す
る
背

景
に
は
、
継
続
的
な
事
業
を
育
成
す
る
狙
い
も
あ
る
。

つ
ま
り
、一
度
に
多
く
の
風
車
を
設
置
し
て
し
ま
う
と
、

産
業
と
し
て
一
時
的
な
も
の
に
な
り
、
継
続
的
な
事
業

は
望
め
な
い
。
特
に
、
風
車
の
寿
命
は
一
般
的
に
20
年

と
し
て
設
計
さ
れ
て
い
る
た
め
、
20
年
ご
と
に
「
リ
パ

ワ
ー
リ
ン
グ
」
と
呼
ば
れ
る
新
し
い
風
車
や
設
備
へ
更

新
す
る
こ
と
が
望
ま
れ
る
。
従
っ
て
、
寿
命
20
年
で
年

間
20
Ｇ
Ｗ
の
設
置
と
す
る
と
、
お
よ
そ
４
０
０
Ｇ
Ｗ
の

洋
上
風
力
発
電
が
継
続
的
に
運
転
で
き
る
こ
と
に
な

る
。建
設
費
を
お
よ
そ
50
万
円
／
㌔
㍗
と
想
定
す
る
と
、

一
年
当
た
り
10
兆
円
と
い
う
大
規
模
な
産
業
規
模
と
な

る
。
な
お
、
陸
上
風
力
発
電
で
は
現
在
、
世
界
の
総
設

備
容
量
が
既
に
６
０
０
Ｇ
Ｗ
を
超
え
て
お
り
、
今
回
の

欧
州
の
洋
上
風
力
発
電
の
将
来
計
画
の
一
歩
先
を
進
ん

で
い
る
こ
と
に
な
る
。

現
在
計
画
さ
れ
て
い
る
洋
上
風
力
発
電
所
は
、
１
Ｇ

Ｗ
を
超
え
る
大
き
な
規
模
と
な
っ
て
い
る
。
つ
ま
り
、

10
Ｍ
Ｗ
の
風
車
を
１
０
０
台
配
置
す
る
こ
と
に
な
る
た

め
、
一
方
で
は
、
景
観
問
題
を
観
光
業
者
か
ら
提
起
さ

れ
る
可
能
性
が
あ
る
。
当
初
は
、
海
外
線
間
近
に
配
置

さ
れ
て
い
た
も
の
の
、
多
数
の
風
車
が
配
置
さ
れ
た
現

在
、
海
岸
の
ホ
テ
ル
な
ど
か
ら
の
距
離
を
大
き
く
取
る
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こ
と
を
求
め
ら
れ
る
こ
と
が
多
く
な
っ
た
。
し
か
し
、

コ
ペ
ン
ハ
ー
ゲ
ン
沖
の
海
外
線
近
く
に
建
設
さ
れ
20
台

の
風
車
か
ら
な
る
洋
上
風
車
群（
ウ
ィ
ン
ド
フ
ァ
ー
ム
）

は
、
ア
ー
テ
ィ
ス
ト
の
幾
つ
か
の
提
案
か
ら
、
円
弧
上

に
配
置
さ
れ
た
デ
ザ
イ
ン
を
採
用
し
、
そ
の
美
し
い
姿

が
話
題
と
な
っ
て
い
る
（
左
写
真
）。
ま
た
、
そ
の
一

部
が
市
民
フ
ァ
ン
ド
に
よ
っ
て
運
営
さ
れ
て
い
る
市
民

風
車
と
な
っ
て
い
る
た
め
、
市
民
か
ら
は
「
我
々
の
風

車
」
と
の
意
識
が
強
く
、
景
観
問
題
な
ど
は
話
題
に
は

な
ら
な
い
。
こ
の
よ
う
に
、
風
力
発
電
の
大
型
施
設
の

導
入
に
お
い
て
、さ
ま
ざ
ま
な
配
慮
が
な
さ
れ
て
い
る
。

現
在
、
こ
の
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
の
大
き
な
発
電
量
に
つ

い
て
、
欧
州
委
員
会
は
パ
リ
協
定
の
実
施
に
向
け
て
同

意
し
て
い
て
、
各
国
政
府
に
そ
の
実
現
の
た
め
の
政
策

立
案
を
要
請
し
て
い
る
と
聞
い
て
い
る
。
も
ち
ろ
ん
、

各
国
の
諸
事
情
が
あ
る
の
で
単
純
に
計
画
が
進
む
と
は

限
ら
な
い
が
、
こ
れ
ま
で
欧
州
は
陸
上
風
力
発
電
を
10

年
で
10
倍
に
成
長
さ
せ
て
き
た
実
績
を
有
す
る
た
め
、

現
在
の
30
Ｇ
Ｗ
を
、
２
０
５
０
年
に
４
５
０
Ｇ
Ｗ
ま
で

成
長
さ
せ
る
こ
と
は
可
能
で
あ
る
と
判
断
し
て
い
る
。

日
本
に
お
け
る
風
力
発
電
導
入
促
進
へ
の
提
案

日
本
で
は
風
車
設
備
容
量
は
現
在
わ
ず
か
４
Ｇ
Ｗ

で
、
電
力
換
算
で
お
よ
そ
０
・
６
％
の
電
力
を
賄
っ
て

い
る
に
過
ぎ
ず
、
欧
州
の
15
％
に
比
較
す
る
と
、
桁
違

い
に
遅
れ
て
い
る
こ
と
が
分
か
る
。
こ
れ
は
、
政
府
や

産
業
界
が
、
従
前
、
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
役
割
を
著
し

く
低
く
評
価
し
て
い
た
こ
と
、
ま
た
、
未
曽
有
の
震
災
・

原
子
力
災
害
の
後
も
、
風
力
発
電
に
対
し
て
環
境
影
響

評
価
な
ど
の
厳
し
い
条
件
を
課
し
、
太
陽
光
発
電
に
対

し
て
立
ち
遅
れ
て
し
ま
っ
た
こ
と
で
あ
る
。

筆
者
が
２
０
０
０
年
に
風
力
発
電
の
研
究
を
開
始
し

た
頃
、初
め
て
参
加
し
た
国
内
の
風
力
発
電
の
学
会
で
、

基
調
講
演
と
し
て
招
待
さ
れ
た
政
府
関
係
者
の
「
イ

ソ
ッ
プ
物
語
の
北
風
と
太
陽
」
を
引
用
し
た
講
演
に
驚

い
た
こ
と
を
思
い
出
す
。
こ
の
物
語
で
は
、
旅
人
の
マ

ン
ト
を
脱
が
せ
る
た
め
、
北
風
と
太
陽
が
力
比
べ
し
、

強
風
で
吹
き
飛
ば
そ
う
と
し
た
北
風
で
は
な
く
、
燦
燦

と
光
を
照
り
つ
け
た
太
陽
の
勝
ち
と
な
る
。
こ
の
物
語

を
引
用
し
、「
国
は
太
陽
光
を
応
援
す
る
。
そ
の
心
は
、

風
力
発
電
は
円
熟
化
し
た
機
械
産
業
で
あ
り
、
太
陽
光

発
電
は
こ
れ
か
ら
成
長
す
る
半
導
体
技
術
で
あ
り
広
い

応
用
を
期
待
で
き
る
…
…
」
と
発
言
し
た
こ
と
を
記
憶

し
て
い
る
。風
力
発
電
の
学
会
の
冒
頭
の
こ
の
講
演
は
、

初
心
者
で
あ
っ
た
筆
者
を
非
常
に
驚
か
せ
る
と
共
に
、

当
時
、
政
府
は
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
開
発
に
対
し
て
熱

意
が
な
い
こ
と
、
さ
ら
に
風
力
発
電
に
は
興
味
も
な
い

こ
と
を
痛
感
し
た
。
一
方
、
欧
州
で
は
風
力
発
電
の
さ

ま
ざ
ま
な
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
が
提
案
さ
れ
、
現
在
の
風
力

発
電
の
大
規
模
普
及
の
基
礎
を
構
築
し
て
い
た
時
代
で

あ
っ
た
。

し
か
し
、
２
０
０
０
年
代
の
地
球
温
暖
化
現
象
の
提

起
に
伴
っ
て
再
エ
ネ
が
国
際
的
な
話
題
と
な
り
、
さ
ら

に
、
震
災
・
原
子
力
災
害
に
よ
り
、
再
エ
ネ
に
正
面
か

ら
取
り
組
む
時
代
が
日
本
に
も
や
っ
て
き
た
。
環
境

省
を
は
じ
め
と
す
る
調
査
で
は
、
風
力
発
電
の
ポ
テ

ン
シ
ャ
ル
は
国
内
の
電
力
を
賄
う
に
十
分
な
も
の
で
あ

る
こ
と
が
分
か
っ
て
き
た
。
し
か
し
、
政
府
は
電
力
の

系
統
問
題
や
経
済
性
、
そ
し
て
発
電
の
出
力
変
動
な
ど

の
問
題
点
を
指
摘
し
、
現
在
で
も
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
法

に
基
づ
く
「
ベ
ス
ト
ミ
ッ
ク
ス
」
で
は
、
風
力
発
電
は

２
０
３
０
年
に
電
力
の
１
・
７
％
、
設
備
容
量
で
お
よ

そ
10
Ｇ
Ｗ
の
目
標
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
。
政
府
も
最
近

で
は
「
キ
ャ
ッ
プ
を
か
け
て
い
な
い
（
上
限
を
設
定
し

て
い
な
い
）
…
…
」
と
修
正
の
発
言
を
す
る
よ
う
に
は

な
っ
て
い
る
も
の
の
、
国
民
や
産
業
界
へ
の
明
確
な

メ
ッ
セ
ー
ジ
と
は
な
っ
て
い
な
い
。

一
方
、
国
内
で
も
洋
上
風
力
発
電
を
普
及
さ
せ
る
た

め
に
、
発
電
所
の
適
地
を
確
保
す
る
港
湾
法
の
改
正
に

続
い
て
、
昨
年
に
「
再
エ
ネ
海
域
利
用
法
」
と
呼
ば
れ

る
新
法
が
成
立
・
施
行
さ
れ
た
。
こ
れ
は
、
都
道
府
県

か
ら
の
情
報
提
供
に
基
づ
き
、
一
般
海
域
に
お
け
る
洋

上
風
力
発
電
の
促
進
区
域
を
国
が
決
め
る
も
の
で
あ

り
、
現
在
11
区
域
の
情
報
提
供
を
受
け
、
そ
の
中
で
４

区
域
の
促
進
区
域
候
補
と
し
て
の
協
議
、
更
に
そ
の
中

か
ら
長
崎
県
五
島
市
沖
を
促
進
区
域
の
第
１
号
に
指
定

コペンハーゲン沖に 2000 年に設置された２MW 機 20 台のウィンドファーム
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し
た
。
新
年
度
に
向
け
て
、
さ
ら
な
る
情
報
提
供
が
都

道
府
県
か
ら
あ
る
こ
と
を
期
待
し
て
い
る
。

し
か
し
な
が
ら
、
国
と
し
て
の
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
が
な

い
と
産
業
界
へ
の
投
資
が
十
分
で
は
な
く
、
ま
た
、
洋

上
風
力
発
電
事
業
へ
の
さ
ま
ざ
ま
な
規
制
や
拘
束
が

残
っ
て
し
ま
う
。
例
え
ば
、
電
力
系
統
の
現
在
の
制
約

に
よ
り
、
洋
上
風
力
発
電
の
大
規
模
展
開
が
制
限
さ
れ

て
い
る
が
、
そ
の
制
約
を
一
日
も
早
く
取
り
除
く
こ
と

が
必
要
で
あ
る
。

具
体
的
に
は
ど
の
よ
う
な
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
が
必
要
で

あ
ろ
う
か
。
実
は
、
筆
者
ら
が
、
数
年
前
に
海
洋
基
本

計
画
に
基
づ
く
政
府
の
委
員
会
で
立
案
し
、
資
料
に

記
載
さ
れ
て
い
る
も
の
が
あ
る
（
文
献
２
）。
そ
の
中

で
、
洋
上
風
力
発
電
の
２
０
３
０
年
の
目
標
を
電
力
の

５
％
、
設
備
容
量
20
Ｇ
Ｗ
の
設
置
を
提
言
し
て
い
る
。

陸
上
風
力
発
電
の
開
発
も
同
様
に
期
待
し
、
洋
上
と
陸

上
を
合
わ
せ
て
10
％
を
賄
う
こ
と
に
な
る
。
そ
の
理
由

は
、
政
府
の
２
０
３
０
年
の
電
力
ベ
ス
ト
ミ
ッ
ク
ス
と

し
て
、太
陽
光
７
％
を
含
め
て
再
エ
ネ
が
お
よ
そ
22
％
、

原
子
力
発
電
が
20
％
と
さ
れ
て
い
る
も
の
の
、
国
民
の

理
解
と
し
て
原
子
力
発
電
の
20
％
は
非
常
に
難
し
く
、

10
％
程
度
を
維
持
す
る
に
と
ど
ま
る
と
推
測
し
て
い
る

こ
と
で
あ
る
。
そ
の
減
少
分
の
10
％
を
、
洋
上
風
力
発

電
を
中
心
と
し
た
再
エ
ネ
で
助
け
合
お
う
と
の
提
言
で

あ
る
。こ
の
よ
う
な
新
し
い
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
を
構
築
し
、

一
日
も
早
く
、
風
力
発
電
の
大
き
な
目
標
の
下
に
、
関

係
者
が
力
を
合
わ
せ
る
機
会
が
来
る
こ
と
を
望
ん
で
い

る
。風

力
発
電
は
、
一
カ
所
に
集
中
し
た
発
電
所
で
は
な

く
、
国
内
に
広
く
配
置
さ
れ
、
地
域
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
産

業
と
呼
ぶ
に
ふ
さ
わ
し
い
発
展
を
期
待
で
き
る
。
洋
上

風
力
発
電
で
あ
れ
ば
、
こ
れ
ま
で
海
域
を
利
用
し
、
海

を
守
っ
て
き
た
漁
業
者
を
中
心
と
し
た
利
害
関
係
者
と

の
調
整
が
必
要
で
あ
る
。
こ
れ
ら
の
過
程
で
、
地
域
に

根
差
し
、
地
域
の
発
展
と
結
び
つ
き
、
風
力
発
電
設
備

が
そ
の
地
域
の
シ
ン
ボ
ル
と
な
る
こ
と
を
期
待
し
て
い

る
。

結
び以

前
、
世
界
遺
産
に
指
定
さ
れ
て
い
る
オ
ラ
ン
ダ
・

キ
ン
デ
ル
ダ
イ
ク
の
美
し
い
風
車
群
を
見
る
機
会
が

あ
っ
た
。
お
よ
そ
３
０
０
年
前
か
ら
海
面
よ
り
低
い
土

地
の
灌か

ん

漑が
い

に
利
用
さ
れ
、
そ
れ
ぞ
れ
の
風
車
小
屋
に
は

風
車
守
の
家
族
が
生
活
し
て
い
た
。
現
在
も
週
末
に
は

風
車
を
運
転
し
、多
く
の
観
光
客
を
受
け
入
れ
て
い
る
。

地
域
に
貢
献
す
る
風
車
群
に
対
し
て
、
そ
の
美
し
さ
を

評
価
す
る
こ
と
は
あ
っ
て
も
、
騒
音
な
ど
の
環
境
問
題

を
指
摘
す
る
人
は
い
な
い
。
風
と
い
う
エ
ネ
ル
ギ
ー
密

度
の
低
い
「
燃
料
」
を
利
用
し
て
い
る
た
め
、
ど
う
し

て
も
筐
体
が
大
き
く
な
り
、
現
代
で
は
、
景
観
な
ど
を

含
め
て
環
境
問
題
が
指
摘
さ
れ
る
場
合
が
あ
る
。
し
か

し
、
オ
ラ
ン
ダ
で
は
地
域
の
生
活
に
大
き
く
貢
献
し
て

い
る
こ
と
を
住
民
は
承
知
し
て
い
て
、
風
車
と
共
存
し

て
い
る
姿
を
知
る
こ
と
が
で
き
た
。

電
力
や
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
得
る
た
め
の
機
械
や
シ
ス
テ

ム
は
、
原
子
力
発
電
も
含
め
て
、
そ
れ
ぞ
れ
長
所
と
短

所
を
持
ち
合
わ
せ
て
い
る
。
近
代
の
風
力
発
電
設
備
は

ま
だ
歴
史
が
浅
く
、
時
々
、
ト
ラ
ブ
ル
を
起
こ
す
こ
と

も
あ
る
が
、
幸
い
に
も
住
民
を
け
が
な
ど
に
直
接
巻
き

込
む
事
故
は
起
き
て
い
な
い
。
原
子
力
災
害
と
比
較
す

べ
く
も
な
い
が
、風
力
発
電
は
、あ
く
ま
で
地
域
の
方
々

と
共
存
で
き
る
、
持
続
可
能
か
つ
経
済
性
の
あ
る
エ
ネ

ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
と
言
え
る
。

再
エ
ネ
の
中
で
は
、
太
陽
光
発
電
を
抑
え
て
、
風
力

発
電
が
最
も
経
済
性
の
あ
る
シ
ス
テ
ム
と
世
界
で
は
評

価
さ
れ
て
い
る
。
陸
上
に
続
き
、
洋
上
風
力
発
電
が
普

及
す
る
と
、
さ
ら
に
大
規
模
と
な
り
、
日
本
で
も
確
実

に
主
力
電
源
に
成
長
す
る
と
見
込
ま
れ
る
。そ
の
一
方
、

地
域
共
存
を
忘
れ
て
し
ま
う
と
、
住
民
か
ら
の
理
解
が

得
ら
れ
ず
、
適
地
の
確
保
が
極
め
て
難
し
い
状
況
に
な

る
こ
と
は
自
明
で
あ
る
。

世
界
遺
産
の
オ
ラ
ン
ダ
風
車
を
一
つ
の
お
手
本
と
し

て
、
地
域
の
活
動
と
密
着
し
た
ウ
ィ
ン
ド
フ
ァ
ー
ム
の

普
及
促
進
を
目
指
し
て
活
動
を
続
け
る
と
共
に
、
風
力

発
電
の
普
及
促
進
を
目
指
す
世
界
的
な
水
準
の
ロ
ー
ド

マ
ッ
プ
を
提
案
し
、
政
府
へ
の
働
き
か
け
を
強
め
て
い

き
た
い
。

千葉県銚子沖の洋上風力発電設備。
左は気象観測用のタワー（2017 年、朝日新聞）
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ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
人
の
グ
レ
タ
・
ト
ゥ
ン
ベ
リ
さ
ん
の

訴
え
を
紹
介
す
る
ま
で
も
な
く
、
気
候
変
動
危
機
へ
の

抜
本
的
対
策
が
急
務
と
な
っ
て
い
る
。
そ
の
最
大
の
柱

は
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
（
以
後
、
再
エ
ネ
）
の
導

入
で
あ
る
。
10
年
ほ
ど
前
ま
で
は
再
エ
ネ
に
頼
る
こ
と

は
で
き
な
い
と
言
わ
れ
て
き
た
が
、
近
年
は
世
界
的
に

大
量
導
入
が
進
ん
で
い
る
。
そ
の
代
表
格
は
風
力
と
太

陽
光
で
あ
る
が
、
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
も
重
要
な
再
エ
ネ

の
一
つ
で
あ
る
。
本
稿
で
は
、
世
界
と
日
本
の
再
エ
ネ

の
状
況
を
概
観
し
つ
つ
、
森
林
環
境
が
提
供
し
て
く
れ

る
貴
重
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
で
あ
る
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
の
価

値
と
課
題
を
紹
介
し
た
い
。

再
エ
ネ
の
世
界
的
な
大
量
導
入

ど
う
し
て
今
、
再
エ
ネ
な
の
か
？　

そ
れ
は
、
現
代

社
会
に
お
い
て
人
類
が
利
用
し
う
る
、
唯
一
の
持
続
可

能
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
だ
か
ら
で
あ
る
。
再
エ
ネ
と
は
、
水

力
、
風
力
、
太
陽
光
、
地
熱
、
バ
イ
オ
マ
ス
と
い
っ
た
、

自
然
環
境
が
ほ
ぼ
自
動
的
に
再
生
産
し
て
く
れ
る
エ
ネ

ル
ギ
ー
を
指
す
。
地
域
差
は
あ
る
が
、
ど
の
国
に
も
大

き
な
賦
存
量
が
あ
る
。
枯
渇
す
る
こ
と
は
な
く
、
輸
入

す
る
必
要
も
な
く
、
ほ
と
ん
ど
が
燃
料
費
ゼ
ロ
で
入
手

で
き
る
。
そ
し
て
、温
室
効
果
ガ
ス
を
ほ
ぼ
排
出
せ
ず
、

放
射
性
廃
棄
物
の
問
題
も
な
い
な
ど
、
相
対
的
に
自
然

環
境
に
優
し
い
。

こ
の
よ
う
に
理
想
的
な
条
件
を
備
え
た
エ
ネ
ル

ギ
ー
で
あ
る
か
ら
こ
そ
、
人
類
は
古
代
か
ら
風
車

や
水
車
を
、
そ
し
て
薪
炭
を
大
量
に
利
用
し
て
き

た
。
そ
の
結
果
、
森
林
破
壊
が
進
み
、
ロ
ー
マ
帝

国
の
滅
亡
の
一
因
に
な
っ
た
と
の
指
摘
も
あ
る
。

い
ず
れ
に
し
ろ
産
業
革
命
以
降
は
、
莫ば

く

大だ
い

な
エ
ネ

ル
ギ
ー
需
要
を
再
エ
ネ
が
満
た
す
こ
と
は
で
き
ず
、

水
力
を
除
け
ば
化
石
燃
料
の
後こ

う

塵じ
ん

を
拝
す
る
こ
と

に
な
っ
た
。
そ
れ
だ
け
化
石
燃
料
は
エ
ネ
ル
ギ
ー

密
度
が
高
く
、
従
っ
て
コ
ス
ト
が
低
く
な
り
、
特

に
石
油
は
内
燃
機
関
の
燃
料
と
し
て
利
便
性
が
高

か
っ
た
。

し
か
し
、
気
候
変
動
や
大
気
汚
染
と
い
っ
た
環

境
問
題
の
深
刻
化
、
い
ず
れ
枯
渇
す
る
と
い
う
構

造
的
問
題
か
ら
、
化
石
燃
料
の
時
代
は
終

し
ゅ
う

焉え
ん

に
向

か
わ
ざ
る
を
得
な
く
な
っ
て
き
た
。
そ
の
過
程
で

原
子
力
に
期
待
す
る
向
き
も
あ
っ
た
が
、
放
射
性

廃
棄
物
の
最
終
処
分
の
問
題
や
度
重
な
る
過
酷
事

故
に
よ
り
、
事
業
運
営
上
も
持
続
可
能
で
は
な
い

と
の
認
識
が
優
勢
に
な
っ
た
。
こ
う
し
て
人
類
は
、

再
エ
ネ
に
回
帰
す
る
こ
と
に
な
っ
た
の
で
あ
る
。

そ
れ
で
も
再
エ
ネ
は
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
密
度
が
低

い
た
め
に
広
い
場
所
を
必
要
と
す
る
上
コ
ス
ト
が

日
本
の
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
と
森
林
環
境

その６

都
留
文
科
大
学
地
域
社
会
学
科
教
授
　
高
橋 

洋

森林と
自然エネルギー
を再考する

森林と
自然エネルギー
を再考する

図１　OECD 諸国の電源別発電電力量の推移

出所：IEA, Electricity Information 2007, 2016, 2019 より筆者作成。2018 年の数値は予測
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高
く
、
更
に
雨
の
時
に
は
発
電
で
き
な
い
な
ど
出
力
が

変
動
す
る
た
め
、
大
量
に
は
利
用
で
き
な
い
と
さ
れ
て

き
た
は
ず
だ
。
と
こ
ろ
が
こ
こ
10
年
程
度
の
間
に
、
こ

れ
ら
の
制
約
は
解
消
さ
れ
つ
つ
あ
る
。
特
に
風
力
と
太

陽
光
は
、
大
量
生
産
に
よ
り
発
電
設
備
の
劇
的
な
低
コ

ス
ト
化
が
進
ん
だ
結
果
、
今
や
最
も
安
い
電
源
と
言
わ

れ
る
よ
う
に
な
り
、
各
地
で
大
量
導
入
が
進
ん
で
い
る

（
図
1
）。

出
力
変
動
性
に
つ
い
て
は
、
送
電
網
を
使
っ
た
地
域

間
融
通
（
広
域
運
用
）
や
火
力
発
電
の
精せ

い

緻ち

な
出
力
調

整
運
転
に
よ
り
、
需
要
と
供
給
を
柔
軟
に
調
整
す
る
こ

と
で
安
定
供
給
を
維
持
し
て
き
た
。
今
後
は
電
気
自
動

車
と
の
連
結
な
ど
よ
り
構
造
的
な
対
策
が
必
要
と
な
る

が
、
そ
れ
が
新
た
な
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
起
こ
す
と
の

期
待
も
高
い
。
イ
ギ
リ
ス
が
北
海
で
洋
上
風
力
の
開
発

を
急
速
に
進
め
、
中
国
が
太
陽
光
と
風
力
で
世
界
一
の

導
入
量
を
誇
る
な
ど
、
再
エ
ネ
は
21
世
紀
の
エ
ネ
ル

ギ
ー
政
策
の
最
優
先
の
手
段
と
な
っ
た
と
言
え
よ
う
。

日
本
に
お
け
る
再
エ
ネ
政
策
の
遅
れ

再
エ
ネ
の
世
界
的
な
大
量
導
入
の
流
れ
に
対
し
て
、

日
本
は
取
り
残
さ
れ
つ
つ
あ
る
。
太
陽
光
は
累
積
導
入

量
が
56
㌐
㍗
と
世
界
３
位
に
躍
進
し
た
が
、
風
力
が
世

界
18
位
な
ど
、
伝
統
的
な
水
力
以
外
の
再
エ
ネ
の
導
入

量
は
限
ら
れ
て
い
る
。
そ
の
結
果
、
２
０
１
７
年
度
の

導
入
率
（
電
源
構
成
）
で
は
、
水
力
が
８
・
１
％
、
そ

れ
以
外
の
再
エ
ネ
は
８
％
に
止
ま
っ
て
い
る
。
ド
イ
ツ

で
水
力
が
３
％
、
そ
れ
以
外
の
再
エ
ネ
が
35
％
を
占
め

る（
２
０
１
８
年
）こ
と
と
比
べ
れ
ば
、対
照
的
で
あ
る
。

今
後
の
目
標
値
と
い
う
観
点
か
ら
も
、
日
本
の
遅
れ

は
顕
著
で
あ
る
。
２
０
１
８
年
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計

画
で
は
、
再
エ
ネ
電
力
の
２
０
３
０
年
の
導
入
目

標
は
22
～
24
％
と
さ
れ
、
２
０
５
０
年
の
目
標
は

設
定
さ
れ
な
か
っ
た
。
一
方
、
ド
イ
ツ
の
導
入
目

標
は
２
０
３
０
年
に
65
％
、
２
０
５
０
年
に
80
％

で
あ
る
。
ト
ラ
ン
プ
政
権
が
再
エ
ネ
に
積
極
的
で

な
い
米
国
で
も
、
カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
州
の
導
入
目

標
は
２
０
４
５
年
に
１
０
０
％
な
ど
、
州
レ
ベ
ル

の
取
り
組
み
は
活
発
で
あ
る
。

な
ぜ
日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
に
お
い
て
再
エ

ネ
の
優
先
順
位
は
低
い
の
か
？　

第
１
の
理
由
は
、

政
府
は
気
候
変
動
対
策
と
し
て
原
子
力
に
頼
ろ
う

と
し
て
き
た
か
ら
で
あ
る
。
２
０
１
０
年
の
エ
ネ

ル
ギ
ー
基
本
計
画
で
は
、
こ
れ
ま
で
30
％
弱
の
電

源
構
成
を
占
め
て
き
た
原
子
力
の
割
合
を
２
倍
に

増
や
す
こ
と
が
掲
げ
ら
れ
た
。
し
か
し
こ
の
方
針

が
行
き
詰
ま
っ
て
い
る
の
は
、
周
知
の
通
り
で
あ

る
。第

２
の
理
由
は
、
地
域
独
占
体
制
が
長
ら
く
維

持
さ
れ
て
き
た
か
ら
で
あ
る
。
大
手
電
力
会
社
は
、

原
子
力
や
石
炭
火
力
と
い
っ
た
集
中
型
電
源
の
開

発
を
好
む
傾
向
に
あ
る
。
逆
に
新
規
参
入
者
は
、

分
散
型
の
再
エ
ネ
の
開
発
に
よ
っ
て
差
別
化
し
よ

う
と
す
る
。
後
者
が
実
現
す
る
に
は
自
由
化
と
発

送
電
分
離
が
不
可
欠
で
あ
る
が
、
日
本
は
欧
米
と
異
な

り
こ
れ
ら
に
慎
重
で
あ
っ
た
。
結
果
と
し
て
、
大
手
電

力
会
社
の
影
響
力
が
強
く
残
り
、
再
エ
ネ
の
開
発
に
は

様
々
な
障
壁
が
あ
っ
た
。

そ
れ
で
も
日
本
は
、
福
島
第
一
原
発
事
故
後
の

２
０
１
２
年
か
ら
再
エ
ネ
電
力
の
固
定
価
格
買
取
制
度

を
導
入
し
た
。
前
述
の
太
陽
光
の
急
増
は
こ
れ
に
よ
る

と
こ
ろ
が
大
き
い
が
、
他
の
再
エ
ネ
は
そ
れ
ほ
ど
増
え

な
か
っ
た
（
図
２
）。
例
え
ば
風
力
は
、
太
陽
光
と
異

な
り
環
境
ア
セ
ス
メ
ン
ト
の
対
象
に
な
る
た
め
、
設
置

の
リ
ー
ド
タ
イ
ム
が
長
く
な
り
、
導
入
が
進
ん
で
い
な

い
。
太
陽
光
に
つ
い
て
も
、
短
期
間
で
大
量
の
投
資
を

集
め
た
が
、
発
送
電
分
離
が
遅
れ
た
た
め
系
統
接
続
問

題
が
顕
在
化
し
て
い
る
。
２
０
１
８
年
か
ら
は
九
州
で

再
エ
ネ
電
力
の
出
力
抑
制
が
始
ま
っ
て
お
り
、
更
な
る

導
入
は
楽
観
視
で
き
な
い
。

図２　日本の固定価格買取制度対象の再生可能エネルギーの累積設備容量の推移

出所：資源エネルギー庁ウェブサイト「なっとく！再生可能エネルギー」より筆者作成
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再
エ
ネ
と
し
て
の
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
の
価
値

バ
イ
オ
マ
ス
は
再
エ
ネ
の
一
つ
で
あ
る
。
間
伐
材
や

樹
皮
な
ど
の
木
質
系
、
家
庭
ゴ
ミ
や
建
設
廃
材
な
ど
の

廃
棄
物
系
、
家
畜
の
糞ふ

ん

尿に
ょ
うな

ど
を
メ
タ
ン
発
酵
さ
せ
た

バ
イ
オ
ガ
ス
な
ど
に
分
類
で
き
る
。
動
植
物
由
来
の
有

機
性
資
源
で
あ
り
、
不
要
物
を
燃
料
と
し
て
使
う
の
が

基
本
だ
が
、
ト
ウ
モ
ロ
コ
シ
な
ど
食
料
作
物
か
ら
バ
イ

オ
燃
料
を
作
る
こ
と
も
あ
る
。

実
は
、
再
エ
ネ
の
中
で
も
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
は
や
や

異
色
で
あ
る
。
風
力
や
水
力
が
、
日
々
の
天
気
の
影
響

は
受
け
る
に
せ
よ
、
月
間
や
年
間
と
い
っ
た
単
位
で
は

確
実
に
再
生
産
さ
れ
る
の
に
対
し
て
、
木
質
バ
イ
オ
マ

ス
は
再
生
産
に
30
〜
50
年
と
い
っ
た
期
間
を
要
す
る
。

換
言
す
れ
ば
、
ペ
レ
ッ
ト
や
燃
料
材
は
、
石
油
や
石
炭

と
同
様
に
燃
焼
に
よ
り
確
実
に
消
え
て
な
く
な
る
の
で

あ
り
、
林
業
や
植
林
活
動
が
適
切
に
機
能
す
れ
ば
と
い

う
条
件
付
き
で
、「
再
生
可
能
」
と
認
め
ら
れ
る
の
で

あ
る
。

ま
た
消
え
て
な
く
な
る
と
言
っ
た
が
、
そ
の
際
に
は

二
酸
化
炭
素
を
排
出
す
る
こ
と
に
も
留
意
が
必
要
で
あ

る
。
そ
の
時
点
で
確
実
に
二
酸
化
炭
素
の
排
出
量
は
増

加
す
る
が
、
そ
れ
は
元
々
木
々
が
生
育
す
る
過
程
で
空

気
中
か
ら
吸
収
し
た
も
の
に
由
来
す
る
た
め
、
カ
ー
ボ

ン
・
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
と
考
え
ら
れ
て
い
る
。
換
言
す
れ

ば
、
そ
の
燃
料
材
が
再
生
産
さ
れ
な
け
れ
ば
、
真
に
気

候
変
動
対
策
上
の
価
値
が
あ
る
と
は
言
い
難
く
な
る
。

更
に
、
風
力
や
太
陽
光
は
国
内
に
無
尽
蔵
に
あ
る
た

め
輸
入
す
る
こ
と
は
な
い
が
、
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
に
は

化
石
燃
料
に
匹
敵
す
る
調
達
コ
ス
ト
（
燃
料
費
）
が
か

か
る
た
め
、
輸
入
も
可
能
で
あ
る
し
、
実
際
に
行
わ
れ

て
い
る
。
し
か
し
、
輸
入
す
る
よ
う
で
あ
れ
ば
純
国
産

と
は
言
え
ず
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障
上
の
価
値
は
下

が
る
。
さ
ら
に
、
熱
帯
雨
林
の
違
法
伐
採
な
ど
再
生
可

能
で
な
い
方
法
で
調
達
さ
れ
た
輸
入
材
で
あ
れ
ば
、
む

し
ろ
環
境
に
マ
イ
ナ
ス
と
の
批
判
を
受
け
る
こ
と
に
な

る
。一

方
で
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
は
、
原
理
的
に
は
火
力
発

電
と
同
じ
で
あ
る
た
め
、
出
力
調
整
運
転
が
可
能
と
い

う
価
値
が
あ
る
。
デ
ン
マ
ー
ク
や
ド
イ
ツ
で
は
、
風
力

や
太
陽
光
の
出
力
変
動
に
対
し
て
、
バ
イ
オ
マ
ス
発
電

の
出
力
を
調
整
す
る
こ
と
で
一
定
の
対
処
を
行
っ
て
い

る
。

日
本
に
お
け
る
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
の
導
入
状
況

本
来
日
本
は
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
の
活
用
に
お
い
て
恵

ま
れ
た
位
置
に
あ
る
は
ず
で
あ
る
。
日
本
の
森
林
面
積

は
国
土
の
３
分
の
２
を
占
め
、
世
界
有
数
の
森
林
国
で

あ
る
。
戦
後
に
植
林
さ
れ
た
も
の
が
伐
採
期
に
達
し
て

お
り
、
森
林
資
源
は
膨
大
に
あ
る
。
し
か
し
、
フ
ィ
ン

ラ
ン
ド
や
オ
ー
ス
ト
リ
ア
と
い
っ
た
林
業
国
と
は
対
照

的
に
、
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
の
活
用
は
限
定
的
で
あ
る
。

太
陽
光
発
電
（
非
住
宅
用
４
０
５
８
万
㌔
㍗
、
住
宅
用

１
１
２
４
万
㌔
㍗
）
と
比
べ
れ
ば
、
全
バ
イ
オ
マ
ス
発

電
の
導
入
量
は
３
２
５
万
㌔
㍗
に
止
ま
る
（
２
０
１
９

年
９
月
末
）。

一
方
で
、
２
０
１
５
年
３
月
の
１
３
６
万
㌔
㍗
が
４

年
後
に
２
倍
以
上
に
な
る
な
ど
、
バ
イ
オ
マ
ス
の
近
年

の
伸
び
は
大
き
く
（
図
２
）、
固
定
価
格
買
取
制
度
の

効
果
と
言
え
る
。
ま
た
、
運
転
開
始
に
至
る
前
の
案

件
で
あ
る
設
備
認
定
量
は
、
累
積
で
８
５
１
万
㌔
㍗

（
２
０
１
９
年
９
月
末
）
に
上
っ
て
い
る
。
こ
れ
も
バ

イ
オ
マ
ス
全
体
の
数
値
で
あ
る
が
、
多
く
が
輸
入
に
頼

る
大
型
の
一
般
木
材
と
パ
ー
ム
油
等
の
バ
イ
オ
マ
ス
液

体
燃
料
の
区
分
で
あ
り
、
２
０
１
６
年
度
に
急
増
し
た

（
図
３
）。
も
し
こ
れ
ら
全
て
が
実
現
さ
れ
れ
ば
、
現
状

の
導
入
量
の
４
倍
近
い
設
備
容
量
に
達
す
る
こ
と
に
な

る
。
更
に
導
入
済
み
は
６
２
０
件
で
あ
る
た
め
、
１
件

当
た
り
の
規
模
は
５
２
４
２
㌔
㍗
で
あ
る
が
、
設
備
認

定
量
の
８
５
１
万
㌔
㍗
を
件
数
で
割
る
と
、
１
件
当
た

り
１
万
３
３
８
１
㌔
㍗
と
な
る
。
要
す
る
に
、
近
年
は

投
資
が
増
え
る
と
と
も
に
、
案
件
が
大
規
模
化
し
て
い

る
の
で
あ
る
。

こ
の
よ
う
に
バ
イ
オ
マ
ス
に
投
資
が
集
ま
っ
て
い
る

要
因
と
し
て
、
買
い
取
り
価
格
が
高
い
こ
と
が
挙
げ
ら

れ
る
。
２
０
１
９
年
度
の
買
い
取
り
価
格
は
、
一
般
木

図３　固定価格買取制度におけるバイオマスの年間設備認定量の推移

出所：資源エネルギー庁（2018）「バイオマス発電について」より筆者作成
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質
バ
イ
オ
マ
ス
で
24
円
／
㌔
㍗
時
（
10
㍋
㍗
未
満
）、

間
伐
材
由
来
は
さ
ら
に
高
く
40
円
／
㌔
㍗
時
（
２
㍋
㍗

未
満
、
２
㍋
㍗
以
上
は
32
円
／
㌔
㍗
時
）
で
あ
る
。
太

陽
光
が
当
初
の
40
円
／
㌔
㍗
時
か
ら
14
円
／
㌔
㍗
時

（
５
０
０
㌔
㍗
以
下
）
ま
で
下
が
っ
た
こ
と
と
比
べ
る

と
、
魅
力
的
な
投
資
案
件
な
の
で
あ
る
。

日
本
に
お
け
る
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
の
課
題

一
方
で
、
日
本
の
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
に
は
い
く
つ

か
の
課
題
が
あ
る
。
第
１
に
、
固
定
価
格
買
取
制
度

の
対
象
の
う
ち
、
輸
入
に
よ
り
調
達
さ
れ
た
バ
イ
オ

マ
ス
が
３
割
に
達
し
て
い
る
（
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
財

団

２
０
１
９
）。
ま
た
こ
の
中
に
は
、
森
林
環
境
の

持
続
可
能
性
や
地
域
住
民
の
権
利
の
上
で
問
題
の
あ

る
、
東
南
ア
ジ
ア
か
ら
の
パ
ー
ム
油
等
も
含
ま
れ
て
い

る
（
注
）。
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障
上
の
価
値
や
環
境

上
の
価
値
が
低
い
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
が
、
固
定
価
格
買

取
制
度
を
通
し
て
日
本
の
消
費
者
に
高
く
買
い
取
ら
れ

て
い
る
の
で
あ
る
。

第
２
に
、
発
電
用
途
が
ほ
と
ん
ど
で
、
熱
供
給
に
は

効
果
的
に
利
用
さ
れ
て
い
な
い
。
本
来
木
質
バ
イ
オ
マ

ス
は
燃
料
で
あ
る
か
ら
、
熱
利
用
し
た
場
合
の
効
率
性

が
最
も
高
い
。
発
電
に
使
う
と
し
て
も
、
排
熱
を
再
利

用
す
る
熱
電
併
給
（
コ
ー
ジ
ェ
ネ
）
と
す
る
こ
と
で
、

エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
を
高
め
ら
れ
る
。
そ
の
た
め
ド
イ
ツ

で
は
、
固
定
価
格
買
取
制
度
に
お
い
て
熱
電
併
給
に
対

し
て
買
い
取
り
価
格
を
上
乗
せ
し
た
り
、
地
域
熱
供
給

網
の
建
設
に
補
助
を
出
し
た
り
し
て
い
る
。
し
か
し
日

本
の
固
定
価
格
買
取
制
度
に
は
そ
の
よ
う
な
配
慮
が
な

い
結
果
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
の
低
い
発
電
事
業
に
投
資

が
集
中
し
て
い
る
の
で
あ
る
。

そ
も
そ
も
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
を
海
外
か
ら
輸
入
す
る

に
は
、
一
定
の
輸
送
コ
ス
ト
が
か
か
る
。
そ
れ
で
も
な

お
輸
入
す
る
の
は
、
高
い
買
い
取
り
価
格
の
お
陰
で
採

算
が
取
れ
る
か
ら
だ
ろ
う
。
効
率
性
の
低
い
発
電
事
業

（
モ
ノ
ジ
ェ
ネ
）
に
投
資
が
集
ま
る
の
も
、
同
じ
理
由

で
あ
る
。
再
エ
ネ
の
導
入
を
促
進
す
る
た
め
に
高
く
し

た
買
い
取
り
価
格
が
、
結
果
的
に
持
続
可
能
な
形
で
の

事
業
を
阻
害
し
て
い
る
と
す
れ
ば
、本
末
転
倒
で
あ
る
。

こ
の
よ
う
な
バ
ブ
ル
に
近
い
状
況
で
は
、
増
加
す
る
賦

課
金
（
図
２
）
を
負
担
さ
せ
ら
れ
る
消
費
者
は
や
り
切

れ
な
い
だ
ろ
う
。

政
府
も
た
だ
手
を
こ
ま
ね
い
て
い
た
わ
け
で
は
な

い
。当
初
の
固
定
価
格
買
取
制
度
で
は
、規
模
別
に
な
っ

て
い
な
か
っ
た
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
の
買
い
取
り
価
格

を
、
小
規
模
が
有
利
に
な
る
よ
う
区
分
を
設
け
、
ま
た

パ
ー
ム
油
に
対
し
て
は
持
続
可
能
性
基
準
を
設
け
、
第

三
者
認
証
を
用
い
て
確
認
す
る
こ
と
に
し
た
。
こ
れ
ら

の
抑
制
効
果
が
図
３
に
表
れ
て
い
る
よ
う
だ
が
、
そ
れ

で
も
後
追
い
の
側
面
が
強
く
、
抜
本
的
な
解
決
に
な
っ

て
い
な
い
よ
う
に
思
わ
れ
る
。

木
質
バ
イ
オ
マ
ス
の
利
用
拡
大
の
た
め
に

以
上
を
踏
ま
え
れ
ば
、
日
本
で
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
の

利
用
を
持
続
可
能
な
形
で
拡
大
す
る
に
は
、
以
下
の
よ

う
な
施
策
を
進
め
る
べ
き
で
あ
ろ
う
。
固
定
価
格
買
取

制
度
に
お
い
て
、
地
域
に
根
ざ
し
た
小
規
模
案
件
や
熱

電
併
給
に
高
い
誘
因
を
与
え
る
、
海
外
産
や
自
然
環
境

に
悪
影
響
を
与
え
る
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
を
抑
制
す
る
、

発
電
よ
り
も
熱
供
給
を
イ
ン
フ
ラ
も
含
め
て
推
進
す
る

な
ど
で
あ
る
。

本
質
的
に
は
、
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
は
地
域
の
林
業
の

副
産
物
と
し
て
の
利
用
と
い
う
前
提
に
立
つ
べ
き
で
あ

る
。
１
本
の
木
か
ら
建
築
木
材
を
取
り
出
す
と
半
分
が

余
る
と
言
わ
れ
る
が
、
こ
の
廃
棄
費
用
す
ら
か
か
る
不

要
物
を
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
す
る
こ
と
が
、
再
生
可
能
な

価
値
に
つ
な
が
る
。
要
す
る
に
、
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
の

エ
ネ
ル
ギ
ー
量
は
、
林
業
（
森
林
資
源
量
で
な
く
）
の

規
模
に
規
定
さ
れ
る
の
で
あ
り
、
そ
の
利
用
を
拡
大
す

る
に
は
林
業
の
振
興
が
不
可
欠
で
あ
る
。
林
業
が
盛
ん

だ
か
ら
こ
そ
、
そ
の
副
産
物
を
活
用
す
る
バ
イ
オ
マ
ス

事
業
も
盛
り
上
が
り
、
そ
れ
が
副
収
入
と
し
て
林
業
の

持
続
可
能
性
を
高
め
る
好
循
環
を
生
む
。
バ
イ
オ
マ
ス

先
進
国
の
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
や
オ
ー
ス
ト
リ
ア
で
は
、
そ

の
よ
う
な
合
理
的
な
仕
組
み
に
な
っ
て
い
る
が
、
日
本

で
は
林
業
自
体
が
構
造
不
況
産
業
に
陥
っ
て
お
り
、
だ

か
ら
こ
そ
バ
イ
オ
マ
ス
利
用
が
遅
れ
て
い
る
の
で
は
な

い
か
。

日
本
で
も
北
海
道
下
川
町
の
よ
う
に
、
地
域
で
の
林

業
振
興
を
前
提
と
し
て
、
地
域
主
導
で
木
質
バ
イ
オ
マ

ス
の
利
用
を
進
め
て
い
る
事
例
が
あ
る
。
自
治
体
が
熱

導
管
も
敷
設
し
、
地
元
の
木
質
チ
ッ
プ
に
よ
る
地
域
熱

供
給
を
行
う
こ
と
で
、
化
石
燃
料
の
消
費
を
減
ら
し
つ

つ
雇
用
を
生
み
、
域
内
経
済
循
環
を
進
め
て
い
る
。
こ

の
よ
う
な
取
り
組
み
が
全
国
に
広
が
り
、
持
続
可
能
な

森
林
環
境
を
前
提
と
し
て
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
の
導
入
が

進
む
こ
と
を
期
待
し
た
い
。

（
注
）
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
庁
（
２
０
１
８
）「
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
に
つ
い
て
」
に

よ
れ
ば
、
固
定
価
格
買
取
制
度
に
よ
る
２
０
１
７
年
度
の
一
般
木
材
等
・
液
体

燃
料
の
設
備
認
定
量
の
う
ち
、パ
ー
ム
油
等
を
含
む
も
の
が
23
％
、Ｐ
Ｋ
Ｓ
（
ヤ

シ
殻
）
を
含
む
も
の
が
54
％
で
あ
っ
た
。

参
考
文
献

自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
財
団
（
２
０
１
９
）「
地
域
型
木
質
バ
イ
オ
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電

に
関
す
る
Ｆ
ｉ
Ｔ
制
度
見
直
し
の
提
言
」
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森
林
は
陸
域
の
約
３
分
の
1
に
分
布
し
、
そ
れ
は
赤

道
直
下
の
熱
帯
多
雨
林
か
ら
高
緯
度
の
亜
寒
帯
林
（
タ

イ
ガ
）
に
わ
た
っ
て
い
る
。
世
界
の
森
林
の
中
に
は
日

本
で
見
ら
れ
る
温
帯
林
と
は
大
き
く
様
相
を
異
に
す
る

も
の
も
多
く
、
今
回
取
り
上
げ
る
熱
帯
の
泥
炭
や
永
久

凍
土
上
の
森
林
な
ど
は
そ
の
例
で
あ
ろ
う
。
そ
れ
ら
は

単
に
異
質
な
森
林
と
い
う
だ
け
で
な
く
、
地
域
の
水
・

物
質
の
循
環
や
生
物
多
様
性
、
さ
ら
に
は
炭
素
循
環
を

介
し
て
グ
ロ
ー
バ
ル
な
気
候
に
も
影
響
を
与
え
う
る
重

要
性
を
持
つ
こ
と
が
明
ら
か
に
さ
れ
つ
つ
あ
る
。ま
た
、

熱
帯
の
泥
炭
と
永
久
凍
土
は
、
気
候
変
動
や
土
地
利
用

な
ど
様
々
な
人
間
活
動
の
圧
力
に
曝
さ
れ
る
脆ぜ

い

弱じ
ゃ
くな

存

在
で
も
あ
る
。
本
稿
で
は
、
熱
帯
の
泥
炭
と
永
久
凍
土

に
つ
い
て
、
そ
の
特
殊
性
と
機
能
、
今
後
考
え
ら
れ
る

変
化
に
つ
い
て
解
説
す
る
。

土
地
利
用
に
曝
さ
れ
る
熱
帯
の
泥
炭
地

泥
炭
（
ピ
ー
ト
）
と
は
、
湿
原
の
よ
う
に
過
度
な
湿

潤
さ
の
た
め
植
物
の
枯
死
物
が
分
解
を
受
け
ず
に
長
年

堆
積
し
た
も
の
を
指
す
。
通
常
の
森
林
土
壌
で
は
、
土

壌
に
適
度
に
空
隙
が
あ
り
酸
素
が
供
給
さ
れ
る
た
め
、

微
生
物
に
よ
る
分
解
作
用
が
は
た
ら
い
て
鉱
質
土
層
が

形
成
さ
れ
る
。
し
か
し
泥
炭
地
で
は
、
場
所
に
よ
り
数

㍍
以
上
の
厚
さ
ま
で
有
機
物
の
み
堆
積
し
た
層
が
形
成

さ
れ
、
そ
の
上
に
特
有
の
植
物
相
が
生
育
す
る
。
泥
炭

地
は
熱
帯
か
ら
北
極
域
ま
で
散
在
し
、
場
所
に
よ
っ
て

は
燃
料
や
蒸
留
酒
製
造
な
ど
に
利
用
も
さ
れ
て
き
た
。

近
年
明
ら
か
に
さ
れ
た
泥
炭
地
の
著
し
い
特
徴
は
、

そ
の
巨
大
な
炭
素
ス
ト
ッ
ク
で
あ
る
（
図
１
）。
前
述

の
よ
う
に
厚
く
有
機
物
が
堆
積
す
る
た
め
、
単
位
面
積

あ
た
り
の
炭
素
貯
留
量
が
極
め
て
高
く
、
平
均
し
て
ヘ

ク
タ
ー
ル
あ
た
り
２
０
０
０
㌧
（
場
所
に
よ
り
変
動
は

大
き
い
）、
時
に
は
３
０
０
０
㌧
以
上
に
も
及
ぶ
こ
と

が
あ
る
（
文
献
１
）。
そ
の
蓄
積
に
要
す
る
時
間
は
、

放
射
性
炭
素
同
位
体
な
ど
を
用
い
て
計
測
さ
れ
て
お

り
、
お
よ
そ
厚
さ
１
㍍
あ
た
り
１
０
０
０
年
程
度
と
考

え
ら
れ
て
い
る
。
泥
炭
は
そ
の
特
殊
な
性
質
の
た
め
、

保
水
性
は
高
い
が
栄
養
塩
に
は
乏
し
く
、
樹
木
が
根
を

張
る
に
は
不
安
定
で
あ
る
が
、
そ
の
よ
う
な
環
境
に
順

熱
帯
の
泥
炭
、
永
久
凍
土
の
行
方

その７

国
立
環
境
研
究
所
　
伊
藤 

昭
彦

森林と
自然エネルギー
を再考する

森林と
自然エネルギー
を再考する

熱帯（マレーシア）の泥炭地上に造成されたオイルパーム園（筆者撮影）

アラスカの永久凍土上のトウヒ林（著者撮影）
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応
し
た
樹
木
・
低
木
・
草
本
で
構
成
さ
れ
る
泥
炭
林
が

成
立
し
て
い
る
。
湿
原
の
一
種
で
あ
り
、
動
物
や
鳥
類

の
生
息
地
と
し
て
生
物
多
様
性
を
担
う
重
要
な
存
在
で

も
あ
る
。

熱
帯
の
泥
炭
地
は
、
気
候
的
に
も
土
壌
的
に
も
農
地

や
居
住
地
と
し
て
適
さ
な
か
っ
た
が
、
近
年
の
人
口
増

加
や
経
済
活
動
に
よ
る
プ
レ
ッ
シ
ャ
ー
の
た
め
土
地
利

用
が
進
め
ら
れ
て
い
る
。
そ
の
典
型
例
は
、
東
南
ア
ジ

ア
に
お
け
る
オ
イ
ル
パ
ー
ム
、
ゴ
ム
、
コ
シ
ョ
ウ
等
の

プ
ラ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
拡
大
に
見
る
こ
と
が
で
き
る
。
泥

炭
地
を
農
地
に
転
用
す
る
場
合
、
水
路
を
張
り
巡
ら
せ

て
排
水
を
行
う
た
め
、
泥
炭
が
急
速
に
乾
燥
し
て
好
気

的
な
条
件
と
な
り
分
解
が
加
速
さ
れ
る
。
分
解
さ
れ
た

有
機
物
か
ら
は
大
量
の
二
酸
化
炭
素
（
Ｃ
Ｏ

２
）
が
放

出
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
、
明
ら
か
に
地
球
温
暖
化
を
加

速
す
る
方
向
に
は
た
ら
く
。
こ
こ
で
問
題
な
の
は
、
も

と
も
と
の
泥
炭
地
が
放
出
し
て
い
た
も
う
一
つ
の
温
室

効
果
ガ
ス
、
メ
タ
ン
を
考
慮
す
る
と
ど
う
な
る
か
で
あ

る
。
大
気
中
で
メ
タ
ン
は
Ｃ
Ｏ

２
に
対
し
て
（
同
じ
重

量
・
１
０
０
年
間
で
）
約
28
倍
の
赤
外
線
吸
収
能
力
が

あ
り
、
湿
原
は
最
大
の
自
然
メ
タ
ン
放
出
源
と
さ
れ
て

い
る
。
し
か
し
熱
帯
の
泥
炭
地
は
、
土
壌
の
化
学
性
が

メ
タ
ン
生
成
に
向
か
な
い
た
め
か
、
予
想
さ
れ
た
ほ
ど

メ
タ
ン
の
放
出
量
が
大
き
く
な
い
場
所
も
多
い
ら
し
い

（
た
だ
し
メ
タ
ン
放
出
が
大
き
い
熱
帯
湿
原
も
あ
る
）。

そ
の
た
め
、
農
地
転
用
が
泥
炭
地
の
炭
素
収
支
に
与
え

る
影
響
と
し
て
は
、
Ｃ
Ｏ

２
放
出
や
溶
脱
に
よ
る
炭
素

の
喪
失
が
主
な
問
題
に
な
る
。
泥
炭
の
蓄
積
に
長
期
間

を
要
す
る
こ
と
は
前
述
し
た
が
、
そ
れ
は
失
っ
た
泥
炭

の
回
復
が
徐
々
に
し
か
進
ま
な
い
こ
と
を
意
味
し
て
い

る
。熱

帯
の
泥
炭
地
に
対
す
る
脅
威
は
土
地
利
用
だ
け
で

は
な
い
。
気
候
変
動
も
泥
炭
地
に
影
響
を
与
え
て
お

り
、
そ
の
一
つ
が
エ
ル
ニ
ー
ニ
ョ
発
生
時
に
頻
発
す
る

泥
炭
地
で
の
火
災
で
あ
る
。
強
い
エ
ル
ニ
ー
ニ
ョ
が
発

生
す
る
時
期
に
は
、
東
南
ア
ジ
ア
で
極
端
に
降
水
量
が

減
り
、
森
林
の
乾
燥
に
よ
っ
て
大
規
模
な
火
災
の
発
生

を
伴
い
が
ち
で
あ
る
。
そ
の
際
、
落
雷
や
強
風
な
ど
の

自
然
の
原
因
だ
け
で
な
く
、
伐
採
や
焼
畑
な
ど
の
人
間

活
動
が
発
火
原
因
と
な
る
こ
と
で
、
よ
り
火
災
が
拡
大

し
や
す
く
な
る
。
１
９
９
７
年
や
２
０
１
５
年
は
そ
の

典
型
で
あ
り
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
な
ど
東
南
ア
ジ
ア
で
は

広
大
な
熱
帯
林
が
焼
失
し
た
。
泥
炭
地
の
火
災
は
、
地

面
の
下
の
乾
燥
し
た
泥
炭
が
く
す
ぶ
り
続
け
る
特
殊
な

も
の
で
、
消
火
・
鎮
火
ま
で
に
長
時
間
を
要
す
る
。
そ

こ
か
ら
放
出
さ
れ
た
煤ば

い

煙え
ん

が
都
市
域
ま
で
流
れ
、
健
康

被
害
を
及
ぼ
す
こ
と
も
ま
れ
で
は
な
い
。
泥
炭
地
の

火
災
か
ら
の
放
出
量
を
推
定
す
る
こ
と
は
難
し
い
が
、

２
０
１
５
年
の
東
南
ア
ジ
ア
の
例
で
は
数
億
㌧
（
例
え

ば
約
２
・
３
億
㌧
と
日
本
の
年
間
排
出
量
に
迫
る
規
模

（
文
献
２
））
の
炭
素
が
Ｃ
Ｏ

２

、一
酸
化
炭
素
な
ど
と

し
て
大
気
放
出
さ
れ
た
と
考
え
ら
れ
て
い
る
。
火
災
が

頻
発
化
す
る
と
、
泥
炭
地
を
含
む
熱
帯
の
生
態
系
の
衰

退
に
つ
な
が
る
負
影
響
が
ま
す
ま
す
強
ま
る
こ
と
が
懸

念
さ
れ
る
。

気
候
変
動
に
影
響
を
受
け
る
永
久
凍
土

永
久
凍
土
と
は
年
間
を
通
し
て
温
度
が
０
℃
を
超
え

な
い
土
壌
を
指
し
、
主
に
周
極
域
や
高
山
の
寒
冷
地
に

分
布
し
て
い
る
。
シ
ベ
リ
ア
や
ア
ラ
ス
カ
・
カ
ナ
ダ
、

そ
し
て
チ
ベ
ッ
ト
高
原
な
ど
が
主
要
な
凍
土
地
帯
で
あ

り
、
場
所
に
よ
っ
て
そ
の
厚
さ
は
数
百
㍍
に
及
ぶ
。
中

に
は
エ
ド
マ
（
氷

ひ
ょ
う

楔せ
つ

）
と
呼
ば
れ
る
巨
大
な
氷
の
塊
を

含
む
こ
と
も
あ
る
。
永
久
凍
土
上
で
あ
っ
て
も
、
夏
季

に
は
地
表
近
く
に
融
解
す
る
活
動
層
が
で
き
て
植
生
も

存
在
す
る
。
そ
の
中
に
は
東
シ
ベ
リ
ア
の
カ
ラ
マ
ツ
林

や
、北
米
の
ト
ウ
ヒ
林
と
い
っ
た
森
林
も
含
ま
れ
る
が
、

凍
土
が
障
害
と
な
り
浅
く
し
か
根
を
張
る
こ
と
が
で
き

図１　炭素ストックの比較：単位面積あたりの平均（左）およびグローバルな総量 （右）。永久凍土の一部は亜寒帯林
を含む（出所：Pan ら (2011)、Page ら (2011)、Hugelius ら (2014) データより作図）

（面積 ： 百万平方キロ）
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ず
、
栄
養
条
件
も
概
し
て
よ
く
な
い
た
め
樹
高
や
立
木

密
度
は
低
く
な
り
が
ち
で
あ
る
。

気
候
変
動
や
グ
ロ
ー
バ
ル
な
炭
素
循
環
の
観
点
か

ら
、
凍
土
地
帯
は
特
に
重
要
な
地
域
と
し
て
注
目
さ
れ

て
い
る
。
凍
土
地
帯
は
低
温
の
た
め
植
生
の
生
産
力
は

低
い
も
の
の
、
ツ
ン
ド
ラ
と
呼
ば
れ
る
荒
原
と
な
り
厚

い
泥
炭
を
蓄
え
る
部
分
も
多
く
、
そ
こ
に
貯
留
さ
れ

て
い
る
炭
素
は
莫
大
な
量
で
あ
る
（
図
１
）。
近
年
の

研
究
で
は
、
周
極
域
の
凍
土
は
１
７
８
０
万
平
方
㌔
㍍

に
分
布
し
、
そ
の
炭
素
ス
ト
ッ
ク
は
３
㍍
ま
で
の
深
さ

で
お
よ
そ
１
兆
３
５
０
億
㌧
に
も
及
ぶ
と
さ
れ
る
（
文

献
３
）。
こ
れ
は
大
気
中
の
Ｃ
Ｏ

２
に
含
ま
れ
る
総
炭

素
量
を
上
回
る
規
模
で
あ
り
、
も
し
温
室
効
果
ガ
ス
と

な
っ
て
大
気
に
放
出
さ
れ
れ
ば
地
球
温
暖
化
に
著
し
い

影
響
を
与
え
る
こ
と
は
想
像
に
難
く
な
い
。
ま
た
、
凍

土
の
中
に
は
、
最
終
氷
期
以
降
の
植
物
の
枯
死
物
や
、

そ
こ
か
ら
発
生
し
た
Ｃ
Ｏ

２
・
メ
タ
ン
の
気
泡
が
凍
結

状
態
で
封
入
さ
れ
て
い
る
。

周
極
域
や
高
山
域
で
は
、
地
表
を
覆
う
積
雪
が
早
く

解
け
る
こ
と
で
温
度
上
昇
が
加
速
さ
れ
る
な
ど
の
理
由

で
、
温
度
上
昇
が
他
の
地
域
よ
り
も
速
く
進
む
と
考
え

ら
れ
て
い
る
。
い
ち
早
く
現
れ
る
影
響
と
し
て
、
森
林

の
樹
木
種
が
ツ
ン
ド
ラ
に
進
出
し
て
分
布
を
広
げ
る
な

ど
の
植
生
分
布
の
変
化
が
あ
る
。
人
工
衛
星
に
よ
る
植

生
活
動
の
監
視
デ
ー
タ
は
、
最
近
30
年
ほ
ど
の
間
に
北

半
球
の
植
生
が
活
発
化
し
て
き
た
こ
と
を
示
し
て
い
る

が
、
そ
の
中
に
は
凍
土
が
分
布
す
る
周
極
域
も
含
ま
れ

る
。
東
シ
ベ
リ
ア
な
ど
で
は
、
沙
漠
並
み
に
少
な
い
降

水
量
に
も
か
か
わ
ら
ず
カ
ラ
マ
ツ
林
が
成
立
す
る
要
因

の
一
つ
と
し
て
永
久
凍
土
に
よ
る
土
壌
水
分
の
保
持
が

あ
る
た
め
、
永
久
凍
土
の
消
失
は
森
林
の
存
続
に
と
っ

て
脅
威
と
な
り
う
る
。
気
候
変
動
に
伴
う
永
久
凍
土
の

融
解
と
そ
れ
に
伴
う
植
生
の
変
化
は
、
一
度
発
生
す
る

と
元
の
状
態
に
復
元
す
る
こ
と
が
困
難
な
地
球
シ
ス
テ

ム
の
中
の
「
臨
界
現
象
（
テ
ィ
ッ
ピ
ン
グ
・
エ
レ
メ
ン

ト
）」
の
一
つ
と
考
え
ら
れ
て
い
る
。
植
生
の
変
化
は
、

炭
素
ス
ト
ッ
ク
や
光
合
成
に
よ
る
Ｃ
Ｏ

２
吸
収
量
だ
け

で
な
く
地
表
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
収
支
を
変
化
さ
せ
（
植
生

の
増
加
は
反
射
率
の
低
下
に
よ
り
日
射
を
吸
収
し
や
す

く
す
る
な
ど
）、
地
球
温
暖
化
に
複
雑
な
影
響
を
与
え

る
。温

度
上
昇
に
伴
い
、
融
解
し
た
凍
土
中
の
古
い
枯
死

物
や
地
表
近
く
の
泥
炭
が
分
解
さ
れ
、
温
室
効
果
ガ
ス

（
Ｃ
Ｏ

２
や
メ
タ
ン
）
と
な
っ
て
大
気
に
放
出
さ
れ
る

お
そ
れ
が
あ
る
。
現
在
の
と
こ
ろ
、
永
久
凍
土
か
ら
大

量
の
温
室
効
果
ガ
ス
が
放
出
さ
れ
て
い
る
と
い
う
確
か

な
証
拠
は
な
い
が
、
こ
の
ま
ま
温
暖
化
が
進
め
ば
メ
タ

ン
な
ど
が
一
気
に
放
出
さ
れ
る
時
期
が
来
る
と
考
え
る

も
の
は
多
い
。
さ
ら
に
、
凍
土
地
帯
で
あ
っ
て
も
夏
季

に
は
20
℃
程
度
ま
で
気
温
が
上
昇
す
る
こ
と
も
あ
り
、

そ
こ
に
少
雨
に
よ
る
乾
燥
が
重
な
る
と
火
災
が
起
こ
り

が
ち
な
条
件
に
な
る
。
も
と
も
と
亜
寒
帯
林
で
は
落
雷

な
ど
が
出
火
元
と
な
る
野
外
火
災
が
頻
発
す
る
地
域
で

あ
る
が
、
近
年
で
は
人
為
的
な
原
因
に
よ
る
火
災
が
増

え
て
い
る
地
域
も
あ
る
。
将
来
の
温
暖
化
と
と
も
に
乾

燥
化
も
進
め
ば
、
火
災
が
頻
発
し
て
さ
ら
に
温
室
効
果

ガ
ス
や
ス
ス（
ブ
ラ
ッ
ク
・
カ
ー
ボ
ン
、
地
表
や
雪
氷
の

エ
ネ
ル
ギ
ー
収
支
に
影
響
を
与
え
る
）
な
ど
大
気
に
影

響
を
及
ぼ
す
物
質
の
放
出
が
増
え
る
可
能
性
も
あ
る
。

泥
炭
と
凍
土
の
現
状
と
将
来
予
測

泥
炭
や
凍
土
は
地
表
下
に
あ
り
、
そ
の
分
布
や
機
能

を
広
域
で
評
価
す
る
こ
と
は
容
易
で
は
な
か
っ
た
。
し

か
し
、
近
年
で
は
、
泥
炭
は
世
界
の
土
壌
調
査
デ
ー
タ

や
人
工
衛
星
デ
ー
タ
を
用
い
た
湿
原
マ
ッ
プ
、
永
久
凍

土
は
掘
削
（
ボ
ア
ホ
ー
ル
）
調
査
デ
ー
タ
等
に
基
づ
い

て
分
布
図
が
作
成
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
地
点
数
は
限
ら

れ
る
が
層
の
厚
さ
と
炭
素
量
を
調
査
し
た
デ
ー
タ
か

ら
、
炭
素
貯
留
量
の
推
定
も
行
わ
れ
て
い
る
。
熱
帯
泥

炭
に
関
し
て
は
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
や
マ
レ
ー
シ
ア
な
ど

の
東
南
ア
ジ
ア
が
主
要
な
分
布
地
と
考
え
ら
れ
て
き
た

が
、
最
近
の
調
査
で
は
コ
ン
ゴ
盆
地
に
も
広
大
な
泥
炭

地
が
見
つ
か
っ
て
い
る
（
文
献
４
）。

気
候
変
動
の
観
点
で
は
、
熱
帯
の
泥
炭
や
周
極
域
の

永
久
凍
土
は
、
影
響
が
い
ち
早
く
顕
在
化
し
が
ち
な
脆

弱
性
の
高
い
領
域
と
し
て
注
目
さ
れ
る
。
熱
帯
の
泥
炭

地
は
、
前
述
の
よ
う
に
農
地
転
換
が
大
き
な
減
少
要
因

に
な
っ
て
い
る
が
、
オ
イ
ル
パ
ー
ム
で
は
食
用
だ
け
で

な
く
バ
イ
オ
燃
料
の
一
種
、
つ
ま
り
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
と

し
て
も
利
用
が
拡
大
し
つ
つ
あ
る
。
一
方
、
永
久
凍
土

地
帯
で
は
化
石
燃
料
や
鉱
物
資
源
の
採
掘
が
一
部
行
わ

れ
て
い
る
も
の
の
、
永
久
凍
土
の
減
少
を
招
く
主
な
要

因
は
気
候
変
動
に
よ
る
融
解
と
考
え
ら
れ
る
。
泥
炭
や

凍
土
は
地
球
上
で
の
分
布
が
偏
っ
て
お
り
、
気
候
や
植

生
と
の
相
互
作
用
な
ど
様
々
な
要
因
が
絡
む
た
め
将
来

の
減
少
速
度
を
予
測
す
る
こ
と
は
簡
単
で
は
な
い
。
し

か
し
、
泥
炭
や
凍
土
は
炭
素
の
大
き
な
ス
ト
ッ
ク
で
あ

り
、
長
期
的
に
炭
素
を
隔
離
す
る
機
能
が
あ
る
。
そ
れ

が
失
わ
れ
て
Ｃ
Ｏ

２
や
メ
タ
ン
を
大
気
に
放
出
す
れ
ば

温
暖
化
の
加
速
を
招
く
こ
と
は
明
白
で
あ
り
、
現
状
を

把
握
し
て
予
測
を
行
い
、
適
切
な
対
策
を
講
じ
る
こ
と

は
重
要
な
課
題
で
あ
る
。

気
候
変
動
の
予
測
に
は
、
大
気
や
海
洋
の
運
動
に
関
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す
る
方
程
式
を
数
値
的
に
解
く
大
気
海
洋
大
循
環
モ
デ

ル
が
用
い
ら
れ
て
き
た
が
、
２
０
０
０
年
代
以
降
は
陸

域
や
海
洋
の
炭
素
循
環
を
取
り
入
れ
た
「
地
球
シ
ス
テ

ム
モ
デ
ル
」
も
開
発
利
用
さ
れ
て
い
る
。
そ
れ
ま
で
の

予
測
で
は
人
為
的
な
Ｃ
Ｏ

２
放
出
量
に
対
応
し
た
大
気

濃
度
の
シ
ナ
リ
オ
を
用
い
て
い
た
が
、
海
洋
や
陸
域
に

よ
る
Ｃ
Ｏ

２
吸
収
量
の
変
化
（
炭
素
循
環
の
フ
ィ
ー
ド

バ
ッ
ク
効
果
）
が
温
暖
化
の
進
行
を
左
右
す
る
こ
と
が

分
か
っ
て
き
た
。
地
球
シ
ス
テ
ム
モ
デ
ル
の
中
で
、
泥

炭
や
永
久
凍
土
が
ど
の
よ
う
に
応
答
す
る
か
は
重
要
な

問
題
で
あ
る
も
の
の
、
ま
だ
ク
リ
ア
な
結
論
は
得
ら
れ

て
い
な
い
。
２
０
１
３
年
～
14
に
公
表
さ
れ
た
気
候
変

動
に
関
す
る
政
府
間
パ
ネ
ル
（
Ｉ
Ｐ
Ｃ
Ｃ
）
の
第
５
次

評
価
報
告
書
に
は
、
世
界
の
19
気
候
モ
デ
ル
に
よ
る
凍

土
面
積
の
予
測
結
果
が
示
さ
れ
た
。
温
暖
化
対
策
が
進

ま
な
い
な
り
ゆ
き
シ
ナ
リ
オ
で
は
、
世
界
の
凍
土
面
積

は
21
世
紀
末
ま
で
に
半
減
か
ら
ほ
ぼ
消
滅
す
る
予
測
と

な
り
、
積
極
的
に
対
策
を
進
め
る
シ
ナ
リ
オ
で
も
大
幅

な
縮
退
が
示
さ
れ
て
い
た
。
し
か
し
、
モ
デ
ル
間
で
現

状
の
凍
土
面
積
に
大
き
な
差
が
あ
る
な
ど
、
そ
の
推
定

結
果
に
は
大
き
な
不
確
実
性
が
残
さ
れ
て
い
る
。
湿
原

を
含
む
泥
炭
は
、
分
布
が
不
均
質
で
さ
ら
に
モ
デ
ル
化

が
難
し
い
上
、
人
間
活
動
に
よ
る
影
響
を
ど
う
扱
う
か

な
ど
課
題
も
多
く
、
ま
さ
に
予
測
に
向
け
た
研
究
が
進

め
ら
れ
て
い
る
段
階
で
あ
る
。

 

地
球
温
暖
化
対
策
と
泥
炭
・
凍
土

泥
炭
地
や
永
久
凍
土
の
保
護
は
、
地
球
温
暖
化
の
防

止
だ
け
で
な
く
生
物
多
様
性
の
保
全
な
ど
、
持
続
可
能

性
の
様
々
な
観
点
で
重
要
で
あ
る
。
泥
炭
地
や
熱
帯
林

の
消
失
を
伴
う
オ
イ
ル
パ
ー
ム
な
ど
商
品
作
物
の
栽
培

拡
大
は
国
際
的
に
注
目
さ
れ
る
問
題
と
な
っ
た
た
め
、

環
境
負
荷
の
少
な
い
持
続
可
能
な
パ
ー
ム
油
生
産
に
対

す
る
認
証
制
度
も
設
立
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
健
康
被

害
や
炭
素
放
出
を
抑
制
す
る
た
め
、
泥
炭
地
火
災
の
監

視
や
防
止
も
提
案
さ
れ
て
い
る
。
永
久
凍
土
に
関
し
て

は
分
布
域
が
広
い
た
め
、
居
住
地
や
工
業
地
域
を
除
く

と
直
接
的
な
保
全
は
難
し
い
が
、
包
括
的
な
気
候
変
動

対
策
の
中
で
そ
れ
を
実
現
し
て
い
く
べ
き
だ
ろ
う
。
泥

炭
と
凍
土
は
、
日
本
に
住
む
私
た
ち
に
と
っ
て
身
近
な

存
在
で
は
な
い
か
も
し
れ
な
い
が
、
地
球
環
境
の
中
で

は
特
別
な
役
割
を
果
た
し
て
お
り
、
そ
の
現
状
と
機
能

に
関
す
る
関
心
を
持
ち
理
解
を
深
め
て
い
く
こ
と
が
望

ま
れ
る
。
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図２　世界の泥炭地の分布（出所：リーズ大学・PEATMAP 作成）
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図３　世界の永久凍土の分布（出所：オスロ大学・GlobPermafrost データより作成）
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下
川
町
は
、
北
海
道
北
部
に
位
置
す
る
、
人
口
約

３
２
０
０
人
の
町
で
あ
る
（
図
１
）。
夏
は
最
高
気

温
が
30
℃
以
上
、
冬
は
最
低
気
温
が
マ
イ
ナ
ス
30
℃

以
下
と
な
り
寒
暖
の
差
の
激
し
い
地
域
で
あ
る
。
面

積
は
、
東
西
約
20
㌔
㍍
、
南
北
約
30
㌔
㍍
で
、
約

６
万
４
０
０
０
㌶
（
東
京
23
区
と
ほ
ぼ
同
じ
面
積
）
を

有
し
、そ
の
う
ち
約
５
万
６
０
０
０
㌶
が
森
林
で
あ
る
。

森
林
の
配
置
は
、
市
街
地
を
中
心
に
ド
ー
ナ
ツ
状
の
部

分
が
民
有
林
、
そ
の
外
の
約
９
割
が
国
有
林
と
な
っ
て

い
る
。

か
つ
て
「
下
川
町
は
資
源
の
上
に
あ
ぐ
ら
を
か
い

て
い
る
町
で
あ
る
」
と
い
わ
れ
た
ほ
ど
、
銅
山
な
ど

の
鉱
業
で
栄
え
た
。
１
９
６
０
年
の
国
勢
調
査
で
は
、

１
万
５
０
０
０
人
を
超
す
人
口
を
数
え
て
い
た
。
鉱
業

の
ほ
か
、
町
内
に
は
二
つ
の
営
林
署
が
存
在
す
る
な
ど

森
林
・
林
業
も
大
変
栄
え
て
い
た
。

し
か
し
、
経
済
や
社
会
状
況
の
変
化
に
よ
り
、
鉱
山

の
休
山
、
安
価
な
外
材
輸
入
に
よ
る
林
産
業
の
衰
退
、

営
林
署
の
統
廃
合
、
Ｊ
Ｒ
名
寄
本
線
の
廃
止
な
ど
非
常

に
厳
し
い
状
況
が
続
き
、
１
９
８
０
年
の
国
勢
調
査
で

は
、
全
国
４
番
目
の
人
口
減
少
率
を
記
録
し
た
。

２
０
１
２
年
頃
か
ら
転
入
者
が
転
出
者
を
上
回
る
年

も
あ
り
、
国
の
政
策
誘
導
も
あ
っ
て
人
口
減
少
に
一
定

の
歯
止
め
が
か
か
っ
て
き
て
い
る
と
は
い
え
、
現
在
も

人
口
減
少
は
続
い
て
い
る
。
少
子
高
齢
化
の
進
行
や
地

場
産
業
の
衰
退
、
労
働
者
の
人
材
不
足
な
ど
、
地
域
を

取
り
巻
く
環
境
は
大
変
厳
し
い
状
況
が
続
い
て
い
る
。

持
続
可
能
な
循
環
型
森
林
経
営

下
川
が
今
日
あ
る
の
は
、
半
世
紀
以
上
に
わ
た
り
い

ち
ず
に
植
林
を
続
け
て
き
た
か
ら
で
あ
る
。
１
９
５
３

年
、
町
は
国
有
林
１
２
２
１
㌶
を
買
い
受
け
る
こ
と
を

決
断
し
、本
格
的
な
町
有
林
経
営
を
ス
タ
ー
ト
さ
せ
た
。

こ
の
と
き
町
が
始
め
た
の
が
循
環
型
森
林
経
営
で
あ

る
。
毎
年
50
㌶
を
伐
採
し
50
㌶
を
植
林
す
る
こ
と
を
60

年
サ
イ
ク
ル
で
繰
り
返
し
、
持
続
可
能
な
循
環
型
の
森

林
経
営
を
実
現
し
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
る
（
図
２
）。

毎
年
50
㌶
に
木
を
植
え
続
け
る
こ
と
半
世
紀
、
１
年
生

か
ら
50
年
生
ま
で
の
森
林
が
永
続
的
に
生
産
が
可
能
な

森
林
資
源
と
な
っ
て
い
る
。

そ
れ
ら
を
担
っ
て
き
た
の
が
森
林
組
合
で
あ
る
。
本

森
林
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
よ
る
内
発
的
発
展

その８

Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
し
も
か
わ
森
林
未
来
研
究
所
研
究
員　

春
日 

隆
司

森林と
自然エネルギー
を再考する

森林と
自然エネルギー
を再考する

図１　下川町位置図

下 川 町
稚内

名寄

旭川

旭川空港

新千歳空港 国道
ＪＲ

札幌

函館

下川町有林

（写真・図はいずれも下川町提供）
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来
な
ら
民
間
に
委
ね
る
事
業
で
あ
る
が
、
植
林
か
ら
伐

採
ま
で
は
半
世
紀
か
か
る
。
リ
ス
ク
や
収
益
性
の
把
握

も
難
し
く
公
的
な
役
割
が
あ
る
森
林
組
合
が
担
う
こ
と

に
よ
っ
て
、
そ
の
継
続
性
を
担
保
し
、
持
続
的
な
森
林
・

林
業
・
林
産
業
の
雇
用
の
場
を
つ
く
っ
て
き
た
。

こ
の
基
盤
を
築
く
き
っ
か
け
と
な
っ
た
の
は

１
９
８
１
年
の
湿
雪
災
害
で
あ
る
。
大
切
に
育
て
て
き

た
森
林
が
大
き
な
打
撃
を
受
け
た
。町
と
森
林
組
合
は
、

被
害
木
を
何
と
か
生
か
そ
う
と
試
行
錯
誤
を
重
ね
、
被

害
木
カ
ラ
マ
ツ
の
木
炭
化
に
成
功
し
た
。さ
ら
に
、バ
ー

ベ
キ
ュ
ー
セ
ッ
ト
の
開
発
、
高
度
な
木
炭
製
造
手
法
の

開
発
な
ど
に
も
成
功
し
た
。
そ
の
後
も
、
木
炭
の
土
壌

改
良
材
開
発
、
木
炭
製
造
時
に
出
る
煙
を
冷
却
す
る
こ

と
に
よ
っ
て
出
る
木も

く

酢さ
く

液
を
間
伐
材
に
煮
沸
含
浸
さ
せ

る
防
腐
材
の
生
産
、
ト
ド
マ
ツ
葉
か
ら
ア
ロ
マ
オ
イ
ル

を
抽
出
す
る
事
業
な
ど
森
林
の
恵
み
を
余
す
と
こ
ろ
な

く
使
う
森
林
ク
ラ
ス
タ
ー
事
業
に
取
り
組
み
、
こ
れ
が

全
国
的
な
モ
デ
ル
と
な
っ
た
。

さ
ら
に
２
０
０
３
年
、
森
林
管
理
の
国
際
認
証
で
あ

る
Ｆ
Ｓ
Ｃ
森
林
管
理
認
証
を
取
得
し
て
い
る
。
こ
の
取

得
は
、
１
９
９
８
年
か
ら
、
森
林
・
林
業
・
林
産
業
を

ベ
ー
ス
に
地
域
産
業
の
発
展
方
向
、新
た
な
産
業
創
造
、

産
業
連
携
等
を
研
究
す
る
下
川
産
業
ク
ラ
ス
タ
ー
研
究

会
で
議
論
を
重
ね
な
が
ら
描
い
た
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン

が
基
本
と
な
っ
て
い
る
。

森
林
の
Ｃ
Ｏ
２
吸
収
機
能
の
資
金
化

１
９
９
７
年
に
京
都
議
定
書
が
批
准
さ
れ
、
森
林
の

持
つ
環
境
価
値
の
数
値
的
評
価
が
国
際
的
に
な
さ
れ

た
。
そ
こ
で
、
下
川
町
有
林
の
森
林
吸
収
源
を
市
場
メ

カ
ニ
ズ
ム
に
よ
っ
て
資
金
化
で
き
な
い
か
と
２
０
０
２

年
、
全
国
に
先
駆
け
「
自
治
体
経
営
林
の
Ｃ
Ｏ

２
吸
収

権
」
を
主
張
し
た
。「
見
え
な
い
も
の
を
販
売
す
る
の

は
適
当
で
な
い
」
な
ど
い
ろ
い
ろ
な
意
見
や
批
判
を
い

た
だ
い
た
。
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
な
ど
で
は
森
林
が
吸
収

し
た
Ｃ
Ｏ

２
を
炭
素
権
と
し
て
森
林
所
有
者
に
認
め
て

い
る
例
も
あ
る
。
賛
否
両
論
は
あ
る
が
、
炭
素
権
の
帰

属
が
森
林
所
有
者
に
あ
る
と
す
る
な
ら
ば
、
森
林
地
域

へ
の
資
金
投
入
が
活
性
化
さ
れ
、
森
林
整
備
の
促
進
と

と
も
に
森
林
に
関
す
る
雇
用
の
場
が
創
出
さ
れ
、
経
済

は
潤
い
、
地
域
の
活
性
化
が
図
ら
れ
温
暖
化
対
策
に
も

大
き
く
貢
献
す
る
こ
と
と
な
る
。

そ
こ
で
２
０
０
６
年
、「
森
林
吸
収
源
を
活
か
し
た

カ
ー
ボ
ン
・
オ
フ
セ
ッ
ト
（
排
出
さ
れ
る
Ｃ
Ｏ

２
を
投

資
な
ど
に
よ
っ
て
埋
め
合
わ
せ
す
る
）」
の
具
現
化
に

向
け
、
下
川
町
の
提
案
で
、
北
海
道
内
の
足
寄
町
・

滝
上
町
・
美
幌
町
を
加
え
た
４
町
で
協
議
会
を
設
立

し
、
独
自
の
制
度
設
計
を
進
め
た
。
こ
う
し
た
中
、

２
０
０
８
年
、国
で
は
「
我
が
国
に
お
け
る
カ
ー
ボ
ン
・

オ
フ
セ
ッ
ト
の
あ
り
方
に
つ
い
て
（
指
針
）」
が
と
り

ま
と
め
ら
れ
、
Ｊ

－

Ｖ
Ｅ
Ｒ
制
度
（
カ
ー
ボ
ン
・
オ
フ

セ
ッ
ト
を
行
う
際
に
必
要
な
ク
レ
ジ
ッ
ト
を
発
行
・
認

証
す
る
制
度
）
が
創
設
さ
れ
た
。
こ
れ
を
受
け
て
、
４

町
協
議
会
は
信
頼
性
を
確
実
に
す
る
た
め
に
も
、
こ
の

制
度
に
準
拠
す
る
こ
と
と
し
た
。
こ
の
取
り
組
み
は
、

国
内
２
カ
所
と
と
も
に
下
川
町
が
全
国
初
の
森
林
吸
収

ク
レ
ジ
ッ
ト
と
な
っ
た
。

４
町
の
取
り
組
み
は
、
単
に
Ｃ
Ｏ

２
の
吸
収
ク
レ

ジ
ッ
ト
を
資
金
の
対
価
と
し
て
移
転
、
引
き
渡
す
の
で

は
な
く
、
趣
旨
に
賛
同
い
た
だ
け
る
環
境
先
進
企
業
・

団
体
等
と
「
森
林
づ
く
り
パ
ー
ト
ナ
ー
ズ
基
本
協
定
」

を
結
び
、
森
林
づ
く
り
な
ど
を
協
働
で
行
う
こ
と
に
対

し
て
、
協
賛
金
、
寄
付
金
な
ど
の
資
金
提
供
を
受
け
、

一
方
、
４
町
か
ら
の
Ｊ

－

Ｖ
Ｅ
Ｒ
制
度
に
準
拠
し
た
オ

フ
セ
ッ
ト
・
ク
レ
ジ
ッ
ト
を
引
き
渡
す
も
の
で
あ
る
。

現
在
約
１
億
７
０
０
０
万
円
の
資
金
化
が
図
ら
れ
、
森

林
関
係
へ
の
投
資
経
費
と
し
て
有
効
に
活
用
さ
れ
て
い

る
。

森
林
バ
イ
オ
マ
ス
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用

下
川
町
で
は
２
０
０
０
年
か
ら
、
森
の
恵
み
を
余
す

と
こ
ろ
な
く
利
活
用
す
る
理
念
に
基
づ
き
、
森
林
バ
イ

オ
マ
ス
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
の
取
り
組
み
に
チ
ャ
レ
ン
ジ

し
て
き
て
い
る
。
ま
ず
情
報
収
集
か
ら
始
ま
り
、
資
源

の
賦
存
量
調
査
な
ど
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
ビ
ジ
ョ
ン
を
作
成

し
た
。
２
０
０
５
年
に
は
北
海
道
で
初
め
て
、
公
共
施

設
で
最
も
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
と
Ｃ
Ｏ

２
を
多
く
排
出
し

て
い
る
温
泉
施
設
の
加
温
に
１
８
０
㌔
㍗
の
木
質
バ
イ

オ
マ
ス
ボ
イ
ラ
ー
を
導
入
し
た
。
そ
の
後
、
２
０
０
６

年
に
幼
児
セ
ン
タ
ー
、
２
０
０
８
年
に
ト
マ
ト
育
苗
施

設
、
２
０
１
０
年
に
役
場
周
辺
施
設
、
２
０
１
１
年
に

高
齢
者
複
合
施
設
と
町
営
住
宅
、
２
０
１
３
年
に
一
の

橋
バ
イ
オ
ビ
レ
ッ
ジ
、
２
０
１
４
年
に
小
学
校
・
病
院

図２　循環型森林経営のイメージ

循環型森林経営
伐採

伐採　植林　育成　繰り返す

就労・雇用の確保
地元製材業者への木材安定供給

植林

育成

植林
＝

年ｈａ×伐採
ｈａ

50
3,000

60
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へ
と
公
共
施
設
に
逐
次
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
ボ
イ
ラ
ー
を

導
入
し
た
。
現
在
で
は
11
基
30
の
公
共
施
設
に
熱
を
供

給
し
て
お
り
、
公
共
施
設
の
約
７
割
の
熱
は
木
質
バ
イ

オ
マ
ス
ボ
イ
ラ
ー
で
賄
わ
れ
、
約
５
０
０
０
万
円
の
燃

料
コ
ス
ト
削
減
効
果
が
発
現
し
て
い
る
。

木
質
バ
イ
オ
マ
ス
ボ
イ
ラ
ー
の
導
入
は
、
化
石
燃
料

に
頼
ら
ず
Ｃ
Ｏ

２
削
減
と
地
域
資
源
を
活
か
し
た
持
続

可
能
な
地
域
社
会
の
創
造
に
資
す
る
も
の
で
あ
る
。
バ

イ
オ
マ
ス
ボ
イ
ラ
ー
に
は
、
原
料
と
な
る
燃
料
用
チ
ッ

プ
の
確
保
が
不
可
欠
と
な
る
が
、
町
で
は
、
町
有
林
施

業
か
ら
生
じ
る
林
地
残
材
や
未
利
用
材
な
ど
を
活
用
し

て
い
る
。

化
石
燃
料
か
ら
バ
イ
オ
マ
ス
エ
ネ
ル
ギ
ー
へ
の
転
換

を
進
め
る
た
め
に
は
、
大
き
な
影
響
を
受
け
る
既
存
事

業
者
の
理
解
と
合
意
が
不
可
欠
で
あ
り
、
業
種
転
換
を

促
進
す
る
誘
導
策
と
の
一
体
的
な
取
り
組
み
を
総
合
的

に
進
め
な
け
れ
ば
解
決
し
な
い
。

そ
こ
で
、
転
換
す
る
に
あ
た
り
、
木
質
バ
イ
オ
マ
ス

原
料
を
製
造
す
る
施
設
を
町
が
整
備
し
、
地
元
で
化
石

燃
料
等
を
販
売
し
て
い
る
３
社
が
「
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給

協
同
組
合
」
を
立
ち
上
げ
、
こ
の
組
合
が
バ
イ
オ
マ
ス

エ
ネ
ル
ギ
ー
の
原
料
製
造
と
販
売
を
行
う
こ
と
と
し

た
。

森
林
バ
イ
オ
マ
ス
と
子
育
て

公
共
施
設
で
の
化
石
燃
料
か
ら
森
林
バ
イ
オ
マ
ス
エ

ネ
ル
ギ
ー
へ
の
転
換
に
よ
る
コ
ス
ト
削
減
効
果
は
、
化

石
燃
料
の
価
格
変
動
に
も
大
き
く
左
右
さ
れ
る
が
、
従

前
で
は
年
間
約
１
億
円
支
出
し
て
い
た
公
共
施
設
の

燃
料
代
（
重
油
代
）
が
８
０
０
０
万
円
ほ
ど
に
な
っ

て
い
る
。
今
後
さ
ら
に
森
林
バ
イ
オ
マ
ス
へ
の
エ
ネ
ル

ギ
ー
転
換
を
進
め
、
２
０
２
２
年
に
は
削
減
効
果
を

５
８
０
０
万
円
ま
で
増
や
す
こ
と
を
目
標
に
し
て
い

る
。木

質
バ
イ
オ
マ
ス
ボ
イ
ラ
ー
の
導
入
は
、
Ｃ
Ｏ

２
削

減
効
果
や
富
の
流
出
抑
制
だ
け
で
は
な
く
、
地
域
の
住

民
や
産
業
に
も
大
き
な
効
果
を
も
た
ら
し
て
い
る
。

町
で
は
２
０
１
３
年
、「
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
削
減
効

果
活
用
基
金
」
条
例
を
制
定
し
、
公
共
施
設
の
燃
料
代

削
減
分
を
基
金
と
し
て
積
み
立
て
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
ボ
イ
ラ
ー
更
新
費
用
と
子
育
て
支
援
事
業
に
そ
れ

ぞ
れ
２
分
の
１
を
充
て
る
こ
と
と
し
た
。

地域熱供給システム（ボイラー）

木質バイオマス原料製造施設

森林整備（間伐）
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子
育
て
支
援
事
業
と
し
て
、
中
学
生
ま
で
の
医
療
費

無
料
、
２
歳
未
満
の
子
育
て
に
商
品
券
支
給
（
乳
児
１

人
に
つ
き
月
額
３
０
０
０
円
）、
学
校
給
食
費
の
２
割

減
額
、
不
妊
治
療
費
支
援
、
幼
児
保
育
料
１
割
減
額
、

予
防
接
種
助
成
、
絵
本
プ
レ
ゼ
ン
ト
を
行
っ
て
い
る
。

こ
う
し
た
森
林
バ
イ
オ
マ
ス
を
め
ぐ
る
取
り
組
み
は
、

子
育
て
世
代
が
地
域
で
安
心
し
て
子
育
て
で
き
る
環
境

づ
く
り
に
つ
な
が
る
と
と
も
に
、
町
民
へ
の
森
林
バ
イ

オ
マ
ス
の
普
及
に
も
大
き
な
意
義
が
あ
る
。

人
口
の
流
出
、
経
済
の
低
迷
、
外
部
依
存
、
自
己
財

源
の
確
保
な
ど
森
林
を
基
盤
と
す
る
農
山
村
の
自
治
体

に
あ
っ
て
は
課
題
が
山
積
す
る
が
、
域
外
に
流
出
し
て

い
た
燃
料
に
係
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
資
金
を
内
部
化
す
る
こ

と
に
よ
っ
て
富
が
域
内
で
循
環
す
る
シ
ス
テ
ム
を
築
く

こ
と
が
、
い
わ
ゆ
る
内
発
的
な
地
域
発
展
に
つ
な
が
る

も
の
で
あ
り
、
足
腰
の
強
い
地
域
経
済
を
構
築
し
て
い

く
点
か
ら
も
そ
の
有
効
性
が
高
い
と
い
え
る
。

全
国
の
市
町
村
数
の
約
40
％
は
国
が
指
定
す
る
山
村

で
あ
る
。
国
土
面
積
で
は
約
50
％
で
森
林
面
積
の
約

60
％
を
占
め
る
。
内
発
的
な
発
展
手
法
が
全
国
に
波
及

す
れ
ば
、
日
本
に
お
け
る
森
林
と
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
普

及
へ
の
課
題
解
決
に
も
つ
な
が
り
地
方
創
生
が
図
ら
れ

る
こ
と
と
な
る
。

森
林
と
自
然
エ
ネ
に
よ
る
内
発
的
発
展

町
の
域
内
総
生
産
は
年
間
２
１
５
億
円
（
う
ち
農
業

26
億
円
、
林
業
・
林
産
業
33
億
円
）。
そ
の
な
か
で
域

外
に
流
出
す
る
電
気
・
燃
料
費
の
金
額
は
12
億
円
（
う

ち
電
力
５
億
円
、
石
油
等
７
億
円
）。
こ
れ
ま
で
の
森

林
バ
イ
オ
マ
ス
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
取
り
組
み
を
進
め
、
地

域
で
森
林
バ
イ
オ
マ
ス
に
よ
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
自
給
を
試

算
し
た
場
合
、
域
内
生
産
額
は
28
億
円
増
、
雇
用
も

１
０
０
人
ほ
ど
増
加
、
林
業
・
林
産
業
の
生
産
額
は

７
億
円
増
え
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
る
。
地
域
資
源
を
活

用
し
た
内
発
的
な
発
展
を
い
か
に
深
化
さ
せ
て
い
く
か

が
今
後
極
め
て
重
要
で
あ
り
、
そ
の
本
気
度
と
具
現
化

が
試
さ
れ
る
こ
と
と
な
る
。

世
界
風
力
エ
ネ
ル
ギ
ー
協
会
は
２
０
１
１
年
、
①
地

域
の
利
害
関
係
者
が
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
大
半
も
し
く
は

す
べ
て
を
所
有
し
て
い
る
、
②
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
意
思

決
定
は
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
に
基
礎
を
置
く
組
織
に
よ
っ

て
行
わ
れ
る
、
③
社
会
的
・
経
済
的
便
益
の
多
数
、
も

し
く
は
す
べ
て
は
地
域
に
分
配
さ
れ
る
、
と
い
う
コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
パ
ワ
ー
の
三
原
則
を
定
義
し
採
択
し
て

い
る
が
、
こ
れ
に
照
ら
し
合
わ
せ
て
み
る
と
、
下
川
町

の
森
林
と
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
取
り
組
み
は
、
利
害
関

係
者
で
あ
る
町
が
所
有
し
意
思
決
定
し
て
お
り
、
便
益

の
す
べ
て
は
地
域
に
分
配
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
よ
う

に
、
森
林
バ
イ
オ
マ
ス
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
取
り
組
み
を
進

め
る
に
あ
た
っ
て
は
、「
外
部
か
ら
の
制
御
か
ら
脱
し

て
、自
身
の
立
て
た
規
範
に
従
っ
て
行
動
す
る
」（
注
１
）

必
要
が
あ
る
。

下
川
町
に
お
け
る
森
林
と
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
取
り

組
み
は
、
外
部
に
地
域
振
興
を
委
ね
る
の
で
は
な
く
、

地
域
の
主
体
性
を
基
本
と
し
、
地
域
資
源
で
あ
る
森
林

を
活
用
し
、
そ
し
て
地
域
の
資
本
が
投
入
さ
れ
、
地
域

内
に
好
循
環
を
も
た
ら
す
、
内
発
的
発
展
の
有
効
性
が

実
証
さ
れ
て
い
る
具
体
的
な
事
例
と
し
て
特
出
す
る
も

の
で
あ
る
。

ま
た
、
町
で
は
森
林
、
土
壌
、
川
の
水
な
ど
の
自
然

資
本
の
価
値
評
価
も
行
っ
て
い
る
。
一
部
独
自
の
評
価

手
法
を
用
い
な
が
ら
で
あ
る
が
、
そ
の
評
価
額
は
約

１
０
０
０
億
円
と
な
っ
て
い
る
。

こ
れ
ら
の
地
域
資
源
を
地
域
に
お
け
る
貴
重
な
資
本

と
と
ら
え
、
企
業
や
都
市
自
治
体
な
ど
と
も
連
携
し
、

い
か
に
価
値
化
し
て
い
く
か
、
当
Ｎ
Ｐ
Ｏ
で
は
研
究
を

進
め
提
案
し
な
が
ら
具
現
化
を
目
指
し
て
い
る
と
こ
ろ

で
あ
る
。

下
川
町
の
地
域
づ
く
り
は
、
先
人
が
築
い
て
き
た

循
環
型
森
林
経
営
か
ら
森
林
の
Ｃ
Ｏ

２
吸
収
機
能
の
向

上
、
森
林
バ
イ
オ
マ
ス
の
取
り
組
み
な
ど
に
よ
る
内
発

的
発
展
を
基
盤
と
し
て
、
グ
ロ
ー
バ
ル
な
視
点
で
行
動

は
ロ
ー
カ
ル
で
進
め
ら
れ
て
い
る
が
、
下
川
町
の
「
内

発
的
発
展
」
が
、
決
し
て
町
独
自
の
意
思
や
政
策
だ
け

で
は
な
く
、
国
の
政
策
意
図
と
の
良
好
な
連
携
関
係
の

中
で
実
現
し
て
き
た
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
地
方
自
治

は
重
視
さ
れ
る
べ
き
で
は
あ
る
が
、
地
方
の
財
政
状
況

が
厳
し
く
な
る
中
で
、
国
の
補
助
に
頼
ら
ざ
る
を
得
な

い
と
い
う
現
実
が
あ
る
。
他
方
、
現
在
、
国
は
国
家
的

課
題
の
解
決
に
貢
献
す
る
自
治
体
を
選
別
す
る
姿
勢
を

強
く
押
し
出
し
て
き
て
お
り
、
こ
れ
ま
で
そ
れ
に
う
ま

く
対
応
し
て
き
た
下
川
町
で
あ
っ
て
も
、
今
後
安
閑
と

は
し
て
い
ら
れ
な
い
。
下
川
町
は
、
そ
う
し
た
国
の
変

化
を
敏
感
に
察
知
し
、
よ
り
一
層
工
夫
を
凝
ら
し
た
ア

プ
ロ
ー
チ
が
求
め
ら
れ
て
い
る
（
注
２
）。

こ
の
よ
う
に
、
時
代
の
変
遷
と
と
も
に
循
環
型
森
林

経
営
の
見
直
し
や
森
林
と
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
新
た
な

関
係
性
、
そ
し
て
コ
ロ
ナ
禍
時
代
の
理
念
あ
る
移
住
定

住
政
策
な
ど
大
き
な
転
換
期
を
迎
え
て
い
る
。

注
１　

内
発
的
発
展
論
と
日
本
の
農
山
村
（
保
母
武
彦
）

注
２　

下
川
町
は
再
び
「
発
展
」
で
き
る
か
（
北
大
年
報
公
共
政
策
学
，
12
， 

１
５
９

－

１
７
６
坂
本
雄
）
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森
林
か
ら
得
ら
れ
る
木
材
は
、
古
く
は
薪
や
木
炭
と

し
て
、
現
在
は
建
築
や
家
具
の
材
料
、
紙
の
原
料
と
し

て
も
利
用
さ
れ
、
私
た
ち
に
と
っ
て
身
近
な
資
源
で
あ

る
。
近
年
は
特
に
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
と
し
て
も

注
目
さ
れ
て
い
る
。
持
続
可
能
な
森
林
管
理
に
基
づ
い

た
木
材
の
有
効
利
用
は
、
地
球
温
暖
化
の
緩
和
や
持
続

可
能
な
社
会
を
目
指
す
上
で
重
要
な
役
割
を
担
う
。
特

に
温
暖
化
対
策
と
し
て
は
、
木
材
の
樹
木
が
成
長
過
程

で
大
気
中
か
ら
吸
収
固
定
し
た
炭
素
を
伐
採
後
も
建
築

物
な
ど
へ
長
期
間
貯
蔵
し
続
け
る
効
果
（
炭
素
貯
蔵
効

果
）
が
注
目
さ
れ
て
い
る
。
さ
ら
に
、
木
材
よ
り
も
生

産
・
加
工
な
ど
の
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
に
お
け
る
化
石
燃

料
消
費
量
が
大
き
い
材
料
を
木
材
へ
代
替
す
る
こ
と
に

よ
り
、
化
石
燃
料
消
費
量
を
減
ら
す
効
果
（
材
料
代
替

効
果
）や
、化
石
燃
料
を
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
エ
ネ
ル
ギ
ー

へ
代
替
す
る
こ
と
に
よ
り
、
化
石
燃
料
消
費
量
を
減
ら

す
効
果
（
燃
料
代
替
効
果
）
も
期
待
で
き
、
京
都
議
定

書
や
パ
リ
協
定
と
い
っ
た
国
際
的
な
取
り
組
み
で
も
重

要
視
さ
れ
て
い
る
。
本
稿
で
は
、
世
界
と
日
本
の
木
材

利
用
の
こ
れ
ま
で
の
状
況
を
概
観
し
た
後
、
特
に
木
材

の
炭
素
貯
蔵
効
果
を
取
り
上
げ
、
京
都
議
定
書
や
パ
リ

協
定
で
の
木
材
の
役
割
や
動
向
を
紹
介
し
、
私
た
ち
の

生
活
の
中
に
あ
る
木
材
が
炭
素
の
貯
蔵
庫
と
し
て
機
能

し
て
い
る
こ
と
を
お
伝
え
す
る
。

世
界
の
木
材
利
用
は
半
世
紀
で
１・６
倍
に
増
加

ま
ず
、
世
界
の
木
材
利
用
の
こ
れ
ま
で
の
変
化
を
炭

素
量
で
見
て
み
よ
う
。
図
１
は
１
９
６
１
～
２
０
１
８

年
の
世
界
の
年
間
丸
太
利
用
量
（
炭
素
量
）
の
推
移
を

示
し
て
い
る
。
２
０
１
８
年
の
世
界
の
丸
太
利
用
量
は

約
９
億
炭
素
ト
ン
（
ｔ

－

Ｃ
）
／
年
と
推
定
さ
れ
、
過

去
57
年
間
で
約
１
・
６
倍
に
増
加
し
た
。
こ
の
う
ち
、

産
業
用
丸
太
は
主
に
製
材
、合
板
な
ど
の
木
質
パ
ネ
ル
、

紙
の
原
料
の
パ
ル
プ
用
チ
ッ
プ
な
ど
に
加
工
・
利
用
さ

れ
る
が
、
そ
の
利
用
量
は
こ
の
間
２
倍
に
増
え
、
近
年

は
特
に
中
国
の
増
大
が
著
し
い
。
１
９
９
０
年
代
前
半

の
利
用
量
の
減
少
傾
向
は
１
９
９
１
年
の
ソ
ビ
エ
ト
連

邦
崩
壊
、
２
０
０
９
年
の
急
激
な
減
少
は
前
年
に
起
き

た
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
に
よ
る
世
界
経
済
の
悪
化
が
影

響
し
て
い
る
。
一
方
、
燃
料
用
丸
太
は
２
０
１
８
年
に

産
業
用
丸
太
と
ほ
ぼ
同
量
が
利
用
さ
れ
て
い
る
。
た
だ

し
、
こ
れ
ら
の
多
く
は
近
年
先
進
国
を
中
心
に
高
性
能

技
術
と
と
も
に
導
入
さ
れ
て
い
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
で

は
な
く
、
主
に
途
上
国
に
お
け
る
伝
統
的
な
薪
炭
利
用

で
あ
る
。

日
本
の
木
材
利
用
は
近
年
増
加
傾
向

次
に
、
日
本
の
木
材
利
用
の
状
況
を
見
て
み
よ
う
。

図
２
は
１
９
５
５
～
２
０
１
７
年
の
日
本
の
年
間
木
材

利
用
量
の
推
移
を
炭
素
量
で
示
し
て
い
る
。
戦
後
の

復
興
と
そ
の
後
の
高
度
経
済
成
長
に
よ
っ
て
利
用
量

は
大
き
く
増
え
、
１
９
７
３
年
に
過
去
最
高
の
約
０
・

28
億
ｔ

－

Ｃ
／
年
を
記
録
し
た
。
そ
の
後
、
第
一
次
オ

イ
ル
シ
ョ
ッ
ク
を
契
機
に
減
少
と
増
加
を
繰
り
返
し
、

１
９
９
０
年
代
中
頃
ま
で
０
・
25
億
ｔ

－

Ｃ
／
年
前
後

で
推
移
し
た
。
１
９
９
７
年
の
消
費
税
増
税
前
の
ピ
ー

ク
を
最
後
に
減
少
傾
向
に
転
じ
、
特
に
、
２
０
０
９
年

は
前
年
に
起
こ
っ
た
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
の
影
響
に

よ
っ
て
約
０
・
15
億
ｔ

－

Ｃ
／
年
ま
で
大
幅
に
減
少

し
た
。
し
か
し
、
そ
の
後
は
徐
々
に
増
加
傾
向
に
あ

り
、
２
０
１
７
年
に
は
約
０
・
19
億
ｔ

－

Ｃ
／
年
ま
で

回
復
し
て
い
る
。
用
途
ご
と
に
見
る
と
、
製
材
用
材
の

約
８
割
は
建
築
用
で
、
特
に
木
造
住
宅
の
需
要
に
大
き

く
影
響
を
受
け
る
。
利
用
量
は
１
９
７
３
年
に
ピ
ー
ク

に
達
し
た
後
、
木
造
住
宅
着
工
数
と
と
も
に
減
少
し
、

２
０
０
９
年
に
過
去
最
低
と
な
っ
た
。
そ
の
後
も
ピ
ー

ク
時
の
４
割
程
度
で
推
移
し
て
い
る
。
合
板
用
材
も
製

材
用
材
と
同
様
に
主
に
木
造
住
宅
の
動
向
に
影
響
さ
れ

る
。
パ
ル
プ
・
チ
ッ
プ
用
材
は
、
紙
・
板
紙
の
需
要
に

大
き
く
依
存
し
、
１
９
９
０
年
代
前
半
ま
で
急
成
長
を

遂
げ
た
。
し
か
し
、
１
９
９
５
年
に
ピ
ー
ク
を
迎
え
た

後
は
減
少
傾
向
が
続
き
、
２
０
０
９
年
に
は
大
幅
に
減

私
た
ち
の
生
活
の
中
に
あ
る
木
材
は
炭
素
の
貯
蔵
庫

その９

東
京
農
工
大
学
　
加
用 

千
裕

森林と
自然エネルギー
を再考する

森林と
自然エネルギー
を再考する



37

少
し
た
。
そ
の
後
は
ほ
ぼ
横
ば
い
で
推
移
し
て
い
る
。

燃
料
材
は
１
９
６
０
年
代
ま
で
薪
や
木
炭
な
ど
の
燃
料

形
態
で
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
と
し
て
多
用
さ
れ
て
い
た
。
そ

の
後
の
化
石
燃
料
の
台
頭
に
よ
っ
て
ほ
と
ん
ど
利
用
さ

れ
な
く
な
っ
て
い
た
が
、
近
年
は
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
へ
の
注
目
を
背
景
に
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
エ
ネ
ル

ギ
ー
と
し
て
再
び
利
用
量
が
増
加
し
て
い
る
。
現
在
は

発
電
や
熱
供
給
用
の
チ
ッ
プ
、
ペ
レ
ッ
ト
、
薪
、
炭
な

ど
と
し
て
利
用
さ
れ
て
い
る
。

京
都
議
定
書
か
ら
パ
リ
協
定
へ

京
都
議
定
書
は
、
１
９
９
７
年
に
京
都
で
開
催
さ
れ

た
第
３
回
国
連
気
候
変
動
枠
組
条
約
締
約
国
会
議
（
Ｃ

О
Ｐ
３
）
で
採
択
さ
れ
た
議
定
書
で
あ
り
、
先
進
国
の

二
酸
化
炭
素
な
ど
の
温
室
効
果
ガ
ス
の
削
減
目
標
を
定

め
て
い
る
。
こ
の
議
定
書
で
は
、
削
減
目
標
を
達
成
す

る
た
め
に
、
森
林
の
二
酸
化
炭
素
吸
収
量
を
活
用
す
る

こ
と
も
認
め
て
い
る
。
２
０
０
８
～
２
０
１
２
年
の
第

一
約
束
期
間
に
は
、
森
林
か
ら
伐
採
・
搬
出
さ
れ
た
木

材
（
伐
採
木
材
製
品
：
Ｈ
Ｗ
Ｐ
）
に
貯
蔵
さ
れ
て
い
る

炭
素
は
搬
出
時
点
で
大
気
中
に
排
出
さ
れ
る
と
見
な
す

こ
と
と
な
り
、
建
築
物
な
ど
に
長
期
間
利
用
さ
れ
て
い

て
も
そ
の
炭
素
貯
蔵
量
の
変
化
は
評
価
し
な
い
決
ま
り

で
あ
っ
た
。
し
か
し
、
２
０
１
３
～
２
０
２
０
年
の
第

二
約
束
期
間
に
は
、
Ｈ
Ｗ
Ｐ
の
炭
素
貯
蔵
量
の
年
変
化

を
各
国
の
温
室
効
果
ガ
ス
イ
ン
ベ
ン
ト
リ
報
告
に
計
上

す
る
こ
と
と
な
っ
た
。

こ
こ
で
問
題
に
な
る
の
が
Ｈ
Ｗ
Ｐ
の
貿
易
上
の
取
り

扱
い
で
あ
る
。
Ｈ
Ｗ
Ｐ
は
輸
出
入
に
よ
っ
て
国
間
を
移

動
す
る
た
め
、
輸
出
入
材
を
ど
こ
の
国
の
Ｈ
Ｗ
Ｐ
と
し

て
計
上
す
る
か
が
問
題
と
な
る
。
そ
の
た
め
、
蓄
積
変

化
法
、
大
気
フ
ロ
ー
法
、
生
産
法
な
ど
、
Ｈ
Ｗ
Ｐ
の
貿

易
上
の
取
り
扱
い
が
異
な
る
複
数
の
評
価
ア
プ
ロ
ー
チ

が
過
去
20
年
以
上
に
わ
た
っ
て
提
案
・
議
論
さ
れ
て
き

た
。
例
え
ば
、
蓄
積
変
化
法
は
自
国
で
利
用
さ
れ
る
Ｈ

Ｗ
Ｐ
を
対
象
と
す
る
ア
プ
ロ
ー
チ
で
、自
国
内
で
生
産
・

利
用
さ
れ
る
Ｈ
Ｗ
Ｐ
に
加
え
て
、
他
国
か
ら
輸
入
さ
れ

る
Ｈ
Ｗ
Ｐ
は
対
象
と
な
る
が
、
他
国
へ
輸
出
さ
れ
る
Ｈ

Ｗ
Ｐ
は
対
象
と
な
ら
な
い
（
文
献
１
）。
一
方
、
生
産

法
は
自
国
の
森
林
か
ら
生
産
さ
れ
た
Ｈ
Ｗ
Ｐ
を
対
象
と

す
る
も
の
で
、
輸
出
さ
れ
る
Ｈ
Ｗ
Ｐ
は
対
象
と
な
る
一

方
、
輸
入
さ
れ
る
Ｈ
Ｗ
Ｐ
は
対
象
外
と
な
る
（
文
献

１
）。
各
国
の
貿
易
状
況
は
異
な
る
た
め
、
ど
の
ア
プ

ロ
ー
チ
を
用
い
る
か
に
よ
っ
て
有
利
あ
る
い
は
不
利
に

な
る
国
が
出

て
く
る
。
例

え
ば
、
輸
入

材
に
依
存
し

な
が
ら
木
材

利
用
量
を
増

や
し
て
い
る

国
は
蓄
積
変

化
法
が
有
利

に
な
り
、
木

材
生
産
量
や

輸
出
量
が
増

え
て
い
る
国

は
生
産
法
が

有
利
に
な

る
。
こ
の
よ

う
な
問
題
に

関
し
て
国
際

的
に
様
々
な
議
論
が
な
さ
れ
た
が
、
２
０
１
１
年
の
Ｃ

О
Ｐ
17
に
て
、
京
都
議
定
書
の
第
二
約
束
期
間
に
は
生

産
法
が
採
用
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
（
文
献
２
）。
こ

の
第
二
約
束
期
間
の
生
産
法
で
は
、
対
象
と
な
る
Ｈ
Ｗ

Ｐ
は
製
材
、
木
質
パ
ネ
ル
（
合
板
・
木
質
ボ
ー
ド
）、
紙
・

板
紙
に
限
定
さ
れ
、
自
国
の
森
林
か
ら
伐
採
さ
れ
た
丸

太
の
う
ち
他
国
の
Ｈ
Ｗ
Ｐ
の
生
産
の
た
め
に
輸
出
さ
れ

た
丸
太
は
ど
こ
の
国
に
も
計
上
さ
れ
な
い
、
木
材
の
材

積
か
ら
炭
素
量
へ
換
算
す
る
係
数
に
蓄
積
変
化
法
（
前

述
）
よ
り
も
小
さ
い
値
が
用
い
ら
れ
て
い
る
な
ど
の
特

徴
が
あ
る
（
文
献
３
）。

京
都
議
定
書
後
の
国
際
条
約
で
あ
る
パ
リ
協
定
は
、

２
０
１
５
年
に
パ
リ
で
開
催
さ
れ
た
Ｃ
О
Ｐ
21
で
採
択

図１　世界の年間丸太利用量（炭素量）の推移

出典：国連食糧農業機関（FAO）「FAOSTAT」の丸太消費量（㎥／年）、気候変動に関する政府間パネル
（IPCC）の炭素換算係数（0.229t-C ／㎥）（文献３）に基づき著者作成

図２　日本の年間木材利用量（炭素量）の推移

出典：林野庁「木材需給表」の木材需要量（㎥／年）、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）
の炭素換算係数（0.229t-C ／㎥）（文献３）に基づき著者作成
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さ
れ
、
温
室
効
果
ガ
ス
の
大
幅
削
減
に
全
世
界
が
取
り

組
む
２
０
２
０
年
以
降
の
新
た
な
枠
組
み
で
あ
る
。
こ

の
パ
リ
協
定
に
お
い
て
も
、
Ｈ
Ｗ
Ｐ
に
ど
の
ア
プ
ロ
ー

チ
を
採
用
す
る
か
が
問
題
と
な
っ
た
。
２
０
１
８
年
の

Ｃ
О
Ｐ
24
に
て
、
国
ご
と
の
事
情
に
配
慮
し
、
各
国
が

自
由
に
ア
プ
ロ
ー
チ
を
選
択
で
き
る
こ
と
と
な
っ
た
。

し
か
し
同
時
に
、
Ｈ
Ｗ
Ｐ
の
炭
素
貯
蔵
量
が
世
界
全
体

で
過
大
・
過
小
評
価
さ
れ
る
こ
と
を
避
け
る
た
め
に
、

京
都
議
定
書
の
第
二
約
束
期
間
に
採
用
さ
れ
た
生
産
法

を
共
通
ア
プ
ロ
ー
チ
と
し
、
そ
の
数
値
を
各
国
の
イ
ン

ベ
ン
ト
リ
報
告
に
補
足
情
報
と
し
て
示
す
こ
と
も
決

ま
っ
た
（
文
献
４
）。

木
材
は
炭
素
の
貯
蔵
庫

で
は
、
世
界
に
Ｈ
Ｗ
Ｐ
の
炭
素
貯
蔵
量
は
ど
の
く
ら

い
あ
る
の
だ
ろ
う
。
図
３
は
１
９
６
１
～
２
０
１
６
年

の
世
界
の
Ｈ
Ｗ
Ｐ
の
炭
素
貯
蔵
量
と
そ
の
年
変
化
の
推

移
を
示
し
て
い
る
（
文
献
５
）。
各
国
内
で
利
用
さ
れ

る
Ｈ
Ｗ
Ｐ
を
対
象
と
す
る
蓄
積
変
化
法
（
前
述
）
で

は
、
２
０
１
６
年
の
炭
素
貯
蔵
量
は
世
界
全
体
で
約

73
億
ｔ

－

Ｃ
と
推
定
さ
れ
て
い
る
。
１
９
６
１
年
以
降

増
加
し
続
け
、
過
去
55
年
間
で
２
・
５
倍
の
大
き
さ
に

な
っ
た
。
ま
た
、
炭
素
貯
蔵
量
の
年
変
化
は
２
０
１
５

～
２
０
１
６
年
が
約
１
・
１
億
ｔ

－

Ｃ
／
年
で
最
も
大

き
か
っ
た
。
こ
れ
は
、
前
述
し
た
世
界
の
年
間
丸
太
利

用
量
（
図
１
）
の
約
12
％
に
相
当
す
る
炭
素
が
貯
蔵
量

と
し
て
増
加
し
た
こ
と
に
な
る
。
ま
た
、
世
界
の
森
林

減
少
な
ど
の
土
地
利
用
変
化
に
よ
る
年
間
炭
素
排
出
量

（
文
献
６
）の
約
９
％
、
森
林
を
含
む
陸
域
生
態
系
の
年

間
炭
素
吸
収
量
（
文
献
６
）
の
約
４
％
に
相
当
し
、
地

球
上
の
炭
素
循
環
に
影
響
を
及
ぼ
す
大
き
さ
で
あ
る
。

国
ご
と
に
も
見
て
み
よ
う
。
図
４
は
蓄
積
変
化
法
に

よ
る
２
０
１
６
年
の
Ｈ
Ｗ
Ｐ
の
炭
素
貯
蔵
量
の
各
国
分

布
を
示
し
て
い
る
。
ま
た
、
表
１
は
２
０
１
６
年
の
炭

素
貯
蔵
量
の
上
位
10
カ
国
を
示
し
て
い
る
。
炭
素
貯
蔵

量
は
大
き
い
順
に
、ア
メ
リ
カ
、中
国
、ロ
シ
ア
、日
本
、

出典：（文献５）に基づき著者作成

図３　世界の HWP の炭素貯蔵量と年変化の推移

図４　蓄積変化法による 2016 年の HWP の炭素貯蔵量の各国分布（単位：百万ｔ－Ｃ）

出典：（文献５）

図５　京都議定書の第二約束期間の生産法による 2016 年の HWP の炭素貯蔵量の
各国分布（単位：百万ｔ－Ｃ）

出典：（文献５）
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ド
イ
ツ
と
な
っ
た
。炭
素
貯
蔵
量
の
年
変
化（
２
０
１
５

～
２
０
１
６
年
）
は
大
き
い
順
に
、
中
国
、
ア
メ
リ

カ
、
ト
ル
コ
、
ブ
ラ
ジ
ル
、
カ
ナ
ダ
と
な
り
、
中
国
が

特
に
大
き
く
世
界
全
体
の
年
変
化
の
７
割
近
く
を
占
め

て
い
た
。
ま
た
、
国
土
面
積
当
た
り
の
炭
素
貯
蔵
量
は

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
、
バ
ル
バ
ド
ス
、
ベ
ル
ギ
ー
、
ル
ク
セ

ン
ブ
ル
グ
、
マ
ル
タ

が
大
き
い
。
こ
れ
ら

の
国
々
は
人
口
密
度

が
高
い
と
い
う
特
徴

が
あ
る
。
人
口
当
た

り
の
炭
素
貯
蔵
量
は

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
、
ラ

ト
ビ
ア
、
ベ
ラ
ル
ー

シ
、
エ
ス
ト
ニ
ア
、

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
と

い
っ
た
国
々
が
大
き

く
、
い
ず
れ
も
欧
州

諸
国
で
あ
っ
た
。
炭

素
貯
蔵
量
の
総
量
が

大
き
い
ア
メ
リ
カ
や

中
国
は
国
土
面
積
あ

る
い
は
人
口
当
た
り

の
炭
素
貯
蔵
量
で
は

上
位
国
に
な
っ
て
い

な
い
。
日
本
は
炭
素

貯
蔵
量
の
総
量
が
世

界
第
４
位
、
国
土
面

積
当
た
り
の
炭
素
貯

蔵
量
が
世
界
第
７
位

で
あ
り
、
木
材
に
よ

る
炭
素
貯
蔵
庫
と
し
て
世
界
の
中
で
重
要
な
役
割
を
果

た
し
て
い
る
。

パ
リ
協
定
以
降
も
世
界
共
通
の
ア
プ
ロ
ー
チ
と
な
る

京
都
議
定
書
の
第
二
約
束
期
間
の
生
産
法
（
前
述
）
に

つ
い
て
も
見
て
お
こ
う
。
２
０
１
６
年
の
世
界
全
体
の

炭
素
貯
蔵
量
（
図
３
）
は
約
50
億
ｔ

－

Ｃ
、
２
０
１
５

～
２
０
１
６
年
の
炭
素
貯
蔵
量
の
年
変
化
は
約
０
・

８
億
ｔ

－

Ｃ
／
年
と
な
り
、
蓄
積
変
化
法
の
７
割
に
と

ど
ま
っ
た
。
生
産
法
は
自
国
の
森
林
か
ら
生
産
さ
れ
た

Ｈ
Ｗ
Ｐ
を
対
象
と
す
る
の
に
対
し
て
、
蓄
積
変
化
法
は

自
国
で
利
用
さ
れ
た
Ｈ
Ｗ
Ｐ
を
対
象
と
す
る
た
め
、
二

つ
の
ア
プ
ロ
ー
チ
の
炭
素
貯
蔵
量
が
国
レ
ベ
ル
で
異
な

る
こ
と
は
不
思
議
で
は
な
い
が
、
世
界
全
体
で
は
一
致

す
る
は
ず
で
あ
る
。
し
か
し
実
際
に
は
、
前
述
し
た
通

り
、こ
の
二
つ
の
ア
プ
ロ
ー
チ
は
対
象
と
な
る
Ｈ
Ｗ
Ｐ
、

輸
出
丸
太
の
取
り
扱
い
、
炭
素
換
算
係
数
な
ど
が
異
な

り
、
世
界
合
計
は
一
致
し
な
い
。
京
都
議
定
書
の
第
二

約
束
期
間
の
生
産
法
は
、
蓄
積
変
化
法
よ
り
も
炭
素
貯

蔵
量
が
小
さ
く
評
価
さ
れ
、
パ
リ
協
定
以
降
も
こ
の
生

産
法
を
用
い
る
と
、
Ｈ
Ｗ
Ｐ
の
炭
素
貯
蔵
量
は
世
界
全

体
で
保
守
的
に
見
積
も
ら
れ
る
だ
ろ
う
。

国
ご
と
に
も
見
て
み
よ
う
。
図
５
は
京
都
議
定
書
の

第
二
約
束
期
間
の
生
産
法
に
よ
る
２
０
１
６
年
の
Ｈ
Ｗ

Ｐ
の
炭
素
貯
蔵
量
の
各
国
分
布
を
示
し
て
い
る
。
全
体

の
87
％
の
国
々
で
蓄
積
変
化
法
よ
り
も
生
産
法
の
炭
素

貯
蔵
量
の
方
が
小
さ
か
っ
た
。
２
０
１
６
年
の
炭
素
貯

蔵
量
は
大
き
い
順
に
、
ア
メ
リ
カ
で
約
10
・
４
億
ｔ

－

Ｃ
、
ロ
シ
ア
で
約
６
・
８
億
ｔ

－

Ｃ
、
中
国
で
約
５
・

１
億
ｔ

－

Ｃ
、
カ
ナ
ダ
で
約
４
・
１
億
ｔ

－

Ｃ
、
ド
イ

ツ
で
約
２
・
１
億
ｔ

－

Ｃ
と
な
っ
た
。
日
本
は
世
界
第

６
位
の
約
１
・
９
億
ｔ

－

Ｃ
で
あ
り
、
生
産
法
で
も
炭

素
貯
蔵
量
の
大
き
い
国
の
ひ
と
つ
で
あ
る
。

木
材
利
用
に
よ
る
有
効
な
温
暖
化
対
策
に
向
け
て

本
稿
で
は
、
木
材
利
用
に
よ
る
炭
素
貯
蔵
効
果
を
主

に
取
り
上
げ
た
が
、
こ
れ
を
温
暖
化
対
策
と
し
て
有
効

な
も
の
に
し
て
い
く
た
め
に
は
、
木
材
の
供
給
源
で
あ

る
森
林
の
持
続
的
管
理
と
の
連
携
が
不
可
欠
で
あ
る
。

木
材
利
用
を
促
進
し
人
間
社
会
に
お
け
る
炭
素
貯
蔵
量

を
増
や
し
て
も
、
そ
れ
が
森
林
減
少
を
引
き
起
こ
し
森

林
自
体
の
炭
素
貯
蔵
量
を
減
ら
し
て
し
ま
っ
て
は
逆
効

果
で
あ
る
。
持
続
的
管
理
が
行
わ
れ
て
い
る
森
林
か
ら

木
材
を
生
産
し
、
そ
の
後
は
再
植
林
を
行
い
、
森
林
に

よ
る
炭
素
貯
蔵
量
を
維
持
あ
る
い
は
増
加
さ
せ
て
い
く

こ
と
が
必
須
で
あ
る
。
ま
た
、
木
材
は
材
料
代
替
や
燃

料
代
替
に
よ
っ
て
化
石
燃
料
の
消
費
を
減
ら
す
こ
と
が

で
き
る
た
め
、
炭
素
貯
蔵
の
機
能
以
上
に
温
室
効
果
ガ

ス
排
出
削
減
の
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
が
期
待
で
き
る
。生
産
・

加
工
時
の
化
石
燃
料
消
費
量
が
大
き
い
他
材
料
を
転
換

し
な
が
ら
木
材
利
用
を
推
進
し
、
木
材
の
生
産
・
加
工
・

使
用
後
に
発
生
す
る
林
地
残
材
、
加
工
残
材
、
使
用
済

み
廃
木
材
な
ど
を
有
効
に
再
利
用
す
る
な
ど
、
化
石
燃

料
依
存
か
ら
脱
却
す
る
方
策
を
総
合
的
に
進
め
て
い
く

こ
と
が
大
切
で
あ
る
。
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

炭素貯蔵量
（百万 t-C）

アメリカ 中国 ロシア 日本 ドイツ ブラジル カナダ フランス イギリス スウェーデン
1405.63 1083.82 919.91 396.00 320.51 220.95 196.96 150.68 149.81 138.79

炭素貯蔵量の年変化
（百万 t-C ／年）

中国 アメリカ トルコ ブラジル カナダ ポーランド ドイツ インド スウェーデン ベトナム
72.22 7.16 3.31 2.74 2.58 2.10 2.07 1.73 1.60 1.58

国土面積当たり炭素貯蔵量
（t-C ／ ha）

シンガポール バルバドス ベルギー ルクセンブルグ マルタ オランダ 日本 バーレーン ドイツ 韓国
103.83 12.23 11.95 11.76 11.01 10.79 10.48 10.23 8.96 7.76

人口当たり炭素貯蔵量
（t-C ／人）

スウェーデン ラトビア ベラルーシ エストニア フィンランド スロベニア ロシア オーストリア デンマーク ノルウェー
14.11 10.77 8.68 8.57 8.11 7.03 6.39 5.87 5.80 5.47

表１　蓄積変化法による 2016 年の HWP の炭素貯蔵量の上位 10 カ国

出典：（文献５）に基づき著者作成
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地
球
温
暖
化
の
抑
制
と
木
材
利
用

Ｉ
Ｐ
Ｃ
Ｃ
（
気
候
変
動
に
関
す
る
政
府
間
パ
ネ
ル
）

が
設
立
さ
れ
た
の
は
１
９
８
８
年
で
あ
る
か
ら
、
国
際

的
に
地
球
温
暖
化
問
題
が
取
り
上
げ
ら
れ
る
よ
う
に

な
っ
て
30
年
以
上
が
経
過
し
て
い
る
こ
と
に
な
る
。
地

球
温
暖
化
の
抑
制
に
対
し
て
木
材
利
用
が
果
た
す
役
割

は
以
下
の
三
つ
、
①
伐
採
木
材
製
品
の
長
期
利
用
に
よ

る
二
酸
化
炭
素
の
固
定
、
そ
し
て
、
②
化
石
燃
料
と
の

代
替
お
よ
び
③
エ
ネ
ル
ギ
ー
集
約
的
資
材
と
の
代
替
に

よ
る
二
酸
化
炭
素
排
出
量
の
削
減
で
あ
る
。
①
は
、
建

築
物
や
家
具
等
の
使
用
期
間
が
長
い
最
終
製
品
に
木
材

を
利
用
す
る
こ
と
で
炭
素
を
長
期
間
固
定
す
る
も
の
で

あ
る
。
②
は
、
木
材
燃
焼
に
よ
る
炭
素
は
大
気
中
の
炭

素
の
増
減
に
影
響
を
与
え
な
い
と
い
う
概
念
（
カ
ー
ボ

ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
概
念
）
を
利
用
し
て
化
石
燃
料
と

の
代
替
を
図
り
、
二
酸
化
炭
素
排
出
量
を
削
減
す
る
も

の
で
あ
る
。
③
は
、
鉄
や
コ
ン
ク
リ
ー
ト
等
の
資
材
と

比
較
し
て
製
造
・
加
工
に
要
す
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
が
少

な
い
木
材
製
品
と
そ
れ
ら
と
を
代
替
利
用
す
る
こ
と
に

よ
っ
て
二
酸
化
炭
素
排
出
量
を
削
減
す
る
も
の
で
あ

る
。
木
材
は
、
比
強
度
（
単
位
重
量
当
た
り
の
強
度
）

が
大
き
い
こ
と
、
質
感
・
色
調
等
が
多
様
で
機
能
性
・

デ
ザ
イ
ン
性
に
優
れ
る
こ
と
、
現
場
加
工
が
容
易
で
あ

る
こ
と
等
か
ら
建
築
材
料
に
適
し
て
お
り
、
製
材
、
集

成
材
、
合
板
、
繊
維
板
等
様
々
な
種
類
の
木
質
材
料
が

建
築
物
の
構
造
材
、
内
外
装
材
と
し
て
用
い
ら
れ
て
い

る
。生

物
資
源
で
あ
る
木
材
が
地
球
温
暖
化
防
止
に
寄
与

す
る
た
め
に
は
、
森
林
が
劣
化
す
る
こ
と
な
く
持
続
的

に
循
環
利
用
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
大
前
提
で
あ
る
。
そ

れ
が
実
現
で
き
な
い
場
合
、
木
材
の
持
つ
カ
ー
ボ
ン

ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
概
念
は
崩
れ
、
枯
渇
性
資
源
で
あ
る

化
石
燃
料
と
同
じ
よ
う
に
木
材
の
燃
焼
時
の
二
酸
化
炭

素
排
出
を
カ
ウ
ン
ト
し
な
く
て
は
な
ら
な
い
だ
ろ
う
。

Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
（
持
続
可
能
な
開
発
目
標
）
に
掲
げ
ら
れ
て

い
る
17
の
目
標
を
見
た
時
、
森
林
づ
く
り
や
木
材
利
用

が
大
部
分
の
目
標
に
関
与
し
て
い
る
こ
と
に
気
付
か
さ

れ
る
。
森
林
と
木
材
の
利
用
は
、
地
球
環
境
だ
け
で
な

く
経
済
お
よ
び
社
会
に
果
た
す
役
割
も
大
き
い
と
い
う

こ
と
を
認
識
し
な
が
ら
、
持
続
的
な
利
用
に
向
け
た

様
々
な
取
り
組
み
を
進
め
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

本
稿
で
は
、
前
述
③
の
「
木
材
製
品
の
エ
ネ
ル
ギ
ー

集
約
的
資
材
と
の
代
替
に
よ
る
二
酸
化
炭
素
排
出
量
の

削
減
」
に
関
し
て
、
建
築
材
料
に
焦
点
を
当
て
て
評
価

方
法
や
排
出
量
等
を
具
体
的
に
示
し
な
が
ら
木
材
利
用

の
意
義
と
課
題
に
つ
い
て
述
べ
て
み
た
い
。

製
品
等
の
環
境
負
荷
や
環
境
影
響
を
評
価
す
る

「
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
ア
セ
ス
メ
ン
ト
」

製
品
等
の
環
境
負
荷
を
評
価
す
る
手
法
の
一
つ
に
ラ

イ
フ
サ
イ
ク
ル
ア
セ
ス
メ
ン
ト
（
以
下
、
Ｌ
Ｃ
Ａ
）
が

あ
る
。
Ｌ
Ｃ
Ａ
は
、
原
料
調
達
か
ら
製
造
、
使
用
、
廃

棄
に
至
る
製
品
等
の
一
生
（
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
）
に
お

い
て
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
資
源
の
投
入
量
と
環
境
負
荷
物

質
の
排
出
量
を
求
め
、
地
球
温
暖
化
等
の
環
境
に
対
す

る
様
々
な
影
響
（
環
境
影
響
）
を
分
析
す
る
手
法
で
あ

る
（
図
１
）。
投
入
量
と
排
出
量
の
算
定
プ
ロ
セ
ス
は

イ
ン
ベ
ン
ト
リ
分
析
と
呼
ば
れ
、
そ
こ
で
用
い
る
環
境

負
荷
の
原
単
位
に
は
、
通
常
、
国
内
外
の
デ
ー
タ
ベ
ー

ス
が
利
用
さ
れ
る
。
こ
の
原
単
位
に
は
、
各
工
程
の
積

み
上
げ
に
よ
り
環
境
負
荷
を
算
定
す
る
「
積
み
上
げ

法
」
と
産
業
連
関
表
と
い
う
統
計
表
を
利
用
す
る
「
産

業
連
関
法
」
の
２
種
類
が
あ
り
、
そ
れ
ぞ
れ
に
長
所
と

短
所
が
あ
る
。
日
本
建
築
学
会
は
、
建
築
物
に
対
す
る

Ｌ
Ｃ
Ａ
の
必
要
性
を
認
識
し
、
20
年
以
上
も
前
か
ら
産

業
連
関
法
に
よ
る
原
単
位
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
整
備
な
ら

び
に
そ
れ
を
利
用
し
た
評
価
手
法
の
実
用
化
を
進
め
て

き
た
。
産
業
連
関
法
に
は
、
国
内
の
製
品
部
門
が
網
羅

さ
れ
て
い
る
こ
と
、
各
製
品
部
門
の
評
価
範
囲
が
統
一

さ
れ
て
い
る
こ
と
、
各
製
品
部
門
の
環
境
負
荷
の
平
均

建
築
材
料
か
ら
見
た
木
材
の
省
エ
ネ
ル
ギ
ー

その10

北
海
道
立
総
合
研
究
機
構 

森
林
研
究
本
部 

林
産
試
験
場 

主
査
　
古
俣 

寛
隆

森林と
自然エネルギー
を再考する

森林と
自然エネルギー
を再考する
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値
が
得
ら
れ
る
こ
と
等
の
長
所
が
あ
る
。
最
新
版
は
、

２
０
０
５
年
の
産
業
連
関
表
を
用
い
た
原
単
位
デ
ー

タ
ベ
ー
ス
（
以
下
、
Ａ
Ｉ
Ｊ
Ｄ
Ａ
Ｔ
Ａ
）（
参
考
文
献

１
）
で
あ
る
。
そ
れ
に
よ
る
と
、
建
築
材
料
の
１
㌔
㌘

当
た
り
の
二
酸
化
炭
素
排
出
量
は
、
木
質
材
料
に
つ
い

て
は
、
製
材
が
０
・
４
０
７
㌔
㌘
、
合
板
が
１
・
０
６
６

㌔
㌘
、
木
製
建
具
が
２
・
９
２
１
㌔
㌘
、
木
製
家
具
・

装
備
品
が
５
・
０
９
６
㌔
㌘
等
と
な
っ
て
い
る
。
一
方
、

木
質
以
外
の
材
料
に
つ
い
て
は
、
生
コ
ン
ク
リ
ー
ト
が

０
・
３
０
０
㌔
㌘
、
板
ガ
ラ
ス
が
０
・
９
３
２
㌔
㌘
、
普

通
鋼
形
鋼
が
１
・
３
７
２
㌔
㌘
、
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
発
泡

製
品
が
３
・
２
４
６
㌔
㌘
、
ア
ル
ミ
圧
延
製
品
が
９
・

３
６
６
㌔
㌘
等
と
な
っ
て
い
る
。
し
か
し
、
こ
の
結
果

の
み
で
各
製
品
の
二
酸
化
炭
素
排
出
量
の
優
劣
を
判
断

す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。

機
能
単
位
を
揃
え
て
製
品
を
比
較
す
る

Ｌ
Ｃ
Ａ
に
よ
っ
て
製
品
の
環
境
負
荷
を
比
較
す
る
場

合
に
は
、
比
較
対
象
シ
ス
テ
ム
の
同
等
性
が
評
価
さ
れ

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
れ
を
、
分
か
り
や
す
く
説
明

す
る
と
次
の
通
り
で
あ
る
。
評
価
を
行
う
製
品
の
主
要

な
機
能
を
定
量
化
し
た
も
の
を
Ｌ
Ｃ
Ａ
の
専
門
用
語
で

「
機
能
単
位
」
と
い
う
。
例
え
ば
、
自
動
車
の
機
能
単

位
は
、あ
る
走
行
条
件
で
10
万
㌔
㍍
走
行
で
き
る
機
能
、

洗
濯
機
の
機
能
単
位
は
、
洗
濯
容
量
６
㌔
㌘
、
１
日
１

回
の
洗
濯
で
10
年
間
使
用
で
き
る
機
能
、
等
と
表
現
す

る
こ
と
が
で
き
る
。
つ
ま
り
、
こ
の
機
能
単
位
を
揃そ

ろ

え

な
い
と
製
品
同
士
の
環
境
負
荷
を
比
較
す
る
こ
と
は
で

き
な
い
の
で
あ
る
。

建
築
材
料
で
は
ど
う
な
る
だ
ろ
う
か
？　

例
え
ば
、

鋼
製
梁
と
木
製
梁
の
機
能
単
位
を
揃
え
る
に
は
、
以
下

の
よ
う
な
手
順
が
考
え
ら
れ
る
。
ま
ず
、
建
築
物
の
設

計
情
報
か
ら
、
ス
パ
ン
、
材
質
・
樹
種
等
の
基
本
条
件

を
決
定
す
る
。
次
に
、
使
用
部
位
に
お
け
る
許
容
た
わ

み
量
、
荷
重
条
件
か
ら
梁
の
断
面
サ
イ
ズ
・
形
状
を
計

算
す
る
。
最
後
に
、
耐
用
年
数
の
違
い
を
考
慮
し
て
使

用
期
間
に
お
け
る
梁
の
交
換
回
数
を
設
定
す
る
（
た
だ

し
、
通
常
の
屋
内
利
用
で
あ
れ
ば
、
劣
化
に
よ
る
交
換

の
可
能
性
は
非
常
に
低
い
た
め
、
各
梁
１
本
を
比
較
す

る
こ
と
に
な
る
だ
ろ
う
）。
以
上
で
、機
能
単
位
の
揃
っ

た
重
量
が
決
定
さ
れ
、
そ
れ
ら
に
原
単
位
を
乗
じ
る
こ

と
で
両
者
の
比
較
が
可
能
に
な
る
。
前
述
の
通
り
、
木

材
は
比
強
度
が
大
き
い
こ
と
が
特
徴
で
あ
る
。
構
造
用

途
の
建
築
材
料
を
想
定
し
た
時
、
機
能
単
位
を
揃
え
れ

ば
、
鉄
や
コ
ン
ク
リ
ー
ト
よ
り
も
木
材
の
方
が
軽
量
に

な
る
た
め
、
木
質
材
料
の
二
酸
化
炭
素
排
出
量
が
他
材

料
の
そ
れ
よ
り
少
な
い
の
は
一
般
的
で
あ
る
と
考
え
ら

れ
る
。

し
か
し
、
普
通
は
各
梁
１
本
を
比
較
す
る
こ
と
な
ど

し
な
い
。
建
築
物
に
は
様
々
な
構
造
形
式
が
あ
り
、
用

い
る
部
材
の
種
類
、
寸
法
や
そ
れ
ら
を
組
み
合
わ
せ
た

構
造
（
例
え
ば
、
ト
ラ
ス
な
ど
の
組
立
梁
）
が
千
差
万

別
で
あ
る
。
梁
１
本
の
比
較
だ
け
で
は
、
建
築
物
全
体

の
環
境
負
荷
の
ご
く
一
部
分
を
切
り
取
っ
た
に
過
ぎ
な

い
。
従
っ
て
、
最
終
的
に
は
、
建
築
物
と
し
て
木
造
と

他
構
造
の
環
境
負
荷
量
の
検
証
が
必
要
に
な
る
。

構
造
の
異
な
る
建
築
物
の
比
較

２
０
１
８
年
に
ポ
ー
ラ
ン
ド
で
開
催
さ
れ
た
国
連
気

候
変
動
枠
組
条
約
第
24
回
締
約
国
会
議
（
Ｃ
Ｏ
Ｐ
24
）

に
お
い
て
、
国
連
欧
州
経
済
委
員
会
と
ポ
ー
ラ
ン
ド
政

府
国
家
森
林
局
は
、
お
と
ぎ
話
「
三
匹
の
子
豚
」
を
モ

チ
ー
フ
と
し
た
建
築
物
と
気
候
変
動
に
関
す
る
ア
ニ

メ
ー
シ
ョ
ン
を
作
成
し
、
上
映
し
た 

（
図
２
）。
概
要

は
次
の
通
り
で
あ
る
。
鉄
骨
造
、
コ
ン
ク
リ
ー
ト
造
お

よ
び
木
造
住
宅
に
そ
れ
ぞ
れ
暮
ら
す
子
豚
が
い
た
。
そ

こ
に
狼
役
の
気
候
変
動
モ
ン
ス
タ
ー
が
現
れ
る
。
鉄
骨

造
お
よ
び
コ
ン
ク
リ
ー
ト
造
住
宅
は
、
木
造
住
宅
と
比

較
し
て
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
が
そ
れ
ぞ
れ
３
割
、
４

割
高
い
。
さ
ら
に
木
造
住
宅
は
炭
素
を
長
期
間
ス
ト
ッ

図１

注）原料調達から廃棄までの範囲の一部を評価する場合もある
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ク
す
る
こ
と
も
で
き
る
。
気
候
変
動
モ
ン
ス
タ
ー
は
木

造
住
宅
（
に
暮
ら
す
子
豚
）
に
勝
て
ず
に
消
滅
す
る
。

実
際
の
映
像
は
、
Ｙ
ｏ
ｕ
Ｔ
ｕ
ｂ
ｅ
（
参
考
文
献
２
）

で
閲
覧
す
る
こ
と
が
で
き
る
の
で
ご
参
照
い
た
だ
き
た

い
。
算
定
の
前
提
条
件
を
知
る
こ
と
は
で
き
な
い
も
の

の
、
地
球
温
暖
化
防
止
に
関
す
る
最
も
重

要
な
会
議
に
お
い
て
、
世
界
に
向
け
て
そ

の
よ
う
な
メ
ッ
セ
ー
ジ
が
発
信
さ
れ
た
こ

と
は
大
変
意
義
深
い
。

こ
こ
で
、
構
造
の
異
な
る
建
築
物
同
士

の
比
較
に
つ
い
て
、
産
業
連
関
法
と
積
み

上
げ
法
を
利
用
し
た
日
本
の
事
例
を
そ
れ

ぞ
れ
紹
介
す
る
。

ま
ず
、
産
業
連
関
法
の
事
例
を
紹
介
す

る
。
前
提
条
件
と
し
て
、
建
築
物
は
基
本

的
に
は
一
品
生
産
で
あ
り
、
設
計
段
階
か

ら
建
築
物
の
機
能
単
位
を
厳
密
に
揃
え

て
構
造
別
の
比
較
を
行
う
こ
と
が
難
し

い
。
も
し
実
施
す
る
場
合
に
は
、
試
設
計

に
よ
る
材
料
・
設
備
等
の
投
入
量
の
把
握

が
必
要
と
な
り
、
多
く
の
労
力
と
設
計
費

が
必
要
と
な
る
。
そ
の
点
、
産
業
連
関
法

に
よ
る
Ｌ
Ｃ
Ａ
は
環
境
負
荷
を
マ
ク
ロ
に

捉
え
る
こ
と
に
適
し
て
い
る
。
前
述
の
Ａ

Ｉ
Ｊ
Ｄ
Ａ
Ｔ
Ａ
に
お
い
て
、
用
途
「
在
来

住
宅
」
の
延
べ
床
面
積
１
平
方
㍍
当
た
り

の
原
材
料
調
達
か
ら
建
築
ま
で
の
二
酸
化

炭
素
排
出
量
を
構
造
別
に
見
る
と
、
木
造

が
５
４
４
・
５
㌔
㌘
で
あ
る
の
に
対
し
て
、

鉄
骨
造
は
７
９
２
・
１
㌔
㌘
、
鉄
筋
コ
ン

ク
リ
ー
ト
造
は
７
７
６
・
３
㌔
㌘
と
な
っ

て
い
る
。
鉄
骨
造
お
よ
び
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
造
在
来

住
宅
は
、
木
造
在
来
住
宅
と
比
較
し
て
約
４
割
排
出
量

が
高
く
、
前
述
の
「
三
匹
の
子
豚
」
の
結
果
と
類
似
し

た
。
な
お
、「
在
来
住
宅
」
以
外
の
全
て
の
用
途
に
お

い
て
も
、
木
造
建
築
物
の
排
出
量
は
他
構
造
の
も
の
よ

り
低
い
。
こ
れ
ら
の
結
果
に
は
物
件
の
平
均
規
模
が
反

映
さ
れ
て
い
る
た
め
、
構
造
の
違
い
に
よ
っ
て
建
築
物

の
平
均
階
数
や
延
べ
床
面
積
が
異
な
る
こ
と
（
鉄
骨
造

お
よ
び
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
造
建
築
物
は
木
造
建
築
物

よ
り
も
平
均
規
模
が
大
き
い
）
に
留
意
す
る
必
要
は
あ

る
も
の
の
、
延
べ
床
面
積
当
た
り
の
排
出
量
を
構
造
別

に
見
れ
ば
木
造
が
最
も
低
い
と
い
う
結
果
に
な
る
の
で

あ
る
。

次
に
、
積
み
上
げ
法
に
よ
る
比
較
事
例
に
つ
い
て
紹

介
す
る
。
積
み
上
げ
法
に
よ
る
詳
細
な
報
告
事
例
は
多

く
な
い
が
、
最
近
発
表
さ
れ
た
原
著
論
文
（
参
考
文
献

３
）
に
お
い
て
以
下
の
結
果
が
示
さ
れ
て
い
る
。
２
階

建
て
、
約
４
０
０
平
方
㍍
の
学
校
建
築
物
を
対
象
に
、

木
造
（
Ｃ
Ｌ
Ｔ
工
法
）（
注
）、
鉄
骨
造
お
よ
び
鉄
筋
コ

ン
ク
リ
ー
ト
造
の
原
材
料
調
達
か
ら
建
築
ま
で
の
温
室

効
果
ガ
ス
排
出
量
を
算
定
し
た
と
こ
ろ
、
Ｃ
Ｌ
Ｔ
工
法

は
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
造
、
鉄
骨
造
と
比
較
し
て
そ
れ

ぞ
れ
３
割
、
２
割
の
排
出
量
削
減
効
果
が
認
め
ら
れ
た

と
い
う
も
の
で
あ
る
。

私
の
知
る
限
り
、
木
造
建
築
物
の
二
酸
化
炭
素
排
出

量
は
他
構
造
の
も
の
よ
り
も
低
い
と
い
う
の
が
評
価
の

大
勢
で
あ
る
。
し
か
し
、
４
階
建
て
の
耐
火
建
築
物
を

対
象
と
し
た
Ｃ
Ｌ
Ｔ
工
法
と
他
構
造
の
環
境
影
響 (

地

球
温
暖
化
も
含
ま
れ
る) 

の
評
価
事
例（
参
考
文
献
４
）

は
、
Ｃ
Ｌ
Ｔ
工
法
は
耐
火
被
覆
の
石
膏
ボ
ー
ド
や
Ｃ
Ｌ

Ｔ
パ
ネ
ル
の
使
用
量
の
増
加
に
よ
り
、
他
構
造
よ
り
も

環
境
影
響
が
大
き
く
な
る
と
示
唆
し
て
い
る
。
た
だ

し
、
純
粋
な
Ｃ
Ｌ
Ｔ
工
法
で
は
な
く
、
鉄
骨
と
の
ハ
イ

ブ
リ
ッ
ド
工
法
と
す
る
こ
と
で
環
境
影
響
が
他
工
法
以

下
と
な
る
代
替
案
も
示
さ
れ
て
い
る
。
耐
火
構
造
が
必

要
と
な
る
中
層
以
上
の
木
造
建
築
物
は
、
今
後
需
要
の

図２
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拡
大
が
見
込
ま
れ
る
こ
と
か
ら
、
そ
の
環
境
負
荷
量
に

つ
い
て
Ｌ
Ｃ
Ａ
事
例
の
蓄
積
が
必
要
で
あ
る
と
思
わ
れ

る
。
余
談
で
は
あ
る
が
、
建
築
物
の
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル

全
体
で
見
れ
ば
、
二
酸
化
炭
素
排
出
量
の
大
半
は
使
用

段
階
（
住
宅
で
あ
れ
ば
居
住
時
）
に
起
因
す
る
た
め
、

地
球
温
暖
化
防
止
に
と
っ
て
建
築
物
の
断
熱
・
気
密
性

能
や
設
備
の
省
エ
ネ
性
能
は
重
要
で
あ
る
。

取
り
扱
い
に
注
意
が
必
要
な

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
と
い
う
概
念

Ｌ
Ｃ
Ａ
で
は
、
通
常
、
木
材
の
燃
焼
に
よ
る
二
酸
化

炭
素
排
出
は
カ
ウ
ン
ト
し
な
い
。
例
え
ば
、
製
材
乾
燥

で
消
費
さ
れ
る
工
場
端
材
や
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
所
で
消

費
す
る
チ
ッ
プ
か
ら
の
二
酸
化
炭
素
排
出
は
計
算
に
含

め
な
い
。
そ
れ
は
、
木
材
燃
焼
に
よ
る
炭
素
は
、
樹
木

が
成
長
時
に
大
気
か
ら
吸
収
し
た
も
の
で
あ
り
、
大
気

中
の
二
酸
化
炭
素
の
総
量
を
増
加
さ
せ
な
い
と
い
う

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
概
念
に
基
づ
い
て
い
る
か

ら
で
あ
る
。
し
か
し
、
欧
米
で
は
、
Ｃ
ａ
ｒ
ｂ
ｏ
ｎ　

ｄ
ｅ
ｂ
ｔ
（
炭
素
負
債
）、
Ｃ
ａ
ｒ
ｂ
ｏ
ｎ　
ｐ
ａ
ｙ

ｂ
ａ
ｃ
ｋ 

ｔ
ｉ
ｍ
ｅ
（
炭
素
回
収
期
間
）、
Ｃ
ａ
ｒ
ｂ

ｏ
ｎ　
ｐ
ａ
ｒ
ｉ
ｔ
ｙ　

ｔ
ｉ
ｍ
ｅ（
炭
素
等
価
期
間
）

な
ど
の
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
に
関
す
る
10
年
来
の

議
論
が
あ
る
。
そ
れ
は
お
お
む
ね
以
下
の
よ
う
な
も
の

で
あ
る
。木
材
燃
焼
に
よ
る
炭
素
を
森
林
が
再
吸
収
し
、

固
定
す
る
ま
で
に
実
際
に
は
期
間
を
要
す
る
。
そ
の
た

め
、
一
時
的
に
「
炭
素
負
債
」
が
生
じ
る
。
ま
た
、
樹

木
が
生
育
す
る
気
候
や
樹
種
に
よ
っ
て
「
炭
素
回
収
期

間
」
は
大
き
く
異
な
る
。
さ
ら
に
、
発
電
等
の
エ
ネ
ル

ギ
ー
変
換
シ
ス
テ
ム
を
考
え
た
時
、
発
熱
量
当
た
り
の

排
出
量
は
、
化
石
燃
料
シ
ス
テ
ム
よ
り
も
木
材
シ
ス
テ

ム
の
方
が
大
き
い
（
図
３
）
た
め
、
化
石
燃
料
と
等
価

の
排
出
量
と
な
る
ま
で
の
期
間
（「
炭
素
等
価
期
間
」）

も
考
慮
す
る
必
要
が
あ
る
。

当
然
の
こ
と
な
が
ら
、
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の

概
念
は
、
木
材
を
産
出
し
た
森
林
が
伐
採
前
の
元
の
状

態
に
な
る
こ
と
、
す
な
わ
ち
、
植
林
さ
れ
、
適
切
に
管

理
さ
れ
て
元
の
資
源
量
ま
で
再
成
長
す
る
こ
と
が
前
提

で
あ
る
。
元
の
森
林
よ
り
生
産
力
の
低
い
土
地
に
植
林

し
た
場
合
、
植
林
し
て
も
適
切
な
施
業
が
行
わ
れ
な
い

場
合
、
植
林
し
な
い
場
合
お
よ
び
森
林
以
外
の
土
地
に

転
用
さ
れ
た
場
合
は
、
炭
素
回
収
期

間
が
長
く
な
る
、
な
い
し
は
炭
素
を

回
収
す
る
こ
と
が
不
可
能
と
な
る
。

我
が
国
の
森
林
・
木
材
の
研
究
者

の
間
で
は
、
伐
採
後
の
森
林
は
元
の

状
態
に
戻
る
と
い
う
性
善
説
に
基

づ
き
、
こ
れ
ま
で
木
材
の
カ
ー
ボ
ン

ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
に
関
す
る
議
論
が
十

分
に
な
さ
れ
て
こ
な
か
っ
た
よ
う
に

思
わ
れ
る
（
自
戒
の
念
も
込
め
て
）。

木
材
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
お
よ
び
マ
テ
リ

ア
ル
需
要
の
拡
大
に
よ
っ
て
国
内
で

は
過
剰
伐
採
が
進
み
、
森
林
の
持
続

可
能
性
が
危
惧
さ
れ
て
い
る
地
域
も

あ
る
。
今
ま
さ
に
、
伐
採
後
の
再
造

林
や
持
続
的
な
伐
採
可
能
量
な
ど
に

関
す
る
議
論
を
深
め
、
木
材
の
カ
ー

ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
担
保
に
向
け

た
理
論
武
装
を
行
う
必
要
が
あ
る
の

で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。

（
注
）
Ｃ
Ｌ
Ｔ
と
は
Ｃｒｏｓｓ 

Ｌａｍ
ｉｎａ
ｔｅ
ｄ 

Ｔ
ｉｍ
ｂｅｒ
の
略
称
で
、
細
長

い
板
を
並
べ
た
層
を
繊
維
の
方
向
が
直
交
す
る
よ
う
に
重
ね
て
接
着
し
た
大
型

の
木
質
パ
ネ
ル
。
こ
れ
を
床
、
壁
、
屋
根
な
ど
に
使
用
し
て
建
築
物
を
建
て
る

工
法
を
Ｃ
Ｌ
Ｔ
工
法
と
い
う
。
Ｃ
Ｌ
Ｔ
工
法
に
よ
る
建
築
物
は
コ
ン
ク
リ
ー
ト

造
建
築
物
と
比
較
し
て
軽
量
、
工
期
が
短
縮
さ
れ
、
現
場
の
省
力
化
も
図
れ
る

と
さ
れ
る
。
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バ
イ
オ
マ
ス
利
用
の
現
状

木
質
や
有
機
系
廃
棄
物
、
農
産
物
な
ど
の
バ
イ
オ
マ

ス
（
生
物
資
源
）
は
、
古
く
か
ら
人
類
に
と
っ
て
身
近

な
エ
ネ
ル
ギ
ー
で
あ
り
、
現
在
も
世
界
で
最
も
多
く
使

わ
れ
て
い
る
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
で
あ
る
。

し
か
し
、
持
続
可
能
性
に
配
慮
し
な
い
バ
イ
オ
マ
ス

利
用
は
、
む
し
ろ
気
候
変
動
を
悪
化
さ
せ
、
生
物
多
様

性
を
損
ね
、食
料
と
の
競
合
や
深
刻
な
労
働
問
題
な
ど
、

重
大
な
問
題
を
引
き
起
こ
す
。
特
に
、
温
暖
化
対
策
等

の
た
め
、
人
為
的
な
促
進
策
が
採
ら
れ
る
場
合
は
、
十

分
な
検
討
が
必
要
で
あ
る
。

日
本
で
も
、
２
０
１
２
年
に
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

の
固
定
価
格
買
取
制
度
（
Ｆ
Ｉ
Ｔ
）
が
開
始
し
て
以

来
、
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
の
認
定
量
・
稼
働
量
は
急
増
し

た
。
Ｆ
Ｉ
Ｔ
制
度
に
お
い
て
、
現
状
で
は
間
伐
材
等
を

燃
料
と
す
る
未
利
用
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
（
電
力
買

取
価
格
は
２
０
０
０
㌔
㍗
未
満
が
40
円
／
㌔
㍗
時
、
そ

れ
以
上
が
32
円
／
㌔
㍗
時
）、
製
材
端
材
や
Ｐ
Ｋ
Ｓ
、

輸
入
ペ
レ
ッ
ト
な
ど
の
一
般
木
材
（
１
万
㌔
㍗
以
下
24

円
／
㌔
㍗
時
、
そ
れ
以
上
は
入
札
）、
建
設
廃
材
の
リ

サ
イ
ク
ル
木
材
（
13
円
／
㌔
㍗
時
）、
廃
棄
物
（
17
円

／
㌔
㍗
時
）、
下
水
汚
泥
・
家
畜
糞
尿
・
食
品
廃
棄
物

な
ど
の
メ
タ
ン
発
酵
（
39
円
／
㌔
㍗
時
）
に
区
分
さ

れ
、
20
年
間
固
定
価
格
で
買
い
取
ら
れ
る
。
同
制
度

に
よ
り
２
０
１
９
年
12
月
時
点
で
、
計
４
１
１
カ
所
、

２
２
１
万
㌔
㍗
の
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
所
が
稼
働
し
、
同

じ
く
６
６
２
カ
所
８
５
４
万
㌔
㍗
が
認
定
さ
れ
た
。
稼

働
容
量
の
６
割
強
、
認
定
容
量
の
９
割
弱
が
主
に
輸
入

バ
イ
オ
マ
ス
を
燃
料
と
す
る
一
般
木
材
バ
イ
オ
マ
ス
の

区
分
と
な
っ
て
い
る
（
図
１
）。

 

Ｆ
Ｉ
Ｔ
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
の
課
題

Ｆ
Ｉ
Ｔ
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
に
お
け
る
大
き
な

課
題
の
一
つ
は
、
パ
ー
ム
油
が
発
電
燃
料
と
し

て
認
め
ら
れ
て
い
る
こ
と
だ
っ
た
。
ア
ブ
ラ
ヤ

シ
農
園
開
発
は
、
ボ
ル
ネ
オ
島
な
ど
東
南
ア
ジ

ア
に
お
け
る
熱
帯
林
減
少
の
第
一
要
因
と
言
わ

れ
て
お
り
、
泥
炭
林
開
発
に
よ
っ
て
大
量
の
温

室
効
果
ガ
ス
を
排
出
し
て
い
る
。

経
済
産
業
省
が
開
催
し
た
バ
イ
オ
マ
ス
持
続

可
能
性
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
の
資
料
で
も
、

パ
ー
ム
油
発
電
は
天
然
ガ
ス
以
上
の
温
室
効
果

ガ
ス
を
排
出
し
て
い
る
こ
と
が
示
さ
れ
て
い
る

（
図
２
）。

パ
ー
ム
油
発
電
に
つ
い
て
は
、
２
０
１
８
年
、

２
０
１
９
年
の
調
達
価
格
等
算
定
員
会
や
バ
イ

オ
マ
ス
持
続
可
能
性
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
で

の
議
論
を
踏
ま
え
、
厳
格
な
持
続
可
能
性
基
準
が
適
用

さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。

一
方
、
２
０
１
７
年
に
一
般
木
材
バ
イ
オ
マ
ス
発
電

の
買
取
価
格
引
き
下
げ
（
そ
の
後
、
入
札
制
へ
移
行
）

直
前
の
駆
け
込
み
認
定
を
受
け
た
案
件
が
、最
近
、次
々

に
建
設
・
稼
働
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。
そ
れ
を
受
け

て
、
燃
料
と
な
る
木
質
ペ
レ
ッ
ト
の
輸
入
も
２
０
１
９

年
に
１
６
１
万
㌧
と
一
年
で
１
・
５
倍
に
急
増
し
た
。

輸
入
国
の
内
訳
を
見
る
と
、
こ
れ
ま
で
は
カ
ナ
ダ
が

バ
イ
オ
マ
ス
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
可
能
性
と
課
題

その11

Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
バ
イ
オ
マ
ス
産
業
社
会
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
理
事
長　

泊 

み
ゆ
き

森林と
自然エネルギー
を再考する

森林と
自然エネルギー
を再考する

図１：再生可能エネルギー固定価格買取制度におけるバイオマス発電
の稼働・認定状況（新規）

出典：資源エネルギー庁資料より著者作成

メタン発酵 未利用木質2000kW未満 未利用木質2000kW以上

リサイクル木材 廃棄物 一般木材

一般木材 パーム油 一般木材PKS 一般木材 木質ペレット等

万㌔㍗

年

稼働容量

認定容量
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１
位
だ
っ
た
が
、
２
０
１
９
年
は
ベ
ト
ナ
ム
が
急
増
し

て
い
る
（
図
３
）。

日
本
の
Ｆ
Ｉ
Ｔ
制
度
に
お
い
て
、
輸
入
木
質
バ
イ
オ

マ
ス
は
、
林
野
庁
の
発
電
利
用
に
供
す
る
木
質
バ
イ
オ

マ
ス
の
証
明
の
た
め
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
よ
り
、
合
法

性
の
確
認
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
ベ
ト
ナ
ム
産
ペ
レ
ッ

ト
で
は
Ｆ
Ｓ
Ｃ
認
証
制
度
に
よ
る
確
認
が
多
く
行
わ
れ

て
い
る
が
、
現
在
、
ベ
ト
ナ
ム
か
ら
輸
入
さ
れ
て
い
る

ペ
レ
ッ
ト
に
は
、
Ｆ
Ｉ
Ｔ
制
度
に
適
合

し
な
い
も
の
が
含
ま
れ
て
い
る
の
で
は

な
い
か
と
い
う
疑
念
が
持
た
れ
て
い
る

（
参
考
資
料
）。

ま
た
、
今
年
以
降
、
米
国
か
ら
大
量

の
木
質
ペ
レ
ッ
ト
が
輸
入
さ
れ
る
と
予

想
さ
れ
る
が
、
日
本
が
輸
入
す
る
ペ

レ
ッ
ト
製
造
企
業
で
は
、
自
然
林
を
皆

伐
し
た
木
材
も
原
料
と
し
て
い
る
。

図
４
は
欧
州
の
20
人
の
研
究
者
に
よ

る
、
森
林
バ
イ
オ
マ
ス
の
持
続
可
能
性

に
つ
い
て
の
レ
ポ
ー
ト
に
掲
載
さ
れ
た

も
の
だ
が
、
森
林
バ
イ
オ
マ
ス
を
燃
焼

し
石
炭
や
天
然
ガ
ス
の
温
室
効
果
ガ
ス

排
出
と
均
衡
す
る
年
数
は
、
伐
採
の
場

合
、
樹
木
が
十
分
成
長
し
炭
素
ス
ト
ッ

ク
が
復
元
さ
れ
る
ま
で
に
１
０
０
年
以

上
か
か
る
。
森
林
バ
イ
オ
マ
ス
を
伐
採

し
、
ペ
レ
ッ
ト
な
ど
に
加
工
し
て
バ
イ

オ
マ
ス
発
電
を
行
っ
て
も
、
天
然
ガ
ス

発
電
以
上
の
削
減
効
果
が
得
ら
れ
る
の

が
数
百
年
後
で
は
、
喫
緊
の
課
題
と

な
っ
て
い
る
温
暖
化
対
策
と
し
て
適
切

で
は
な
い
。

こ
う
し
た
問
題
を
受
け
て
、
経
済
産
業
省
で
は

２
０
２
０
年
夏
よ
り
、
持
続
可
能
性
ワ
ー
キ
ン
グ
グ

ル
ー
プ
を
開
催
し
、
バ
イ
オ
マ
ス
燃
料
の
Ｇ
Ｈ
Ｇ
排
出

量
に
つ
い
て
、
専
門
的
・
技
術
的
検
討
を
行
う
こ
と
と

し
て
い
る
。

国
産
バ
イ
オ
マ
ス
の
利
用
状
況

図２：バイオマス燃料のライフサイクル GHG 排出量試算

出典：経済産業省バイオマス持続可能性ワーキンググループ第１回資料５

木質ペレットの原料として伐採された米国ノースカロライナ州湿地林

写真：Marlboro Productions

図３：国別ペレット輸入量の推移（単位：万トン）

出典：On-site Report　No. 358,407 より著者作成

カナダ ベトナム その他
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従
来
、
製
材
端
材
や
建
設
廃
材
、
食
品
廃
棄
物
や
下

水
汚
泥
な
ど
が
バ
イ
オ
マ
ス
と
し
て
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用

さ
れ
て
き
た
が
、
Ｆ
Ｉ
Ｔ
制
度
に
よ
り
、
こ
れ
ま
で

ほ
と
ん
ど
使
わ
れ
て
こ
な
か
っ
た
林
地
残
材
な
ど
が

６
０
０
万
立
方
㍍
も
使
わ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
（
図

５
）。こ

れ
に
よ
っ
て
、
各
地
に
雇
用
が
生
ま
れ
、
地
域
経

済
へ
の
恩
恵
も
生
じ
て
い
る
。
だ
が
、
バ
イ
オ
マ
ス
材

の
買
取
価
格
は
低
く
、
山
主
へ
は
ほ
と
ん
ど
利
益
が
還

元
さ
れ
て
い
な
い
。

こ
こ
数
年
、
世
界
的
に
急
速
に
、
木
質
バ
イ
オ
マ
ス

発
電
に
対
す
る
視
線
は
厳
し
く
な
っ
て
い
る
。太
陽
光
、

風
力
発
電
が
㌔
㍗
時
あ
た
り
そ
れ
ぞ
れ
２
円
、
６
円
以

下
ま
で
発
電
コ
ス
ト
が
下
が
っ
て
い
る
の
に
対
し
、
燃

料
を
購
入
す
る
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
で
は
、
化
石
燃

料
発
電
よ
り
も
安
価
に
発
電
す
る
こ
と
が
困
難
で
あ
る

こ
と
が
わ
か
っ
て
き
た
か
ら
で
あ
る
。
現
在
あ
る
ほ
と

ん
ど
の
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
所
は
、
20
年
間
の
Ｆ
Ｉ
Ｔ
期

間
が
終
了
す
れ
ば
利
益
を
上
げ
る
こ
と
が
難
し
く
な
る

と
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
そ
の
場
合
建
設
廃
材
な
ど
よ
り

安
価
な
燃
料
に
転
換
す
る
か
、
電
力
を
高
く
売
る
方
法

を
編
み
出
す
か
、
そ
う
で
な
け
れ
ば
設
備
が
利
用
可
能

で
も
発
電
を
停
止
す
る
と
考
え
ら
れ
る
。

熱
電
併
給
、熱
利
用
へ
の
シ
フ
ト
を

バ
イ
オ
マ
ス
発
電
の
問
題
の
一
つ
は
、

発
電
効
率
が
30
％
台
以
下
と
低
く
、
温
室

効
果
ガ
ス
削
減
効
果
も
限
ら
れ
る
こ
と
で

あ
る
。
こ
の
問
題
は
、
利
用
効
率
が
60
～

95
％
と
よ
り
高
い
、
熱
電
併
給
（
コ
ジ
ェ

ネ
レ
ー
シ
ョ
ン
）
や
熱
利
用
で
あ
れ
ば
回

避
で
き
る
。
ま
た
、
価
格
的
に
も
、
木
質

バ
イ
オ
マ
ス
は
灯
油
や
重
油
に
対
し
て
価

格
競
争
力
を
持
ち
う
る
た
め
、
今
後
、
木

質
バ
イ
オ
マ
ス
は
熱
利
用
中
心
に
使
っ
て

い
く
べ
き
で
あ
ろ
う
。

木
質
バ
イ
オ
マ
ス
の
熱
電
併
給
で
は
、

こ
こ
数
年
、
木
質
ガ
ス
化
コ
ジ
ェ
ネ
や
Ｏ

Ｒ
Ｃ
（
オ
ー
ガ
ニ
ッ
ク
ラ
ン
キ
ン
サ
イ
ク

ル
）
と
い
っ
た
機
器
が
導
入
さ
れ
始
め
て

い
る
。
木
質
ガ
ス
化
コ
ジ
ェ
ネ
で
は
、
乾

燥
チ
ッ
プ
を
使
う
ボ
ル
タ
ー
社
、
シ
ュ
パ

ナ
ー
社
あ
る
い
は
、
木
質
ペ
レ
ッ
ト
を
使
用
す
る
ブ
ル

ク
ハ
ル
ト
社
な
ど
の
機
器
が
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
で
多
数
導

入
さ
れ
て
お
り
、
日
本
で
も
稼
働
し
て
い
る
。
た
だ
、

15
％
未
満
の
含
水
率
の
木
質
チ
ッ
プ
や
Ａ
１
規
格
の
ペ

レ
ッ
ト
と
い
っ
た
高
い
品
質
の
燃
料
が
要
求
さ
れ
、
熱

利
用
と
の
マ
ッ
チ
ン
グ
も
含
め
、
現
在
試
行
錯
誤
が
続

い
て
い
る
。

Ｆ
Ｉ
Ｔ
制
度
で
は
未
利
用
木
質
バ
イ
オ
マ
ス

２
０
０
０
㌔
㍗
未
満
に
40
円
／
㌔
㍗
時
と
い
う
高
い
買

取
価
格
が
設
定
さ
れ
て
い
る
が
、
こ
の
ま
ま
で
は
Ｆ
Ｉ

Ｔ
な
し
で
の
経
済
的
自
立
は
困
難
で
あ
る
。
未
利
用
木

図４：森林バイオマスの類型別の石炭、天然ガスに代替する場合の年数

出典：Multi-functionality and Sustainability in the European Union‘s Forests

図５：間伐材・林地残材等に由来するチップ利用量（単位：万 m3）

出典：木質バイオマスエネルギー利用動向調査等より著者作成
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質
の
条
件
を
は
ず
し
、
よ
り
安
価
な
バ
イ
オ
マ
ス
を
使

い
、
熱
需
要
に
合
わ
せ
た
設
置
を
行
い
、
バ
イ
オ
マ
ス

燃
料
を
集
中
的
に
生
産
す
る
な
ど
し
て
、
経
済
的
に
自

立
し
う
る
事
業
に
育
て
て
い
く
必
要
が
あ
ろ
う
。

日
本
で
は
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
と
い
う
と
電
力
、
と
捉
え

ら
れ
る
こ
と
が
多
い
が
、
実
際
に
は
エ
ネ
ル
ギ
ー
最
終

需
要
の
半
分
は
熱
利
用
で
あ
る
。
温
暖
化
対
策
の
点
か

ら
も
、
熱
分
野
の
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
化
は
欠
か
せ

な
い
。
現
在
、
日
本
の
熱
需
要
の
用
途
は
、
空
調
、
給

湯
、
厨
房
と
産
業
用
で
、
産
業
用
が
最
も
多
い
。

熱
利
用
も
需
要
に
よ
っ
て
温
度
帯
が
異
な
る
が
、
バ

イ
オ
マ
ス
は
容
易
に
高
温
が
得
ら
れ
る
こ
と
か
ら
工
場

で
使
う
産
業
用
熱
に
向
い
て
い
る
。
暖
房
（
空
調
）
や

給
湯
は
、
50
℃
程
度
の
低
温
で
可
能
で
、
太
陽
熱
、
地

中
熱
、
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
な
ど
で
供
給
で
き
る
が
、
そ
れ

ら
で
は
高
温
を
つ
く
る
こ
と
は
難
し
い
。

日
本
の
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
熱
利
用
は
、
こ
こ
数
年
、

増
加
が
足
踏
み
状
態
に
あ
る
。
そ
の
理
由
と
し
て
は
、

補
助
金
に
よ
っ
て
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
ボ
イ
ラ
ー
を
導
入

し
た
が
故
障
な
ど
に
よ
り
そ
の
ま
ま
使
わ
れ
な
く
な
っ

た
り
、導
入
費
が
化
石
燃
料
に
比
べ
著
し
く
高
い
こ
と
、

木
質
バ
イ
オ
マ
ス
燃
料
の
安
定
的
な
供
給
体
制
が
整
っ

て
い
な
い
こ
と
等
が
挙
げ
ら
れ
る
。

一
方
、
企
業
は
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
や
Ｒ
Ｅ
１
０
０
な
ど
再
生

可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
導
入
の
取
り
組
み
に
積
極
的
に
な
っ

て
お
り
、
工
場
へ
の
バ
イ
オ
マ
ス
ボ
イ
ラ
ー
の
導
入
を

提
案
・
設
置
す
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
サ
ー
ビ
ス
会
社
や
、
あ

る
い
は
バ
イ
オ
マ
ス
に
よ
る
熱
供
給
会
社
を
育
成
す
る

こ
と
に
よ
っ
て
、
バ
イ
オ
マ
ス
熱
利
用
拡
大
に
役
立
つ

と
考
え
ら
れ
る
。

既
存
の
産
業
用
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
の
成
功
例
で
は
、

例
え
ば
千
葉
県
の
パ
ー
テ
ィ
ク
ル
ボ
ー
ド
工
場
に
お
い

て
、
１
５
０
０
㌔
㍗
の
ス
ト
ー
カ
ー
炉
直
接
燃
焼
の
熱

電
併
給
設
備
を
導
入
し
、
良
質
な
建
設
廃
材
を
ボ
ー
ド

原
料
に
、
低
質
の
建
設
廃
材
を
燃
料
と
す
る
事
例
が
あ

る
。こ
の
工
場
で
は
、ス
テ
ラ
社
の
ベ
ル
ト
ド
ラ
イ
ヤ
ー

を
導
入
し
、
熱
電
併
給
の
廃
熱
、
80
℃
の
温
水
を
使
っ

て
原
料
チ
ッ
プ
の
乾
燥
な
ど
を
行
っ
て
い
る
。
こ
の
事

例
で
は
補
助
金
も
Ｆ
Ｉ
Ｔ
も
使
っ
て
い
な
い
。
Ｆ
Ｉ
Ｔ

で
の
建
設
廃
材
を
燃
料
と
す
る
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
の
買

取
価
格
は
13
円
／
㌔
㍗
時
で
あ
り
、
Ｆ
Ｉ
Ｔ
で
売
電
す

る
よ
り
も
、
自
家
消
費
し
た
方
が
経
済
性
が
あ
る
と
い

う
判
断
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
に
熱
利
用
の
規
模
が
大
き

く
、
条
件
が
合
う
な
ら
熱
電
併
給
に
す
る
こ
と
が
望
ま

し
い
。

当
面
、
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
の
熱
利
用
は
、
温
泉
施
設

や
病
院
、
福
祉
施
設
、
あ
る
い
は
家
庭
用
の
給
湯
・
空

調
需
要
向
け
の
導
入
も
可
能
だ
が
、
将
来
的
に
は
、
産

業
用
熱
を
中
心
に
考
え
る
方
が
よ
い
だ
ろ
う
。さ
ら
に
、

熱
も
高
温
か
ら
低
温
へ
と
順
に
カ
ス
ケ
ー
ド
利
用
す
る

こ
と
が
望
ま
し
い
。

バ
イ
オ
マ
ス
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
に
お
い
て
は
、
多

く
の
面
で
注
意
が
必
要
だ
が
、
本
質
的
に
は
、
持
続
可

能
な
バ
イ
オ
マ
ス
は
、
以
下
の
三
つ
に
集
約
で
き
る
と

考
え
ら
れ
る
。

①
地
域
の
、
②
廃
棄
物
系
の
バ
イ
オ
マ
ス
を
、
③
熱

利
用
中
心
に
使
う
、
こ
と
で
あ
る
。

Ｆ
Ｓ
Ｃ
や
持
続
可
能
な
バ
イ
オ
マ
ス
に
関
す
る
円
卓

会
議
（
Ｒ
Ｓ
Ｂ
）
と
い
っ
た
厳
し
い
持
続
可
能
性
認
証

を
得
た
バ
イ
オ
マ
ス
で
あ
っ
て
も
、
地
球
を
半
周
し
て

運
搬
す
る
の
で
あ
れ
ば
、
そ
の
分
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
と
コ

ス
ト
が
か
か
る
。
バ
イ
オ
マ
ス
は
、
発
生
し
た
近
場
で

使
う
方
が
、
経
済
的
に
も
環
境
社
会
的
に
も
合
理
的
で

あ
る
。

ま
た
、
森
林
か
ら
伐
採
し
た
樹
木
を
丸
ご
と
原
料
と

す
る
木
質
ペ
レ
ッ
ト
や
、
農
産
物
で
あ
る
パ
ー
ム
油
を

燃
料
利
用
す
る
場
合
、
土
地
利
用
転
換
や
生
産
に
関
わ

る
エ
ネ
ル
ギ
ー
が
多
く
、
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
Ｇ
Ｈ
Ｇ
排

出
量
が
多
く
な
る
。
木
材
の
カ
ス
ケ
ー
ド
利
用
に
そ
ぐ

わ
な
か
っ
た
り
食
料
と
の
競
合
の
問
題
も
生
じ
る
お
そ

れ
が
あ
る
。
廃
棄
物
系
で
あ
れ
ば
、
そ
う
し
た
リ
ス
ク

は
少
な
い
。
そ
し
て
熱
利
用
ま
た
は
熱
電
併
給
で
あ
れ

ば
、
利
用
効
率
が
高
く
、
Ｆ
Ｉ
Ｔ
の
よ
う
な
支
援
が
な

く
て
も
経
済
的
な
自
立
が
見
込
ま
れ
る
。

今
後
も
人
間
社
会
は
木
材
を
必
要
と
し
、
持
続
可
能

な
木
材
利
用
を
追
求
す
る
こ
と
と
な
ろ
う
。そ
の
際
に
、

マ
テ
リ
ア
ル
利
用
が
困
難
な
樹
皮
や
端
材
、
あ
る
い
は

使
用
後
の
廃
材
を
バ
イ
オ
マ
ス
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
す
る

の
は
望
ま
し
い
こ
と
で
あ
る
。
だ
が
、
バ
イ
オ
マ
ス
＝

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
と
い
う
現
実
か
ら
懸
け
離
れ

た
仮
定
に
基
づ
き
、
や
み
く
も
に
バ
イ
オ
マ
ス
を
使
う

こ
と
は
、
深
刻
な
問
題
を
発
生
さ
せ
る
。

更
な
る
科
学
的
精
査
が
必
要
だ
が
、
こ
う
し
た
こ
と

を
考
慮
し
な
が
ら
、
今
後
の
バ
イ
オ
マ
ス
利
用
を
推
進

し
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
あ
ろ
う
。

参
考
資
料

固
定
価
格
買
取
制
度
（
Ｆ
Ｉ
Ｔ
）
の
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
燃
料
の
輸
入
木
質
ペ
レ
ッ

ト
に
Ｆ
Ｓ
Ｃ
認
証
の
大
量
偽
装
の
疑
念

http://rief-jp.org/ct4/102720

輸
入
さ
れ
る
発
電
用
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
の
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
管
理
ー
森
林
認

証
と
Ｆ
Ｉ
Ｔ
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
関
係

http://jsfm
f.net/energy/fitw

ithFSC/fitw
ithFSC.htm

l

さ
ら
に
詳
し
く
は
、
バ
イ
オ
マ
ス
白
書
（https://w

w
w

.npobin.net/hakusho 
/2020/index.htm

l

）
等
を
参
照
の
こ
と
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今
回
の
連
載
で
は
、前
半
で
世
界
と
日
本
の
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
現
状
を
お
さ
え
、後
半
で
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー

と
森
林
と
の
関
係
を
考
え
た
。

り
、
対
策
を
強
化
し
て
い
る
。

ま
た
、
ア
ッ
プ
ル
や
マ
イ
ク
ロ
ソ
フ
ト
の
よ
う
な
世

界
的
な
企
業
が
「
温
室
ガ
ス
排
出
ゼ
ロ
」
や
「
自
然
エ

ネ
１
０
０
％
」
と
い
っ
た
目
標
を
掲
げ
、
す
で
に
達
成

し
て
い
る
事
例
も
あ
る
。
ビ
ジ
ネ
ス
の
世
界
で
も
、
温

暖
化
対
策
の
強
化
が
企
業
価
値
を
上
げ
る
時
代
に
な
っ

て
い
る
と
い
え
よ
う
。
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
世
界
的
な

拡
大
は
、起
き
る
べ
く
し
て
起
き
て
い
る
潮
流
な
の
だ
。

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
流
行
で
経
済
活
動
が
停
滞

し
、
世
界
的
に
発
電
量
が
２
０
１
９
年
よ
り
落
ち
て
い

る
。
そ
ん
な
な
か
で
も
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
だ
け
は
発
電

量
を
伸
ば
し
て
お
り
、
シ
ェ
ア
も
２
０
１
９
年
の
26
％

か
ら
２
０
２
０
年
は
30
％
程
度
ま
で
増
え
る
と
予
測
さ

れ
て
い
る
。
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
開
発
の
意
欲
が
底
堅
い

こ
と
を
示
す
デ
ー
タ
で
あ
る
。

日
本
で
も
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
は
増
え
て
い
る
が
、
そ

れ
に
と
も
な
っ
て
さ
ま
ざ
ま
な
課
題
も
見
え
て
き
た
。

た
と
え
ば
、
山
林
を
造
成
し
た
り
農
地
を
転
用
し
た
り

し
て
巨
大
な
太
陽
光
発
電
施
設
（
メ
ガ
ソ
ー
ラ
ー
）
を

自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
世
界
に
広
げ
て
い
る
原
動
力
の

一
つ
は
「
パ
リ
協
定
」
で
あ
る
。
地
球
温
暖
化
対
策
の

国
際
ル
ー
ル
で
、
２
０
１
５
年
12
月
、
第
21
回
・
国
連

気
候
変
動
枠
組
み
条
約
締
約
国
会
議
（
Ｃ
Ｏ
Ｐ
21
）
で

採
択
さ
れ
た
。「
産
業
革
命
以
降
の
気
温
上
昇
を
２
度 

未
満
、
で
き
れ
ば
１
・
５
度
に
抑
え
る
」
と
い
う
目
標

を
国
際
社
会
が
共
有
し
、
各
国
の
自
主
的
な
目
標
の
下

で
温
室
効
果
ガ
ス
を
削
減
し
て
い
く
こ
と
に
な
っ
て
い

る
。そ

の
後
、
２
０
１
８
年
に
国
連
の
気
候
変
動
に
関
す

る
政
府
間
パ
ネ
ル
（
Ｉ
Ｐ
Ｃ
Ｃ
）
が
「
１
・
５
度
特
別

報
告
書
」
を
出
し
た
こ
と
で
、気
温
上
昇
の
抑
制
は
「
２

度
未
満
」
よ
り
も
「
１
・
５
度
」
を
め
ざ
す
べ
き
だ
と

い
う
空
気
が
強
ま
っ
て
現
在
に
い
た
っ
て
い
る
。

い
ま
世
界
各
地
で
毎
年
の
よ
う
に
異
常
気
象
や
自
然

災
害
が
起
き
、
気
候
危
機
は
現
実
的
な
脅
威
と
な
っ
て

き
た
。
各
国
の
政
府
や
自
治
体
は
、
温
室
効
果
ガ
ス
の

削
減
目
標
を
引
き
上
げ
た
り
、
二
酸
化
炭
素
（
Ｃ
Ｏ

２
）

の
排
出
が
多
い
石
炭
火
力
か
ら
の
撤
退
方
針
を
決
め
た

開
発
す
る
こ
と
で
、
農
山
村
の
自
然
資
源
が
損
な
わ
れ

て
い
る
と
の
批
判
が
あ
る
。
景
観
が
壊
さ
れ
る
と
か
、

防
災
上
の
問
題
が
あ
る
と
い
っ
た
声
も
聞
か
れ
る
。

今
回
の
連
載
で
は
、
そ
う
し
た
課
題
の
解
決
策
の
一

例
と
し
て
「
営
農
型
太
陽
光
発
電
」
を
取
り
上
げ
た
。

田
ん
ぼ
や
畑
の
上
に
太
陽
光
パ
ネ
ル
を
設
置
し
、
作
物

を
栽
培
し
な
が
ら
、
そ
の
上
で
発
電
す
る
と
い
う
も
の

だ
。「
ソ
ー
ラ
ー
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
」
と
も
い
わ
れ
る
。

以
前
、
田
ん
ぼ
や
畑
な
ど
は
、
農
地
法
に
よ
っ
て
作

物
を
つ
く
る
こ
と
以
外
に
使
う
こ
と
は
許
さ
れ
て
い
な

か
っ
た
。
と
こ
ろ
が
、
農
林
水
産
省
は
２
０
１
３
年
、

農
業
を
続
け
る
こ
と
や
、
発
電
が
主
目
的
で
は
な
い
な

ど
の
条
件
つ
き
で
、
農
地
を
一
時
的
に
別
の
用
途
に
転

用
す
る
こ
と
を
認
め
た
。
こ
れ
に
よ
り
営
農
型
太
陽
光

発
電
が
可
能
に
な
っ
た
の
だ
。

農
業
と
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
共
生
と
は
何
か
、
あ
る

い
は
、
地
域
と
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
共
生
と
は
何
か
を

考
え
る
う
え
で
参
考
に
な
る
の
で
は
な
い
か
。

ち
な
み
に
、
こ
れ
か
ら
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
柱
に
な

る
と
期
待
さ
れ
る
洋
上
風
力
発
電
に
つ
い
て
も
、
漁
業

と
の
共
生
が
模
索
さ
れ
つ
つ
あ
る
。巨
大
な
風
車
を「
漁

場
を
破
壊
す
る
構
造
物
」
と
と
ら
え
る
の
で
は
な
く
、

「
漁
場
と
な
る
魚
礁
」あ
る
い
は「
養
殖
の
た
め
の
足
場
」

と
考
え
る
の
だ
。
今
後
、
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
本
格
的

総  括

連
載
を
通
し
て
学
ん
だ
こ
と
、

　
　
　
　
　
今
後
の
日
常
生
活
へ
の
活
か
し
方

森
林
環
境
２
０
２
１ 

責
任
編
集
者 

朝
日
新
聞
論
説
委
員 

村
山
知
博

森林と
自然エネルギー
を再考する

森林と
自然エネルギー
を再考する
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に
拡
大
し
て
い
く
に
は
、
既
存
の
農
林
水
産
業
と
の
共

生
が
欠
か
せ
な
い
。

特
に
日
本
の
場
合
、
山
が
ち
の
狭
い
国
土
に

１
億
２
０
０
０
万
人
を
超
え
る
人
々
が
暮
ら
し
て
い

る
。
陸
地
に
太
陽
光
パ
ネ
ル
や
風
車
を
設
置
す
る
に
は

「
森
林
と
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
再
考
す
る
」
は
、
近

年
の
日
本
お
よ
び
世
界
に
お
け
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
情
の

変
化
や
、
そ
れ
に
関
わ
る
森
林
あ
る
い
は
木
材
利
用
の

役
割
を
再
確
認
す
る
意
味
合
い
で
企
画
化
さ
れ
、
太
陽

光
発
電
な
ど
の
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
現
状
を
各
種
デ
ー

タ
と
共
に
確
認
し
つ
つ
、
森
林
や
そ
こ
か
ら
生
産
さ
れ

る
木
材
・
バ
イ
オ
マ
ス
資
源
が
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
創
出

や
地
球
温
暖
化
防
止
に
対
し
ど
う
貢
献
で
き
る
の
か
を

考
察
し
、
我
々
が
今
後
ど
の
よ
う
な
生
活
を
し
て
い
く

べ
き
か
を
各
々
が
考
え
ら
れ
る
よ
う
な
構
成
と
な
っ
て

い
た
。
以
下
、
全
11
テ
ー
マ
の
重
要
と
思
わ
れ
る
ポ
イ

ン
ト
を
振
り
返
っ
て
み
た
い
。

世
界
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
情
を
み
る
と
、
す
で
に
自

然
エ
ネ
ル
ギ
ー
へ
の
転
換
が
進
ん
で
い
る
国
も
多

く
、
そ
の
中
で
も
デ
ン
マ
ー
ク
や
ド
イ
ツ
で
は
水
力

で
は
な
く
風
力
、
太
陽
光
、
バ
イ
オ
マ
ス
な
ど
の
利

用
に
よ
っ
て
国
全
体
の
電
力
の
半
分
程
度
を
賄
っ

て
い
る
。
一
方
で
我
が
日
本
で
は
、
２
０
３
０
年 

の
目
標
値
で
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
は
22
～
24
％
程
度 

と
、
ま
だ
ま
だ
目
標
が
低
い
と
言
わ
ざ
る
を
得
な
い
。

日
本
の
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
中
で
は
、
大
規
模
水
力
を

除
く
と
最
も
多
い
の
は
太
陽
光
発
電
で
あ
り
、
こ
れ
は

国
内
旅
行
で
少
し
田
舎
の
方
に
行
く
と
様
々
な
規
模
の

太
陽
光
発
電
用
パ
ネ
ル
が
設
置
さ
れ
て
い
る
場
面
に
出

会
う
こ
と
か
ら
、
実
感
と
し
て
も
良
く
理
解
で
き
る
。

太
陽
光
の
発
電
量
は
今
や
水
力
（
大
規
模
と
小
規
模
を

合
わ
せ
た
も
の
）
と
肩
を
並
べ
る
程
度
ま
で
増
加
し
て

い
る
そ
う
だ
。

一
方
、
世
界
的
に
み
る
と
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
主
役

に
な
り
つ
つ
あ
る
風
力
発
電
は
、
我
が
国
で
は
ま
だ
ま

だ
普
及
し
て
い
る
と
は
言
え
な
い
。
２
０
３
０
年
の
予

測
で
も
風
力
は
わ
ず
か
１
・
７
％
と
、
水
力
お
よ
び
太

陽
光
に
大
き
く
水
を
あ
け
ら
れ
て
い
る
。
日
本
の
よ
う

に
平
地
が
少
な
く
周
囲
を
海
に
囲
わ
れ
た
国
で
は
、
陸

上
に
風
力
発
電
を
設
置
す
る
場
所
を
選
定
す
る
の
は
難

し
い
が
、
洋
上
風
力
発
電
で
あ
れ
ば
そ
れ
ほ
ど
難
し
く

は
な
い
の
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。
も
ち
ろ
ん
、
欧
州
の

よ
う
に
遠
浅
の
海
で
な
い
と
設
置
コ
ス
ト
が
増
加
す
る

と
か
、
安
定
的
に
風
が
吹
く
よ
う
な
場
所
が
必
要
に
な

る
な
ど
、課
題
も
あ
る
の
だ
と
は
思
う
が
、原
子
力
発
電

に
多
く
の
期
待
を
で
き
な
い
現
在
、風
力
発
電
に
も
も 

う
少
し
国
と
し
て
の
後
押
し
が
欲
し
い
と
こ
ろ
で
あ
る
。

そ
し
て
、
森
林
か
ら
算
出
さ
れ
る
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー

の
代
表
が
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
で
あ
る
。
日
本
の
豊
か
な

森
林
資
源
を
背
景
に
、
間
伐
材
や
林
地
残
材
、
製
材
端

材
な
ど
を
バ
イ
オ
マ
ス
資
源
と
し
て
発
電
な
ど
に
用

限
界
が
あ
る
。
島
国
な
の
で
領
海
・
排
他
的
経
済
水
域

は
世
界
で
６
番
目
に
広
い
も
の
の
、
漁
業
権
や
船
舶
の

航
路
と
の
か
ね
あ
い
も
あ
っ
て
洋
上
風
力
を
広
げ
る
の

も
容
易
で
は
な
い
。
脱
炭
素
社
会
を
築
く
に
は「
共
生
」

と
い
う
概
念
が
不
可
欠
に
な
る
は
ず
だ
。

い
る
こ
と
を
促
進
し
て
い
る
。
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
は
、

樹
木
の
成
長
過
程
で
取
り
込
ま
れ
た
炭
素
が
燃
焼
に

よ
り
Ｃ
Ｏ

２
と
し
て
排
出
さ
れ
る
こ
と
か
ら
カ
ー
ボ
ン

ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
と
考
え
ら
れ
て
お
り
、
地
球
環
境
に
負

荷
を
掛
け
な
い
循
環
型
の
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
で
あ
る
と

さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
樹
木
を
製
材
あ
る
い
は
様
々
な

加
工
を
し
て
得
ら
れ
る
各
種
木
質
材
料
は
、
そ
れ
自
身

が
炭
素
を
固
定
し
た
材
料
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
Ｃ
Ｏ

２

排
出
を
抑
え
地
球
温
暖
化
を
防
止
す
る
こ
と
に
役
立
つ

と
さ
れ
て
い
る
。
木
造
建
築
物
は
鉄
や
コ
ン
ク
リ
ー
ト

に
比
べ
て
材
料
製
造
・
加
工
に
要
す
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
が

少
な
い
た
め
炭
素
放
出
量
も
削
減
で
き
、
ま
た
建
設
時

に
も
化
石
燃
料
の
使
用
量
が
少
な
く
Ｃ
Ｏ

２
排
出
量
を

削
減
す
る
傾
向
に
あ
る
。
そ
の
た
め
、
世
界
的
に
建
築

物
を
木
造
化
す
る
傾
向
が
強
ま
っ
て
お
り
、
日
本
で
も

非
住
宅
系
の
中
大
規
模
建
築
物
を
木
造
で
建
設
す
る
事

例
が
増
え
て
い
る
。
東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
関
連
施
設
で

も
、
木
材
を
各
所
に
取
り
入
れ
た
競
技
場
が
建
設
さ
れ

て
い
た
の
は
記
憶
に
新
し
い
と
こ
ろ
だ
ろ
う
。

こ
の
よ
う
に
、
創
エ
ネ
ル
ギ
ー
と
し
て
の
バ
イ
オ
マ

ス
利
用
と
、
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
と
し
て
の
木
材
利
用
が
、

森
林
あ
る
い
は
木
材
を
通
じ
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
で
あ

る
が
、
こ
れ
は
日
本
の
森
林
が
持
続
可
能
な
資
源
で
あ

り
、
林
業
が
健
全
に
経
営
で
き
て
い
る
こ
と
が
大
前
提

で
あ
る
。
林
業
が
盛
ん
に
な
る
こ
と
で
、
木
材
が
安
定

的
に
生
産
さ
れ
、
そ
の
副
産
物
と
し
て
バ
イ
オ
マ
ス
発

電
な
ど
に
よ
る
収
入
も
得
ら
れ
る
こ
と
に
な
る
。
そ
の

た
め
に
も
、
我
々
と
し
て
は
森
林
の
重
要
性
・
公
益
性

を
広
く
周
知
し
、森
林
環
境
税
な
ど
も
活
用
し
な
が
ら
、

森
林
の
整
備
と
そ
の
活
用
を
図
り
続
け
る
必
要
が
あ
る

の
だ
ろ
う
。

森
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環
境
２
０
２
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全世界で、社会システムの多大な混乱を招いた新型コロナ
ウイルス感染症の拡大だが、現在までのところ、大規模な食
料不足に陥るような事態は、世界のどこでも生じていない。
世界銀行が 2020 年 9 月に発表した短信によれば、世界の
農産物市場は安定している 1。主要穀物である米、大豆、と
うもろこしの生産量は高位であり、取引価格はコロナ以前で
ある 2020 年 1 月の水準に近い。ひとまず食料供給には大
きな問題はないといえそうだ。

しかし、であるにもかかわらず、食料に対する不安と緊
張は高まっている。特に、すでに飢餓や貧困の状態にあっ
た人々、あるいは社会的弱者とされる人々が食料不安にさ
らされている。2020 年 7 月に発表された国連の 5 機関によ
る年次報告書「世界の食料安全保障と栄養の現状　2020 年
版」2 は、新型コロナウイルス感染症のパンデミックにより、
2020 年中に最大で 1 億 3200 万人の人々が新たに栄養不良
に陥ると予測している。飢餓と栄養不良状態の改善は国連の
持続可能な開発目標（SDGs）のひとつであり、2030 年に「飢
餓をゼロにする」ことが目指されていた。しかし同報告書で
は、新型コロナウイルスの影響がなかったとしても目標達成
は難しい状態にあり、特にアジア地域とアフリカ地域では多
くの人口が栄養不足にあることを示した。そして、パンデミッ
クのために、社会的に脆弱な人々がより一層、脆弱な立場に
追いやられていると述べる。その原因は、社会的弱者にあた
る人々の生計では、健康な生活のために必要な食事を手に入
れるための費用が賄いきれないためである。十分に栄養価が
高い食事は、世界のあらゆる地域で、貧困層の人々にとって
手が出ない価格のものとなっている。さらにパンデミックに
よる景気の後退は、倒産や解雇、減給などのために多くの世
帯で収入低下を引き起こした。このため、すでに貧困やそれ

に近い状態にあった人々は、ますます十分に栄養のある食事
ができない状況へと追い詰められている。

食の選択は家計と大きく関係する。貧困状態では、限りあ
る食費は主に主食に振り向けられ、青果や畜産物、水産物の
購入は切り詰められる。結果として、生き延びることはでき
ても十分な栄養を得ることができず、健康が損なわれ、肥満
率が増加するなど、公衆衛生上の問題が生じる。成長期にあ
る子どもたちにさらに深刻なことに、後に景気が回復したと
しても、成長段階で十分な栄養を得られないことの影響が引
き続き残る可能性がある。

日本国内でも同様の状況がある。ひとり親世帯を支援する
NPO 法人のアンケート調査結果によれば、7 割のひとり親
世帯で、休業や勤務時間減による収入減が生じており、その
対応として、食事の回数を減らす、食事の質や量を落とすな
どの食費の節約がなされている。学校の休校に伴う給食の停
止も大きな影響を及ぼしている３。同様に非正規雇用就労の
多い高齢者や大学生でも、失業などのために貧困に陥り、食
費を切り詰める人は少なくない。本来であれば、セーフティ
ネットとして機能するはずの子ども食堂や炊き出しのような
社会的な活動も、新型コロナウイルスの感染防止措置である

「３密の回避」のために、感染拡大初期には実践が難しかった。
この点はとりわけ、今般の新型コロナウイルスの特徴を反映
した困難さだったといえるだろう。

したがって食の消費段階における新型コロナウイルスの影
響については、国家などマスレベルでの量的な食料供給には
大きな問題がない一方で、社会のある階層の世帯ないし個人
の食へのアクセスに大きな打撃を与えているということがで
きる。1996 年の第 1 回世界食料サミット以降、国連を中心
に「食料への権利（the right to food)」は基本的な人権の

総合地球環境学研究所　田村典江

新型コロナウイルスが問いかける
私たちの食と農
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一部であるという主張の主流化が進められてきた４。現代に
おいて、食料へのアクセスは自動的に成就されるものではな
く、非常に脆弱な状態にある。パンデミックのような社会的
混乱が食へ及ぼす影響を考える場合には、個々の世帯や個人
レベルでの食へのアクセスを注視する必要がある。

食の生産段階についてはどうだろうか。国内外で、外国人
労働者の入国制限のために、農業生産に支障をきたす事例が
報告されている。特に野菜や果樹などの労働集約的な品目で
人手不足は顕著である。外国人技能実習生は日本の農業労働
の担い手として大きな存在であるが、多くの産地で入国制限
のため人手不足が生じた。農林水産省は大規模な補助事業を
講じ、代替人材確保のための対策を支援している５。また、
国連食糧農業機関（FAO）は 2020 年 4 月に、東欧や北ア
フリカからの渡航制限のために、欧州全体で、およそ 100
万人の人手不足が生じる可能性があると指摘した６。“ 出稼
ぎ ” 農業労働は近隣諸国にとって重要な現金獲得手段である
ことから、季節農業労働者の制限は、欧州内の農業生産の停

滞に加え、周辺国の農村地域における貧困や飢餓を誘因する
とも懸念されている。

農産物の販路も課題である。牛乳や青果など、学校給食の
停止により多くの生産者が出荷先を失った。加えて、ステイ
ホームのために、都市部や観光地の飲食店が休業すると、多
くの農畜水産物の行き場がなくなった。

筆者は水産研究者・実務者有志で「新型コロナウイルスの
水産業・地域影響研究グループ」を結成し、2020 年 5 月末
より、全国の生産者（漁業者・養殖事業者）と関連事業者（水
産加工・小売・流通事業者）を対象として「新型コロナウイ
ルスと水産業影響調査」と題するオンラインアンケート調査
を行った７。販路の問題と関連して、その調査結果の一部を
紹介したい。7 月 8 日までの第一次集計の結果によれば、生
産者・関連事業者ともに主観的な評価としては前年と比較し
て、３割程度の売上を感じていた（図 1）。

その原因は、「販路・販売数量の減少」、「イベントの中止」、
「販売見通しの不透明化」などがあげられ、漁獲量や出荷量

図 1　新型コロナウイルス感染症の拡大による変化
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の不足が原因ではなかった。また生産者の販路の変化につい
ては、卸売市場への出荷や加工会社やスーパーマーケットへ
の直接販売などの既存の販路が軒並み落ち込む一方で、イン
ターネットを利用した消費者への直接販売は増加がみられた
ほか、パンデミック以前から消費者への直接販売を行ってい
た生産者はパンデミックの影響についても感じ方がおだやか
であることが示された（図２）。

これらの結果から、以下のような点が指摘できる。まず、
水産事業者の苦境は主としてサプライチェーンの機能不全に
よるものであるということ。海にも市場にも魚介類はあった
が、出口となる飲食店での消費が低調であると、生産者まで
遡ってその影響が及ぶ。次に、多くの販路が打撃を受けるな
かで、消費者への直接販売はやや堅調であったこと。これは、
ステイホームによる巣ごもり需要に対応できたものと考えら

れる。また自由記述では、牡蠣焼き小屋のような観光と一体
化した業態に力を入れていたが休業せざるを得なかったとい
う回答も見られた。

以上、食の消費と生産段階のそれぞれで、新型コロナウイ
ルスの影響を見てきた。共通して言えることは、単純にモノ
が不足するのではなく、サプライチェーンを介して影響が表
出しているということである。現代の食のサプライチェーン
は生産から消費までがグローバルに絡まりあって形成されて
いる。どこかで何かがあったときに、その問題はチェーンを
波及し、思わぬところに影響を及ぼす。食は人間の生存に不
可欠なものであり、暮らしの基本をなすものだが、現状、私
たちの食生活はグローバルな商業活動のなかに取り込まれて
おり、自身の手が届く範囲を超えたところで安定性が担保さ

図 2　コロナ前後の販路、販売量変化および直売利用者の影響比較
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れている。パンデミックはこのような国際分業とグローバリ
ゼーションを前提とする現代の食の構造的な脆弱性を浮き彫
りにしたといえるだろう。このような視点から日本の農林漁
業を見ると、国際的な競争下において、高付加価値農産物の
輸出や、都市農村交流の推進、インバウンドを含む観光対応
の拡大などで産業の存続や展開を図ってきた経緯がある。し
かしながら、今回の新型コロナウイルス感染症は人の往来の
制限という形で、このような事業の休止や停滞を招いた。農
林水産業の６次化や、輸出振興、観光振興などは国策として
推進されてきた部分も大きい。パンデミックによる “ 多角化 ”
戦略の不振のつけを生産者のみに負わせることは果たして適
切だろうか。国内の農林水産業や産地の望ましいあり方につ
いて、社会全体で考える必要があるだろう。

国際的な接続性という意味では、感染症の拡大が世界規模
に広がるにつれ、「中国やその他の国は野生動物を取引する
生鮮・露天市場を規制すべき」という国際世論が高まったこ
とについても指摘しておきたい。新型コロナウイルスはコウ
モリに由来し、何らかの野生動物を介して、人に感染が広がっ
たものと考えられている。重症急性呼吸器症候群（SARS）、
中東呼吸器症候群（MERS）、人に感染する鳥インフルエン
ザ (H5N1 または H7N9) などのように、近年、世界的な流
行を巻き起こした新興感染症は、多くが野生動物に由来する
人獣共通感染症であり、新型コロナウイルスもそのひとつで
ある。世界自然保護基金（WWF）は、野生動物が他の食品
や家畜、水産物と並べて販売されている生鮮市場（ウェット
マーケット）は、違法な野生動物取引の場となっているだけ
でなく、非衛生的な条件で不健康な動物が他の食品と混在し
て取り扱われる “ 生きたペトリ皿 ” であり、人獣共通感染症
の温床となっているとして、野生動物保護だけではなく公衆
衛生の観点から、各国の野生動物が取引される生鮮・露天市
場の禁止を呼び掛けている８。同様の声明は米国やオースト
ラリアの政府から、また自然保護や動物福祉の活動家からも
呼びかけられた。しかし一方で、このような意見は文化的な
文脈や現地の実状を無視したものであるという指摘や、人獣
共通感染症が頻発化する背景にある大規模な農地開発がも
たらす土地利用の変化と人間と野生動物の生息圏の重複にあ
り、現行の国際的な食農体系のあり方を無視して末端の生鮮
市場のみを狙い撃ちにする議論は本質を見誤らせるという批

判もなされている９。
他方、新型コロナウイルス感染症の拡大は、日々の暮らし

において食と農のあり方に新たな光を照らしてもいる。「新
型コロナウイルスと水産業影響調査」の結果で、消費者向け
直接販売が増加したことを紹介したが、ステイホームの呼び
かけは家庭で過ごす時間の増加をもたらし、結果として、家
庭内で調理する機会を増やした。核家族化や共働きの増加な
どの社会事情の経年的な変化を反映して、近年では多くの世
帯が “ 時間貧乏 ” の状態を余儀なくされ、家庭内調理は縮小
してきた。そして食産業は、そのような消費者の動向に対応
して外食や中食を充実させてきた。しかし、日本政策金融公
庫が 2020 年７月に実施した消費動向調査によれば、新型コ
ロナウイルス感染症の拡大の影響下において、全体の３割が

「調理をする時間・回数が増えた」と回答しており、かつ、
そのうちの６割超が今後も「このまま続くだろうと思う」と
回答している 10。単に家庭調理の機会が増えただけでなく、
魚をさばく、パンを焼くなどこれまでに縁遠かった手仕事と
もいえる取り組みが増加している点も興味深い。また食の生
産段階については、新型コロナウイルス感染症の拡大を受け
て、国内農業をより大切に感じるようになったという調査結
果 11 や、都市農業や直売所の重要性が高まっているとする
調査結果 12 も報告されている。さらにタキイ種苗株式会社
の調査によれば、現在、家庭菜園を実施している者のうち３
割が自粛期間中に始めており、今後の継続意向も高いことが
示されている 13。

以上みてきたように、「新しい生活様式」の呼びかけや実
践は、感染防止という目的を超えて、真に新しい暮らしのあ
り方を導くきっかけともなったことが示唆される。これまで
の食と農のあり方を規定してきた背景には、効率性や生産性
を第一義とする新自由主義的な価値観の浸透があった。それ
は同時に、いびつなワークライフバランスや、社会の不平等
の拡大にも寄与してきた。食と農の営みには、本来、競争
になじまない部分や、競争にさらされるべきではない領域
が多分に含まれている。「飢餓を終わらせ、食料安全保障及
び栄養改善を実現し、持続可能な農業を促進する」という
SDGs 目標２の達成のためにも、新型コロナウイルス感染
症の拡大を契機として、もう一度、望ましい食と農のあり方
を思い描き、その実現を目指すことが期待される。
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コロナ禍と自助努力の限界

コロナ禍の影響はその感染が人間同士の接触に起因するこ
ともあり、人口密度の高い都市部において強く意識されてき
た。しかしながら農山漁村やそこで生産される農林水産物に
かかわっても大きな影響を与えている。
筆者は大学演習林を管理する立場も務めているが、演習林

から生産される一般建築用材用のスギ丸太価格は市場におい
てコロナ蔓延以前に比して 2~3割程度下落した。生産費用・
市場への運搬・販売手数料などを考えれば赤字になりかねな
い価格であった。これはコロナ禍による建築需要そのものの
減退の中で起きた、コモディティ化された一般的な商品が売
れなくなった一例である。しかしながら、いわゆる「巣ごも
り消費」のなかでは販売を伸ばしたものもあり、「すべての
農林水産物が売れなくなったわけではない、生産者の販売に

対する自助努力が
足りないだけだ」
という反論もある
だろう。しかし現
況は、むしろ「自
助努力を重ねてき
た農山漁村や生産
者ほど強い影響を
受けている」とい

えそうである。
なぜならば日本の経済発展とそこで進んだ円高に伴い、国

内で消費される農林水産物の多くは価格の安い輸入品に置き
換えられていった。だからこそ生き残りをかけて、国産の農
林水産物の多くは「ブランド化」や「高付加価値化」に活路

を見出した。日常的に消費される低価格で、輸入品で代替可
能なコモディティ化された一般的な農林水産物ではなく、富
裕層やインバウンド消費、庶民の「ハレの日」に消費される
ような高品質・高価格の農林水産物生産に特化することによ
り販路を確保し、輸出までをも展望に入れてきた。それがこ
の間、農山漁村に求められた「強い農林水産業をつくるため

の自助努力」の一
面であったといえ
よう。
そうした側面を

代表する高付加価
値・高品質農産物
の代表である黒
毛和牛肉につい
て 2020 年 6 月 9

日の朝日新聞（1）では、外食やインバウンド消費の減退から
価格が 2割以上下落し、肥育農家が赤字経営に追い込まれ、
廃業の危機にあることを伝えている。コロナ禍の状況では「ハ
レの需要」こそが抑えられた結果、高付加価値化に生き残り
をかけてきた農山漁村や農林水産業者こそが強い影響を受け
たのである。

ウイルス禍のリスク化と都市－農山漁村関係の再構築

かりに今回のコロナ禍が次年度以降、ワクチン開発などに
より短期間で収束に向かったとしても、約 10年周期で繰り
返されてきた同じコロナウイルス系統の SARSやMARS
の経験や 2009 年の新型インフルエンザ流行を考えれば、こ
れからの世界は周期的にこうしたウイルス性の病による災禍
に見舞われることを前提とせざるを得ない。もはやウイルス

岩手大学農学部　山本信次

コロナ禍の農山漁村への影響と
都市集中是正

値下がりした一般用材

高付加価値農産物としての黒毛和牛
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による災禍は不確実性ではなく、織り込むべきリスクに転換
したといってよいだろう。
そして伝染性の病が蔓延すれば、その対処法はワクチンが

開発されるまでは他者との接触を制限する方向に向かわざる
を得ず、そこではインバウンド消費や「ハレの需要」は、今
回のように制限されるのは自明の理である。
また農林水産業は産業であると同時に自然資源や国土の管

理を担う存在でもあり、それは地域社会としての農山漁村の
存在と不可分のものである。市場原理に基づいて参入退出が
行われることを前提とした他産業とは異なる特徴がそこには
ある。
こうした観点から、ウイルス性の病の蔓延を周期的におこ

るリスクと見なすことを余儀なくされた今後の社会において
は、高付加価値商品生産に特化した農林水産業振興やそうし
た農山漁村対策に頼り切ることはリスク管理上不適切である
ことが可視化されたといえよう。
さらに幸いにも今回はそこまでの事態には至らなかったも

のの、より致死性の高いウイルスの蔓延などの事態を想定す
れば、現在のような国際分業に基づくグローバル化を無条件
に善とする農林水産物の生産流通システムは、生産者として
の農山漁村住民のみならず、消費者としての都市住民にとっ
ても食糧安全保障の面などからも大きな問題をはらむことが
あきらかとなったのである。
普通に生きる市井の人々の当たり前のニーズにこたえる産

品が、身近でつくられ、それを買い・利用すること。コロナ
禍は、そうした暮らしが成り立つ農山漁村と都市の関係をつ
くりなおす必要性を私たちに突き付けたのである。

農山漁村観光への影響と対応

次に農山漁村振興のもう一つの切り札として、さらに言え
ば日本経済活性化のための起爆剤として考えられてきた観光
の側面から考えてみよう。
2013 年、政府は「観光立国実現に向けたアクション・プ

ログラム」を取りまとめ、「今後人口減少・少子高齢化が見
込まれる中、国内の観光需要を喚起するとともに、急速に成
長するアジアを始めとする世界の観光需要を取り込むことに
より、地域経済の活性化、雇用機会の増大などにつなげて
いくこと」を目指して、訪日外国人観光客 2000 万人の目標

を掲げた（2）。2016 年には 2000 万人、2018 年には早くも
3000 万人を突破し、インバウンド消費による観光地への経
済的な影響は大きかった（3）。
だがいうまでもなく、コロナ禍により、これらは突然失わ

れた。2020 年 6月の主要旅行業者の旅行取扱状況速報では
取扱額対前年比で海外旅行 1.2％、外国人旅行 1％、国内旅
行 12.1％、全体で 7.1％と壊滅的状況である（4）。7 月はや
や持ち直したものの全体で対前年比 12.6％と依然壊滅的状
況が続いている（5）。これこそが政府が感染の再拡大が懸念
されつつも「GOTOトラベル」政策を強行した背景である
ことは一目瞭然であろう。
こうした状況は農山漁村に対してはどのように作用したで

あろうか。
観光需要が激減する中、「新型コロナウイルス感染拡大防

止のため、「３密」を避けながら自然を満喫できるアウトド
ア熱が高まっている」など、一部には農山漁村に多く存す
る自然資源を活用するアウトドア・キャンプブームの報道が
あった（６）。しかし、これは感染リスクを下げるために他者
との接触を減らしたいというニーズからくる部分も多く、農
山漁村やそこに存する自然資源を、その住民たちが守りはぐ
くんできた地域資源や生活の場としてではなく、たんなる「人
のいない空間」として消費するものであり、そのニーズを完
全否定はできないものの、農山漁村の立場からすれば違和感
のある「消費」であり、手放しに賛美するわけにはいかない
だろう。
そもそも農山漁村を舞台とする観光であるグリーンツーリ

ズムは、その発祥の地であるヨーロッパにおいては農村に
ゆっくりと滞在し、余暇を楽しむというものであった。しか
し、日本においては環境教育的活動や農山漁村の生活や生産
活動を体験するなど、現地における農山漁村住民との交流

を伴う能動的な活
動を通じて、農山
漁村と都市の間に
「顔の見える関係」
を構築し、その関
係性を新たに築き
上げていくものと
して発展してきた都市住民による茅葺体験
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ことが特徴である。そして、その特徴故に上述したこれから
求められる農山漁村と都市との関係の再構築においても大き
な役割を果たすものと期待できる。
しかしながら皮肉にも、そうした「人と人の交流」という

特徴こそがコロナ禍の状況においては高い感染リスクとなり
かねないことから、これらの活動は停滞した。
日本農業新聞によれば緊急事態宣言以降、その解除まで多

くの食農体験を受け入れてきた農家民宿が休業を余儀なくさ
れたことが報道され、その解除後も医療資源の乏しい農山漁
村に感染状況の不明な遠隔地からの客を受け入れることの懸
念が示されている（7）。
さらに大きな影響を受けたのが環境教育・自然体験をプロ

デュースする自然学校であった。日本環境教育フォーラムに
よれば「自然学校とは地域の自然を舞台に自然体験やエコツ
アー等を提供する事業体です。新型コロナウイルスの影響に
より、子どもたち向けの自然体験やキャンプが延期・中止と
なりました。4月の調査では、6割強の自然学校が廃業の危
機に直面していると回答しています」としており、こうした
危機的状況打開のためにクラウドファンディングに取り組ん
でいる（８）。
このようにコロナ禍は、今後ますます必要性を増す都市と

農山村漁村の関係の再構築に不可欠な日本型グリーンツーリ
ズムにもまた大きな影響を与えたのである。
しかしながら、こうした都市－農山漁村交流そのものが都

市住民のニーズを失ったわけではないようである。過去 40
年ほどにわたり東京都世田谷区との交流事業を続ける群馬県
川場村において、各種の交流事業のプロデュースを行う世田
谷区民健康村への 9月段階での聞き取りによれば、家族向
けの農村体験イベントを三密回避のために参加者数を絞った
上で、感染防除対策を十分に行って再開したところ、参加申
し込みは定員を大幅に超え、抽選をせざるを得ない状況と
なったとしており、根強いニーズの存在がうかがえる。
こうした点から参加する都市住民サイドにとっての問題は

三密の回避や感染防御対策などのイベント運営テクニックの
問題といえるだろう。反対に受け入れ側の農山漁村サイドの
問題は、不特定多数の都市住民を受け入れた場合の出発地の
感染状況が不明なことによるリスクの不透明さの問題といえ
そうである。前者に関してはコロナ発生から時を経て、感染
防御に関する知見も蓄えられ、リスクの低減も可能になって
きたといえるだろう。後者については感染状況のわかる特定
の場所や近隣都市部からの来訪に限定することでリスクを低
減する方策がとられ始めている。

岡山県では、都市部の
全小中学校における修学
旅行の中止が相次いでお
り、中止を決めた学校の
中には、代替案として比
較的感染リスクの低い県
内旅行を検討していると
され、こうした動きに対
して、農村部の農家民宿
の協議会が、県内都市部
の学校に宿泊利用の呼び
掛け、農作業や田舎暮ら
しを体験できる校外学習
の場を提供しようとする
取り組みが始まっている
（9）。

子どもたちへの森林環境教育 自然体験としての木登り
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マイクロツーリズムの限界と多極分散型国土利用

こうした傾向を最もうまく取り入れたのが株式会社星野リ
ゾートの提唱する「マイクロツーリズム」であろう。全国
にホテル事業を展開する同社では、緊急事態宣言下の 4～ 5
月はグループ全体の売上げが 8～ 9割減という厳しい状況
に見舞われたが、その後の移動制限の解除とともに売り上げ
は回復し、夏休みシーズンには稼働率が前年を上回る施設も
でてきたという（10）。そうした成功の要因は徹底した感染防
御対策と近隣客の誘致というマイクロツーリズムの戦略で
あったという。このマイクロツーリズムの考え方は旅行に行
きたい都市住民、不安なく客を受け入れたい農山漁村住民の
双方のニーズを満たすものとして、グリーンツーリズムの再
興の上でも大いに参考になるものといえよう。
しかし同時にマイクロツーリズムの弱点も同時に明らかと

なっている。それは星野リゾートの抱える多数の施設の中で
特定の地域や施設で利用が回復しないことであり、具体的に
は地方では北海道・沖縄を挙げている。その理由は明確であ
ろう。すなわち、それらの地域は領域内に都市部が少なく、
国外や遠隔都市部からの観光客のインバウンド消費に頼って
いた点で共通しており、そうしたところではマイクロツーリ
ズムによる問題解決は不可能なのである。星野リゾートでは
「その個別対応がこれからの課題」とし、個別に問題に取り
組むとしている。高名な星野リゾートであれば、そうした自
助努力による対応は不可能ではあるまい。
しかし、これを農山漁村と都市との協働的グリーンツーリ

ズムによる地域振興に取り組んできた農山漁村の立場に立っ

て考えれば、近隣の都市部からの集客に期待できる比較的都
市近郊の農山漁村はともかく、それ以外の遠隔の農山漁村に
は、そうした共助的取り組みによる地域振興は持続不可能と
いうことを意味するのである。
こうした点からマイクロツーリズム的手法でグリーンツー

リズムを実施し、農山漁村振興を図ろうとするならば、そこ
には東京に代表される大都市集中を排して、地域ごとに中小
都市と農山漁村が並立するヨーロッパ的国土利用構造が前提
にならなければならない。そもそもそうした考え方は新しい
ものではなく 1977 年に策定された第三次全国総合開発計画
の中で提案された定住圏構想を嚆矢として、現在も総務省が
すすめる定住自立圏構想や環境省のすすめる地域環境共生圏
構想などと通底するものといえよう。コロナ後の社会のため
に必要な政治構想はすでに存在し、あとはいかに、またどこ
まで本気でそれを進めていくかという政治の課題なのであ
る。

おわりに

ここまでみたようにコロナ禍の状況では、「自助」的な高
付加価値生産に励んだ農林水産業者・農山漁村ほど激しくダ
メージを受けた。さらに都市と協働して「共助」的なグリー
ンツーリズムによる農山漁村振興に取り組もうとしても、そ
こには都市との距離という地理的条件による限界が存在する
ことが明らかになった。農山漁村は自助的にも共助的にも努
力を重ねて来ている。コロナ後のよりよい社会形成には、こ
うした点を踏まえた政府による取り組み・「公助」の強化こ
そが不可欠といえるのではないだろうか。

（1）朝日新聞 2020.6.9 付
　https://www.asahi.com/articles/ASN6873J3N64PITB006.html
　最終閲覧 2020.9.13

（2）観光庁
　https://www.mlit.go.jp/common/001000830.pdf　最終閲覧 2020.9.13

（3）日本政府観光局
　https://www.jnto.go.jp/jpn/statistics/marketingdata_tourists_after_
vj.pd 最終閲覧 20209.13

（4）観光庁
　https://www.mlit.go.jp/kankocho/content/001358701.pdf　 最 終 閲 覧
2020.9.13

（5）観光庁
　https://www.mlit.go.jp/kankocho/content/001362765.pdf　 最 終 閲 覧
2020.9.13

（6）時事ドットコムニュース　2020.8.24 付
　https://www.jiji.com/jc/p?id=20200824091705-0035443419　 最 終 閲 覧
2020.9.17

（7）日本農業新聞 [新型コロナ ]自粛緩和　農泊じわり再開　「不安」「交流」で葛藤　
2020.6.10 付

　https://www.agrinews.co.jp/p50952.html　最終閲覧 2020.9.17
（8）新型コロナウイルス対策　緊急プロジェクト　自然学校エイド基金

　https://a-port.asahi.com/projects/nature-school-aid/
　最終閲覧 2020.09.17

（9）山陽新聞 2020.8.11 付
　https://www.sanyonews.jp/article/1040105　最終閲覧 2020.9.18

（10）トラベルボイス 2020.9.7 付
　https://www.travelvoice.jp/20200907-147011　最終閲覧 20209.18
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１．はじめに：新型コロナで停滞したのは観光か？
旅行か？

日本では、「観光」という言葉が、「旅行」と全く同じ意味
で使われることが多い。しかし、英語では両者は使い分けら
れる。要するに英語圏では、tourism（観光）と travel（旅
行）とは、重なりはあるものの異なる意味を持つと認識され
ている。

一例として、グローバルな企業連携で組織される「世界
旅行ツーリズム協議会」を紹介したい。英語名は「World 
Travel & Tourism Council： 略 称 WTTC」 と い う。
WTTC のメンバーは、世界各国のホテルや航空会社、運輸
機関、旅行会社等のトップで構成される。そして、メンバー
を核に各国政府や国際経済団体等を加えて「観光のダボス会

議」と呼ばれる世界会議が定期的に開催されている。この権
威ある WTTC が、tourism（観光）と travel（旅行）を組
織名に併記していることに注目してもらいたい。要するに、
２つの言葉は同じ意味ではなく並列して記述する必要があ
る。

travel（旅行）は「2 地点間を移動する行為」を単純に指
すことが多い一方、tourism（観光）は「出発地から目的地
に出かけて戻ってくる現象や、それを支える産業等を総合的
に捉えた考え方や概念」である。要するに、tourism（観光）
のほうが travel（旅行）より幅広い意味を持つ。もう少し
正確に言えば、travel（旅行）は、tourism（観光）の中か
ら「移動」という行為を限定的にとらえた言葉だと理解でき
る。

以上、冒頭から言葉の細かい定義に踏み込んだが、この「観
光と旅行では意味が異な
る」という事実が本論では
重要である。この事実を念
頭に置かないと、新型コロ
ナの蔓延で観光に生じた歪
や、負の影響への対応を誤
る怖れがある。言い換えれ
ば、違いを踏まえて対応を
図れば、ウィズ / ポストコ
ロナ時代の「観光のカタチ」
を検討することが容易にな
る。

２．観光とは何か

観光学では既に古典に入

東海大学観光学部　田中伸彦

ポストコロナ時代の観光のカタチ
 

図 1　Leiper の観光の概念図
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るが「Leiper の観光の概念図」1）というものがある（図 1）。
この図を読み解くと、観光とは、出発地にいる「人」が、目
的地である「デスティネーション」に向かって出発し、やが
て戻るという現象だと理解できる。なお、出発地と目的地の
途中には、駅や空港などの経由地が存在する。

この図が示す重要な事実は、観光の成立には「人」と「デ
スティネーション」が存在すれば十分だという点である。言
い直すと、観光の必須要素とは「人」と「デスティネーショ
ン」の 2 つで、それ以外は無くても成立する。

この考えに従うと、現在コロナ禍で存続が危ぶまれている
企業活動のほとんどは、観光復興にあたり不可欠ではないと
いう事実に行き当たる。従って、ポストコロナ時代の観光の
カタチをつくる際には、何を残し、何を改編し、何を終わら
せるべきかを慎重に吟味する必要がある。

さて、現在の日本では「旅行業（旅行代理店など）」、「運
輸業（航空・鉄道・バスなど）」、「宿泊業（ホテル・旅館な
ど）」が観光の主要 3 業界とされる。裾野が広い観光関連産
業の中で、主要 3 業界が中心となり観光経済を牽引してき
た事実に対し、筆者も異論はない。しかしながら、予約を
せずに徒歩移動して野宿すれば 3 業界の出番はない事実や、
これらの企業の誕生以前から観光が成立していた事実を踏ま
えると、ポストコロナ時代に３業界を、100％元のまま維持
する必要はない。むしろコロナを機会に業界を洗練させるべ
きである。

以上を纏めると、主要 3 業界はコロナ以前の観光産業の
経済発展に大きな貢献をしたのは事実だが、ポストコロナに
向けた将来のカタチを再吟味する必要がある。

３．新型コロナで失われたものは何か

Leiper の観光の概念図（図 1）を用いてもう少し論を進
めたい。繰り返すが、観光の必須要素は「人」と「デスティ
ネーション」の 2 つである。これらが新型コロナで毀損さ
れただろうか。
３-1　「人」は失われていない
結論を急ぐと、まず「人」は失われていない。確かに、新

型コロナによって世界中で多くの人命が失われた。ただし、
グローバルでも国内でも、観光に影響を与えるほどの人口減
少は起きていない。もちろん 2020 年春を境に、観光客とし

て「デスティネーション」を訪れた「人」は極端に減少した。
ただし、これは不要不急の地への移動を一時ためらった結果
に過ぎず、未来永劫「人」の観光需要が落ち込み続ける訳で
はない。

実際、コロナ下でも「人」は順応的に観光を続けている。
例えば、海外旅行をあきらめ国内旅行にしたり、3 密になり
がちな都市観光を避けて地方観光に切り替えたり、「GOTO
トラベルキャンペーン」を活用して高級旅館を予約するなど、
それまでの経験とは異なる観光のカタチを楽しんでいる。

繰り返すが「人」は失われておらず、観光需要も根強く健
在である。
３- ２　「デスティネーション」も失われていない
目的地となる魅力的な「デスティネーション」も失われて

いない。つまり、美しい山や海、古式ゆかしい神社仏閣が消
失した事実はないし、春の新緑や秋の紅葉も新型コロナに影
響されない。要するに、新型コロナの影響で「人」は来なく
なっても、魅力の高い「デスティネーション」は依然健在で
ある。

以上を纏めると、観光の必須要素である「人」も「デスティ
ネーション」も、新型コロナで失われた事実はない。
３- ３　何が失われたのか
では、新型コロナで何が失われたのだろうか。2020 年の

春から夏にかけては、テレビや新聞などで、新型コロナで観
光が危機に陥ったという論調が目立った。必須要素が健在な
中、観光の何が失われたのか。

結論を言えば、失われたのは、出発地から到着地まで「人」
が「2 地点間を移動する行為」である。要するに travel（旅行）
が消失したのである。そのため travel（旅行）への依存度
が高かった企業や地域ほど、経営や存続が危ぶまれている。

新型コロナで失われたのが「人」の移動だと認識できれば、
現況把握や対処が行いやすくなる。運輸業を例に挙げると、

「人」を移動させる部門は壊滅的だが、物流は通販の増加等
で活況を呈している。また、通常 travel（旅行）には含ま
ない「人」の移動、つまり通勤・通学等の痛手が大きいこと
も分かる。そして、travel（旅行）による「人」の移動は近
い将来回復が期待される一方で、リモート会議や在宅勤務が
浸透し、人口減少が進む日本で、通勤・通学や業務出張がコ
ロナ以前の水準へ回復するかは疑問視される。「観光の危機」
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と騒がれるが、新型コロナによって失われた「人」の移動は、
tourism（観光）の枠を超えて負の影響を与えている。

４．業界再編は新型コロナ以前から指摘されていた

ところで、新型コロナ発生以前から日本の travel（旅行）
産業は、抜本的な再編が必要だと、国が指摘していた事実を
思い出しておく必要があろう。

2016 年 3 月、首相官邸の政策会議の 1 つである「明日の
日本を支える観光ビジョン構想会議」は「３つの視点」と「１０
の改革」を提言した。この提言は「日本の観光産業は未だ発
展途上段階にある」という認識に立ち、観光先進国になるた
めのビジョンを示した。そして直ちに改革すべき重要な視点
として「観光産業を革新し、国際競争力を高め、我が国の基
幹産業に」と明記した。要するに、古い規制で雁字搦めとな
り、生産性が低い日本の travel（旅行）関連産業は発展途
上段階に過ぎず、近い将来抜本的に革新する必要があると指
摘されていた。新型コロナがあろうが無かろうが、travel（旅
行）関連産業は大幅な再編が必要だった。

ただし、「構想会議」も、取扱高が 20 兆円を優に超える
travel（旅行）関連産業の再編手順には相当慎重で、ソフト
ランディングを目指して中長期的に取組むつもりだった。し
かし、新型コロナの発生で計画に狂いが生じ、加速度的にネ
ジが巻かれてしまった。新型コロナによる極端な「人」の移
動の抑制が長引けば、数年以内に旅行業、運輸業、宿泊業
等でハードランディング的再編が余儀なくされるかもしれな
い。

５．農山漁村や自然地域でどの様な観光管理を進め
るべきか

さて、ここからは農山漁村や自然地域に焦点を絞って検討
を進めていきたい。ポストコロナ時代の観光を見据えて、農
山漁村や自然観光地の管理者や、森づくりを専門とする実務
家は、観光に対して何を行えばよいのだろうか。

これらの実務家は、観光の必須要素のうち、「人」の移動
よりも、魅力的な「デスティネーション」づくりの専門性が
高い。彼らは旅行業務取扱管理者などの国家資格を通常持っ
ていないし、travel（旅行）をコントロールする知識や経験
には長けていない。従って、彼らが「人」の移動を回復させ

る努力をしても効果は薄い。「餅は餅屋」として、「人」の移
動の回復は、他者に任せた方が得策である。そして、観光需
要の回復を見込んで「デスティネーション」に専念し、農山
漁村・自然地域の観光地創造やブラッシュアップに注力した
ほうが効果的であると筆者は指摘したい。

その際、ポストコロナ時代の「デスティネーション」とし
ての農山漁村・自然地域の管理では、どの様な学問や技術を
拠り所にすれば良いだろうか。この点では、人が訪れたくな
る魅力的な観光地を、「園」と表現してみると糸口が開ける。

「デスティネーション」づくりとは、「園」を「造る」ことで
ある。つまり造園学の知見が、農山漁村や自然地域のデスティ
ネーションづくりで今後一層重要な役割を果たす。

なお、現在日本語で用いられる「造園」という言葉は、「庭
いじり」を強く想起させてしまうので、「造園」を「ランド
スケープ」と呼びかえて論を進めると良い。「ランドスケープ」
づくりに長けた人材が、ポストコロナ時代にますます求めら
れる。

６．農山漁村や自然地域で着手すべきこと

最後に、ポストコロナ時代の観光のカタチをつくるために
着手すべきことについて、3 点ほど言及したい。なお、本原
稿の執筆時点（2020 年 9 月）の段階では新型コロナ終息の
目途はたっていない。そのためここ言及する内容は押しなべ
て可能性の話になることをお断りしておく。

一つ目には、インバウンドを核に「訪れてよし」に軸足を
置いていた観光政策を、「住んでよし」へシフトさせる必要
性を指摘する。例えば、軽井沢の 2020 年夏の現状を見ると、
アウトレットへのインバウンド客が減少した一方で、別荘地
需要が再燃し、テレワーク施設への投資が進められている。
要するに、観光の軸足が、短期間の周遊旅行から、居住や長
期滞在を見据えたものにシフトし、農山漁村や自然地域もそ
の流れの中にある。在宅勤務やワーケーションは今後も需要
が伸びるため、「住んでよし」に軸足を置いて観光を考える
ランドスケープ管理技術の発展と実践が望まれる。

二つ目として、国土利用計画法における「農業地域」の利
用目的の拡張を提案する。表 1のとおり、日本の国土は 5
地域に区分されている。人口が減少する日本社会では、都市
の郊外や里地里山で、現在「誰が土地管理に責任を持つか」
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という問題が表面化している。また観光面では、有名観光地
のオーバーツーリズムを解消するため、里地里山への旅行客
の分散が期待されている。加えて、新型コロナで市街地での
密な活動が抑制されたことで、さらに分散化が推奨されるよ
うになった。

この様な状況の中、農業地域は「農業の振興に関わらない
土地利用が原則できない」と規定されたままである。そのた
め、里地里山の農的余暇活動は、収穫体験や市民農園、棚田
オーナー等に限定され、非農家の地元住民や観光客が、憩い
楽しむための豊かな土地利用がなかなか実現できない。

一方都市の郊外では、人口減少や減築で空き地化が進み、
農的生活を取入れた余暇活動が推奨され始めた。しかし、農
的活動は純粋な農業ではないため、農業地域の農業利用との
連携が十分とれていない。

要するに、里地里山からも都市からも、農業地域の利用目
的の柔軟化が求められている。農業に直接関係なくとも多様
な人々の余暇生活や観光に寄与できる農業地域の土地利用が
実現される制度改革が望まれる。

最後に、農山村のマネーフロー活性化のため、観光と地域
資源活用との一層の連携を図ることを提唱したい。2020 年

6 月に「森林サービス産業プロモーション共同企業体」が行っ
た「新しい日常における森林活用の意向調査」2）によると、
今回の新型コロナを受けて、一般サラリーマンの農山漁村へ
の移住意欲が高まり、再生可能エネルギー産業やサービス産
業への就業を望む人が多い実態が明らかにされた。つまり、
新型コロナによって、農山村は第一次産業の移住だけではな
く、ホワイトカラーやサービス業での移住圧が高まった。

農山村経済をマクロに捉えた場合、観光は他所に住む「人」
から収入を獲得する輸出産業だと捉えられる。ただし、観光
で域外から「人」に来てもらい、お金を落としてもらっても、
燃料費や手数料ですぐに域外へ流出するようでは元も子もな
い。手に入れたお金は、なるべく域内で循環させた方が、経
済効果が生まれ、人口扶養力が高まり、生活が豊かになる。
そのためには、観光で域外から得た収入を、域内の農業や再
生可能エネルギー産業、各種サービス産業などへ流し、持続
可能なカタチで循環させる必要がある。

　これらの施策を推進することで、農山漁村や自然地域に
おけるポストコロナ時代の観光のカタチの一端が見えてくる
のではないだろうか。

1）Leiper N.（1979）: The framework of tourism: Towards a definition of 
tourism, tourist, and the tourist industry: Annals of Tourism Research 
6（4）, 390-407

2）森林サービス産業プロモーション共同企業体　新しい日常における森林活用の意向

調 査 」　https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000001.000063944.html　
最終閲覧 2020.9.30

表－１　国土利用計画法の 5 地域区分

地域名 定義 根拠法 主な地域

都市地域
一体の都市として、総合的に開発し整備しお
よび保全する必要がある地域

都市計画法 都市計画区域

農業地域
農用地として利用すべき土地があり、総合的
に農業の振興を図る必要がある地域

農業振興地域の整備に関する
法律（農振法）

農業振興地域

森林地域
森林の土地として利用すべき土地があり、林
業の振興又は森林の有する諸機能の維持増進
を図る必要がある地域

森林法
国有林、地域森林計画対象民
有林

自然公園地域
優れた自然の風景地で、その保護及び利用の
増進を図り、生物多様性の保全を行う必要が
ある地域。

自然公園法
国立公園、国定公園都道府県
立自然公園

自然保全地域
良好な自然環境を形成している地域で、その
自然環境の保全を図る必要がある地域。

自然環境保全法
原生自然観光保全地域、自然
環境保全地域、都道府県自然
環境保全地域
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はじめに

新型コロナウイルスの世界的大流行は、海洋プラスチック
汚染にも大きな影響を及ぼしている。ロックダウンを始めと
した行動の制限は、人々の消費行動すら大きく変えた。未知
のウイルスへの恐怖は、時として過剰ともいうべき感染対策
を人々に強いており、それに伴うプラスチック製品の使用と
廃棄、そして環境中への流出が急増している。

そもそも、なぜ海洋プラスチック汚染が深刻化したのであ
ろうか。国内外の多くの研究が明らかにしているように、海
洋のプラスチックごみの大半は陸域から河川を通じて流出し
たものである。さらに、こうしたプラスチックごみの多くは、
食品の容器包装類などのいわゆる使い捨てプラスチックであ
り、その一部が、意図的かどうかを問わず環境中に流出して
いる。つまり、海洋プラスチック汚染は誰もが加害者であり、
被害者である典型的な非点源汚染である。また、起因地と被
害地が離れており、かつ、その被害は人々の目につきにくい
ところ、すなわち地形の厳しい海岸や離島、あるいは海底で
より深刻である。さらに、プラスチック汚染の影響は世代を
超えて及ぶ、きわめて複雑な問題である。しかし、コロナ禍
は、緒に就いたばかりの対策に水を差す格好となった。

本稿では、海洋プラスチック汚染の主たる原因である河川
ごみの研究者として、また河川の環境保全に取り組む NPO
の一員として、これまで取り組んできた経験に基づいて、コ
ロナ禍で再び激増したプラごみをどのように減らし、海洋プ
ラスチック汚染を防ぐのか考える。本稿での考察は、定量的
な分析や十分な先行研究のサーベイに基づくものではない
が、ポストコロナ社会における海洋プラスチック汚染対策に
示唆を得ることは出来るかもしれない。そうした観点からま

とめた論考であることをご容赦いただきたい。

コロナ下におけるプラごみの急増

新型コロナウイルスの感染拡大は、世界各地でプラスチッ
クごみの急増を招いた。その背景には、感染対策として使い
捨てマスクやゴム手袋などの使用が急増したことや、人々が
外出を控えたため、通信販売の利用や飲食店からのテイクア
ウトやデリバリーが急増したことが挙げられる。

たとえばイギリスでは、ロックダウンにより家庭ごみが急
増したことが報告されている（Association of Directors 
of Environment, Economy, Planning, and Transport, 
2020）。一方で、ごみ収集の休止などの影響で不法投棄が
300％増えたという報告もある（Roberts et al. 2020）。
タイの首都バンコクにおける 2020 年 4 月の 1 日当たりの
プラスチックごみの排出量は、前年比 62% も増加し 3,432
㌧となった 1。ルーマニアでは、緊急事態宣言前には 1 日当
たり 10㌧未満であった家庭ごみの排出量が、ピーク時には
70㌧以上になったと推計されている（Mihai, 2020）。日本
でも、NHK によると全国の大都市部における家庭からのプ
ラスチックごみの排出量は 2020 年 4 月から 7 月にかけて、
前年同月比で 10％前後増加している 2。

van Doremalen et al. (2020) は、紙や金属などと比べ
てプラスチックの表面で新型コロナウイルスの活性がより長
い時間保たれることを明らかにしたが、衛生面を心配する多
くの消費者にとって使い捨てプラスチックは今なお「魅力的」
なものである。Klemeš, J. J. et al. (2020）は、医療だけ
ではなく包装資材を中心にプラスチック製品の使用量と廃棄
量が世界的に増加しているが、急激な変化に各国の廃棄物処
理が追いついておらず、プラスチック汚染がさらに悪化する

大阪商業大学公共学部　原田禎夫

コロナ禍における
海洋プラスチック汚染を考える
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可能性が極めて高いと警告している。

プラスチックごみ対策への否定論

諸外国と比べて使い捨てプラスチック
の規制が遅れていた日本であるが、2020
年 7 月 1 日からプラスチック製レジ袋（以
下、レジ袋）の無償提供の禁止（有料化）
が施行された。その効果は大きく、有料
化に慎重だったコンビニエンスストア各
社でもレジ袋辞退率は 70％を超えるなど
3、政府が当初掲げた 2020 年 12 月時点
でのレジ袋辞退率 60% という目標の達成
は確実な状況である。

しかし、この規制に対する否定論は今
なお根強い。たとえば、レジ袋を製造し
ている清水化学工業は、自社のウェブ
サイトで「容積ベースではポリ袋は海洋プラごみのわずか
0.3％なのに、現在象徴的に非難されています。原因のウエ
イトと対策のウエイトが乖離しています。」と述べ 4 、多く
の共感を得て SNS 上で拡散された。しかし、本当にそうな
のであろうか。

同社がこの主張の根拠としている環境省の調査 5 は、海流
の影響を受ける場所として選定された 10 地点で行われたも
ので、東京湾や大阪湾などの大都市部から流出したごみの実
態把握を目的としたものではない。さらに、この調査では、
破片化したプラスチックも調査対象となっていない。しかし、
街中に散乱したレジ袋が海まで流下する過程でどんどん劣化
し破片化することは容易に想像できるだろう。原型を留めた
まま海まで流れ下ったとしても、表面に微生物が付着するな
どして重くなり、レジ袋は海底に沈んでしまう。関西広域連
合（2019）では、大阪湾の海底に 300 万枚ものレジ袋が沈
んでいると推計しているが、すでに大阪湾を含む瀬戸内海各
地では、ごみの絡まりや海底環境の悪化など、底引き網漁を
中心に深刻な影響を及ぼしている。また、世界各地でクジラ
などの海洋生物が大量のレジ袋を誤食している事例も多数報
告されていることから、国立環境研究所の田崎智宏氏は、体
積や重量ベースだけで議論するのではなく、生物への影響や、
環境中へ流出したレジ袋の回収やリサイクルの困難性などを

考慮したインパクトベースで対策を考えなければいけないと
指摘している 6。

また、海洋プラスチック汚染をめぐる議論では、ポイ捨て
が悪いのであり、個人のモラルの問題である、という主張も
少なくない。しかし、海や河川で見つかるプラスチックごみ
の中には、ポイ捨てが原因とは考えにくいものも少なくない。
図 1は、自販機の周囲に散乱するペットボトルである。雨
が降ればこれらは川へ、そして海へと流れ出すことは想像に
難くないが、これらのペットボトルはポイ捨てされたもので
はない。手に持っていたレジ袋が風で飛ばされた経験は誰に
でもあるだろう。適切に地域の集積場に出されたはずのごみ
が、動物に袋が破られて散乱している状況も珍しくないだろ
う。海や川のごみはポイ捨てばかりが原因ではないのである。
今年 5 月に策定された政府の「海洋プラスチックごみ対策
アクションプラン」においても、ポイ捨てや不法投棄となら
び「非意図的な海洋流出」の防止が掲げられた。にもかかわ
らず、「ポイ捨て」ばかりが取り上げられるのはどうしてだ
ろうか。

これについて、社会学者の桜井政成氏は筆者との SNS 上
での議論において、環境問題の原因がポイ捨てなどの道徳的
問題に矮小化されることや、一方で安易に個人の節約や手作
りといったことに解決策を見出そうとする日本の風潮を「環

図 1　自販機の周りに散乱するペットボトル（2018 年　佐竹敦子氏撮影）
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境問題の自己責任化」とし、社会的な仕組みづくりや技術イ
ノベーションを阻害している原因ではないかと指摘した 7。
すべてのプラスチック製品を廃棄に至るまで完全に管理する
ことができない以上、総量削減を最優先に取り組むべきであ
る。

コロナ禍でのプラごみ急増と市民社会

新型コロナウイルスの感染拡大ととともに、国内外の各地
で廃棄物が急増した。筆者の住む京都府亀岡市は、2018 年
12 月には「かめおかプラスチックごみゼロ宣言」を発表し、
2030 年までの使い捨てプラスチックごみゼロの実現を目指
すとした。そして、使い捨てプラスチックの象徴ともいえる
レジ袋の提供禁止条例を全国で初めて制定するなど、積極的
な取組を進める中で起こったのがコロナ禍であった。

亀岡市では、プラスチック製容器包装類は資源ごみとして
分別回収している。新型コロナウイルス感染症が全国的に急
拡大した 2020 年 3 月から 4 月にかけての回収量は、前年
同月比で 10% 以上増加した（表 1）。

この時期、亀岡市は、売り上げが急減した飲食店の支援策
として、出前やテイクアウト等に利用できる割引クーポンを
発行するなどして、需要の喚起に務めていた。こうした中、
若手の飲食店経営者から「テイクアウトが増えると、プラご
みがどうしても増える。こういう時こそプラごみゼロマーク
（図 2）とともに、プラごみ削減に向けた取組を進めて、意
識啓発できないか。気にしている事業者もいる。」というメッ
セージが SNS を通じて仲山徳音副市長（肩書は当時）に届
けられ、筆者も加わっている亀岡市のプラスチックごみ削減
策の検討チームで共有された。そして、幾度かのやり取り
を経て「『プラごみゼロ』クーポンキャンペーン」が始まっ
た。これは、先述の割引クーポン制度の登録店舗のうち、使
い捨てプラごみ削減を宣言した店舗を対象とし、顧客はエコ
バッグやマイ食器の持参などにより 10 円相当の割引シール
を受け取れるというものである。6 月末までに発行された割
引シールの換金額は 27,280 円であり、いわば 2,728 通り
の行動変容を促したといえる。緊急事態宣言が継続していた
5 月のプラスチックごみの回収量は早くも前年同月比でマイ
ナスに転じた。さらに、多くの店舗では、キャンペーン終了
後も引き続き自主的な取組が続けられるなど、望外の成果を

挙げることができ
た。ただし、6 月
の回収量は、再び
大きく増加してお
り、その発生抑制
は極めて難しい課
題であることを改
めて突きつけられ
た。

江守（2020）は、
気候変動を例に、
日本社会の特徴で
ある環境問題に無
関心な人が多い理
由として、対策行
動の「負担意識」、
すなわち個々人が
我慢や経済的負担、面倒な行為、生活レベルの引き下げなど
を受容しなければならないと考えている可能性を指摘した。
同時に、関心の高い人々が環境配慮行動をとることで「応分
の負担をした」と考え、個人レベルの取組に留まることの危
険性も指摘した。そして、こうした問題への対処策として、「わ
ずかな関心を持って個人の環境配慮行動をとる人々を大勢増
やすのではなく、本質的な関心を持つ人々とその支持者を増
やし、システム変化を起こすことを目指すアプローチ」の重
要性を指摘している。プラごみゼロクーポンを始め、現在、
亀岡市では事業者や個人から様々な提案がなされ、多くの取
組が実行に移されているが、条例制定などを通じて「システ
ム変化」を目指すアプローチが有効に機能し始めている証左
ではないか、と感じている。

おわりに

新型コロナウイルス感染症の世界的大流行は、廃棄物問題
を含む、さまざまな社会の構造的な問題をあぶりだした。プ
ラスチック汚染対策についても、個人レベルでの取組はもち
ろん、コロナ禍で後退した使い捨てプラスチック削減の取組
を再び強化するよう、政府や、企業へ働きかけることも重要
である。

図 2　亀岡市の環境ロゴマーク
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こうした課題に取り組むヒントとなるのが、社会的営業免
許（SLO）と呼ばれる概念である。社会的営業免許は、「あ
る活動を行う組織と他の社会集団との間の『期待』の合計」
と定義され、企業が社会に貢献していると政府や人々からそ
の存在意義を認められることで営業活動の継続が認められ
る。そして、社会的営業免許を通じて、コミュニティや消費
者は企業活動にも影響を及ぼすことが出来る（Morrison、
2014）。

日本にも興味深い事例がある。1 人の高校生が、製菓大手
の亀田製菓とブルボンにプラスチックの過剰包装を無くすよ
う求めるネット署名を始めたところ、最終的には 18,976 筆
もの署名が集まった。これに対し両社は、「署名には勇気づ
けられた」（亀田製菓）、「当社と方向性が一致するものであり、
活動を継続していきたい」（ブルボン）とコメントしている 8。
たとえば、亀田製菓は 2015 年からプラスチックトレイを順

次廃止し、2030 年には全商品の包装を環境対応とすること
を発表しているが、署名活動はこうした取組を加速させる、
まさに社会的営業免許の一つといえよう。

海洋プラスチック汚染の防止には、政府による規制など実
効力のある政策的対応が不可欠なことはいうまでもない。し
かし、現実にはその実現には多くの時間と社会的費用を要す
る。海洋プラスチック汚染がヒトを含む多くの生物に取り返
しのつかない影響をもたらす前に、過度にプラスチックに依
存した社会から一刻も早く抜け出す「出口」、すなわち人々
や企業の行動が自ずと変容する社会的な仕組みを示すことが
我々研究者に課せられた使命である。
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単位：kg

1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月
2019 64,820 52,290 53,000 58,100 63,409 52,160
2020 63,350 51,520 59,510 65,720 62,660 61,760

表 1　亀岡市におけるプラスチック製容器包装類の回収量の推移（出所：亀岡市提供資料をもとに筆者作成）
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緑のデータ・テーブル

〔凡例〕

15 日／環境省	 プレスリリースなどが出た日／発表主体

2020 年森林環境年表
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■
　１月　　　　　　　

■

7 日／トヨタ
建物は木造、「未来都市」計画を発表
トヨタ自動車は 1月 7日、暮らしを支えるあらゆるモノやサービス

をオンラインでつなげる実証都市「コネクティッド・シティ」プロジェ

クトの概要を米国・ラスベガスの見本市で発表した。2020 年末に閉

鎖するトヨタ自動車東日本の東富士工場（静岡県裾野市）の跡地（約

71万m²）に、自動運転やパーソナルモビリティー、ロボット、スマー

トホーム技術、AI（人工知能）技術などを導入・検証できる都市を

新たにつくる。街の建物は主にカーボンニュートラルな木材でつくり、

屋根には太陽光発電パネルを設置するなど、環境との調和やサステイ

ナビリティーを前提とした街づくりを行う。最初はトヨタの従業員や

プロジェクトの関係者ら 2000 人程度の住民が暮らすことを想定して

いる。

15 日／世界気象機関
2019 年の世界の気温、観測史上 2 番目の高さ
世界気象機関（WMO）は 1月 15 日、2019 年の世界の平均気温が

観測史上 2番目に高かったと発表した。過去 5年（2015 ～ 2019 年）

と過去 10 年（2010 ～ 2019 年）の平均気温はともに過去最高。大気

中の CO2 などの温室効果ガス濃度も過去最高を記録しており、気温

の上昇傾向に歯止めがかからない。

21 日／気象庁
オゾンホールが最小に、南極上空の温度高めで
2019 年の南極オゾンホール（南極上空のオゾン量が極端に少なく

なる現象）は大規模なオゾンホールが継続してみられるようになった

1990 年以降、面積が最も小さく、消滅が最も早かったと、気象庁が

明らかにした。例年より上空の温度が高く、オゾン層を壊すフロンガ

ス由来の塩素原子ができにくい環境だったため。2019年のオゾンホー

ルは 8月中旬に発生し、9月 7日に面積が最大（南極大陸の約 0.8 倍）

となった。面積は最近 10 年間の平均値と比べると最も小さい状態で

推移しながら、10月下旬から急速に縮小し、11月 10 日に消滅した。

■
　２月　　　　　　　

■

18 日／森林総合研究所・筑波大学・帝京大学
「寝室に木材・木質が多い」と不眠症少なく
森林研究・整備機構森林総合研究所は筑波大学、帝京大学と共同で、

働く人を対象にして日常の睡眠や住環境に関する調査を実施した。寝

室に木材・木質の内装や家具、建具が多いと回答した人は不眠症の疑

いが少なく、寝室で精神的なやすらぎを感じる割合が高いことが明ら

かになった。寝室に木製の家具を置くなど、木材・木質材料を多く取

り入れることにより、不眠症状の緩和や良い眠りが得られることが期

待される。成果は、2020 年 2月 18 日に Journal of Wood Science で

オンライン公開された。

25 日／環境省
石炭火力の輸出支援、厳格化へ
二酸化炭素などの温室効果ガスを多く出す石炭火力発電プラントの

輸出を巡り、小泉進次郎・環境相は 2月 25 日、政府による輸出支援

の要件の見直しを始めることで関係省庁と合意した、と発表した。政

府は 2018 年に閣議決定したエネルギー基本計画で、石炭火力の輸出

支援の要件を「我が国の高効率石炭火力発電への要請があった場合」

や「エネルギー安全保障および経済性の観点から石炭をエネルギー源

として選択せざるを得ないような国に限る」「原則、世界最新鋭の発

電設備（超々臨界圧発電方式以上）」などと定めている。

26 日／日本森林学会
コロナ禍で、学術大会やイベントが中止・延期に
日本森林学会は 2月 26 日、名古屋大学を中心に 3月に開催する予

定だった学術大会の中止を決めた。市民も参加できる公開シンポジウ

ム「人と森と SDGs　東アジアからの報告」も取りやめになった。新

型コロナウイルス感染拡大の影響。

このほか、2020 年春に開催される予定だった森林・林業、環境な

どに関する学会やNPO法人のイベントなどの多くが、中止・延期と

なった。

28 日／ FSCジャパン
戸建住宅で FSC 全体プロジェクト認証を初取得
宮城県三陸町の企業である志津川建設、丸平木材、佐久の 3社が建

設した新築戸建住宅「南三陸杉の家」が 2月 28 日、新築戸建住宅と

しては日本初となる『FSC全体プロジェクト認証』を取得した。FSC

プロジェクト認証は、建造物や船、イベント会場など一度しかつくら

ないものに対する認証。今回 3社が取得した全体認証は、プロジェ

クト全体の木質原材料の材積 50%以上が FSC 認証材で、残りの材料

もその他の回収原材料また FSC 管理木材であることに対する認証で

ある。

■
　３月　　　　　　　

■

4 日／欧州連合
温室効果ガスの排出「2050 年に実質ゼロ」
欧州連合（EU）の行政機能を担う欧州委員会は 4日、地球温暖化

の原因になっている温室効果ガスの排出量を 2050 年までに実質ゼロ

とする目標を盛り込んだ「欧州気候法案」を発表した。現在の温暖化

対策の国際的枠組みである「パリ協定」をさらに野心的にした内容で、

環境分野で世界を主導することを狙う。法案は目標達成のため、EU

加盟国に協調して必要な対策を講じることを義務づける。欧州委は、

対策が不十分な国に対して勧告する権限を与えられる。

16 日／内閣府
第 14 回「みどりの学術賞」に 2 氏
植物や森林、自然保護など「みどり」に関する研究開発で顕著な功

績のあった個人に内閣総理大臣が授与する第 14回「みどりの学術賞」

の受賞者は 3月 16 日、兵庫県立人と自然の博物館館長の中瀨勳さん

と、東京大学名誉教授の福田裕穗さんに決まった。中瀬さんは、造園・
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景観の分野で、みどりによるまちづくりへの多様な参画や多自然居住

の推進による地域づくりの理論や手法を構築。阪神淡路大震災の復興

過程などにおいてみどりを通じたコミュニティー形成を実践した。福

田さんは、植物分子生物の分野で、植物の木質形成の中心である維管

束形成機構の解明を分子レベルで進め、植物バイオマスの質的・量的

改良と利用に関する研究基盤の構築に貢献した。

24 日／東京大学
スギ・ヒノキの生理情報データベース構築
東京大学大学院農学生命研究科の橋本昌司准教授らの研究グループ

は、過去 70 年間のスギとヒノキに関する文献を収集し、光合成、蒸

散速度、林密度、無機養分含有量、乾燥耐性能力など 177 項目のデー

タをデジタル化してデータベースを構築した。データには日本国内だ

けでなく、朝鮮半島や台湾、中国のものが含まれているほか、人工林、

天然林双方で測定されている。データベースはオープンアクセスで公

開され、だれもが利用できる。気候変動が林業に与える影響の予測や

人工林の管理方法改善に役立つと期待している。

27 日／凸版印刷・日本製紙
CNF 使用カップでプラスチック使用量半減
凸版印刷は、日本製紙グループとともに性能改善に取り組んで

いる CNF（セルロースナノファイバー）をコーティングし高い

バリア性と密閉性を持つ飲料向け紙カップを開発したと発表し

た。今まで CNF は固形食品用途にしか使用できなかった。従来

の飲料向けプラスチックカップと比較して、プラスチック使用

量を約 50% 削減できるという。CNF は、紙の原料となる木の繊

維をナノオーダーにまで微細化したバイオマス素材。「軽くて強

い」、「熱変形が小さい」などの特長があり、自動車、家電、塗

料や繊維などさまざまな分野で新素材として期待されている。

■
　４月　　　　　　　

■

7 日／政府
コロナ禍で緊急事態宣言、まず 7 都府県に
新型コロナウイルスの感染拡大で、安倍晋三・総理大臣は 4月 7日、

東京、神奈川、埼玉、千葉、大阪、兵庫、福岡の 7都府県に緊急事

態宣言を行った。4月 16 日には対象を全国に拡大した。

（※ 5月 14 日に北海道・東京・埼玉・千葉・神奈川・大阪・京都・

兵庫の 8都道府県を除く、39 県で解除。5月 25 日には残っていた首

都圏 1都 3 県と北海道も解除し、約 1カ月半ぶりに全国で解除され

た※）

■
　５月　　　　　　　

■

12 日／森林総合研究所
クビアカツヤカミキリに樹幹注入剤が有効
サクラやウメ、モモ等を枯死させる外来種のクビアカツヤカミキリ

に対し、樹幹注入剤（木へ注射する薬）が有効であることを、森林総

合研究所の研究チームがはっきりさせた。クビアカツヤカミキリの幼

虫に穿孔されたソメイヨシノに樹幹注入剤（有効成分ジノテフラン）

を使用して効果を検証。注入前に確認された穴のうち 72%は 2 週間

以内にフラス排出が止まり、薬剤の効果によって幼虫が死んだと判断

した。一方、残りの 28% は効果がなかったが、それらの穴の周辺を

観察すると樹勢の衰えや集中的な穿孔があり、水の運搬がうまくいか

ず薬剤が届きにくかったと考えられた。そのような箇所は切除などに

よる駆除が必要だ。

■
　６月　　　　　　　

■

16 日／政府
SDGs と森林を特集、2019 年度「森林・林業白書」
政府は、6月 16 日の閣議で 2019（令和元）年度の『森林・林業白

書』を決定・公表した。特集テーマに「持続可能な開発目標（SDGs）

に貢献する森林・林業・木材産業」を掲げ、異業種企業などが森林整

備や木材利用に参画することで新たなビジネスが生まれる可能性など

について解説している。SDGs は、2015 年 9 月の国連サミットにお

いて採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」に含ま

れるもので、持続可能な世界を実現するための 17 の目標とその下の

169 のターゲットからなる。それぞれの目標とターゲットは相互に関

連しており、一つの行動が複数の課題を統合的に解決することや、目

標同士がトレードオフの関係となる場合もある。

25 日／宇宙航空研究開発機構
コロナの影響 ?　大都市の CO₂ 増加鈍る
2020 年 1 ～ 4 月の大気中の二酸化炭素（CO2）増加量が大都市周

辺で平年より鈍っていたことが、温室効果ガス観測技術衛星「いぶき」

の観測で分かったと、宇宙航空研究開発機構（JAXA）が 6月 25 日、

発表した。新型コロナウイルス感染症の流行に起因した化石燃料消費

の減少の影響をうけていると考えられる。大気中の CO2 濃度は現在

410ppm程度。植物の光合成や呼吸や風の影響を受けた季節変動を繰

り返しながら、長期的には年に 2ppmの割合で増えている。世界の主

な大都市について、2016 ～ 2020 年の 1月～ 4月の月別の CO2 増加

量を算出した。

26 日／秋田県立大学
クマが嫌がる木製のくいを開発
ツキノワグマによる人や農作物への被害を防ぐ「木製くい」を開発

したと、秋田県立大学木材高度加工研究所の野田龍・准教授が 6月

26 日発表した。秋田県横手市の木材加工 ･販売会社のウッディさん

ない株式会社と共同で開発した。高さ 2mの丸い杉材の支柱で、これ

に直径約 3cmの穴を 30 カ所以上開け、トウガラシやミントなど、ク

マが嫌がるにおいがついた木の栓を打ち込んでいる。この手法だと、

クマを傷つけることなく人の生活空間への侵入を防ぐ効果が期待でき

る。においのついた木の栓は 2年ほど効果が持続するという。

30 日／内閣府・環境省
「災害をいなし、すぐに興す」社会へ戦略
地球温暖化などに伴う気象災害の激甚化を受け、武田良太・内閣府

防災担当大臣と小泉進次郎・環境大臣は 6月 30 日、「気候変動×防災」
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に関する共同メッセージ（戦略）を公表した。気象変動はもはや「気

候危機」といえる状況で、行政・企業・国民などあらゆる「主体」が

横断的に連携し、気候変動のリスクをふまえた防災・減災対策を講ず

る必要があると強調。自然災害と向き合ってきた日本人の知恵を活か

した「災害をいなし、すぐに復興する」社会づくりを呼びかけた。

■
　７月　　　　　　　

■

2 日／農研機構
「2℃上昇」で 8 兆円超被害、穀物生産で試算
農研機構を中心とした研究グループは、気候変動（地球温暖化）が

世界の主要穀物の生産に及ぼす影響とその対策に要する費用を試算

した。産業革命以降の気温上昇が 2℃の場合。温暖化がない場合と比

較して世界全体の生産額は年間 8.4 兆円（800 億ドル）減少する。こ

のうち 6.4 兆円は、温室効果ガスの排出削減等により気候変動の進行

を抑える対策を追加すれば軽減できるが、残りの 2兆円は対処しき

れずに生じる生産被害（=残余被害）となる。気温上昇がさらに進む

と、対策に要する費用と残余被害が増大する。7月 2日に国際科学雑

誌「Climate Research」に掲載された。

7 日／農林水産省
原発事故被災 12 市町村の営農再開を加速
農林水産省は、福島県の原発事故被災 12市町村（田村市、南相馬市、

川俣町、広野町、楢葉町、富岡町、川内村、大熊町、双葉町、浪江町、

葛尾村及び飯舘村）の営農再開の加速化に向けた広域的な高付加価値

産地構想を取りまとめた。主な内容は、拠点となる加工施設等を核に

した取り組みと、阿武隈地域など中山間地での展開を見据えた取り組

み。

13 日／WWFジャパン
キツネザル類やマツタケが危機、国際レッドリスト
WWFジャパンは 7月 13 日、IUCN（国際自然保護連合）が絶滅の

危機にある世界の野生生物のリスト「レッドリスト」の最新版を公開

し、3万 2441 種を絶滅危機種に選定したと発表した。前回選定され

た 3万 1030 種を 1000 種以上上回る。特に深刻なのはアフリカ・マ

ダガスカル島に分布するキツネザル類で、96% に当たる 103 種が絶

滅の危機にあるとされた。また、マツタケも、「VU: 絶滅危惧Ⅱ類（危

急）」として記載された。東アジアでは、マツノザイセンチュウによ

る「松枯れ」が進行しているほか、中国南西部では森林伐採、ヨーロッ

パでは松林での窒素過剰の問題が指摘され、生育環境の劣化や減少が

懸念されている。レッドリストへの記載は、あくまで絶滅危機の度合

いを示すものであり、これが売買の規制や禁止を意味するものではな

い。

※マツタケ不作、78% 減（6 月 30 日／林野庁）※
林野庁は 6月 30 日、2019 年の特用林産物の生産量（速報値）を

まとめた。きのこ類の生産量はほぼ前年並みだったが、「まつたけ」

は天候不順の影響で前年比 78%減の 14t にとどまった。

13 日／国連
コロナで 2030 年「飢餓ゼロ」達成危うし
世界で飢えに苦しむ人が 2019 年は約 6 億 9000 万人にのぼり、5

年連続で増加したことが、国連がまとめた報告書で明らかになった。

国連が地球規模の課題解決に向けて、採択した 17 分野の持続可能な

開発目標（SDGs）のうち、「30 年までの飢餓ゼロ」の達成が危ぶま

れている。新型コロナウイルスの感染拡大などが飢餓人口の増加に拍

車をかけているためだ。報告書は国連食糧農業機関（FAO）、国連児

童基金（UNICEF）、国連世界食糧計画（WFP）などの 5機関が「世

界の食料安全保障と栄養の現状」にまとめ、7月 13 日に発表した。

飢餓人口とは、価格の高騰などで食料を入手できず、慢性的栄養

不足に陥っている人々を指す。2019 年の飢餓人口の最多はアジア

（約 3億 8100 万人）で、アフリカ（約 2億 5000 万人）、中南米（約

4800 万人）が続いた。気候変動が引き起こす異常気象や紛争に加え、

新型コロナの世界的な蔓延（まんえん）が食料状況の悪化を加速して

いる。2020 年の小麦や米などの主要作物の生産量は平均を上回る見

通しだが、各国のロックダウン措置に伴う食料の生産・流通への影響

や世界経済の停滞で、新たに約 1億 3000 万人が急性の飢餓状態に陥

る可能性がある。東アフリカや南アジア諸国で食料を食い荒らすサバ

クトビバッタの被害の拡大も懸念される。

■
　８月　　　　　　　

■

6 日／国立環境研究所、海洋研究開発機構、気象研究所
世界のメタン放出、約 20 年間に 9% 増
国立環境研究所や海洋研究開発機構、気象研究所などは 8月 6日、

メタンのすべての発生源と吸収源をより詳細に網羅した「世界メタン

収支 2000-2017」の研究結果から、大気中のメタン濃度の増加が一時

的に停滞した期間（2000-2006 年）に比べ 2017 年は放出量が 9%（メ

タン重量で年間約 5000 万 t）増加したと発表した。

 地域別に比較すると、①アフリカと中東②中国③南アジアとオセ

アニア④北アメリカ、で特徴的な増加がみられた。アフリカとアジア

（中国を除く）では、農業と廃棄物が主要な放出源であり、化石燃料

がそれに次ぐ。中国と北アメリカでは化石燃料の消費が最大の放出源

及び増加原因となっていた。一方、これらの地域とは対照的にヨーロッ

パは放出量が減少した。減少の主な原因は、農業や廃棄物部門の作業

工程におけるメタン放出量削減のための対策が進んだためだ。

メタンは、人為的な気候変動に対して二酸化炭素に次ぐ寄与を持つ

温室効果ガスで、すべての温室効果ガスが地球温暖化に与える影響の

23% 分を担っている。メタン放出増加の主要因となった部門は、化

石燃料（生産と消費）、農業活動や廃棄物部門であり、これらの部門

の放出量を減らすことが気候変動の緩和に必要であることが明らかに

なったという。

9 日／商船三井
重油流出 1000t 以上、モーリシャス座礁
インド洋の島国モーリシャスの沖合で大型貨物船が座礁して重油が

流出した事故で、船を運航していた商船三井は 8月 9 日、東京都内

で会見し、流出した重油は 1000t 以上だったと明らかにした。座礁

したのは長鋪汽船（岡山県）が所有する「WAKASHIO」。燃料用の
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重油タンク三つのうち、座礁時に 1180t の重油が入っていたタンク

が破損した。周辺海域に貴重な野鳥の生息地があるといい、重油が広

がらないようオイルフェンスを設けるなどした。

17 日／気象庁
浜松で 41.1℃、国内最高気温に並ぶ
8 月 17 日は各地で午前中から気温が上昇し、35℃を超えた猛暑日

を記録する地点が相次いだ。気象庁によると、浜松市で午後 0時 10

分に 41.1℃を記録し、2018 年 7 月に埼玉県熊谷市で観測された国内

最高気温に並んだ。浜松市では 16 日にも観測史上最高となる 40.9℃

を記録しており、2日連続の 40℃台となった。

25 日／気象研究所
台風接近が 40 年間で 2 割増
　気象庁気象研究所は 8月 25 日、関東から東海、近畿、四国にか

けての太平洋側の多くの地域で、接近する台風が 1980 年からの 40

年で 2割ほど増え、特に東京では 5割増えたと発表した。九州や沖縄、

日本海側の地域では、大きな違いはなかった。太平洋高気圧が北と西

に張り出すことが増え、高気圧の縁を進む台風の経路が日本列島に近

づいたためとみられる。また、台風の勢力は強く、移動速度は遅くな

る傾向があった。

　台風は高気圧の縁に沿って移動する。この 40 年で太平洋高気圧

が平均して西に約 500km、北に約 300km張り出すようになったとい

い、以前は日本列島の南の太平洋上を通過していた台風が、陸地に接

近する例が増えたとみられる。

27 日／環境省
オガサワラシジミ絶滅の可能性
環境省は 8月 27 日、飼育下繁殖の実施などにより生息域外での増

殖に取り組んでいる国内希少野生動植物種オガサワラシジミについ

て、飼育下のすべての個体が死亡し、繁殖が途絶えたと発表した。本

種は 2018 年 6 月を最後に、母島においても個体が確認されていない

状況が続いており、今回、生息域外個体群が途絶えたことは、本種の

保存にとって非常に危機的な状況であるとした。専門家を交え、飼育

下個体が途絶えた原因を分析し、教訓として絶滅危惧種の保全対策に

活かしていく。

27 日／環境省、福島県
「未来志向の環境施策」推進へ協定締結
環境省と福島県は 8月 27 日、「福島の復興に向けた未来志向の環

境施策推進に関する連携協力協定」を締結した。東日本大震災・原発

事故後、環境省は福島の地域の強みを創造・再発見する「福島再生・

未来志向プロジェクト」に取り組んできた。協定に基づき、原子力災

害の影響が残る浜通り地域をはじめ福島の復興を一層進める。主な施

策は、①「ふくしまグリーン復興構想」等の着実な推進、②復興と共

に進める地球温暖化対策、③ポスト・コロナ社会を先取りした環境施

策、など。

■
　９月　　　　　　　

■

17 日／愛知県
名古屋港に多数のヒアリ、地中への出入りも初確認
愛知県は 9月 17 日、同県飛島村の名古屋港飛島ふ頭で、強い毒を

持つ外来種のヒアリ 700 匹以上が見つかったと発表した。名古屋港

管理組合による定期調査で見つかった。12 日にふ頭の臨港道路沿い

で 300 匹以上、15 日に近くの事業所の敷地内で 400 匹以上が、歩道

の割れ目や土の中に出入りしていたという。

これを受けて環境省は、専門家の協力のもと、9月 18 日から確認

地点の追加調査と防除を実施。9月 23 日の調査において、一定の規

模のコロニーを形成しており、多数の有翅女王アリ（数十個体以上）

を含んでいることが確認されたことから、殺虫剤を用いた緊急的な防

除を実施した。2017 年 6 月の国内初確認以降、これまでのヒアリの

確認事例は 2020 年 9 月 25 日（金）現在で 16 都道府県、計 57 事例

にのぼる。

24 日／国連
国連事務総長、脱炭素化呼びかけ
国連のグテーレス事務総長は 9月 24 日、新型コロナウイルスで打

撃を受けた経済の回復策について「コストが高く、汚染も多い石炭な

どの化石燃料産業を経済的に支えることは、『回復』とは呼べない」

と述べ、気候変動対策を加速させるよう求めた。国連総会にあわせて

気候変動対策をテーマに開いたオンライン会合で述べた。温暖化対策

の国際ルール「パリ協定」で目指す目標を達成するには温室効果ガス

を2030年に1990年比で45%減らし、2050年より前に「実質排出ゼロ」

にすることが求められると指摘。「政府、都市、企業、NGO、国際機

関の全てが、50 年までに実質排出ゼロに移行する計画を持つ必要が

ある」とした。

28 日／東京大学、住友林業
「木や植物の新たな価値創造」へ協定
東京大学と住友林業は 9月 28 日、産学協創協定を結んだと発表し

た。『木や植物の新たな価値創造による再生循環型未来社会協創事業』

を推進していく。木の最先端科学研究を通じて「木の価値」を高め、

木質資源の循環利用でサーキュラーバイオエコノミーシステム（循環

型共生経済）を構築、持続可能で人と地球環境にやさしい未来社会を

実現する。人材育成およびベンチャー企業の協業にも取り組む。事業

期間は 10年で、事業費 10 億円を住友林業が拠出した。

■
　10月　　　　　　　

■

16 日／農林水産省、経済産業省
「林業・木質バイオマス発電研究会」が報告書
農林水産省と経済産業省は 10 月 16 日、「林業・木質バイオマス発

電の成長産業化に向けた研究会」の報告書を公表した。同研究会は、

木質バイオマス燃料の供給元としての森林の持続可能性の確保と木質

バイオマス発電の発電事業としての自立化を両立させる方策を官民

連携により検討する場として設置。2020 年 7 月から 10 月にかけて、
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林業、チップ・ペレット加工業、発電事業、製紙業、学識経験者それ

ぞれの視点を踏まえた検討を行った。主な論点は次の通り。（1）森

林資源の持続的活用（広葉樹・早生樹の活用を含む）（2）木質バイ

オマス熱利用の推進（3）木質バイオマス燃料の品質安定化

26 日／内閣府
日本も「2050 年に温室効果ガス排出ゼロ」
菅義偉・総理大臣は 10 月 26 日の国会・所信表明演説で「わが国

は 2050 年までに、温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、す

なわち 2050 年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指す」

と宣言した。

背景について「もはや、温暖化への対応は経済成長の制約ではあり

ません。積極的に温暖化対策を行うことが、産業構造や経済社会の変

革をもたらし、大きな成長につながるという発想の転換が必要です。

鍵となるのは、次世代型太陽電池、カーボンリサイクルをはじめとし

た、革新的なイノベーションです。実用化を見据えた研究開発を加速

度的に促進します。規制改革などの政策を総動員し、グリーン投資の

更なる普及を進めるとともに、脱炭素社会の実現に向けて、国と地方

で検討を行う新たな場を創設するなど、総力を挙げて取り組みます。

環境関連分野のデジタル化により、効率的、効果的にグリーン化を進

めていきます。世界のグリーン産業をけん引し、経済と環境の好循環

をつくり出してまいります。省エネルギーを徹底し、再生可能エネル

ギーを最大限導入するとともに、安全最優先で原子力政策を進めるこ

とで、安定的なエネルギー供給を確立します。長年続けてきた石炭火

力発電に対する政策を抜本的に転換します」と述べた。

■
　11月　　　　　　　

■

1 日／林野庁
異分野×林業のコラボ、2 事業に優秀賞
林業現場を知る人材と、独自の技術やノウハウを持つ異分野人材と

のコラボで、森林づくりの課題を解決しようという事業共創プログラ

ム「SFA2020」（SUSTAINABLE FOREST ACTION= 林野庁補助事業）

の審査会（デモデイ）が 11 月 1日、東京・永田町会場とオンライン

で同時開催された。2チームが優秀賞を受賞し、200 万円の事業化資

金を獲得した。事業化・法人化に向けて準備を進める。受賞チーム以

外にも、複数のチームが引き続き事業化に向けた活動を行う。

6 日／北海道大学
イトウの生息域を「環境 DNA」で推定
環境省のレッドリストで絶滅危惧ⅠB類に指定されている日本最大

の淡水魚「イトウ」の生息域を推定したと、北海道大学大学院農学研

究院の荒木仁志教授らの研究グループが、11 月 6 日に発表した。生

態学の最新技術である「環境DNA解析」を駆使し、北海道内の 120

河川のうち 7河川でイトウ分布の証拠となる環境DNAを検出した。

捕獲や目視に頼らず、希少生物の分布や生息環境を解明する技術とし

ても期待される。環境DNAとは、生物からはがれ落ちた表皮やふん

などに含まれる細胞や細胞小器官のDNAで、ネス湖のネッシーの調

査に使われたことが注目された。

10 日／気象庁
生物季節観測を大幅削減
気象庁はツバメやウグイスなど 23 種目の季節観測を取りやめた。

季節の進み具合や気候の変化をみるために、アキアカネ（赤とんぼ）

やホタル、ツバメ、トノサマガエルなどの「初見日」のほか、ウグイ

スや様々な種類のセミ、エンマコオロギなどの「初鳴き日」などを観

測してきたが、都市化や地球温暖化により生態環境が変化し、気象台

周辺で見つけることが難しくなった生き物が増えたという。また、同

じ目的で植物の観測も行っているが、対象の34種目のうちチューリッ

プやタンポポなど 28 種の観測をやめた。温暖化などで観測に適した

場所で標本とする木などの確保が難しくなったためという。桜の開花

と満開、カエデの紅葉と落葉、イチョウの黄葉と落葉、梅とアジサイ、

ススキの開花の計 6種目の観測は今後も続ける。

12 日／環境省
アマミノクロウサギをイヌが捕食、徳之島
環境省・奄美群島国立公園管理事務所は 11 月 12 日、鹿児島県徳

之島北部の集落の居住地域内で死んでいた国の特別天然記念物「アマ

ミノクロウサギ」2匹の付着物から、イヌのDNAが検出されたと発

表した。周辺のノライヌ情報も合わせて考え、今回のアマミノクロウ

サギの死因はどちらもイヌによるものと判断した。集落の居住地域内

でアマミノクロウサギの死亡が確認されたのは初の事例となる。徳之

島では、アマミノクロウサギのような希少種の生息域（森林）と人間

の生活圏が近接しており、これまでノネコの捕食が問題になってきた。

■
　12月　　　　　　　

■

8 日／森林総合研究所、東京⼤学、⼭階⿃類研究所
貴重な渡り鳥「オオミズナギドリ」をノネコが捕食
伊豆諸島・御蔵島で繁殖する渡り鳥「オオミズナギドリ」が、ノネ

コ（野生化したネコ）に捕食されていることが分かった。森林総合研

究所、東京⼤学⼤学院農学⽣命科学研究科、公益財団法⼈⼭階⿃類研

究所の研究グループが 12 月 8日に発表した。ノネコ 1匹あたり平均

で年間 313 ⽻を捕⾷していると推定される。

オオミズナギドリは、東アジア地域の主に⽇本の島々で繁殖する海

⿃。かつては⽇本の多くの島で繁殖していたが、警戒⼼が極めて低く、

⼈が持ち込み野⽣化したイタチやノネコなどがいる島を中⼼に、繁殖

地は次々と消失した。このため、国際自然保護連合（IUCN）のレッ

ドリストで準絶滅危惧種（NT）に指定されている（研究成果は 11

⽉ 7⽇、国際学術誌「Mammal Research」でオンライン公開された）。

17 日／ユネスコ
「伝統建築工匠の技」が無形文化遺産に
　ユネスコ（国連教育科学文化機関）は 12 月 17 日、日本が提案

していた「伝統建築工
こう

匠
しょう

の技：木造建造物を受け継ぐための伝統技術」

を無形文化遺産に登録することを決めた。提案は、奈良・法隆寺など

歴史的な木造建造物の保存修理に欠かせない 17 件の技術。何世紀に

もわたり受け継がれてきた素晴らしい建築技術とともに、茅
かや

や漆、い

草など資材の育成・採取、再利用のサイクルについても、持続可能な

開発に寄与するものとして評価された。
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伝統建築工匠の技とは、木・草・土などの自然素材を建築空間に生

かし、世界に誇る建築遺産を周期的に保存修理してきた技術。材料の

採取や再利用、高度な木工・屋根葺
ぶき

・左官・装飾・畳なども合わせ、

文化財保護法に基づき国が「選定保存技術」として認定し、継承する

団体や職人を支援している。適切な周期の保存修理は、郷土の絆や歴

史を確かめる行事でもある。

19 日／神奈川県
無花粉ヒノキの苗木を出荷へ
神奈川県自然環境保全センター（厚木市）は、全国に先駆けて取り

組んでいる無花粉ヒノキの苗木を出荷できる見込みになったと 12 月

19日、公表した。まず約150本の出荷を考えているという。同センター

は 2012 年に花粉を飛ばさないヒノキを発見し、実用化を研究してき

た。神奈川県内では、スギについても無花粉や花粉の少ない品種への

植え替えが進んでいる。

23 日／京都大学、住友林業
木造の人工衛星打ち上げへ
京都大学と住友林業は、「宇宙における樹木育成・木材利用に関す

る基礎的研究」に共同であたる研究契約を締結し、『宇宙木材プロジェ

クト』をスタートしたと 12 月 23 日発表した。2023 年に木造人工衛

星「リグノサット」を打ち上げ、2024 年 3 月まで宇宙環境下での木

材物性評価や樹木育成研究を行う。木材は電磁波・地磁気を透過する

ため、人工衛星を木造にすればアンテナや姿勢制御装置を衛星内部に

設置でき、衛星構造を簡素化できる。また運用終了後、大気圏に突入

すると木造人工衛星は完全に燃え尽きる。燃焼時に大気環境等の汚染

源となりうる微小物質（アルミナ粒子）が発生しないクリーンで環境

に優しい人工衛星の開発につながる。
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あとがき

森林や環境の問題に関わってきた研究者とジャーナリストで構成する森林環境研究会

は、森林文化協会の専門委員会として年間の研究テーマを選び、その成果を年報という

形で発表している。今回の特集テーマ「森林と自然エネルギーを再考する」の狙いは、

森林資源をはじめとする自然エネルギー（再生可能エネルギー）は果たして十分に活用

できているのか、できていないとしたら何が課題になっているのか、を探る糸口を提供

することである。トレンド・レビューでは、新型コロナウイルス禍のもと、私たちの社

会や暮らしをどう変えていくべきかにスポットを当てた。緑のデータ・テーブルには、

２０２０年に発表された産学官のプレスリリースから重要と思われるものをピックアッ

プし、森林・環境問題をめぐる 1年間の動きをたどった。

この年報が、これまで以上に多くの方々に読まれ、森林文化協会が理念とする「山と

木と人の共生」に向けての歩みが少しでも進むことを願う。

森林文化協会　斎藤義浩
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